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第１章 総   則 



第１章  総  則  第１節 

 

 

第１章  総      則 

 

 

第１節  目    的 

 

 この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定に基づき、標茶町防災会

議が作成する計画であり、標茶町の地域に係る防災に関し、災害予防、災害応急対策及び災害復

旧等の災害対策を実施するにあたり、防災関係各機関がその機能のすべてをあげて、町民の生命、

身体及び財産を災害から保護し、防災業務全般にわたり計画的、迅速的確に実施するため、次の

事項を定め本町防災の万全を期することを目的とする。 

１ 標茶町の区域内に所在し、若しくは区域を管轄する指定地方行政機関、指定公共機関、指定

地方公共機関及び公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者等の処理すべき防災上の事務、

又は業務の大綱の作成及び調整に関すること。 

２ 災害が発生し、又は発生のおそれがある場合に必要な防災組織に関すること。 

３ 気象、水象、地象等による災害及び火災の未然防止と被害の軽減を図るための施設の整備及

び改善等、災害予防に関すること。 

４ 災害が発生した場合の給水、防疫及び食糧供給等、災害応急対策に関すること。 

５ 災害復旧に関すること。 

６ 防災訓練に関すること。 

７ 防災思想の普及に関すること。 
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第２節  用語の定義 

 

 

 この計画において、掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。 

基 本 法 災害対策基本法（昭和36年法律第223号) 

水 防 法 水防法（昭和24年法律第193号） 

救 助 法 災害救助法（昭和22年法律第118号) 

防 災 会 議     E A 標茶町防災会議 

本部（長） 標茶町災害対策本部（長） 

町 計 画 標茶町地域防災計画 

災   害 災害対策基本法第２条第１号に定める災害 

防   災 災害対策基本法第２条第２号に定める防災 
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第３節 計画の修正要領 

 

 

 防災会議は、基本法第42条に定めるところにより計画内容に随時検討を加え、その修正を必要

とする場合は、修正の基本方針を定め行うものとする。 

 修正の内容は、おおむね次に掲げるような事項について、その変更を認めた場合とする。 

１ 計画内容に重大な錯誤のあるとき。 

２ 社会、経済の発展に伴い計画が社会生活の実態と著しく遊離したとき。 

３ 防災関係機関が行う防災上の施策によって計画の変更（削除）を必要とするとき。 

４ 新たな計画を必要とするとき。 

５ 防災基本計画の修正が行われたとき。 

６ その他町防災会議会長が必要と認めたとき。 

 前各項に掲げる事項については、計画の部分的な修正についても同様とする。 

なお、防災会議で決定した修正結果を北海道知事に報告するものとする。 
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   第４節  防災関係機関等の処理すべき事務 

           又は業務の大綱及び町民の責務  

 

１ 防災会議の構成機関及び公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者の防災上処理すべき

事務又は業務の大綱は、次のとおりである。 

 

機
関
の
区
分 

関 係 機 関 名 業    務    の    内    容 

標 
 
 
 

茶 
 
 
 

町 

標茶町 

標茶町川上4丁目 

2番地 

℡ 015-485-2111 

１ 防災会議に関する事務を行うこと。 

２ 本部の設置及び組織の運営を行うこと。 

３ 防災に関する組織の整備、資材の備蓄、地域内の災害予防措

置の実施に関すること。 

４ 防災上必要な教育及び訓練を行うこと。 

５ 防災思想の普及を行うこと。 

６ 災害に関する情報の収集、伝達及び被害状況の調査、報告を

行うこと。 

７ 救難、救助、防疫等被害者の救助を行うこと。 

８ 町の所掌に係る災害予防、災害応急対策及び災害復旧対策の

実施に関すること。 

９ 避難の勧告、指示、誘導及び収容に関すること。 

10 災害時の清掃、防疫、保健衛生、環境衛生、食品衛生に関す

ること。 

11 文教、輸送、交通規制等に関すること。 

12 災害時要支援者の擁護に関すること。 

13 災害ボランティアの活動環境の整備に関すること。 

14 防災関係機関が実施する災害応急対策等の調整に関するこ

と。 

標茶町教育委員会 

標茶町常盤8丁目 

8番地 

℡ 015-485-2111 

１ 災害時における被災児童生徒の救護及び応急教育の指導に関

すること。 

２ 教育施設の被害調査及び報告に関すること。 

３ 文教施設及び文化財の保全対策の実施に関すること。 

標茶町立病院 

標茶町開運4丁目 

1番地 

℡ 015-485-2135 

１  災害時における緊急医療、助産を行うこと。 

２ 被災時の病人等の収容、保護をすること。 

３ 災害時、医療防疫対策について協力すること。 

４ 緊急医療対策本部が設置された場合に医療部隊を編成し、救

急医療活動を実施すること。  

消

防

機

関 

釧路北部消防 

事務組合 

標茶消防署 

標茶消防団 

標茶町旭4丁目 

6番2号 

℡ 015-485-2021 

１ 消防活動を行うこと。 

２ 水防活動を行うこと。 

３ 災害時における住民の生命、財産の保護に関すること。 

４ その他消防業務に関すること。 
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指 
 

定 
 

地 
 

方 
 

行 
 

政 
 

機 
 

関 

釧路開発建設部 

 

釧路河川事務所 

釧路町若葉1丁目 

28番地3 

℡ 0154-38-8300 

 

弟子屈道路事務所 

弟子屈町鈴蘭4丁目 

4番1号 

℡ 015-482-2327 

１ 災害に関する情報の伝達、収集に関すること。 

２ 災害対策用機材等の地域への支援に関すること。 

３ 直轄河川及び直轄ダムの維持管理並びに災害復旧に関するこ

と。 

４ 直轄砂防事業に関すること。 

５ 洪水予報、水防警報（気象台と共同）の発表に関すること。 

６ 一般国道並びに開発道路の新設、改築、維持、修繕、災害復

旧及びその他の管理に関すること。 

７ 国営農業農村整備事業に係る施設の災害復旧に関すること。 

８ 補助事業に係る指導、監督に関すること。 

 

北海道財務局釧路

財務事務所 

釧路市幸町10丁目 

3番地 

℡ 0154-32-0701 

１ 災害時における民間金融機関に対する緊急措置の指示及び要

請。 

２ 災害時における国有財産の緊急利用等に関すること。 

北海道農政事務所

地域第５課 

釧路市南浜町 

5番地9 

釧路港湾 

合同庁舎内 

℡ 0154-23-4401 

１ 災害時における主要食糧の備蓄及び応急配給に関すること。 

２ 災害応急飼料対策に関すること。 

釧路地方気象台 

釧路市幸町10丁目 

3番地 

℡ 0154-31-5146 

 

１ 気象、地象、水象等の観測及びその成果の収集、発表を行

う。 

２ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震

動に限る。）、水象の予報・警報等の防災情報の発表、伝達及び

解説を行う。 

３ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に努める。 

４ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言を

行う。 

５ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努める。 

北海道森林管理局

根釧西部森林管理

署標茶森林事務所 

標茶町川上10丁目

36番地 

℡ 015-485-2077 

１ 林野火災の予防対策に関すること。 

２ 所轄国有林の復旧治山及び予防治山を実施すること。 

３ 災害時において、公共団体の要請による緊急復旧用材の供給

に関すること。 

４ 災害対策上、所轄国有林につき保安林の配置の適正化と施業

の合理化に関すること。 

自 

衛 

隊 

陸上自衛隊 

第27普通科連隊 

釧路町別保112番地 

℡ 0154-40-2011 

１ 災害派遣要請権者の要請に基づき、部隊等を派遣すること。 

２ 災害派遣部隊による人命の救助、消防、水防、救援物資の輸

送、道路の応急啓開並びに応急医療、防疫、給水及び通信の支

援等を行うこと。 

３ 災害予防責任者の行う防災訓練に、必要に応じ、部隊等の一

部を協力させること。 
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北 
 
 

海 
 
 

道 

釧路総合振興局 

地域政策部地域政

策課（防災） 

釧路市浦見2丁目 

2番54 

℡ 0154-43-9144 

 

１ 釧路総合振興局地域災害対策連絡協議会に関すること。 

２ 防災に関する組織の整備を図り、災害予防措置を講ずるこ

と。 

３ 災害応急対策及び災害復旧対策を実施すること。 

４ 市町村及び指定地方公共機関の処理する防災に関する事務 

及び業務の実施を支援し、総合調整を図ること。 

５ 自衛隊の災害派遣要請を行うこと。 

６ 災害救助法の適用に関すること。 

７ 災害時における塵芥収集、し尿の汲み取り業務に対し標茶 

町に指導助言を行うこと。 

釧路総合振興局 

釧路建設管理部 

弟子屈出張所 

弟子屈町桜丘3丁目

4番10 

℡ 015-482-2886 

１ 所轄する道路及び河川についての維持管理及び災害応急対 

策並びに災害復旧を行うこと。 

２ 水防活動の技術指導に関すること。 

３ 災害時における道道の交通情報の収集及び交通路の確保を 

図ること。 

釧路総合振興局 

保健環境部標茶地

域保健支所 

標茶町常盤8丁目 

1番地 

℡ 015-485-2155 

１ 災害時における水道施設の復旧及び死亡獣蓄処理の業務に 

対し標茶町に指導助言を行うこと。 

２ 災害時における防疫措置に関すること。 

３ 医療施設・衛生施設等の被害報告を行うこと。 

４ 災害時における医療救護活動を推進すること。 

５ 食品衛生の指導、監視に関すること。 

釧路総合振興局 

産業振興部 

釧路農業改良普及

センター 

標茶町常盤8丁目 

5番地 

℡ 015-485-2514 

１ 農作物の被害調査及び報告に関すること。 

２ 農作物被害に対する応急措置及び対策の指導を行うこと。 

３ 被災地の病害虫防除の指導を行うこと。 

北 

海 

道 

警 

察 

弟子屈警察署 

弟子屈町中央2丁目

9番28 

℡ 015-482-2110 

 

標茶駐在所 

標茶町常盤8丁目 

7番地 

℡ 015-485-2151 

 

磯分内駐在所 

標茶町熊牛原野 

15線西1-46 

℡ 015-486-2004 

 

塘路駐在所 

標茶町塘路原野 

北7線51 

℡ 015-487-2151 

 

１ 各種情報の収集、人身の安全のための広報活動の実施、及 

び予・警報の伝達についての協力をすること。 

２ 災害関係機関が行う危険地域居住者の避難誘導、被災者の 

救助活動の協力及び遺体の検死を行うこと。 

３ 被災地における交通秩序の保持及び災害に伴う各種犯罪の 

予防取締を行うこと。 

４ その他水防、災害救助活動に対する協力を行うこと。 

５ 災害警備本部の設置運営に関すること。 

６ 危険物に対する保安対策に関すること。 

７ 自治体等の防災関係機関が行う防災業務の協力に関するこ 

と。 
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指 
 
 
 

定 
 
 
 

公 
 
 
 

共 
 
 
 

機 
 
 

 

関 

標茶郵便局 

標茶町旭1丁目 

3番地6 

℡ 015-485-2322 

磯分内郵便局 

標茶町字熊牛原野 

15線西2番地 

℡ 015-486-2300 

塘路郵便局 

標茶町字塘路原野 

北7線51-87 

℡ 015-487-2300 

虹別郵便局 

標茶町字虹別原野 

67戦105番地27 

℡ 015-488-2461 

１ 災害時における郵便輸送の確保及び郵政業務運営の確保に 

関すること。 

２ 郵便貯金及び簡易保険事業の取扱いに関する非常措置を行 

うこと。 

３ 郵便の窓口掲示板等を利用した広報活動に関すること。 

ＮＨＫ釧路放送局 

釧路市幣舞町3-8 

放送センター 

企画総務 

℡ 0154-43-3719 

１ 気象予警報、災害情報及び防災知識の普及等、災害広報に 

関すること。 

ＮＴＴ東日本 

北海道東支店 

釧路市黒金町9-2 

℡ 0154-21-3203 

１ 気象官署からの警報を関係機関に伝達すること。 

２ 非常及び緊急通話の取扱いを行うほか、必要に応じ電報・ 

電話の利用制限を実施し、重要通話の確保を図ること。 

北海道電力株式会

社弟子屈営業所 

弟子屈町朝日1丁目

7-11 

℡ 015-482-2019 

 

１ 災害時における電力の円滑な供給及び電力供給施設の防災 

対策を行うこと。 

２ 電力施設の災害復旧見込み等の周知を行うこと。 

北海道旅客鉄道株

式会社標茶駅 

標茶町旭1丁目1番8 

℡ 015-485-2018 

１ 災害時における鉄道輸送の確保を行うこと。 

２ 災害時における救援物資等の緊急輸送及び避難者の輸送等 

につき関係機関の支援を行うこと。 

日本赤十字社北海

道支部標茶分区 

標茶町川上4丁目 

2番地 

℡ 015-485-2111 

 

１ 災害時における救援物資の供給に関すること。 

２ 救助に関し、民間団体及び個人の行う救助活動の連絡調整 

を行うこと。 
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指
定
地
方
公
共
機
関 

（一社） 

釧路市医師会 

１ 災害時における医療関係機関の連絡調整並びに応急医療及 

び助産に関すること。 

（一社） 

北海道薬剤師会 

１ 災害時における調剤、医薬品の供給を行うこと。 

（公社） 

北海道獣医師会 

１ 災害時における飼養動物の対応を行うこと。 

公 

共 

的 

団 

体 

及 

び 

防 

災 

上 

重 
要 

な 

施 

設 

の 

管 

理 

者 

標茶町農業協同組

合 

標茶町開運9丁目 

6番地 

℡ 015-485-2102 

１ 所管施設の災害予防、災害応急対策及び災害復旧を行うこ

と。 

２ 被災組合員等に対する資金の融資及び斡旋を行うこと。 

３ 農業生産資材及び生活物資の確保・斡旋を行うこと。 

釧路地区農業共済

組合標茶支所 

標茶町開運10丁目

25番地 

℡ 015-485-2187 

１ 農作物、家畜の被害調査及び報告並びに診療に関すること。 

２ 被災組合員に対する災害補償を円滑に行うこと。 

一般運送業者 １ 災害時における救助物資の緊急輸送等につき関係機関の支援

を行う。 

（福）標茶町社会

福祉協議会 

標茶町川上10丁目 

1番地 

℡ 015-485-2503 

１ 被災生活困窮者に対する世帯厚生資金の融資斡旋 

２ ボランティアの受け入れに関すること。 

標茶町商工会 

標茶町旭2丁目 

5番-23 

℡ 015-485-2264 

１ 災害時における物価の安定及び救援物資の確保について協 

力すること。 

２ 被災商工業者に対する経営指導及び資金の融資並びに斡旋 

を行うこと。 

標茶町森林組合 

標茶町川上5丁目 

20番地 

℡ 015-485-2566 

１ 所管施設の災害予防、災害応急対策及び災害復旧を行うこ 

と。 

２ 被災組合員等に対する融資及び斡旋を行うこと。 

一般病院・診療所

等 

１ 災害時における医療防疫対策について協力すること。 

危険物関係施設の

管理者 

１ 所管施設の災害予防及び災害時における危険物の保安に関 

する措置を行うこと。 

標茶町内各建設業

者 

１ 災害時における労働力、資材、機械等の協力を行うこと。 

標茶町女性団体連

絡協議会 

１ 避難所の開設協力に関すること。 

２ 炊事等の全面協力をすること。 

町内会、地域会 

自主防災組織 

１ 行政区自衛用組織及び災害の通報、連絡、調査に関するこ 

と。 

２ 災害時における情報の伝達、被災者の救助、炊き出し等に 

ついて協力すること。 
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第５節 住民の責務 

 

 

「自らの身の安全は自らが守る」ことが基本であり、町民はその自覚を持ち、平常時より災

害に対する備えを心がけるとともに、災害時には自ら身の安全を守るよう行動することが重要

である。また、地域における被害の拡大防止や軽減を図るため、平常時から災害への備えを行

うとともに、災害時には自主的な防災活動に努めるものとする。 

１ 平常時の備え 

（１） 避難の方法（避難場所等）及び家族との連絡方法の確認 

（２） 飲料水、食糧等の備蓄、救急医療品等の非常持ち出し用品の準備 

（３） 隣近所との相互協力の関係のかん養 

（４） 災害危険区域等、地域における災害の危険性の把握 

（５） 防災訓練、研修会等への積極的参加による防災知識、応急救護技術等の習得 

（６） 災害時要支援者への配慮 

（７） 自主防災組織の結成 

 

２ 災害時の対策 

（１） 地域における被災状況の把握 

（２） 近隣の負傷者・災害時要支援者の救助 

（３） 初期消火活動等の応急対策 

（４） 避難場所での自主的活動 

（５） 防災関係機関の活動への協力 

（６） 自主防災組織の活動 
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第６節  標茶町の地勢と気象 

 

 

１ 位置及び面積 

  本町は、東経 144度 14分から 144度 47分、北緯 43度 00分から 43度 37分、釧路管内の北東に 

位置し、川上郡の南東にあり、東は野付郡別海町並びに厚岸郡厚岸町に、西は阿寒郡鶴居村に接し 

南は釧路郡釧路町に隣接し、北は川上郡弟子屈町に境して、その面積は 1,099.37平方㎞に及んで 

いる。 

 

２ 地 勢 

北端は千島火山脈に連なるが、一般に山岳は少なく河川に沿って平野があり概ね丘陵起伏の地形を 

なしている。河川は大きなものに釧路川があり数条の支流を合して本町の中央部を流れ釧路平野を過 

ぎて太平洋に注ぎ、北部の西別川は西別岳山ろくに源を発し、根室平野を過ぎてオホーツク海に、南 

部には厚岸町との境界添いに別寒辺牛川が流れ太平洋にそれぞれ注いでいる。  

また、南東の阿歴内川は阿歴内原野を曲折して周囲約 20㎞、面積 12.75平方㎞に及ぶ塘路湖に注 

いでいる。 

 

３ 地 質 

釧路川東部は摩周系火山灰地帯であり、下部は第４紀古層扇状堆土であり、土壌は摩周火山灰層 

層で概ね砂壌土型である。また、西部は摩周系火山灰畳積被覆し、下層は第３期層に属し、一部凝 

灰岩、砂岩、或いは第４紀古成層も見受けられる。 
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４ 気 象 

本町の気候は、春、夏は冷涼で日照が少ない。しかし、１０月から３月にかけては日照も多くな 

る。秋は比較的好天が続くが、冬は積雪が少なく、寒さも厳しく地下凍結が甚だしい。 

 

〔気象概況：平年値（年・月ごとの値）〕 

要素 
降水量 

（ｍｍ） 

平均気温 

（℃） 

日最高気温 

（℃） 

日最低気温 

（℃） 

統計期間 1981～2010 1981～2010 1981～2010 1981～2010 

１ 月 44.3 -8.2 -1.6 -15.8 

２ 月 24.9 -7.5 -1.2 -15.1 

３ 月 58.7 -2.5 2.7 -8.7 

４ 月 74.0 3.5 9.7 -2.3 

５ 月 100.3 8.7 15.4 2.7 

６ 月 90.2 12.7 18.6 8.1 

７ 月 122.0 16.4 21.4 12.5 

８ 月 136.7 18.5 23.6 14.6 

９ 月 155.9 15.0 20.5 9.9 

１０月 100.7 8.7 15.4 2.2 

１１月 75.2 1.7 8.3 -4.8 

１２月 51.8 -4.9 1.5 -11.7 

年 1033.7 5.2 11.2 -0.7 

資料 : 「気象庁ホームページ」 

観測所： 標茶地域気象観測所 

 

５ 災害記録 

本町地域内に発生した過去の主なる災害は、次の表のとおりである。 

(1)  火災  (損害額 2,000千円以上の火災) 

年月日 出火場所 出火原因 被 害 状 況 損害額 

昭 25. 3.15 日甜磯分内工場 コンロの加熱 
資材倉庫 1棟 198坪 

全焼 

(千円) 

5,800 

  28. 5. 4 標茶市街中心街 残火の不始末 
罹災世帯 102戸 460名 

にのぼり延 3,526.42坪焼失 
179,024 

  31. 2. 4 標茶町国保病院 ｽﾄｰﾌﾞの加熱 延 198坪焼失 10,373 

  39. 8.22 加納木工場 タバコの火 延 363㎡の工場全焼 8,000 

  42. 1.27 標茶町農業共済組合 ルンペンストーブの過熱 事務所延 292㎡全焼 10,090 

  43. 6. 2 旭町劇場 不明 劇場延 250㎡全焼 6,400 

  46.10.21 
旭町 

太陽自動車修理工場 
ファンモーターの加熱 

工場の事務所検住宅 

延 105.37㎡全半焼 
7,113 

  50. 3. 3 上ｵｿﾍﾞﾂ山内金作 ﾏｯﾁの火遊び 住宅延 15.29 ㎡全焼 5,210 

  51. 1.24 
中茶安別北 2線 

    13番地 
給湯用ボイラーの火源漏洩 酪農場延 304.155㎡全焼 20,637 
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51. 2. 3 
熊牛原野 15 線 

   西 2番地 

プロパンガス

のコンロ 

クリーニング店及び住宅 

延 258.95㎡全焼 

（千円) 

13,772 

  51. 3.16 
中茶安別原野基線 37

－5番地 

ルンペンスト

ーブの過熱 
住宅延 141.615㎡全焼 8,966 

  53. 1.11 標茶 17 番地 24 子供の火遊び 住宅延 145㎡全焼 10,855 

  53. 5.15 塘路国鉄沿線 不明 林野 5,898 

53.11. 5 雷別 不明 住宅延 73㎡全焼 9,112 

  54. 8. 1 標茶 10 番地 不明 店舗延 468㎡半焼 40,931 

  54.12.11 虹別 不明 倉庫延 842㎡全焼 28,406 

  55. 6. 5 西標茶 157番地 不明 住宅延 113㎡全焼 7,553 

  56. 1. 5 虹別 61 線 136番地 不明 養畜舎延 268㎡半焼 40,722 

  56. 5.21 中茶安別原野 不明 住宅延 114㎡全焼 7,264 

  56. 7.30 標茶 10 番地 不明 店舗延 79㎡部分焼 14,353 

  56.10. 8 阿歴内 
電灯が可燃物

に接触 
養畜舎延 396㎡全焼 9,750 

  57. 9.30 西標茶 67番地 自然発火 養畜舎延 424㎡全焼 24,000 

  58.10.25 熊牛原野東 2番地 21 
ﾃｨﾎﾞﾄﾙの加熱

防止不良 
住宅延 62㎡全焼 6,110 

  59. 2.13 ルルラン 3番地 

石油バーナー

の火が、もれ

た石油に引火 

作業場延 156㎡全焼 9,194 

  59. 7. 9 下オソツ別 661番地 
タバコの火の

不始末 
住宅延 93㎡全焼 11,110 

  59.10. 1 上多和 11 番地 
裸電球が牧草

に接触発火 
養畜舎延 491㎡全焼 15,805 

  59.10.25 中御卒別番外地 不明 養畜舎延 491㎡全焼 6,534 

  60. 1.16 旭町 31 番地 不明 店舗併用住宅延 88㎡全焼 17,601 

  60. 1.25 
オソツベツ 

414番地 6 
不明 養畜舎延 186㎡全焼 7,972 

  61.12.22 
虹別原野 62 線 

   146番地 
不明 住宅延 105㎡全焼 7,957 

  62. 4.29 
標茶 682 番地 

 (虹別開花) 

ゴミ焼きの拡

大 
D型ハウス 292㎡全焼 4,402 

  62. 7.26 阿歴内原野基線 191 落雷 住宅 45㎡全焼 10,022 

  62.11. 1 虹別原野 448 番地 
牧草の自然発

火 
D型ハウス 297㎡全焼 3,754 

  63. 4.23 
上オソベツ原野 

    136番地 
不明 D型ハウス 185㎡全焼 3,475 

  63.10.21 ルルラン 37 番地 不明 住宅 56㎡全焼 4,986 

  63.12.11 中茶安別原野 220 
溶接機の火花

の飛び火 
D型ハウス 194㎡全焼 2,074 

  63.12.26 

 

虹別原野 381 番地の

4 

トーチランプの

使用方法誤り 
養畜舎 213㎡全焼 

 

5,706 

 

平 1. 3.19 

 

西熊牛原野 32 番地の

8 

風呂の空たき 

 

住宅 36㎡半焼 

 

3,182 

 

1. 9. 4 
 

熊牛原野 14 線 

    東 2番地 

ガスコンロの

使用方法誤り 

住宅 63㎡半焼 

 

5,802 

 

1.10.10 
上多和原野基線 

     52番地 

牧草の自然発

火 
牧草 2,880 
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  1.11. 4 標茶 287 番地 2 
ガスコンロの輻

射熱 
住宅 2戸 96㎡全半焼 6,212 

   1.12.31 ルルラン 39 番地 161 
灯油ストーブの

使用方法誤り 
住宅 82㎡全焼 8,255 

   2.10.13  
開運町河川敷地 

 (中村組) 
不明 発電機 6,300 

   2.10.19 ルルラン 115 番地 
子供の火遊び 

(ライター) 
住宅 16㎡半焼 2,656 

   2.12.18 
塘路原野北 7線 

   49の 15 

廃油ストーブ 

取扱い誤り 
倉庫兼作業場 383㎡全焼 88,602 

   3. 8.14 塘路 32 番地 77 
灯油バーナー使

用誤り 
住宅 2戸 39㎡全・部分焼 5,022 

   3.12. 5 上茶安別基線 13 番地 不明 
納屋 194㎡全焼 

(D型ハウス) 
2,442 

   4. 3.20 
熊牛原野 16 線 

   西 1番地 

ローソクの火の

転倒 
住宅 113㎡全焼 9,049 

   4. 5. 7 中オソベツ 21番地 ゴミ焼の拡大 納屋 194㎡全焼 2,763 

   5. 3. 1 ルルラン 40 番地 放火の疑い 倉庫 113㎡全焼 2,027 

   5. 8.26 栄 159番地 放火の疑い 住宅 97㎡全焼 2,903 

   5. 8.29 
熊牛原野 13 線 

   東 15 番地 5 
放火の疑い 住宅 177㎡全焼 8,598 

   5. 9.29 標茶 145 番地 1 

接着剤の可燃性

ガスにタバコの

火が引火 

住宅 38㎡部分焼 4,264 

   5.10.15 
中オソベツ原野 90 番

地 2 

電気溶接機の熱

によりトラック

から出火、建物

に拡大 

納屋(D型ハウス) 

292㎡全焼 
2,137 

   6. 7. 9 上沼幌基線 117番地 不明 住宅 102㎡全焼 2,411 

   6.11.14 虹別原野 435 番地 不明 
牛舎 329㎡全焼 

牛 35頭焼死 
15,431 

   7. 2.15 標茶 816の 1 

風呂場ﾎﾞｲﾗｰの

輻射熱により壁

内から出火 

住宅 58㎡全焼 4,407 

   8. 1.18 標茶 10 番地 
石油ストーブに

可燃物が落下 

店舗 181㎡全焼 

農耕用特殊器械 
21,364 

   8. 5. 3 
熊牛原野 14線西 2番

地 
不明 農耕用特殊車両 1台 4,559 

 
※平成 9年度以降の記録は年度毎の集計値とする。 
 

年 度 件 数 被 害 状 況 損害額（千円） 

平成９年度 ３件 住宅全焼２件、住宅半焼１件 26,598 

平成10年度 ２件 住宅全焼、店舗部分焼 21,814 

平成11年度 ２件 椎茸培養室全焼、養畜舎半焼 24,130 

平成12年度 １件 住宅全焼及び車両焼損 5,326 

平成13年度 ４件 
住宅半焼、納屋全焼、車両焼損、 

寺院（本堂）全焼・会館部分焼 
86,953 

平成14年度 ２件 住宅全焼２件 17,893 
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平成15年度 ５件 
旧牛舎全焼、工場全焼、納屋全焼、 

廃屋全焼、バーベキューハウス全焼 
34,712 

平成16年度 ３件 住宅全焼、住宅半焼、納屋全焼 19,009 

平成17年度 ０件 － － 

平成18年度 ０件 － － 

平成19年度 ２件 作業棟他３棟全焼、住宅全焼 7,352 

平成20年度 １件 店舗併用住宅半焼 14,869 

平成21年度 ３件 住宅全焼、作業場半焼、車両焼損 9,915 

平成22年度 １件 住宅全焼 6,728 

平成23年度 １件 住宅部分焼・車庫全焼 3,049 

平成24年度 １件 養畜舎全焼 11,016 

平成25年度 １件 住宅全焼 3,630 

平成26年度 ２件 牛舎半焼、養畜舎半焼 11,451 

平成27年度 １件 事務所全焼 2,529 

 
 
(2) 水害・風害・雪害 

年月日 被害場所 被 害 状 況 損害額 

昭 28. 4.28 全 域 大雨により各所に道路決壊があり土木被害大 3,800 

 28. 5.29 〃 暴風雨により道路及び橋梁の被害 5,660 

 28. 9.25 〃 台風により農作物に被害大 2,084 

 29. 9.26 〃       〃 6,775 

 33. 7.23 〃 大雨により道路・橋梁等に被害大 5,125 

 35. 3.12 〃 
連続雨量 124.5mm に融雪を伴い土木、農業、林業関

係に甚大な被害 
14,464 

 37. 8. 3 〃 大雨により道路、河川、農作物に被害大 2,423 

 37. 8.20 〃 台風により農作物、土木関係に被害大 14,519 

 38. 8.15 〃 大雨により農作物被害大 16,827 

 39. 8.25 〃 大雨により各所で道路決壊 11,335 

 54. 4. 8 〃 
大雨と融雪により住宅、土木関係に被害大 

床上浸水 37 棟、床下浸水 101棟等 
373,448 

 54.10.20 〃 
大雨(約 170mm)により道路･橋梁・家屋等に被害大・

道路被害 122個所、床上浸水 7戸、床下浸水 11戸等 
90,000 

 56. 8.23 〃 台風 15 号による風により家屋等の倒壊・停電 5,996 

 56.10.22 

  ～23 
〃 台風 24 号による大雨により道路・橋梁に被害大 9,200 

 58. 4. 2 〃 
大雨と融雪により河川・道路に被害大 

河川決壊 21 個所 
1,041,500 

 58. 8.19 〃 台風 5号により河川・道路に被害 32,000 

 60. 4. 4 

  ～ 5 

弥栄・開運町

上オソベツ 
大雨と融雪により河川と橋梁に被害 98,000 

 60. 9. 7 

  ～ 8 

虹別・美幌・

磯分内・沼幌 
大雨により道路決壊 17,100 

 61. 9. 4 
阿歴内・茶安

別・磯分内 
大雨により各所に道路決壊・農業用水路工決壊 63,244 

 62. 3.24 全  域 降雨・融雪による道路決壊・ヤマメ養殖池決壊 3,300 
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 63. 4.11 

  ～20 

沼幌・オソベ

ツ・磯分内 
大雨と融雪による道路河川の決壊 45,000 

 63. 5.13 全  域 大雨による道路、水路工の決壊 48,500 

 63.10.30 〃 暴風雨による住宅、病院の屋根トタン板剥離 5,874 

平 2.11. 9 〃 低気圧により道路に被害被害大 33,208 

  3. 8.21 〃 大雨により道路、上水道、町施設に被害 8,937 

  3. 9.28 桜  町 台風 19 号により公共施設に被害 3,821 

  4. 8. 9 全  域 集中豪雨により農業用施設、林地に被害大 178,000 

  4. 9.11 〃 台風 17 号により道路に被害 5,196 

  5. 8.28 

 

中 チ ャ ン ベ

ツ・オソベツ 

台風 11 号により道路に被害 

 

17,000 

 

10．9.16 全  域 台風 5号により道路に被害 61,650 

15．8.10 〃 台風 10 号により道路に被害 93,000 

24. 4. 3 〃 強風による営農施設に被害 7,630 

24. 5.18 〃 雷雨による営農施設に被害 9,820 

24. 4. 3 〃 強風による営農施設に被害 7,630 

24. 5.18 〃 雷雨による営農施設に被害 9,820 

27. 8.10 〃 大雨による排水路、町道に被害 25,200 

27. 10.1 〃 暴風雨による営農施設に被害 21,900 

27. 10.7 〃 台風 23 号による営農施設に被害 31,100 

28. 8.17 〃 台風７号による営農施設に被害 155,790 

28. 8.21 〃 台風 11 号による道路、河川に被害 82,537 
 

(3) 農業被害(冷害・雹害) 

年月日 被害場所 被  害  状  況 損害額 

昭 28 全  域 6～8月の低温、悪天候 
(千円) 

61,895 

 31 〃     〃 248,686 

 32 〃     〃 85,478 

 39. 6.24 阿歴内全域 農作物被害大 2,702 

 39 全  域 くもり、雨天多く低温、35%減収 105,465 

 

(4) 地震 

年月日 被害場所 被  害  状  況 損害額 

昭 30. 9. 5 
釧路川 

二本松橋 

（震源：釧路沖 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ５．８） 

釧路市幣舞町（旧）：震度４  中央部約 7ｍ落下 

(千円) 

3,800 

  37. 4.23 全  域 
（震源：十勝沖 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ７．１） 

釧路市幣舞町（旧）：震度４  特に簡易軌道被害大 
12,438 

  62. 1.14 標茶市街 
（震源：十勝地方南部 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ６．６） 

釧路市幣舞町（旧）：震度５  ナメコ床落下 
2,200 

平 5. 1.15 全  域 

（名称：平成５年(1993年)釧路沖地震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 7.5） 

釧路市幣舞町（旧）：震度６ 

烈震により上・下水道、家屋損壊等全町的に被害大 

3,370,605 

   6.10. 4 〃 

（名称:平成６年(1994年)北海道東方沖地震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 8.2） 

釧路市幣舞町（旧）：震度 6 

上水道、道路、橋梁、家屋等に被害大 

784,400 

15. 9.26 〃 

（名称：平成１５年(2003年)十勝沖地震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 8.0） 

釧路市幸町（旧）：震度５強 

道路、農業用水道に被害大 

13,500 
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第２章  防災組織 

 

 

 災害の予防、応急対策及び復旧対策等の防災諸活動に即応する体制を確立し、災害対策の総合

的運営を図るため、防災に関する組織及びその運営、災害に関する情報及び気象予警報の伝達並

びに災害時における広報活動等に関する事項を定め、災害対策の実施体制の確立を図るものとす

る。 

 

 

第１節  防災会議 

 

 防災会議は町長を会長とし、基本法第16条第６項の規定に基づく標茶町防災会議条例（昭和

３８年条例第２号）第３条第５項に定める者を委員として組織するものであり、標茶町における

災害に関する基本方針及び計画を作成し、その実施の推進を図るとともに災害情報の収集、防災

関係機関相互間の連絡調整を任務とする。 
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   1 防災組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

                         

  

指定地方行政機関の職員 
釧路開発建設部次長 

根釧西部森林管理署標茶森林事務所 

首席森林官 

釧路総合振興局 

地域政策部地域政策課主幹 

釧路建設管理部弟子屈出張所長 

保健環境部標茶地域保健支所長 

 

 

標 茶 町 

北海道知事の部内職員 

北海道警察の警察官 弟子屈警察署長 

標茶町副町長 

教育委員会 標茶町教育長 

消防機関 
標茶消防署長 

標茶消防団長 

指定公共機関又は 

指定地方公共機関の職員 

北海道旅客鉄道(株)標茶駅長 

北海道電力(株)弟子屈営業所長 

（一社）釧路市医師会標茶町立病院長 

 

 

町長の部内職員 

陸上自衛隊 第２７普通科連隊第２普通科中隊長 

団体の役員 
標茶町自治会連合会長 

標茶町女性団体連絡協議会長 
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２ 運 営 

  標茶町防災会議条例の定めるところによる。 

 

３ 防災会議の所掌事務 

  標茶町防災会議条例の規定に基づき、次の事務を司どる。 

（１）標茶町の地域防災計画を作成、及びその実施を推進する。 

（２）標茶町の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に関する情報を収集すること。 

（３）前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令により、町防災会議の権限に属す

る事務。 
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第２節  災害対策本部 

 

 町長は、標茶町の区域内に災害が発生し、又は発生のおそれがある場合で必要があると認めら

れるときは基本法第 23 条の規定に基づき次のように災害対策本部を設置し、必要に応じて現地

災害対策本部を設置し、防災活動を推進するものとする。 
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１ 災害対策本部組織図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
               
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

本 部 長   町  長 

副本部長  副 町 長 

本 部 構 成 員 

教育長 

総務課長 

企画財政課長 

税務課長 

管理課長 

住民課長 

保健福祉課長 

農林課長 

育成牧場長 

水道課長 

建設課長 

教育委員会管理課長 

教育委員会社会教育課長 

共同給食調理場長 

町立病院長 

老人ホーム園長(やすらぎ園) 

議会事務局長 

農業委員会事務局長 

出納室長 

総務対策部 総務課長 住民課長 
保健福祉課長 

振興対策部 企画財政課長 

管 理 班 管理課長 

税 務 班 税務課長 

総 務 班 総務課長 

老人ﾎｰﾑ班 

振 興 班 企画財政課長 

農 林 班 

育成牧場班 

建 設 班 

水 道 班 

管 理 班 

社会教育班 

給 食 班 

医療事務班 

支援１班 

支援２班 

出 納 班 

農林課長 

育成牧場長 

建設課長 

水道課長 

管理課長 

社会教育課長 

共同給食調理場長 

産婦人科・内科・ 
外科・小児科・ 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 
各医長 

町立病院事務長 

議会事務局長 

農業委員会事務局長 

出納室長 

経済対策部 農林課長 

教育対策部 

町立病院長 医療対策部 

支 援 部 

やすらぎ園長 

管理課長 

保健福祉課長 保   健 
福 祉 班 

医療対策班 
 

 
住 民 班 
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２ 災害対策本部の運営 

（１）本部会議 

ア 災害対策本部会議は、災害対策に関し災害予防又は災害応急対策の重要事項を協議推進

するため、災害対策本部長が必要と認めた場合に開催し、副本部長、本部構成員で構成す

る。 

 イ 災害対策本部会議は、本部長（本部長不在時は、副本部長）が招集する。 

ウ 災害の規模及び態様により、本部長（本部長不在時は、副本部長）は職務遂行上特に必要

と認めた本部構成員により、会議を開催することができる。 

（２）災害対策本部の庶務 

   災害対策本部の庶務は、総務対策部総務班において処理する。 

（３）その他 

   その他、災害対策本部の運営に関し必要な事項は本部長が定める。 

 

３ 災害対策本部の業務分担 

  災害対策本部の各部の業務分担は、次のとおりとする。 

（１）総務対策部                  

 班 対   策   事   務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総 務 班 
 
 
 
 
 

 

 
１ 災害対策の総括に関すること。 
２ 災害対策本部の設置及び運営に関すること。 
３  防災会議に関すること。 
４  各防災関係機関との連絡調整に関すること。 
５  特別警報及び気象予警報等の収集及び伝達に関すること。 
６ 災害情報の収集及び伝達に関すること。 
７ 災害時の非常通信計画の作成と実施に関すること。 
８  庁内の非常配備体制に関すること。 
９ 被害状況及び措置概要の取りまとめ並びに報告に関すること。 

１０ 災害日誌及び記録に関すること。 
１１ 各地域（町内会・自主防災組織等）との連絡に関すること。 
１２ 自衛隊派遣要請に関すること。 
１３ 救助法の適用業務に関すること。 
１４ 職員の非常招集に関すること。 
１５ 職員等の食糧・寝具・災害出動用被服の調達及び配布に関すること。 
１６ 職員の被害状況調査に関すること。 
１７ 災害情報の発表等の報道機関との連絡に関すること。 
１８ 被害報道記事及び災害写真の撮影・収集に関すること。 
１９ 災害時の防犯に関すること。 
２０ 災害時における交通安全に関すること。 
２１ 各部（班）との連絡調整に関すること。 
２２ その他、他の部に属さないこと。 

 

156〔標茶防〕 



第２章  防災組織  第２節 
 

税 務 班 

 
１ 一般被害（人的被害・住家被害・非住家被害）の調査に関すること。 
２ 被災者名簿の作成に関すること。 
３ 被災者の徴税減免措置に関すること。 

 
 
 
 
 

管 理 班 
 

 
１ 災害対策本部に必要な施設の整備に関すること。 
２ 町有財産の警防及び応急対策に関すること。 
３ 町有財産の被害調査及び復旧対策に関すること。 
４ 車の借り上げ及び町有車両の運行管理に関すること。 
５ 応急対策及び復旧の資材人員、食糧等の輸送に関すること。 
６ 災害時の輸送計画及び車両の運行実施に関すること。 
７ 土木建設用機械の確保・運用に関すること。 

住 民 班 

 
 １ 遺体の火葬に関すること。 
 ２ 被災地の塵芥、汚物、死亡獣畜の処理及び環境衛生保持に関すること。 
 ３ 災害時の公害発生予防及び応急対策等に関すること。 
 ４ 班内の連絡調整に関すること。 

 保  健 
福 祉 班 

  
１ 被災者の避難誘導に関すること。 

 ２ 避難施設の開設計画及び実施に関すること。 
 ３ 炊き出し及び食品の給与に関すること。 
 ４ 被災者の救助計画及び実施に関すること。 
 ５ 救護施設の設置計画及び実施に関すること。 
６ 被災者の生活援護及び生活必需品の給与に関すること。 
７ 義援金品の受付、配布に関すること。 
８ 救援物資に関する調達、給与に関すること。 
９ 児童福祉施設等の被害調査及び応急対策に関すること。 

１０ 行方不明者の捜索に関すること。 
１１ 日赤救護機関との連絡調整に関すること。 
１２ 保健所及び医療機関等との連絡調整に関すること。 
１３ 所管医療施設の被害調査及び応急対策等に関すること。 
１４ 災害時の医療品、その他衛生資材の確保及び供給に関すること。 
１５ 罹災相談及び被災者の健康管理指導に関すること。 
１６ 保育園児の避難誘導及び災害時の保育園の管理運営に関すること。 
１７ 老人・保健福祉施設等の被害調査及び応急対策に関すること。 
１８ 災害時の医療及び助産に関すること。 
１９ 班内の連絡調整に関すること。 
 

老人ホーム班 

 
１ 施設入園者の避難誘導に関すること。 

 ２ 施設の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 
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（２）振興対策部 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

振 興 班 
 

   
１ 災害現地等の住民広報・公聴・連絡・伝令・通信等に関すること。 

 ２ 災害復旧と総合計画の調整に関すること。 
 ３ 災害統計に関すること。 
 ４ 災害現地の視察及び応援に関すること。 
 ５ 中央関係機関に関する要望書及び資料調整に関すること。 
 ６ 災害予算及び決算に関すること。 
 ７ 再開応急及び復旧対策に要する資金計画に関すること。 
 ８ 災害応急対策等に関する資材・物品の購入及び経理に関すること。 
９ 災害時の応急食糧の確保・供給に関すること。 

１０ 商工業者の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 
１１ 罹災商工業者の援護及び経営指導に関すること。 
１２ 災害時の消費物資の確保に関すること。 
１３ 災害時の物価対策に関すること。 
１４ 労務相談及び労務者の雇上げに関すること。 
１５ 災害時の危険物の保安に関すること。 
１６ 観光施設の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 
１７ 住民組織の出動要請に関すること。 
１８ 班内の連絡調整に関すること。 
 

 
（３）経済対策部 

農 林 班 

 
１ 農業施設及び農作物等の被害調査並び応急対策に関すること。 
２ 農地及び農業施設の災害復旧対策に関すること。 
３ 被災農家の援護に関すること。 
４ 農作物の防疫に関すること。 
５ 農業協同組合等との連絡調整に関すること。 
６ 家畜の被害調査及び応急対策に関すること。 
７ 家畜の防疫及び衛生に関すること。 
８ 林業施設及び林産物の被害調査及び応急対策等に関すること。 
９ 林業被害の災害復旧対策に関すること。 

１０ 被災林野及び林産物の防疫に関すること。 
１１ 町有林の被害調査及び災害対策に関すること。 
１２ 山火予消防に関すること。 
１３ 森林管理署等関係機関との連絡調整に関すること。 
１４ 土地改良事業の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 
１５ その他農業災害に関し各班に属さないこと。 
１６ 班内の連絡調整に関すること。 

 

育成牧場班 

 
１ 牧畜の救助計画及び被害計画に関すること。 
２ 牧畜の被害調査に関すること。 
３ 牧畜の防疫及び衛生に関すること。 
 

建 設 班 

 
１ 道路橋梁及び河川の被害調査、応急対策及び災害復旧に関すること。 
２ 交通不能個所の調査及び運行路線の確保に関すること。 
３ 除雪に関すること。 
４ 障害物の除去に関すること。 
５ 災害応急資材の確保、輸送及び配分に関すること。 
６ 関係河川の水位雨量の情報収集に関すること。 
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７ 水防技術の指導に関すること。 
８ 災害時における都市計画事業の立案に関すること。 
９ 災害時の都市計画街路改良工事の設計施行に関すること。 

１０ 都市計画施設、公園施設等の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 
１１ 建築物の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 
１２ 被害住宅復興資金に関すること。 
１３ 応急仮設住宅の設置に関すること。 
１４ 災害時における住宅等の応急修理に関すること。 
１５ 避難所の設置に関すること。 
１６ 災害時の建設用資材の確保、供給に関すること。 
１７ 被災地の住宅建築指導に関すること。 
１８ 班内の連絡調整に関すること。 

 
 

（４）教育対策部 

管 理 班 

 
１ 教育施設の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 
２ 災害時の応急教育に関すること。 
３ 災害時における児童･生徒の避難誘導に関すること。 
４ 罹災児童･生徒に対する学用品･教科用図書等の給与に関すること。 
５ 罹災学校の医療及び防疫に関すること。 
６ 災害時の学校経営指導に関すること。 
７ 班内の連絡調整に関すること。 
 

社会教育班 

 
１ 社会教育施設の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 
２ 災害活動に協力する団体等の連絡調整に関すること。 
３ 社会教育施設入場者の避難誘導に関すること。 
４ 文化財等の保護及び応急対策等に関すること。 
５ 班内の連絡調整に関すること。 
 

給 食 班 

 
１ 災害時における学校給食の確保に関すること。 
２ 共同給食調理上施設の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 
 

 
（５）医療対策部 

医 局 班 

 
１ 災害時における医療及び助産に関すること。 
２ 医療及び助産に必要な医薬品、衛生資材の確保に関すること。 
３ 医療班の編成及び巡回診療に関すること。 
４ 医療救護所の運営に関すること。 
５ 医療対策本部の設置における医療部隊の編成及び運営に関すること。 
６ 班内の連絡調整に関すること。 
 

医療事務班 

 
１ 医療施設の警防及び災害復旧対策に関すること。 
２ 医療部隊の出動等、医療活動を実施した際の「救急医療活動報告書」の作

成に関すること。 
３ その他医療活動の実施に伴う事務に関すること。 
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（６）支援部 

支援第 1 班 
支援第 2 班 1 緊急時における各班の業務の協力に関すること。 

出 納 班 1 災害時における出納事務に関すること。 
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４ 災害対策本部の設置及び廃止 

災害対策本部の設置は、基本法第 23 条第１項の規定により、町長が次の設置基準に該当す

ると認めた場合設置する。 

 〔設 置 基 準〕 １ 災害が広範囲にわたり、又は拡大するおそれがあるとき。 

         ２ 気象警報等が発せられ、大規模な被害が予想されるとき。 

３ 強力な組織で災害応急対策を実施する必要があるとき。 

 災害対策本部を設置したときは、直ちにその旨を次に掲げるものに通知及び公表する。廃

止のときは、設置に準じるものとする。 

 〔設置、廃止  １ 北海道知事（釧路総合振興局長） 

  の通知公表〕 ２ 所轄警察署長(標茶駐在所) 

         ３ 釧路北部消防事務組合消防長（標茶消防署長） 

         ４ 庁内職員 

         ５ 本部員 

         ６ 防災会議構成機関 

         ７ 住民 

         ８ その他防災関係機関 

 

 〔廃止の時期〕 １ 町長の判断に基づき、予想された災害の危険が解消したと認められたと

き。 

         ２ 災害発生後における応急措置が完了したと認められるとき。 

（１）標示板（標旗）の掲出 

災害対策本部設置期間中は、本部所在施設入口に本部を表わす標示板等（別図１）を掲出

するものとする。 

（２）災害対策本部に従事するものは、担当を表す腕章（別図２）を帯用することとする。 

（３）災害時において非常活動に使用する本部の自動車には、標旗（別図３）を付けるものとする。 
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別図 1                 標 示 板 

                  ３０㎝ 

                                       

                            

                           黒文字 
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別図 2 

               腕   章 
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                     班長は茶色 

                                班員は白色    

             

                 35 ㎝ 
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５ 現地災害対策本部 

  災害対策本部長は、必要に応じ災害地に現地災害対策本部を置くものとする。 

また、現地災害対策本部には、現地災害対策本部長及び現地災害対策本部員その他の職員を

置き、災害対策副本部長、災害対策本部員その他の職員から災害対策本部長が指名する者をも

って充て、現地災害対策本部長は、現地災害対策本部の事務を掌理する。 

 

６ 非常配備体制 

（１）非常配備の基準 

ア 本部は、災害の発生が予想される場合又は発生した場合において、被害の防除及び軽減並

びに災害発生後における応急対策を迅速かつ強力に推進するため、非常配備体勢をとるもの

とする。ただし、本部が設置されていない場合においても、必要と認めたときは非常配備の

基準により配備体制をとるものとする。 

イ 非常配備の種別、配備内容、配備時期等の基準は別紙１のとおりとし、配備の決定は本部

長が行う。 

（２）第１非常配備体制下の活動 

 ア 総務課長は、本部長の配備指令を受け、各課長に通知するものとする。 

 イ 総務課長は、釧路地方気象台、その他関係機関と連絡をとって気象、その他災害に関す 

る情報を収集し本部長に報告するとともに関係課長に連絡する。 

ウ 各課長は、情報又は連絡に即応し、情勢に対応する処置をとるとともに随時職員に必要な 

指示を行うものとする。 

 エ 第１非常配備につく職員は、各自の所属する課の所在場所に待機するものとし、各部長に 

おいて人数を増減するものとする。 

（３）第２非常配備体制下の活動 

ア 本部の機能を円滑ならしめるために、必要に応じて本部員会議を開催する。 

イ 各部長は、情報の収集及び連絡体制を強化する。 

ウ 総務課長は、関係課長及び防災会議構成機関と相互に連絡し、客観情勢を判断するととも 

に緊急措置について本部長に報告するものとする。 

エ 各課長発議の措置をとり、その状況を本部長に報告するものとする。 

 （ア） 災害の現況について職員に周知させ、所要の人員を非常配備につかせるものとする。 

（イ） 装備、物資、資器材、設備及び機械等を点検し、必要に応じて被災現地（被災予定 

地）へ配備するものとする。 

（ウ） 関係課及び災害対策に関係ある外部機関との連絡を密にし、協力体制を強化するも 

のとする。 
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（４）第３非常配備体制下の活動 

   各課所属職員全員をもって災害対策活動に全力を集中するとともに、各課長はその活動状 

況を本部長に報告するものとする。 

（５）休日・夜間の連絡体制の確保 

   災害時には、初動時の対応が最も重要であることから、本部は、休日、夜間においても迅 

速に初動体制がとれるよう連絡体制を整備する。 

   また、通信の途絶等により職員との連絡がとれない場合を想定した自主参集などについて 

も、連絡体制の中に定めておくことが望ましい。 

 

７ 非常配備体制下の基本的活動要領 

  本部長である町長は、非常配備を決定したときは直ちにその旨を関係課長等に通知するもの 

とし、本部長より通知を受けた各課長等は、直ちに所定の配備を行い、これを本部長に報告す 

るものとする。 

 また各課長等は、職員の動員が迅速かつ的確に行われるよう「非常配備基準及び体制」を常 

に備え、体制の整備をしなければならない。 

 

８ 本部長の職務代理者の決定 

  本部長不在時の職務代理者を、副本部長（副町長）とする。 
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別紙 １ 

非 常 配 備 基 準 及 び 体 制 

 
種          別 配 備 内 容 任  務 担 当 課 

第

１

非

常

配

備 
 
 

準

備

体

制 

１ 気象業務法に基づき気

象に関する情報又は警報

が発表され、災害が予想

されるとき。 
２ 震度４の地震が発生し

たとき。 

３ その他必要により本部

長が必要と認めたとき。 

・情報連絡に総務課

（交通防災係）が当

たる。 
・情報連絡のため各

課長をもって当たる

もので、状況により

次配備体制に円滑に

移行できる体制とす

る。 

本部会議の

開催準備 
 
 
情報収集・

情報連絡 
 
各機関への

要請準備 

総務課 
 
 
各課長 
 
 
教育長 

第

２

非

常

配

備 
 
 
警

戒

体

制 

１ 局地的な災害の発生が

予想される場合、又は発

生したとき。 
２ 震度５弱以上の地震が

発生したとき。 
３ その他本部長が必要と

認めたとき。 

・災害応急対策に関

係のある各班の所要

人員をもって当たる

もので、災害発生と

ともに直ちに非常活

動が開始できる体制

とする。 

本部会議の

開催 
情報収集、

連絡 
 
各課長の指

揮下に入り

活動開始 

全職員 

第

３

非

常

配

備 
 
 
 
出

動

体

制 

１ 広域にわたる災害の発

生が予想される場合又は

被害が甚大であると予想

される場合において、本

部長が当該非常配備を指

令したとき。 
２ 予想されない重大な被

害が発生したとき。 
３ その他本部長が必要と

認めたとき。 

・災害対策本部の全

員をもって当たるも

ので状況により災害

応急活動ができる体

制とする。 

本部長の命

により災害

業務全般を

遂行 

全職員 

〔備考〕災害の規模及び特性に応じ、上記基準によりがたいと認められる場合においては、臨 

機応変の配備体制を整えるものとする。 
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第３節 住民組織等への協力要請 

 

 災害時において、本部及び関係機関の職員をもっても応急活動を円滑に実施するための人員に

不足を生じた場合は、町長は、各住民組織等に対し次の協力を求めるものとする。 

 

１ 協力要請事項 

（１）災害時における住民の避難誘導 

（２）災害現場における応急手当と患者の搬出 

（３）避難所の管理運営及び罹災者の世話 

（４）義捐金品の募集及び整理 

（５）本部が行う人員、物資の輸送 

（６）災害情報収集と本部への連絡に関すること 

（７）その他救援活動に必要で、町長が協力を求めた事項 

 

２ 協力要請先 

 

３ 住民に対する伝達方法 

住民に対する伝達方法は、第３章第４節災害情報等の報告、収集及び伝達計画によるほか、

地域情報連絡員に対しても行うものとする。 

 

４ 地域情報連絡員 

  地域情報連絡員は、各町内会長等をもって充てる。 

 

住民組織及び団体の名称 代 表 者 氏 名 連 絡 先 備 考 

各 町 内 会 組 織 各町内会長等 各 会 長 宅  

標茶町女性団体連絡協議会 会 長 会 長 宅  

その他住民組織及び団体 各 代 表 者 各代表者宅  
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第３章  災害情報通信計画 

 災害予防対策及び災害応急対策を実施するために、必要な気象注意報、警報、特別警報、災害

情報等（以下「気象警報等」という。）の収集、通報及び伝達等が、円滑、迅速、確実に実施さ

れ、地域住民並びに関係機関が相互に協力により万全を期するために、次に定めるところによる

ものとする。 

第１節  気象情報等の伝達計画 

 

１ 気象情報の種類 

（１）特別警報・警報・注意報 

     大雨や強風などの気象現象によって、重大な災害が起こるおそれが著しく大きい場合には 

 「特別警報」が、重大な災害が起こるおそれのあるときには「警報」が、災害が起こるおそ 

 れのあるときには「注意報」が、市町村ごとに発表される。また、大雨や洪水などの警報が 

発表された場合のテレビやラジオによる放送などでは、重要な内容を簡潔かつ効果的に伝え 

られるよう、これまでどおり市町村等をまとめた地域の名称（釧路中部）を用いる場合があ 

る。 

（２）特別警報・警報・注意報の概要 

種   類 概   要 

特別警報 
大雨、大雪、暴風、暴風雪によって重大な災害の起こるおそれが著

しく大きい場合、その旨を警告して行う予報 

警  報 
大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪によって重大な災害の起こるおそ

れがある場合、その旨を警告して行う予報 

注 意 報 
大雨、洪水、大雪、強風、風雪等によって災害が起こるおそれがあ

る場合に、その旨を注意して行う予報 

（３）府県気象情報（釧路・根室地方気象情報） 

   気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、特別 

警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表す 

る。 

（４）土砂災害警戒情報 

   北海道釧路総合振興局と釧路地方気象台が共同で発表する情報で、大雨警報（土砂災害） 

  発表中に、大雨による土砂災害発生の危険性がさらに高まった時、市町村長が避難勧告等を 

発令する際の判断や住民の自主避難の参考となるよう市町村等ごとに発表する。 

（５）記録的短時間大雨情報 

   釧路・根室地方で、数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測（地 

  上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）した 
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ときに、釧路・根室地方気象情報の一種として発表する。 

（６）竜巻注意情報 

   積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかけ 

る情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生する可能性 

が高まった時に、釧路・根室地方に発表する情報。また、竜巻の目撃情報が得られた場合に 

は、目撃情報があった地域を示し、その周辺で更なる竜巻の激しい突風が発生するおそれが 

非常に高まっている旨を発表する。この情報の有効期間は、発表から１時間である。 

 

２ 指定河川洪水予報（釧路川） 

  河川の増水や氾濫などに対する水防活動のため、あらかじめ指定した河川について、区間を 

 決めて水位又は流量を示して発表する警報及び注意報である。釧路川水系については釧路地方 

気象台と釧路開発建設部が共同で発表する。河川名及び標題等は下表のとおりである。 

（１）指定河川及び担当 

     標茶町に係る河川は次のとおりである。 

水 系 名 河 川 名 担     当 

釧 路 川 釧 路 川 釧路地方気象台、釧路開発建設部 

（２）種類と標題及び概要 

 種   類    標   題 概         要 

洪 水 警 報 

氾濫発生情報 
氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているとき

に発表される。 

氾濫危険情報 

基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき、

氾濫危険水位以上の状態が継続しているときに

発表される。 

氾濫警戒情報 

基準地点の水位が氾濫危険水位に達すると見込 

まれるとき、避難判断水位に達し、さらに水位 

の上昇が見込まれるときに発表される。 

洪水注意報 氾濫注意情報 

基準地点の水位が氾濫注意水位に達し、さらに 

水位の上昇が見込まれるとき、氾濫注意水位 

以上で、かつ避難判断水位未満の状態が継続し 

ているとき、避難判断水位に達したが水位の上 

昇が見込まれない時に発表される。 

※洪水予報では「釧路川・新釧路川氾濫注意情報」等、河川名は「釧路川・新釧路川」で発表さ 

れる。 

 

３ 伝達を要する気象警報等の種類及び発表基準 

    気象業務法（昭和27年法律第165号）に基づいて標茶町に発表される気象警報等の種類及び基

準は、次のとおりである。 
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気象等警報等の種類及び基準 

 

 

注１） 特別警報発表にあたっては、降水量、積雪量、台風の中心気圧、最大風速などについて過去の災害事例 

   に照らして算出した客観的な指標を設け、これらの実況および予想に基づいて判断をします。 

注２） 大雨、洪水、大雪の警報・注意報、暴風警報、暴風雪警報、強風注意報、風雪注意報及び記録的短時間 

   大雨情報では、基準における「…以上」の「以上」を、乾燥注意報、濃霧注意報では、基準における「… 

119 

78 
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   以下」の「以下」を省略した。 

    なお、上記以外の注意報では、基準の表記が多岐にわたるため、省略は行っていない。 

注３） 土壌雨量指数基準値は１ｋｍ四方毎に設定している。大雨の欄中、土壌雨量指数基準には、町内におけ 

   る基準値の最低値を示す。 

注４） 洪水の欄中、「○○川流域の流域雨量指数３０以上」を意味する。 

注５）  洪水の欄中、「指定河川洪水予報による基準」の「釧路川・新釧路川〔標茶〕は、洪水警報においては 

   「指定河川である釧路川・新釧路川に発表された洪水予報において、標茶基準観測点ではん濫警戒情報、 

   または、はん濫危険情報の発表基準を満たしている場合に洪水警報を発表する」ことを、洪水注意報にお 

いては、同じく「標茶基準観測点ではん濫注意情報の発表基準を満たしている場合に洪水注意報を発表す 

る」ことを意味する。 

 

４ 気象警報等の伝達系統及び方法 

  気象官署等の発する予警報及び道（総合振興局）が発する対策通報を受けたときは、電話、無線、 

その他最も有効な方法により関係機関に通報し、又は伝達するものとする。 

また、休日、時間外の場合、警備員は総務課長に連絡するものとする。 

  

  別表 １・・・気象予警報伝達系統図 

  別表 ２・・・関係機関等の連絡先一覧 
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 別表 １   

              気 象 予 警 報 伝 達 系 統 図 

 

 

 

 

 

                                                     

 

                         

 

 

                       

              

（対策通報）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

釧路地方気象台 

 

0154-31-5110 

弟子屈警察署 

    482-2110 

 釧路総合振興局

（地域政策課） 

0154-43-9144 

NHK釧路放送局 

 0154-43-2040 

標茶駐在所 

  485-2151 

標茶町役場  485-2111 

(総務課又は日直者、 

夜間警備員) 内線213 

NTT東日本  又は 

NTT西日本 

（警報標題のみ） 

 

町 長 

副町長 

 

災害対策本部員 

標 茶 

消防署 

町内会長・地域 

振興会長等 

自主防災組織 

庁 内 

各 課 

教 育 

委員会 

関係機 

関団体 

職 員 各学校 消防団 

(

広
報
車
等) 

口 頭 

電 話 児童・ 

生 徒 

     一      般       住        民 

(

広 

報 

車 

等) 

(

広
報
車
・
広 

報 

塔 ) 

北海道警察 

釧路方面本部 

北 海 道 

（危機対策課） 

消防庁 
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別 表 ２ 

関係機関等の連絡先一覧 

関 係 機 関 名 
連 絡 先 

の 代 表 者 名 
所 在 地 電 話 番 号 備 考 

標茶町教育委員会 教育長 標茶町常盤８丁目８番地 ４８５－２１１１  

釧路北部消防事務組合 

標茶消防署 

署長 標茶町旭４丁目６番２号 ４８５－２０２１  

釧路開発建設部 

弟子屈道路事務所 

所長 弟子屈町鈴蘭４丁目４番

地１号 

４８２－２３２７  

釧路開発建設部 

釧路河川事務所 

所長 釧路町若葉１丁目２８番

地３号 

0154-38-8300  

釧路地方気象台 台長 釧路市幸町１０丁目３番

地 

0154-31-5146 

（平日のみ） 

0154-31-5110 

(24時間対応) 

根釧西部森林管理署 

標茶森林事務所 

首席森林官 標茶町川上１０丁目３５

番地 

４８５－２０７７  

陸上自衛隊釧路駐屯地

第２７普通科連隊 

第２普通科中隊 

中隊長 釧路町別保１１２番地 0154-40-2011  

釧路総合振興局 局長 釧路市浦見２丁目２番５

４号 

0154-43-9144 

地域政策課防災 

 

釧路総合振興局 

釧路建設管理部 

弟子屈出張所 

所長 弟子屈町桜丘３丁目４番

地１０号 

４８２－２６８２  

釧路総合振興局 

保健環境部 

標茶地域保健支所 

支所長 標茶町常盤８丁目１番地 ４８５－２１５５  

釧路総合振興局 

産業振興部 

釧路農業改良 

普及センター 

所長 標茶町常盤８丁目５番地 ４８５－２５１４  

弟子屈警察署 署長 弟子屈町中央２丁目９番

地２８号 

４８２－２１１０  

弟子屈警察署 

標茶駐在所 

所長 

 

標茶町常盤８丁目７番地 ４８５－２１５１  

弟子屈警察署 

磯分内駐在所 

駐在員 標茶町字熊牛原野 

１５線西１－４６ 

４８６－２００４  

弟子屈警察署 

塘路駐在所 

駐在員 標茶町字塘路原野 

北７線５１ 

４８７－２１５１  
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標茶郵便局 局長 標茶町旭１丁目３番６号 ４８５－２３２２  

磯分内郵便局 局長 標茶町熊牛原野１５線 

西１－１６ 
４８６－２３００  

塘路郵便局 
局長 標茶町字塘路原野北７線

５１－８７ 

４８７－２３００  

虹別郵便局 局長 標茶町字虹別原野６７線

１０５番地２７ 

４８８－２４６１  

ＮＨＫ釧路放送局 局長 釧路市幣舞町３丁目 

８番地 

0154-43-2040  

ＮＴＴ東日本 

-北海道釧路支店 

支店長 釧路市黒金町９－２ 0154-21-3203  

北海道電力株式会社 

弟子屈営業所 

所長 弟子屈町朝日１丁目 

７番地１１号 

４８２－２０１９  

北海道旅客鉄道 

株式会社標茶駅 

駅長 標茶町旭１丁目１番１号 ４８５－２０１８  

社団法人釧路市医師会 

標茶町立病院 

院長 標茶町開運４丁目１番地 ４８５－２１３５  

標茶町農業協同組合 代表理事組合長 標茶町開運９丁目６番地 ４８５－２１０１  

北海道ひがし農業共済

組合標茶家畜診療所 

所長 標茶町開運１０丁目 

２５番地 

４８５－２１８７  

標茶町商工会 会長 標茶町旭2丁目５番３号 ４８５－２２６４  

標茶町森林組合 代表組合長理事 標茶町川上５丁目 

２０番地 

４８５－２５６６  

標茶町社会福祉協議会 会長 標茶町川上１０丁目 

１番地 

４８５－２５０３  
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第２節 地震に関する情報の伝達計画 

 

 

 地震情報を迅速かつ的確に伝達するための計画は、次のとおりである。 

 

１ 担当官署及び区域 

 地震に関する情報は、釧路管内に影響する地震が発生したときに札幌管区気象台及び釧路地

方気象台が発表する。 

（１）地震情報に用いる震央地名（北海道地方） 

 

 

261〔標茶防〕 



第３章  災害情報通信計画  第２節 
（２）震度情報や緊急地震速報で用いる区域の名称（抜粋） 

都

道

府

県

名 

緊急地震速報

で用いる府県

予報区の名称 

震度情報や緊急 
地震速報で用い 
る区域の名称 

市  区  町  村  名 

北

海

道 

北海道 
 

道 東 

網走地方 網走市、美幌町、津別町、大空町、斜里町、清里町、小清水町 
北見地方 北見市、訓子府町、置戸町、佐呂間町 
紋別地方 紋別市、遠軽町、湧別町、滝上町、興部町、西興部町、雄武町 
十勝地方北部 上士幌町、鹿追町、新得町、足寄町、陸別町 

十勝地方中部 帯広市、音更町、士幌町、清水町、芽室町、幕別町、池田町、

豊頃町、本別町、浦幌町 
十勝地方南部 中札内町、更別村、大樹町、広尾町 
釧路地方北部 弟子屈町 

釧路地方中南部 釧路市、釧路町、厚岸町、浜中町、標茶町、鶴居村、白糠町 

根室地方北部 中標津町、標津町、羅臼町 

根室地方中部 別海町 

根室地方南部 根室市 

   

（３）緊急地震速報 

気象庁は、震度５弱以上の揺れが予想された場合に、震度４以上が予想される地域に対し、 

緊急地震速報（警報）を発表する。日本放送協会（NHK）は、テレビ、ラジオを通じて住民に 

提供する。 

なお、震度６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置付け 

られる。 

（４）地震情報の種類とその内容 

地震情報の種類 発 表 基 準 内      容 

震度速報 ・震度３以上 

地震発生約１分後に、震度３以上を

観測した地域名（全国を約１９０地

域に区分）と地震の揺れの発現時刻

を速報 

震源に関する情報 
・震度３以上 
（大津波警報、津波警報または注意報を 
発表した場合は発表しない） 

地震の発生場所（震源）やその規模

（マグニチュード）を発表 
「津波の心配ない」または「若干の

海面変動があるかもしれないが被害

の心配はない」旨を付加 

震源・震度に関する 
情報 

以下のいずれかを満たした場合 
・震度３以上 
・大津波警報、津波警報または注意報 

発表時 
・若干の海面変動が予想される場合 
・緊急地震情報（警報）を発表した場合 

地震の発生場所（震源）やその規模

（マグニチュード）、震度３以上の地

域名と市町村名を発表 
震度５弱以上と考えられる地域で、

震度を入手していない地点がある場

合は、その市町村名を発表 

各地の震度に関

する情報 ・震度１以上 
震度１以上を観測した地点のほか、

地震の発生場所（震源）やその規模

（マグニチュード）を発表 
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震度５弱以上と考えられる地域で、震

度を入手していない地点がある場合

は、その地点名を発表 

その他の情報 ・顕著な地震の震源要素を更新した場合

など 

顕著な地震の震源要素更新のお知ら

せや地震が多発した場合の震度１以

上を観測した地震回数情報等を発表 

推計震度分布図 ・震度５弱以上 
観測した各地の震度データをもとに、

１ｋｍ四方ごとに推計した震度（震度

４以上）を図情報として発表 

遠地地震に関す

る情報 

国外で発生した地震について以下のいず

れかを満たした場合等 
・マグニチュード７．０以上 
・都市部など著しい被害が発生する可能

性がある地域で規模の大きな地震を観測

した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震源）

やその規模（マグニチュード）を概

ね３０分以内に発表 
日本や国外への津波の影響に関して

も記述して発表 

 

２ 情報の伝達 

  地震に関する情報は、「本章第３節災害通信計画」に基づき、無線、ファクシミリ、その他最 

 も有効な方法により伝達するものとする。 

（１）気象台より伝達された情報は、通常の勤務時間内は総務課が受理するものとし、勤務時間外 

（夜間・休日）は警備員が受理する。 

（２）総務課長は、情報の伝達を受けた場合、速やかに町長、に報告するとともに、関係課長に連 

  絡するものとする。 

  また、警備員が受理した場合は、速やかに総務課長に連絡するものとする。 
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別表 

気象庁震度階級関連解説表 

（平成２４年３月） 
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第３節  災害通信計画 

 

 

 災害時における情報の収集及び被害報告等の通信連絡並びに災害応急対策に必要な指揮指令の

伝達の方法については、次に定めるところによる。 

 

１ 災害通信系統 

 

（１）住民から本部に対する連絡 

第１系統 ―――― ＮＴＴ回線電話使用（一般用電話） 

第２系統 ―――― ＮＴＴ回線電話使用（専用電話） 

第３系統 ―――― 無線通信施設利用（アマチュア無線等） 

第４系統 ―――― 伝令（自動車又は自転車使用） 

第５系統 ―――― 伝令（徒歩） 

 

（２）本部から釧路総合振興局他各関係機関に対する連絡 

第１系統 ―――― ＮＴＴ回線電話使用 

第２系統 ―――― 北海道総合情報ネットワーク 

第３系統 ―――― 伝令（自動車又は自転車使用） 

第４系統 ―――― 伝令（徒歩） 

 

２ 電話通信施設の利用 

 

（１）普通電話（携帯電話、自動車電話を含む）による連絡 

（２）非常電話又は緊急通話による連絡 

 非常電話又は緊急通話の取り扱いは、ＮＴＴ加入電話等利用規定に基づき、あらかじめ 

ＮＴＴ東日本北海道支店の承認を受けた番号（役場 消防）の加入電話をもって関係機関 

に通報するものとする。 

 ア 電気通信事業法及び東日本電信電話㈱の契約約款に定める通信内容、機関等 

 （ア）非常扱いの通話は、次の事項を内容とする通話を次の機関等が行う場合に限り取り扱う。 
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通  話  の  内  容 機 関 等 

１ 気象、水象、地象若しくは地動の観測の報告又は

警報に関する事項であって、緊急を要するもの 

気象機関相互間 

２ 洪水、津波、高潮等が発生し、若しくは発生する

恐れがあることの通報又はその警告若しくは予防の

ための緊急を要する事項 

水防機関相互間 

消防機関相互間 

水防・消防機関相互間 

３ 災害の予防又は救援のための緊急を要する事項 消防機関相互間 

災害救助機関相互間 

消防・災害救助機関相互間 

４ 鉄道その他の交通施設（道路、港湾等を含む）の

災害予防又は復旧その他輸送の確保に関し、緊急を

要す事項 

輸送の確保に直接関係がある機関

相互間 

５ 通信施設の災害の予防又は復旧その他通信の確保

に関し、緊急を要する事項 

通信の確保に直接関係がある機関

相互間 

６ 電力設備の災害の予防又は復旧その他電力供給の

確保に関し、緊急を要する事項 

電力の供給の確保に直接関係があ

る機関相互間 

７ 秩序の維持のため緊急を要する事項 警察機関相互間 

防衛機関相互間 

警察・防衛機関相互間 

８ 災害の予防又は救援に必要な事項 天災、事変その他の非常事態が発

生し、又は発生する恐れがある事

を知った者と前各欄に掲げる機関

との間 

  

（イ）緊急取扱いの通話は、次の事項を内容とする通話を次の機関等が行う場合に限り取り扱う。 

通  話  の  内  容 機 関 等 

１ 火災、集団的疫病、交通機関の重大な事故その人

命の安全に係わる事態が発生し、又は発生する恐れ

がある場合において、その予防、救援、復旧等に関

し緊急を要する事項 

(1) 非常扱いの通話を取り扱う機

関相互間（①の８項に掲げるも

のを除く） 

(2) 緊急事態が発生し、又は発生

する恐れがあることを知った者

と、(1)の機関との間 

２ 治安の維持のため緊急を要する事項 (1) 警察機関相互間 

(2) 犯罪が発生し、又は発生する

恐れがあることを知った者と、

警察機関との間 

３ 天災、事変その他の災害に際しての災害状況の報

道を内容とするもの 

 新聞社、放送事業者又は通信社

の機関相互間 

４ 水道、ガス等の国民の日常生活に必要不可欠な役

務の提供その他生活基盤を維持するために緊急を要

する事項 

(1) 水道ガスの供給の確保に直接

関係がある機関相互間 

(2) 預貯金業務を行う金融機関相

互間 

(3) 国又は地方公共団体（①の

表、本表１～５(2)に掲げるもの

を除く）相互間 
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（３）電報による通信（非常電報） 

 災害時において緊急を要するために電報を発信する場合は、発信人は「非常電報」である 

旨を電報電話局に告げ、又は電報発信紙の余白欄外に「非常」と朱書きして差し出すものと 

のとする。また、加入電話から申し込む場合は、115番へ申し込む。 

ア 電気通信事業法及び契約約款に定める電報内容、機関等 

（ア） 非常扱いの電報は、次の事項を内容とする電報を次の機関等において発信し、又は 

配達を受ける場合に限り取り扱う。 

電  報  の  内  容 機 関 等 

 非常扱いの通話と同じ 非常扱いの通話と同じ 

（イ） 緊急扱いの電報は、次の事項を内容とする電報を次の機関等において発信し、又は 

配達を受ける場合に限り取り扱う。 

電  報  の  内  容 機 関 等 

 船舶内の傷病者の医療について指示を受け又

は指示を与えるために必要な事項 

船舶と別に定めた 

病院相互間 

 他は非常扱いの通話と同じ 他は非常扱い通話と同じ 

（４）無線電話による連絡 

 ＮＴＴの電話線が使用不能の場合は、ＮＴＴが設置する災害連絡用無線電話（役場総務課 

）により連絡する。（ＮＴＴ釧路営業支店の交換に電話先接続を依頼する。） 

 

３ 専用通信施設の利用 

（１）無線通信施設 

施 設 名 種     類 免  許  人 設 置 場 所 

北海道総合情報 

ネットワーク 

固 定 局 

（ 標茶町役場） 
北 海 道 総務課 

防災行政無線 
固 定 局 

移 動 局 
標 茶 町 

総  務  課 

建  設  課   

水  道  課 

管  理  課 

農  林  課 

教育委員会 

公 民 館 

育 成 牧 場 

消防業務無線 

基地局(消防署) 

移動局(携帯局) 

(車載型) 

固定局 

釧路北部消防 

事務組合 
標茶消防署 

（２）警察業務専用電話 

   各駐在所の専用又は無線電話により、通信相手機関に最も近い警察機関を経て行う。 

（３）その他、北海道地区非常無線通信協議会（事務局：釧路総合振興局総務課通信係）が定め 

る機関別通信系統により、無線通信局の協力を求めて行う。 
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４ 通信途絶時の連絡方法 

  前記通信系統等をもって連絡を行うことが出来ないとき又は著しく困難であるときは、衛星 

携帯電話・アマチュア無線による災害支援組織等との協力、臨機応変な措置を講ずる。 

 

  衛星携帯電話の利用 

   衛星携帯電話の配備状況は次の通りとする。 

     

 
配 備 場 所 配 備 用 途 保有台数 
標 茶 町 役 場 災害対策本部用 １台 
標 茶 町 役 場 被 災 現 地 用 １台 
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   第４節 災害情報等の報告、収集及 

       び伝達計画 

 

 

この計画は、災害時において災害応急対策に必要な措置を実施するため、災害情報及び被害状

況を迅速かつ的確に収集、通報するための計画である。 

 

１ 異常現象発見時における措置 

（１）発見者の通報 

 災害が発生した場合又は発生するおそれのある異常現象を発見した者は、速やかに町役場、 

警察（駐在所を含む）、消防署（消防団を含む）又は地域情報連絡員（各町内会長等）のう 

ち、最も近いところに通報するものとする。 

（２）警察官等の通報 

 発見者から通報を受けた警察官、消防署員（消防団員）、地域情報連絡員は、直ちにこれ 

を町役場に通報するものとする。 

（３）町から各関係機関及び住民への通報 

ア 町長は、住民、警察官又は消防署員（消防団員）、地域情報連絡員から異常現象発見の 

通報を受けたときは、必要に応じ知事（釧路総合振興局長）及び釧路地方気象台等関係機 

関に通報しなければならない。 

イ 住民に対する災害情報の周知は、広報車、報道機関等により、徹底を図るものとする。 

ウ 住民、警察官又は消防署員（消防団員）、地域情報連絡員から災害情報等の通報を受理し 

たときは、速やかに総務課長に報告しその指示により処理するものとする。休日及び時間 

外については警備員が受理し、速やかに総務課長に報告するものとする。 
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（４）災害情報等連絡系統図 

 

異 常 現 象 発 見 者（地域情報連絡員） 

↓   ↓  ↓ 

警 

察 

官 

 

 標 茶 町 役 場 

 

標茶消防署（消防団） 

  
 

 
（休日・時間外は 

警備員） 

 

   
  

 
釧 路 地 方 気 象 台 

0154-31-5110 
  

 
    

  

         釧路総合振興局 
         
    

↓ 
      

        ↓ 

    総 務 課 長     北 海 道 
        
    ↓      

↓  町 長     NHK･STV･HBC等各放送局 

各 
関 
係 
機 
関 
及 
び 
団 
体 

 副 町 長     各 報 道 機 関  

 関 係 職 員    テ レ ビ ・ ラ ジ オ  

        新 聞 

↓  ↓  ↓ ↓ 

住          民 

 

２ 地域情報連絡員 

  災害情報、被害状況等の迅速な伝達を行うため、各地域町内会長等を地域情報連絡員とする。  

（１）地域情報連絡員の任務 

  ア 地区内の防災に関する情報の通報 

  イ 災害情報の収集及び伝達についての協力 

  ウ 応急対策についての協力 

  エ 被害状況調査等についての協力 
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３ 被害状況等の収集及び報告 

  町長は、災害が発生し又は発生するおそれがある場合は、速やかに情報を収集し、所要の応 

急対策を講じるとともに、次に定める「災害情報等報告取扱要領」に基づき、その状況を知事 

（釧路総合振興局長）に報告するものとする。ただし、消防庁即報基準に該当する火災・災害 

等のうち、一定規模以上のもの（「直接即報基準」に該当する火災・災害等）を覚知した場合、 

又は通信の途絶等により知事に報告することができない場合は、直接、国（消防庁）に報告す 

るものとする。また、関係のある公共機関、団体等に対して連絡するものとする。 

 

「災害情報等報告取扱要領」 

 

（１）報告の対象 

   災害情報等の報告の対象は、おおむね次に掲げるものとする。 

ア 人的被害、住宅被害が発生したもの。 

イ 災害救助法の適用基準に該当する程度のもの。 

ウ 災害に対し、国及び道の財政援助等を要すると思われるもの。 

エ 災害が、当初軽微であっても今後拡大し発展するおそれがある場合、又は広域的な災害 

で、当町が軽微であっても総合振興局全体が報告を要すると認められるもの。 

  オ 地震が発生し、震度４以上を記録したもの 

  カ 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告の必要があると認められるも 

の。 

キ その他特に指示のあった災害。 

（２）報告の種類 

  ア 災害情報 

    災害が発生し又は発生するおそれがある場合は、別紙１の様式により速やかに報告する 

ものとする。この場合、災害の経過に応じ把握した事項を逐次報告すること。 

  イ 被害状況報告 

    被害状況報告は、次の区分により行うものとする。ただし、指定行政機関及び指定公共 

機関の維持管理する施設等（住宅を除く）については除く。 

  (ア)速報 

被害発生後、直ちに別紙２の様式により、件数のみ報告すること。 
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   (イ)中間報告 

 被害状況が判明次第、別紙２の様式により報告すること。なお、報告内容に変更が生 

じた時は、その都度報告すること。ただし、報告の時期について特に指示があった場合 

は、その指示による。 

   (ウ)最終報告 

 応急措置が完了した場合は、事後１５日以内に別紙２の様式により報告すること。 

（３）その他の報告 

 災害の報告は、災害情報、被害状況報告のほか、法令等の定めに従い、それぞれ所要の報 

告を行うものとする。 

（４）報告の方法 

  ア 災害情報及び被害状況報告（速報及び中間報告）は、電話又は無線等により報告するも 

のとする。 

  イ 被害状況報告のうち、最終報告については別紙２の様式提出により報告するものとする。 

（５）被害状況判定基準 

   被害状況の判定基準は、別紙３のとおりとする。 

（６）災害情報等連絡責任者 

   責任者： 総 務 課 長 

   代理者： 総務課交通防災係長 
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別紙１ 

災  害  情  報 

報 告 時 間  月 日 時現在 発 受 信 日 時 月 日 時 分 

発 信 機 関  受 信 機 関  

発 信 担 当 者  受 信 担 当 者  

発 生 場 所  

発 生 日 時 月 日 時 分 災 害 の 原 因  

気 

象 

等 

の 

状 

況 

雨 量 

河 川 水 位 

潮 位 波 高 

風 速 

そ の 他 

 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
関
係
の
状
況 

道 路 

鉄 道 

電 話 

水 道 

( 飲 料 水 ) 

電 気 

そ の 他 

 

(1)災害対策本部

の設置状況 

（名  称） 

 

（設置日時）   月   日   時   分   設 置 

(2)災害救助法 

適用の状況  

地 区 名 被害棟数 罹災世帯 罹災人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（救助実施内容） 
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応 
 

急 
 

措 
 

置 
 

の 
 

状 
 

況 

(3) 

避難の状況 

区  分 地 区 名 避難場所 人  員 時   間 

避難指示     

避難勧告     

自主非難     

(4) 

自衛隊派遣要

請の要否 

 

(5) 

その他措置の

状況 

 

(6) 

応急対策出動

人員 

(ア) 出 動 人 員 (イ) 主な活動状況 

市 町 村 職 員 名  

消 防 職 員 名  

消 防 団 員 名  

その他(住民等) 名  

計 名  

そ  の  他 （今後の見通し等） 

   注）欄に記入しきれない場合は、適宜別様に記載し報告すること。 
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別紙２ 

被 害 状 況 報 告（速報 中間 最終） 

   

 

月  日  時現在 

災  害  発  生  日  時 月  日  時  分 災 害 の 原 因  

災 害 発 生 場 所    

発

信 

機関（市町村）名  発 受 信 日 時 月   日   時   分 

職・氏名  受 信 機 関   

発信日時 月   日   時   分 受 信 者  

項  目 件数等 被害金額(千円) 項 目 件数等 被害金額(千円) 

①
人 

的 

被 

害 

死 者  

※個人別の氏名、性別、

年令、原因は、補足資料

で報告 

農 

業 
被 

害 

共 同 利 用 施  
個

所 
  

行 方 不 明  営 農 施 設    

重 傷  畜 産 被 害    

軽 傷  
そ の 他  

  

 計     計     

② 

住 
 
 

家 
 
 

被 
 
 

害 

全壊 

棟  

 

土 
 
 
 

木 
 
 
 

被 
 
 
 

害 

道 
 

工 
 

事 

河 川   

世 帯  海 岸   

人  砂 防 設 備   

半壊 

棟  

 

道 路   

世 帯  橋 梁   

人  小 計   

一部破損 

棟  

 

市 

町 

村 

工 

事 

河 川   

世 帯  道 路   

人  橋 梁   

床上浸水 

棟  

 

   

世 帯  小 計   

人  港 湾   

床下浸水 

棟  

 

漁 港   

世 帯  下 水 道   

人  公 園   

計 

棟  

 

崖 く ず れ   

世 帯     

人  計   

③
非 

住 

家 

被 

害 

全

壊 

公 共

建  物 
棟   

水 
 

産 
 

被 
 

害 

漁 
 

船 

沈 没 流 出   

その

他 
棟   破 損   

半

壊 

公 共

建  物 
棟    計     

その

他 
棟   漁 港 施 設    

計 

公 共

建  物 
棟 

  
共 同 利 用 施 設   

その

他 
棟 

  
そ の 他 施 設   

④
農 

業 

被 

害 

農 地 
田   漁 具 （ 網 ）   

畑   水 産 製 品    

農作物 
田   

そ の 他 
  

畑     

農 業 用 施 設    計     
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項 目 件数 被害金額(千円) 項 目 件数 被害金額(千円) 

林 
 

業 
 

被 
 

害 

道 
 

有 
 

林 

林 地   

公
立
文
教
被
害 

小 学 校    

治 山 施 設    中 学 校    

林 道   高 校   

林 産 物   そ の他文 教施設   

そ の 他   計   

小 計   社 会 教 育 施 設   

一 

般 

民 

有 

林 

林 地   社
会
福
祉 

施 
 

設 

公     立   

治 山 施 設    法     人   

林 道   計   

林 産 物   

そ 
 
 

の 
 
 

他 

都 市 施 設    

そ の 他   空 港   

小 計      

計      

衛 

生 

被 

害 

水  道   

   

病 院 
公 立   

個 人   

一般廃棄物処理施設   

計   

商
工
被
害 

商 業   

工 業   

そ の 他    

計   被  害  総  額  

参 
 

考 

異 常 現 象 等 の 状 況  

交 通 通 信 水 道 等 の 状 況  

応急対策出動人員 (延 )  市町村職員  名 消防職員  名 消防団員  名 その他(住民等)  名 

 

摘 要 
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別紙３ 

被 害 状 況 判 定 基 準 

被 害 区 分 判 定 基 準 

①�   

人 
 
 
 

的 
 
 
 

被 
 
 
 

害 

死 者 

 当該災害が原因で死亡した死体を確認したもの。又は死体を確認

することが出来ないが、死亡したことが確実なもの。 

(1) 当該災害により負傷し、死亡した者は、当該災害による死亡者

とする。 

(2) Ｃ町の者が隣接のＤ町に滞在中、当該災害によって死亡した場

合は、Ｄ町の死亡者として取り扱う。（行方不明、重傷、軽傷に

ついても同じ） 

(3) 氏名、性別、年齢、職業、住所、原因を調査し、町と警察の調

査が一致すること。 

行 方 不 明 
 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いがあるもの。 

(1) 死亡欄の(2)(3)を参照。 

重 傷 者 

 災害のため負傷し、１ヵ月以上医師の治療を受け、又は受ける必

要のあるもの。 

(1) 負傷の程度の診断は医師によるものとし、診断後入院、通院、

自宅療養等が１ヵ月以上に及ぶものを重傷者とする。 

(2) 死亡欄の(2)(3)を参照。 

軽 傷 者 

 災害のため負傷し、１ヵ月未満の医師の治療を受け、又は受ける

必要のあるもの。 

(1) 負傷の程度の診断は医師によるものとし、診断後入院、通院、

自宅療養等が１ヵ月未満のものを軽傷者とする。 

(2) 死亡欄の(2)(3)を参照。 

② 

住 
 

家 
 

被 
 

害 

住 家 

 現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家で

あるかどうかを問わない。 

(1) 物置、倉庫等を改造して居住している場合は、住家とみなす。 

(2) 商品倉庫等の一部を管理人宿舎として使用している場合で、商

品倉庫、管理人宿舎共に半壊した場合、住家の半壊１、商工被害

１として計上すること。 

(3) 住家は、社宅、公宅（指定行政機関及び指定公共機関のもの）

を問わず、全てを住家とする。 

世 帯 

 生活を一つにしている実際の生活単位。寄宿舎、下宿、その他こ

れらに類する施設に宿泊するもので共同生活を営んでいる者は、原

則として寄宿舎等を１世帯とする。 

(1) 同一家屋内に、親子夫婦が生活の実態を別々にしている場合は

２世帯とする。 

全 壊 

 住宅がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、 

住家全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が

甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具

体的には、住家の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積がその

住家の延床面積の70％以上に達した程度のものまたは住家の主要な 

構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住

家の損害割合が50％以上に達した程度のもの。 

(1) 被害額の算出は、その家屋（畳、建具を含む）の時価とし、家

財道具の被害は含まない。 
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半 壊 

 住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すな

わち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる

程度のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の20％ 

以上70％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を 

住宅全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が20％以上 

50％未満のもの。 

(1) 被害額の算出は、その家屋（畳、建具を含む）の時価に減損耗

率を乗じた額とし、家財道具の被害は含まない。 

一 部 破 損 

 全壊、半壊、床上浸水及び床下浸水に該当しない場合であって、

建物の一部が破損した状態で、居住するためには補修を要する程度

のもの。 

(1) 被害額の算出は、その家屋（畳、建具を含む）の時価に減損耗

率を乗じた額とし、家財道具の被害は含まない。 

床 上 浸 水 

 住家が床上まで浸水又は土砂等が床上まで堆積したため、一時的

に居住することが出来ない状態となったもの。 

(1) 被害額の算出は、床上浸水によって家屋（畳、建具等を含む）

が破損した部分の損害額とし、家財道具の被害、土砂及び汚物

等の除去に要する経費は含まない。 

床 下 浸 水 

 住家が床上浸水に達しないもの。 

(1) 被害額の算出は、床下浸水によって破損した部分の損害額と

し、土砂及び汚物等の除去に要する経費は含まない。 

① 

非 

住 

家 

被 

害 

非 住 家 

 非住家とは、住家以外の建物で、この報告中他の損害項目に属

さないものとする。これらの施設に人が居住しているときは、当

該部分は住家とする。 

(1) 公共建物とは、役場庁舎、集会施設等の公用又は公共の用に供

する建物をいう。なお、指定行政機関及び指定公共機関の管理す

る建物は含まない。 

(2) その他は、公共建物以外の神社、仏閣、土蔵、物置等をいう。 

(3) 土蔵、物置等とは、生活の主体をなす主家に付随する建物の意

味であって、営業用の倉庫等は、その倉庫の用途に従って、他の

項目で取り扱う。 

(4) 被害額の算出は、住家に準ずる。 

④ 

農 
 

業 
 

被 
 

害 

農 地 

 農地被害は、田畑が流失・埋没等のため農耕に適さなくなった状

態をいう。 

(1) 流失とは、その田畑の筆における耕土の厚さ10％以上が流失し

た状態をいう。 

(2) 埋没とは、粒径１mm以下にあっては２㎝、粒径0.25mm以下の土

砂にあっては５㎝以上流入した状態をいう。 

(3) 埋没等の「等」とは、地震による土地の隆起、陥没又は干ばつ

等をいう。 

(4) 被害額の算出は、農地の原形復旧に要する費用又は農耕を維持

するための最小限度の復旧に要する費用とし、農作物の被害は算

入しない。 

 農 作 物 

 農作物の農地の流失、埋没等及び浸冠水・倒伏によって生じた損

害をいう。 

(1) 浸冠水とは、水、土砂等によって相当期間（24時間以上）作物

等が地面に倒れている状態をいう 

(2) 倒伏とは、風のため相当期間（24時間以上）作物等が地面に倒

れている状態をいう。 

(3) 被害額の算出は、災害を受けなかっとしたならば得たであろう

金額を推定積算すること。 
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農 業 用 施 設  
 頭首工、ため池、水路、揚水機、堤防、道路、橋梁、その他農

地保全施設の被害をいう。 

共同利用施設  

 農業協同組合等又は同連合会の所有する倉庫、農産物加工施

設、共同作業場、産地市場施設、種苗施設、家畜繁殖施設、共同

放牧施設、家畜診療施設等及び農家の共同所有に係る営農施設の

被害をいう。 

営 農 施 設 
 農家個人所有に係る農舎、サイロ倉庫、尿溜、堆肥舎、農業機

械類、温室、育苗施設等の被害をいう。 

畜 産 被 害  施設以外の畜産被害で、家畜、畜舎等の被害をいう。 

そ の 他 
上記以外の農業被害、果樹（果実は含まない）草地畜産物等を

いう。 

⑤ 
 

土 

木 

被 
害 

河 川 

 河川の維持管理上必要な堤防、護岸、水制・床止め又は沿岸を

保全するため防護することを必要とする河岸等で、復旧工事を要

する程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

砂 防 設 備 

 砂防法第１条に規定する砂防設備、同法第３条の規定によって

同法が準用される砂防施設又は天然の河岸等で復旧工事を必要と

する程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

地すべり防止施

設 

 地すべり防止法第2条第3項に規定する地すべり防止施設で復旧

工事を必要とする程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

急傾斜地崩壊防

止施設 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第2条第2項に規

定する急傾斜地崩壊防止施設で復旧工事を必要とする程度の被害

をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

道 路 

 道路法に基づき道路管理者が維持管理を行っている、道路法第

２条の道路の損壊が、復旧工事を要する程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

橋 梁 

 道路法に基づき道路管理者が維持管理を行っている、道路法第

２条の道路を形成する橋が流失又は損壊し、復旧工事を要する程

度の被害をいう 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

港     湾 
 港湾法第2条第5項に基づく水域施設、外かく施設、けい留施設

等で復旧工事を要する程度の被害をいう。 

漁     港 
 漁港法第3条に規定する基本施設又は漁港の利用及び管理上重要

な輸送施設 

下  水  道  下水道法に規定する公共下水道、流域下水道、都市下水路 

公     園 

 都市公園法施行令第25条各号に掲げる施設（主務大臣の指定す

るもの(植栽・いけがき)を除く。）で、都市公園法第2条第1項に規

定する都市公園又は都市公園等整備緊急措置法第2条第1項第3号に

規定する公園若しくは緑地に設けられたもの。 

 

水
産
被
害 

漁     船 

 動力船及び無動力船の沈没、破損（大破、中破、小破）の被害

をいう。 

(1) 港内等における沈没は、引上げてみて今後使用できる状態で

あれば破損として取り扱う。 

(2) 被害額の算出は被害漁船の再取得価格又は復旧額とする。 
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漁 港 施 設 
 外かく施設、けい留施設、水域施設で水産業協同組合の維持管

理に属するもの。 

共同利用施設  

 水産業協同組合、同連合会、又は地方公共団体の所有する施設

で漁業者の共同利用に供する水産倉庫、加工施設、作業所、荷さ

ばき所、養殖施設、通信施設、給水施設、給油施設、製氷・冷凍

施設・干場・船揚場等をいう。 

その他の施設   上記施設で個人（団体、会社も含む）所有のものをいう。 

漁 具 （ 網 ）   定置網、刺網、延縄、かご、函等をいう。 

水 産 製 品  加工品、その他の製品をいう。 

⑦
林 

業 

被 

害 

林 地  新生崩壊地、拡大崩壊地、地すべり等をいう。 

治 山 施 設  既設の治山施設等をいう。 

林 道  林業経営基盤整備の施設道路をいう。 

林 産 物  素材、製材、薪炭原木、薪、木炭、特用林産物等をいう。 

そ の 他 
 苗畑、造林地、製材工場施設、炭窯、その他施設（飯場、作業

路を含む）等をいう。 

⑧
衛
生
被
害 

水 道 
 水道のための取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水

施設及び配水施設をいう。 

病 院  病院、診療所、助産施設等をいう。 

清 掃 施 設  ごみ処理施設、し尿処理施設及び最終処分場をいう。 

火 葬 場 火葬場をいう。 

⑨
商
工
被
害 

商     業  商品、原材料等をいう。 

工 業  工場等の原材料、製品、生産機械器具等をいう。 

⑩ 公 立 文 教 施 設 
公立の小、中、高校、中等教育学校、大学、盲学校、ろう学

校、養護学校、幼稚園等をいう。（私学関係はその他項目で扱う） 

⑪ 社 会 教 育 施 設  図書館、公民館、博物館、文化会館等の施設。 

⑫ 社 会 福 祉 施 設 

 老人福祉施設、身体障害者（児）福祉施設、知的障害（児）福

祉施設、児童母子福祉施設、生活保護施設、介護老人保健施設、

精神障害者社会復帰施設等をいう。 

⑬
そ
の
他 

鉄道不通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害をいう。 

鉄道施設 線路、鉄橋、駅舎等施設の被害をいう。 

被害船舶 

（漁船除く） 

ろ、かいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、運行

が不能となったもの及び、流出し、所在が不明になったもの、並

びに修理しなければ運行できない程度の被害をいう。 
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空港 空港整備法第2条1項第3号の規定による空港をいう。 

水道（戸数） 上水道、簡易水道で断水している戸数のうち、ピーク時の戸数を
いう。 

電話（戸数） 災害により通話不能となった電話回線をいう。 

電気（戸数） 災害により停電した戸数のうち、ピーク時の戸数をいう。 

ガス（戸数） 一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっているピーク時
の戸数をいう。 

ブロック塀等 倒壊したブロック塀又は石塀の個所数をいう。 

都市施設 街路灯の都市施設をいう。 

 上記の項目以外のもので特に報告を要するものと思われるもの。 
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第４章  災害予防計画 

 

 

 災害対策を計画的に推進するため、災害予防に重要な災害危険区域を設定し、必要な施設の整

備及び訓練等の計画について定めるものとする。 

 

 

第１節  災害危険区域及び整備計画 

 

 災害が予想される災害危険区域の実情を調査し、容易に応急対策が講じられるようにするとと

もに、その地域に対する施設の整備計画を明らかにする。 

 

１ 水防区域及び整備計画 

  別表１のとおりである。 

 

２ 地すべり・がけ崩れ等区域及び整備計画 

  別表２のとおりである。 

 

３ 危険物・爆発物等貯蔵所所在一覧 

  別表３のとおりである。 

 

４ 備蓄計画 

  別表４のとおりとする。 

  なお、町は、災害時の住民への食料および生活必需品等の物品の供給を迅速かつ的確に実施 

するため、緊急に必要となる物資の備蓄及び調達・供給についての防災協定に基づき努める。 
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別表１ 

水防区域 （平成３１年４月１日現在） 

（国河川） 

地区名 水系名 河川名 流心距離（Km) 
危険区域延長

(m) 
災害の要因 住 家 公共施設（棟） 道  路 その他 実施機関 概 要 

              中央公民館 １ 道々中標津       

標茶市街 釧路川 釧路川 44.00  52.772  溢 水 1,064 開発センター１   ～標茶線   開発局   

              勤労者会館 １ 国道３９１号       

              幼稚園   １ 国道２７４号       

            

 

（道河川） 

級種 水系名 河川名 
災害の

要因 

危険区域延長

（ｋｍ） 

実施機

関 

1級 釧路川 久著呂川 溢水 32.3 北海道 

1級 釧路川 アレキナイ川 溢水 7.9 北海道 

1級 釧路川 チョクベツ川 溢水 3.0 北海道 

1級 釧路川 ホマカイ川 溢水 4.2 北海道 

1級 釧路川 モアレキナイ川 溢水 6.8 北海道 

1級 釧路川 コッタロ川 溢水 1.5 北海道 

1級 釧路川 ヌマオロ川 溢水 17.9 北海道 

1級 釧路川 オソベツ川 溢水 11.8 北海道 

1級 釧路川 シロンド川 溢水 1.5 北海道 

1級 釧路川 クニクンナイ川 溢水 1.2 北海道 

1級 釧路川 チョウマナイ川 溢水 1.7 北海道 
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1級 釧路川 多和川 溢水 11.0 北海道 

1級 釧路川 ポン多和川 溢水 2.5 北海道 

1級 釧路川 オタツニウシ川 溢水 1.8 北海道 

1級 釧路川 磯分内川 溢水 11.5 北海道 

2級 西別川 ポンベツ川 溢水 9.1 北海道 
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別表２ 

地すべり・がけ崩れ・土砂災害等区域及び整備計画 （平成２５年３月１日現在） 

番号 施設区分 地区名及び渓流名 住  所 対象面積 延  長 住  家 公共施設 そ の 他 

 １ 山地崩壊 多和１ 字多和   ２   

 ２ 山地崩壊 多和２ 字多和   １   

３ 山地崩壊 多和３ 字多和   ２   

４ 山地崩壊 佐藤の沢 字オソツベツ   １   

５ 山地崩壊 町道の沢 字オソツベツ   １   

６ 山地崩壊 北村の沢 字オソツベツ   ２   

７ 山地崩壊 木元の沢 字オソツベツ      

８ 山地崩壊 武田の沢 字オソツベツ      

９ 山地崩壊 松井の沢 字上多和      

１０ 山地崩壊 シュワンベツの沢 字上多和   １   

１１ 山地崩壊 小川地先 字栄   １   

１２ 山地崩壊 鈴木の沢 字虹別 ３５ １０００ １   

１３ 崩壊土砂流出 福島の沢 字磯分内 ９８ ２０００ ３ 有  

１４ 崩壊土砂流出 協盛の沢 字磯分内 ５０ １０００ １   

１５ 崩壊土砂流出 チョマナイの沢 字磯分内 ４８ １０００ １   

１６ 崩壊土砂流出 オソベツの沢 字オソツベツ ６０ １０００    

１７ 崩壊土砂流出 下多和の沢 字下多和 ３６ １０００  有  

１８ 崩壊土砂流出 下多和の沢２ 字下多和 １２６ １０００  有  
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番号 施設区分 地区名及び渓流名 住  所 対象面積 延  長 住  家 公共施設 そ の 他 

１９ 崩壊土砂流出 新生の沢 字上茶安別 １８７ ２０００ １   

２０ 崩壊土砂流出 鉄道の沢 字ルルラン ６０ ４０００ １ 有  

２１ 崩壊土砂流出 鉄道第２の沢 字ルルラン ５０ ２０００  有  

２２ 崩壊土砂流出 鉄道第３の沢 字ルルラン ２１ １０００ １ 有  

２３ 崩壊土砂流出 鉄道第４の沢 字ルルラン ３５ １０００  有  

２４ 崩壊土砂流出 ワッカナイの沢 字塘路 ２０ １０００    

２５ 崩壊土砂流出 遠藤の沢 字オソツベツ １０ ２００ ２   

２６ 崩壊土砂流出 菅原の沢 字オソツベツ ３０ ３００ １   

２７ 崩壊土砂流出 安田の沢 字阿歴内 ２０ ５００ １   

２８ 崩壊土砂流出 佐藤の沢 字上多和原野 １０ ８００ ２   

２９ 崩壊土砂流出 雑賀の沢 字ヌマオロ原野 ７５ ３００ ２   

３０ 崩壊土砂流出 開運川 字標茶 ７５ ４００ ３０ 有  

３１ 崩壊土砂流出 島貫の沢 字標茶 １５ ３００    

３２ 崩壊土砂流出 小玉の沢 字上多和 ７０．５ ５００ ３   

３３ 急傾斜地 標茶町開運７丁目 標茶町開運７丁目   ０．５  Ⅱ―９－６９－２１６３ 

３４ 急傾斜地 茅沼 標茶町茅沼   ４  Ⅱ―９－７９－２１６４ 

３５ 急傾斜地 茅沼の沢 標茶町茅沼   ６  Ⅱ―９－９２－００２０ 

３６ 急傾斜地 標茶常磐町 標茶町川上１丁目   ２ 有 Ⅰ―９－８７－２８０９ 
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別表３ 危険物・爆発物等貯蔵所所在一覧（平成２８年３月現在）         （単位 ℓ ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所名 所在地 危険物製造所等の別 貯蔵・取扱品名数量 

平野産業株式会社 

茶 488-6111 

開 485-2239 

開運町 給油取扱所 

ガソリン  20,000 

軽  油  20,000 

灯  油  20,000 

中茶安別 給油取扱所 

ガソリン  10,000 

軽  油  20,000 

灯  油  10,000 

 〃 移動タンク貯蔵所 

灯  油 （混載） 

軽  油   4,000 

重  油 

 〃    〃 
灯  油 （混載） 

軽  油   3,600 

大和商事株式会社 

開 485-2603 開運町 給油取扱所 

ガソリン  20,000 

軽  油  20,000 

灯  油  20,000 

 〃 一般取扱所 
灯  油  15,000 

重  油  15,000 

 〃 移動タンク貯蔵所 

灯  油 （混載） 

軽  油   4,000 

重  油 

 〃    〃 
灯  油 （混載） 

軽  油   3,750 

 〃    〃 

灯  油 （混載） 

軽  油   4,000 

重  油 

㈱越崎商店 

  486-2337 磯分内 給油取扱所 

ガソリン   4,000 

軽  油   6,000 

灯  油  10,000 

 〃 移動タンク貯蔵所 

灯  油 （混載） 

軽  油   4,000 

重  油 

標茶町農業協同組合 開 運 

485-2627 
給油取扱所 

ガソリン  48,000 

軽  油  22,000 

虹 別 

 488-2133 
  〃 

ガソリン  20,000 

軽  油  30,000 

灯  油  10,000 
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事業所名 所在地 危険物製造所等の別 貯蔵・取扱品名数量 

標茶町農業協同組合 虹 別 

488-2134 
地下タンク貯蔵所 重  油  10,000 

開 運 

485-2103 
地下タンク貯蔵所 重  油  10,000 

ホクレン農業協同組合 

連合会 
開 運 

 485-4505 
地下タンク貯蔵所 

軽  油 294,000 

灯  油 294,000 

重  油  98,000 

 〃 一般取扱所 

軽  油  12,000 

灯  油  72,000 

重  油   8,000 

有）幸永運輸 

本社 0154-57-2777 

開  485-4505 

開 運 移動タンク貯蔵所 

灯  油 （混載） 

軽  油   4,000 

重  油 

 〃    〃 

灯  油 （混載） 

軽  油   8,000 

重  油 

 〃    〃 

灯  油 （混載） 

軽  油   8,000 

重  油 

 〃    〃 

灯  油 （混載） 

軽  油   8,000 

重  油 

 〃    〃 

灯  油 （混載） 

軽  油   4,000 

重  油 

 〃    〃 

灯  油 （混載） 

軽  油   4,000 

重  油 

 〃    〃 

灯  油 （混載） 

軽  油   6,000 

重  油 

丸越産業株式会社 

  485-2405 
常 盤 自家用の給油取扱所 

ガソリン   5,000 

軽  油  15,000 

 〃 移動タンク貯蔵所 軽  油   2,000 

大栄運輸有限会社 

  485-2833 
富 士 自家用の給油取扱所 軽  油  10,000 

岡村産業株式会社 

  486-2359 
磯分内 自家用の給油取扱所 軽  油  30,000 
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事業所名 所在地 危険物製造所等の別 貯蔵・取扱品名数量 

岡村産業株式会社 
磯分内 移動タンク貯蔵所 

灯  油 （混載） 

軽  油   4,000 

田中燃料店 

  485-2455 

川 上 一般取扱所 灯  油  10,000 

 〃 移動タンク貯蔵所 灯  油   2,000 

マルコメ商事株式会社 

  485-2053 

平 和 地下タンク貯蔵所 灯  油  50,000 

 〃 一般取扱所 灯  油  20,000 

富 士 移動タンク貯蔵所 灯  油   3,600 

雪印メグミルク株式会社 

  486-2246 

磯分内 一般取扱所 重  油  24,000 

 〃   〃 重  油  24,000 

 〃 屋外タンク貯蔵所 重  油 150,000 

 〃    〃 重  油 150,000 

日東製網株式会社 

  485-1671 

平 和 一般取扱所 タイリョウ 4,000 

 〃 屋外貯蔵所 タイリョウ25,000 

京大フィールド科学 

教育研究センター 

  485-2637 

多 和 屋内貯蔵所 

ガソリン     600 

灯油 軽油  1,900 

グリース    200 

標茶町立病院 

  485-2135 
開 運 地下タンク貯蔵所 重  油  25,000 

標茶小学校 

  485-2009 
川 上 地下タンク貯蔵所 重  油   7,000 

川上郡衛生センター 

  486-2223 
磯分内 地下タンク貯蔵所 重  油    9,950 

標茶中学校 

  485-2047 
常 盤 地下タンク貯蔵所 重  油  10,000 

特別養護老人ホーム 

やすらぎ園 

  485-3501 

川 上 地下タンク貯蔵所 重  油  10,000 

憩いの家かや沼 

487-2121 
茅 沼 地下タンク貯蔵所 重  油   6,000 

標茶町軽費老人ホーム 

駒ヶ丘荘 

  485-2558 

川 上 地下タンク貯蔵所 重  油  10,000 

標茶町中央学校給食共同 

調理場 

485-2470 

川 上 地下タンク貯蔵所 重  油  10,000 

標茶町農業者トレーニン

グセンター 

  485-2434 

常 盤 地下タンク貯蔵所 重  油   5,000 

事業所名 所在地 危険物製造所等の別 貯蔵・取扱品名数量 
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標茶消防署 

  485-2021 
旭 地下タンク貯蔵所 重  油   3,000 

標茶下水終末処理場 

  485-2983 
桜 地下タンク貯蔵所 重  油  4,000 

標茶町ふれあい交流 

センター 

  485-1000 

開 運 地下タンク貯蔵所 重  油   6,000 

標茶高等学校 

485-2001 
常 盤 地下タンク貯蔵所 重  油  10,000 

標茶高等学校 黎明寮 

485-3449 
常 盤 地下タンク貯蔵所 重  油   6,000 

ごみ焼却場 

485-1430 
開 運 地下タンク貯蔵所 重  油  15,000 

さくら保育園・幼稚園 

485-2426 
桜 地下タンク貯蔵所 重  油   3,000 

あすなろ道路 南標茶 屋外タンク貯蔵所 重  油  20,000 

ホクレン釧路 

クーラーステーション 

486-2827 

磯分内 屋外タンク貯蔵所 重  油  10,000 

ダイセルファインケム 

中標津営業所 

0153-73-3005 

虹 別 屋内貯蔵所 サイベスト250,000 

荒井貨物株式会社 

485-2037 
平 和 給油取扱所 軽  油  20,000 

株式会社日野組 

485-1036 
平 和 移動タンク貯蔵所 

灯  油 （混載） 

軽  油   4,000 

道東・エアウォーター 

株式会社 

485-5500 

常 盤 移動タンク貯蔵所 灯  油   3,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

359〔標茶防〕 



第４章  災害予防計画  第２節 
 

第２節  雪害対策計画 

 

異常降雪等により、予想される雪害の予防対策及び応急対策は、本計画の定めるところによる。 

 

１ 除雪路線の実施分担 

 除雪路線は、特に交通確保を必要と認める主要路線について、次の区分により除雪を分担実施 

する。 

（１）国道路線の除雪は、釧路開発建設部が行う。 

（２）道道路線の除雪は、釧路建設管理部弟子屈出張所が行う。 

（３）町道路線の除雪は、町が行う。 

 

２ 異常降雪時における除雪 

 異常降雪時においては、交通量、消防対策等を十分考慮し、関係機関の除（排）雪計画に基づ 

いて主要幹線より順次除（排）雪を実施するものとする。 

 

３ 通信施設の雪害対策 

 通信施設の雪害防止については、電話回線故障の復旧の迅速化を図るため、ＮＴＴ釧路営業支 

店は、施設の改善、応急対策の強化を図るものとする。 

 

４ 電力施設の雪害防止対策 

 電力施設の雪害防止のため、北海道電力㈱弟子屈営業所は、送電線の冠雪、着氷雪対策を樹立 

し必要に応じて特別巡視等を行うものとする。 

 

５ 交通途絶地区の緊急対策 

 積雪がはなはだしく交通が途絶している地区において、急患又は食糧の補給困難な事態が発生 

生し、町の救援を必要とする旨の連絡を受けたときは、町長は関係機関と協力して、速やかに救 

援の措置を取るものとする。 

 

６ 積雪時における消防対策 

（１）町は除雪計画路線のほか、住宅密集地の道路については、常に消防車の運行に支障のない 

よう除雪をするものとする。 

（２）消防水利については、消防署員により常に除雪を行い、消防活動に支障のないようにするも 

のとする。 

（３）積雪により消防車の出動が困難となる地域については、予防査察等を重点的に実施するもの 

とする。 
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７ なだれ防止対策 

 関係機関は、それぞれ所轄道路の保全及び交通安全を確保するため、なだれ発生予想カ所に防 

止柵の施設を行い、又、標示板等により住民への周知を図る対策を講ずるものとする。 

 

８ 警戒体制 

 各関係機関は、釧路地方気象台の発表する予警報及び気象情報を勘案し、必要と認める場合に 

は、それぞれの定める警戒体制に入るものとする。 
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第３節  融雪災害対策計画 

 

この計画は、水防計画に定めるもののほか、融雪期における融雪による河川の出水等の災害を 

予防することを目的とする。 

 

１ 気象情報の把握 

 融雪期においては、釧路地方気象台等関係機関と緊密な連絡を取り、地域内の降雪の状況を的 

確に把握するとともに、低気圧の発生及び経路の状況又は降雨及び気温の上昇等気象状況に留意 

し、融雪出水の予測に努めるものとする。 

 

２ 水防区域内の警戒 

 水防区域内及び雪崩、地滑り又は山崩れ等の懸念のある地域、箇所の危険を事前に察知し、被 

害の拡大を防止するため、次により万全の措置を講ずるものとする。 

（１）町及び消防機関は、住民等の協力を得て既往の被害箇所、その他水害危険区域を中心に巡視 

警戒を行うものとする。 

（２）町は、関係機関と密接な連絡を取り、危険区域の水防作業及び避難救出方法等を、事前に検 

討しておくものとする。 

（３）町は、雪崩、積雪、捨雪及び結氷等により河道、導水路等が著しく狭められ被害発生が予想 

される場合は、融雪出水前に河道、導水路内の除雪、結氷の破砕等を行い、流下能力の確保を 

図るものとする。 

 

３ 道路の除雪 

道路管理者は、雪崩、積雪、結氷、滞留水等により道路交通が阻害されるおそれがあるときは、 

道路の除雪、結氷の破砕等障害物の除去に努め、道路の効率的な活動を図るものとする。 

 

４ 水防資器材の整備、点検 

町長及び河川管理者は、水防活動を迅速かつ効率的にするため、融雪出水前に水防資器材の 

整備、点検を行うとともに、関係機関及び資器材手持業者等とも十分な打合せを行い、資器材 

の効率的な活用を図るものとする。 

 

５ 水防思想の普及徹底 

 町長及び河川管理者は、融雪水に際し、住民の十分な協力が得られるよう水防思想の普及徹 

底に努めるものとする。 
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第４節  土砂災害対策計画 

 

急傾斜地における崩壊及びなだれ等の土砂災害から住民の生命、身体及び財産を守り、被害 

を最小限にとどめるための予防対策は、本計画の定めるところによる。 

 

１ 現況 

 町内には、地すべり、落石による道路交通等に被害をもたらす、土砂災害の危険性を持つ区 

域が多数存在している。 

町における地すべり、落石、土石流等の危険区域は「第４章 第１節 災害危険区域及び整 

備計画」に定めるとおりである。 

 

２ 予防対策 

 （１）地すべり災害、落石災害対策 

  土地の高度利用や開発に伴って、地すべり災害及び落石災害が発生する傾向にあり、ひと 

たびこれらの災害が発生すると多くの住家、公共施設等に被害が発生するため、国、道及び 

町は、次のとおり予防対策を実施するものとする。 

 ア 国 

   森林法に基づき、森林の造成若しくは維持に必要な事業を行い、山腹の崩壊等を防止す 

るとともに施設点検を実施し、必要に応じ適切な処理を講ずるものとする。 

 イ 北海道 

   急傾斜地崩壊防止工事の実施を推進するとともに、定期的に施設点検を実施し、必要に 

応じ適切な処置を講ずるものとする。 

 ウ 町 

（ア）住民に対し、地すべり危険区域及び急傾斜地崩壊危険区域の周知に努めるとともに、 

当該区域に係る必要な警戒避難体制に関する事項について定めるものとする。 

（イ） 町の所轄する区域の保全及び安全を確保するため、必要に応じ危険防止柵の設置等を 

行うとともに、付近住民に対しては危険箇所及び急傾斜地等の異常（亀裂、湧水、噴水、 

濁り水）等の早期発見と通報協力について周知する。 
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（２）土石流災害対策 

  ア 釧路建設管理部、根釧西部森林管理署標茶森林事務所 

（ア）土石流危険渓流に係る直轄の砂防及び治山施設について、定期的に施設点検を実施し、 

必要に応じて適切な処置を講ずるものとする。 

（イ）砂防及び治山事業を実施する場合は、請負業者に対し工事中の安全確保のため、土石流 

に対する警戒避難体制について指導するものとする。 

イ 北海道 

（ア）治山工事及び砂防工事の推進を始め、砂防法に基づく砂防指定や森林法に基づく保安林 

指定の促進を図るとともに、土石流の発生を助長するような行為を制限するなど、土石流 

対策を推進するものとする。 

   また、治山、砂防施設について、定期的に施設点検を実施し、必要に応じて適切な処置 

を講ずるものとする。 

（イ）町に対し危険渓流に関する資料を提供し、住民への危険渓流に関する資料の提供等につ 

いて指導する。 

（ウ）砂防及び治山事業を実施する場合は、請負業者に対し工事中の安全確保のため、土石流 

に対する警戒避難体制について指導するものとする。 

ウ 町 

（ア）住民に対し、土石流危険渓流の周知に努めるとともに、当該区域に係る必要な警戒避難 

体制に関する事項について定めるものとする。 

（イ）町の所管する区域の保全及び安全を確保するため、必要に応じ危険防止策の設置を行う 

とともに、付近住民に対しては、河川等の異常等の早期発見を通報協力について周知する。 

 

３ 警戒体制 

 町長は、異常降雨等により大雨警報（土砂災害）が発表され、土砂災害が予想される場合は 

当該危険区域の巡視を行い警戒にあたるものとする。 

 

（１）警戒巡視にあたって注意する事項は、おおむね次のとおりとする。 

ア 表層の状況 

 イ 地表水の状況 

 ウ 湧水の状況 

 エ 亀裂の状況 

 オ 樹木等の傾倒状況 
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４ 避難及び救助 

 土砂災害警戒情報の発表及び、前兆現象から人的被害が発生するおそれがある場合においては､

｢第５章 災害応急対策計画 第３節 避難救出計画」及び、別冊「避難勧告等の判断・伝達マニ

ュアル（土砂災害編）の定めにより、当該地域住民に警告し、避難のため立退き 

を勧告又は指示するとともに関係機関に通知し、避難誘導等の協力を得るものとする。 

 

 

５ 土砂災害警戒情報 

 釧路建設管理部と釧路地方気象台が共同で発表する情報で、大雨警報（土砂災害）発表中に 

大雨による土砂災害発生の危険度が高まった時、避難勧告等を発令する際の判断や住民の自主 

避難の参考となるよう市町村を対象に発表する。 
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第５節  水防計画 

 

洪水やその他による水災を警戒し、防御し及びこれによる被害を軽減するための組織並びに 

活動は、本計画の定めるところによる。 

 

１ 水防の責務 

 水防法に定める水防に関する機関及び一般住民等の水防上の責務の大綱は、次のとおりとする。 

（１）標茶町 

  町長は、水防法第３条の規定に基づき、町の区域内における水防を十分果たす責任を有する。 

（２）北海道（釧路総合振興局、釧路建設管理部） 

ア 道は、水防管理団体が行う水防が、十分に効果を発揮するよう指導に努めるものとする。 

イ 総合振興局長は、釧路地方気象台等が気象の状況によって洪水のおそれがあると認め発表 

する洪水予警報等の通知を受けた場合は、直ちに町長等に受けた内容を通知するものとする。 

（３）居住者等 

  町の区域内に居住する者又は水防の現場にある者は、町長、消防機関の長（消防長）から水 

防に従事することを求められたときは、これに従うものとする。 

 

２ 河川管理者の協力が必要な事項 

  河川管理者（北海道開発局長）は、自らの業務等に照らし可能な範囲で、水防管理団体が行う 

 水防のための活動に次の協力を行う。 

（１）北海道開発局長の協力事項 

  ア 水防管理団体に対して、河川に関する情報（釧路川の水位及び雨量、河川管理施設の操作 

状況に関する情報、ＣＣＴＶの映像、ヘリ巡視の画像等）の提供 

  イ 重要水防箇所の合同点検 

  ウ 水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

  エ 水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資器材が不足するような緊急事態に際して、河川管 

理者の応急復旧資器材又は備蓄資器材等の貸与 

  オ 洪水等により甚大な災害が発生した場合、又は発生のおそれがある場合に、水防管理団体 

   と河川管理者間の水防活動に関する災害情報の共有を行うための水防管理団体への職員の派 

   遣（リエゾンの派遣）及び緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の派遣 

３ 水防組織 

 第２章第２節「災害対策本部」に定めるところに準じ、水防本部により水防に関する事務を 

処理するものとし、水防事務の総括は建設課で行うものとする。 

 

４ 水防本部の所轄事務 
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 水防に関する事務は、第２章第２節に定めるところに準じ所轄するものとする。 

 

５ 水害危険区域 

 町の区域内の河川、低地帯等で、水防上特に重要な警戒防御区域は、第４章第１節「水防区 

域及び整備計画」に掲げるとおりである。 
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５ 雨量、水位観測所 

   町の区域内に設置された雨量観測所、水位観測所は次のとおりであるが、迅速かつ的確な水防活 

動を行うため相当の雨量があると認めたときは、釧路開発建設部釧路河川事務所と連絡をとり、そ 

の状況を把握しておくものとする。 

（１）水位観測所                                   （ｍ） 

水系名 河川名 観測所名 
水防団 

待機水位 

はんらん 

注意水位 

避難判断

水位 

はんらん 

危険水位 

計画高 

水位 

釧路川 釧路川 標 茶 20.10 20.80 21.80 22.50 23.50 

 

（２） 水位・流量観測所 

水系名 河川名 
観測 

所名 

零点高 

T.P.m 

河 口 

からの 

距離㎞ 

流 域 

面 積 

 km 

位置 

観 測 所 施 設 

種類 
自記計 

型 式 

電話応

答有無 

釧路川 釧路川 標茶 0(22) 46.1 894.1 開運町 

普＋ 

自＋ 

テレ 

デ ジ 

 

53 

（３） 雨量観測所 

水系名 河川名 観測所名 
標高 

T.P.m 

支配 

面積 

㎞ 

所 在 地 

観     測 

種類 
自記計 

型 式 

電話応

答有無 

釧路川 釧路川 標 茶 32 479 番外地 

普＋ 

自＋ 

テレ 

 

転 倒 
－ 

〃 オソベツ川 中オソベツ 75 607 中オソベツ 

普＋ 

自＋ 

テレ 

転 倒 － 

〃 久著呂川 奥久著呂 240 554 久著呂原野 
自＋ 

テレ 
転 倒 － 

〃 多 和 川 虹 別 220 85 虹  別 

普＋ 

自＋ 

テレ 

転 倒 － 

 

2 

2 
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６ 水防活動用予警報 

（１） 水防活動用予警報の種類 

 種      類 発 表 機 関 摘         要 

水防活動用気象予警報 

気象業務法第14条の2第1項 

水防法第10条第1項 

大雨注意報、大雨

警報又は大雨特別

警報 

洪水注意報、洪水

警報 

釧路地方気象台 

 指定河川の洪水予報

以外は一般向け注意報

及び警報の発表をもっ

て代える 

洪水予報(指定河川) 

水防法第10条第2項 

気象業務法第14条の2第2項 

注意報、警報、情

報 

釧 路 開 発 建 設

部、釧路地方気

象台共同 

 指定河川（釧路川）

について、水位又は流

量を示して行う予報 

水 防 警 報 

水防法第16条 

待機、準備、出

動、指示、解除 

釧路開発建設

部  

 指定河川流域の水防

管理団体に水防活動を

行う必要があることを

警告して発表する。 

（２） 水防警報の種類等 

種類 内              容 発 表 基 準 

待機 

 不意の出水あるいは水位の再上昇等が予想さ

れる場合に、状況に応じて直ちに水防機関が出

動できるように待機する必要がある旨を警告す

るもの。 

 水防機関の出動期間が長引くような場合に、

出動人員を減らしても差し支えないが、水防活

動を止めることはできない旨を警告するもの。 

 気象予警報等及び河川状

況により、特に必要と認め

るとき。 

準備 

 水防に関する情報連絡、水防資機材の整備、

水門機能等の点検、通信及び輸送の確保等に努

めるとともに、水防機関に出動の準備をさせる

必要がある旨を警告するもの。 

雨量、水位、流量その他の

河川状況により、必要と認

めるとき。 

出動 
 水防機関が出動する必要がある旨を警告する

もの。 

洪水注意報等により、又は

水位、流量、その他の河川

状況により警戒水位に達

し、なお上昇のおそれがあ

るとき。 

指示 

 水位、滞水期間、その他水防活動上必要な状

況を明示するとともに、越水、漏水、法崩、亀

裂、その他河川状況により警戒を必要とする事

項を指摘して警告するもの。 

洪水警報により、又は既に

警戒水位を越え、災害のお

それがあるとき。 

解除 

 水防活動を必要とする出水状況が解消した

旨、及び当該基準水位観測所名による一連の水

防警報を解除する旨を通告するもの。 

警戒水位以下に下降したと

き、又は警戒水位以上であ

っても水防作業を必要とす

る河川状況が解消したと認

めるとき。 
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（３）水防活動用気象予警報等の伝達 

   水防活動用気象注意報・警報、洪水予報及び水防警報の伝達は第３章第１節「気象警報等 

の伝達計画」の伝達計画・系統図による。 

 

７ 水防倉庫及び水防用資機材の備蓄 

町の水防用資機材の備蓄は次のとおりである。 

なお、町の備蓄資機材に不足が生じたときは、必要に応じ民間等から調達するものとする。 

 水防倉庫 

設 置 場 所 棟 数 面 積 所 在 地 備  考 

標茶役場倉庫 

標茶町防災ｾﾝﾀｰ 

１ 

１ 

624 ㎡ 

144 ㎡ 

標茶町川上４－２ 

標茶町旭４－６－２２ 

 

水防資機材の備蓄 

品

名 
土のう用袋 丸 太 照明灯 ボート スコップ そ  の  他 

数

量 

1,000  自家発

電機1 

 15 橋桁  18m  3本 

高矢板 18m  6本 

民間等から調達可能な水防資機材 

調  達  で  き  る  資  材 

土のう用布袋、土のう用ビニール袋・縄・スコップ・針金・ツルハシ・掛矢・一輪車 

丸太・杭等 

 

８ 非常監視及び警戒 

建設班は、水防管理者が非常配備を指令したときは、町内の水防区域内を巡視し、監視警戒を厳 

重に行い、異常を発見したときは直ちに水防管理者に報告するとともに、水防管理者は速やかに当 

該河川管理者に連絡するものとする。 

監視警戒に当たり、特に留意する事項は次のとおりである。 

（１） 裏のりの漏水又は飽水による亀裂及び崖崩れ 

（２） 表のりで、水当たりの強い場所の亀裂及び崖崩れ 

（３） 天端の亀裂又は沈下 

（４） 堤防の越水状況 

（５） 樋門の両そで又は底部よりの漏水と、扉の閉まり具合 

（６） 橋梁と、その他構築物と取り付け部分の異常 
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（７） ため池等については、(1)から(6)までのほか次の事項について注意するものとする。 

 ア 取入口の閉塞状況 

 イ 流域の山崩れの状態 

 ウ 流入水及び浮遊物の状況 

 エ 余水土及び放水路付近の状況 

 オ 樋管の漏水による亀裂及び崖崩れ 

 

９ 水防作業 

 水防工法を必要とする異常事態が発生したときは、被害を未然に防止し又は被害の拡大を防ぐ 

ために、堤防、構造、護岸の状態等を考慮して、最も適切な工法を選択し、迅速的確に作業を実 

施するものとする。 

 

 10 安全配慮 

水防活動に従事する者の安全確保に留意して水防活動を実施する。避難誘導や水防作業の際も、水 

防活動に従事する者自身の安全は確保しなければならない。この際、特に次の事項に留意するものと 

する。 

（1）水防活動時には、ライフジャケットを着用する。 

（2）水防活動時の安全活動を可能にするため、通常のものが不通の場合でも利用可能な通信機器を 

携行する。 

（3）水防活動時には、ラジオの携行等、最新の防災気象情報を入手可能な状態で実施する。 

 

11 水防信号 

 水防に用いる信号は、次のとおりとする。 

  方法 

 

区分 

警 鐘 信 号 サイレン信号 摘     要 

 

警戒信号 

● 休止●休止 

 

● 休止 

５－15 ５－15 ５－15  

秒 秒 秒 秒 秒 秒  

●－休止●－休止●－休止 

気象官署から洪水警報を受けた

とき又は警戒水位になったとき 

出動 

第１信号 

 

● ● ● 

● ● ● 

● ● ● 

５－６ ５－６ ５－６  

秒 秒 秒 秒 秒 秒  

●－休止●－休止●－休止 

水防活動隊の全員出動信号(消

防機関及び水防団等) 

出動 

第２信号 

● ● ● ● 

● ● ● ● 

● ● ● ● 

10－５  10－５  10－５ 

秒 秒 秒 秒 秒 秒  

●－休止●－休止●－休 

本町の区域内に居住する者の出

動信号 

危険信号 

(避難、立

退き) 

乱  打 

１－５ １－５ １－５ 

分 秒 分 秒 分 秒 

●－休止●－休止●－休 

必要と認める区域内の居住者に

避難のため立退きを知らせる信

号 
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備考 １ 信号は、適宜の時間継続すること。 

   ２ 必要があれば、警鐘信号及びサイレン信号を併用することを妨げない。 

   ３ 住民への周知の方法は、警鐘信号及びサイレン信号のほか広報車等により行う。 

   ４ 危険が去ったときは、口頭により周知させるものとする。 

 
12 避難計画 

（１） 水防管理者は、堤防等が決壊した場合又は破堤、浸水のおそれのある場合は、直ちに必要と 

認める区域の居住者に対し、立ち退き又はその準備を指示するものとする。 

（２） 高齢者､障害者､乳幼児その他特に防災上の配慮を必要とする者が利用する施設（様式１）に 

ついて洪水時に円滑克迅速な避難の確保が図られるよう洪水予報等を電話､ファクス､広報車によ

り施設管理者に伝達するとともに避難誘導等を実施する。 

指定河川洪水予報伝達系統図 

         

 

 
 

 

 

      

         

         

         

         

         

         

    

Ｊアラート  

   

      

         

         

         

         

         

         

         

 

（別表１）洪水時に情報伝達を行う災害時要支援者関係施設 

区分 施   設   名 住所 電話番号 ＦＡＸ 河川名 

介護施設 グループホームぽぷら 標茶町富士５丁目１６番地 485-1165 485-1165 釧路川 

介護施設 グループホームむつみ 標茶町旭２丁目４番地１９ 485-5511 485-5511 釧路川 

介護施設 デイサービスひだまり 標茶町平和３丁目４６番地 485-5111 485-5111 釧路川 

保育所 さくら保育園 標茶町桜５丁目１番地 485-2426 485-2426 釧路川 

幼稚園 標茶幼稚園 標茶町桜５丁目１番地 485-1582 485-1582 釧路川 

第５章第３節「避難救出計画」を参照 

北海道警察 

釧路方面本部  

釧路総合振興局 

地域政策課  

釧路建設管理部 

ＮＨＫ釧路放送局 

 

標茶町 

総務課 

 

電話・ＦＡＸ、広

  

住   民  

国土交通省 

釧路開発建設部  

気象庁 

釧路地方気象台  

（担当課を通じ

 

東 日 本 電 信 電 話

（株）西日本電信電

  

標茶幼稚園  

さくら保育園 

ＤＳひだまり 

ＧＨむつみ 

ＧＨぽぷら 

（警報のみ） 

北海道 

消防庁 
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13 水防通信連絡 

  災害時における情報及び被害報告等の通信連絡方法は、第３章第３節「災害通信計画」を参

照 

14 報 告 

 (1) 水防報告 

   水防管理者（町長）は、次に定める事態が発生したときは、速やかに釧路総合振興局長に

報告するものとする。 

  ア 水防団及び消防の機関を出動させたとき。 

  イ 他の水防管理団体に応援を要請したとき。 

  ウ その他必要と認める事態が発生したとき。 

 (2) 水防活動実施報告 

   水防活動が終結したときは、当該活動の終了した日の属する月の翌月の５日までに、別に

定める様式により活動状況を釧路総合振興局に報告するものとする。 

別紙 

           水防活動実施報告書（     月分） 

水防管理団体

分 
水防

活動

延べ

人員 

活  動  費 水防活

動を実

施した

年月日 

備考 
指定別 

非指定 

団 

体 

名 

使用資費 
機械等 

借料 
食料費 

出動

手当

等 

その他 計 主要

資材 

その他

資材 

小

計 

指定  

人 円 円 円 円 円 円 円 円 

  

〔報告書記載上の注意事項〕 

１ 道有水防倉庫の資機材を使用した場合は、団体名欄に道有と記入するものとする。 

２ 主要資材とは俵、かます、布袋類、たたみ、むしろ、なわ、竹、生木、丸太、くい、板類、鉄線、釘、

かすがい、蛇篭、及び置石である。 

３ 「主要資材」欄の上段（ ）書には主要資材の使用額が２５万円を超える場合には、その使用額を記

入すること。 

４ 「その他資材」欄には、主要資材以外の使用額を記入し、上段（ ）書には、土、砂、砂利の使用額

を記入すること。 

５ 「機械等借料」欄は、水防活動のために賃借した自動車、建設機械等の賃借料を記入し、上段（ ）

には、水防資材の運搬に使用した機械の賃借料を記入すること。 

６ ３～５に係る( )書きは全て内書きとする。 

７ 用紙はＡ４版横書きとする。 

８ 「備考」欄には、具体的な災害名（台風○○号、低気圧による大雨等）を記入のこと。 

374〔標茶防〕 



第４章  災害予防計画  第６節 
 

第６節  消防計画 

 

この計画は、消防組織法及び消防法に基づき、標茶町において大規模な火災又は爆発が発生 

し、又は発生するおそれのある場合において、消防機関が十分にその機能を発揮するための組 

織及び運営等を定めるものである。 

 

１ 消防機関の組織及び機構 

  消防事務所は、地方自治法第２８４条に基づく一部事務組合である釧路北部消防事務組合にお 

いて共同処理するものとし、その組織は次のとおりである。 

 

(1) 消防組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

釧路北部消防事務組合 

標茶消防団長 標茶消防署長 

副
団
長 

副
団
長 

第
5
分
団
長 

第
4
分
団
長 

第
3
分
団
長 

第
2
分
団
長 

第
1
分
団
長 

次 長 

警防管理課長 

警
防
係 

総
務
係 

救
急
救
助
係 

予防救急課長 

予
防
広
報
係 

阿
歴
内
班 

久
著
呂
班 

茶
安
別
班 

副
団
長 

女
性
消
防
部 

 

磯
分
内
分
遣
所 

課 

長 

補 

佐 

課 

長 

補 

佐 

団 

本 

部 
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標茶消防署の機構                         平成２８年３月現在 

機関名 司令長 司令 司令補 士長 副士長 消防士 
事務 

職員 
計 定員 

消防署  ３ ８ ４ ２ ８  ２５名 ２５名 

 

標茶消防団の機構(人員は定数) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標茶消防団本部 

   ４名 

女性消防部 

  １０名 

第 一 分 団 

２０名 

第 二 分 団 

２０名 

第 三 分 団 

２０名 

第 四 分 団 

１４名 

第 五 分 団 

２０名 

茶 安 別 班 

  １０名 

久 著 呂 班 

  １０名 

阿 歴 内 班 

  １０名 
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２ 火災予防計画 

 火災を未然に防止するため、町民に対して広報等により随時警戒心の喚起を図るとともに、

次により防火思想の普及を推進する。 

 (1) 諸行事による防火思想の普及 

 火災予防運動を年２回実施し、街頭宣伝、防火チラシとポスターの配布、映画会、講演会

を行うほか、火災予防行事に協力して防火思想の普及を図る。 

 (2) 防火管理者の育成と防火体制の強化 

 消防法第８条の規定による防火管理者制度の完全実施を図り、講習会、研修会等を開催し

て防火知識及び技術の向上を図るとともに、防火対象物の管理体制の強化を図る。 

 (3) 予防査察 

 特定防火対象物、危険物貯蔵所等及び一般家庭自宅の予防査察を計画的に実施して、火災

の未然防止と焼死事故の絶滅を図る。 

  ア 定 期 査 察  年３回実施する。 

  イ 臨 時 査 察  強風時、乾燥時に警戒巡視を兼ねて行う。 

  ウ 学 校 査 察  年２回学校から提出される消防計画により、避難訓練、消防用設備等の

検査点検を行う。 

  エ 防火対象物  年３回実施する。 

  オ 危険物を対象とする査察  随時実施する。 

 

 (4) 建築確認の同意 

   消防法第７条の規定に基づく建築物同意調査を行い、火災予防の推進を図る。 
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３ 火災警報及び伝達計画 

 

 (1) 火災気象通報 

  ア 通報種類 

 

火災気象通報 

 火災気象通報の発表及び終了の通報は、消防法第22条の

規定に基づき釧路地方気象台が発表し北海道へ通報する。 

北海道から釧路総合振興局と市町村に伝達される。 

通報を受けた釧路総合振興局長は、標茶町長に通報する

ものとする。 

 
林野火災気象通報 

 林野火災気象通報は、上記火災気象通報の一部として行

い、火災気象通報の発表及び終了を持って行なう。 

 

  イ 火災気象通報基準 

    実効湿度60パーセント以下で最小湿度30パーセント以下、若しくは平均風速12m/s以上

が予想される場合とする。通報基準の平均風速は陸上を対象とした予想である。また、平

均風速が基準以上の予想であっても、降水及び降雪の状況によっては火災気象通報を行わ

ない場合がある。 

 

  ウ 伝達図 

 

 

 

 

 

 

 (2) 火災警報発令基準 

 町長は、前記の通報を受けたとき、又は気象の状況が火災の予防上危険であると認めると

きは、火災に関する警報を発表することができる。 

  ア 実効68パーセント以下で最小湿度42パーセント以下、若しくは平均風速で10ｍ/s以上が

予想される場合とする。なお、平均風速が12ｍ/s以上であっても、降水及び降雪の状況に

よっては火災気象通報を行わない場合がある。 

       

           

 

 

 

 

釧路地方 

気 象 台 

北

海

道 

釧路総合 

振興局長 

 

標  茶  町 一 般 住 民 

釧 路 北 部 消 防 事 務 組 合 

標  茶  消  防  署 
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 (3) 火災警報発令時の広報 

 火災警報を発令したときは、消防法施行規則第34の規定による消防信号、広報車、放送に

よる拡声伝達等により一般住民に周知徹底を図らなければならない。 

   消防信号 

方法 

 

 

信号別 

種 別 余 韻 防 止 付 き サ イ レ ン 信 号 その他の信号 

火 
 

災 
 

信 
 

号 

近 火 信 号 
●―● 休 止 ●―● 休 止 ●―● 

約３秒 約２秒 約３秒 約２秒 約３秒 

 

出 場 信 号 

団 出 動 区 域 内 ●―● 休 止 ●―● 休 止 ●―● 

約５秒 約６秒 約５秒 約６秒 約５秒 

 

応 援 信 号 

団特命応援出動時 

鎮 火 信 号 
● ●●   ● ●●   ● ●● 

１点２点の斑打 

 

林
野
火
災
信
号 

出 場 信 号 

団 出 動 区 域 内 
●―● 休 止 ●―● 休 止 ●―● 

約10秒 約２秒 約10秒 約２秒 約10秒 

 

応 援 信 号 

団特命応援出動時 

火
災
警
報
信
号 

火災警報発令信号 
●―● 休 止 ●―● 休 止 ●―● 

約30秒 約６秒 約30秒 約６秒 約30秒 

 

火災警報解除信号 
●―● 休 止 ●―● 休 止 ●―● 

約10秒 約３秒 約10秒 約３秒 約10秒 

 

演
習
招
集
信
号 

演 習 招 集 信 号 
●―● 休 止 ●―● 休 止 ●―● 

約15秒 約６秒 約15秒 約６秒 約15秒 

 

備 
 
 

考 

１ 火災警報発令信号及び火災警報解除信号は、それぞれの１種又は２種以上

を併用することができる。 

２ 信号継続機関は、適宜とする。 

３ 消防職員又は消防団員の非常招集を行うときは、近火信号を用いることが

できる。 
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４ 召集及び出動 

 

（１）火災等の災害が発生し又は発生のおそれのあるときは、消防長及び消防団長は、状況を判断し、

ただちに必要な消防職団員を招集するものとする。 

（２）上記の召集は、消防無線、サイレン、電話、放送による拡声伝達、携帯端末への電子メールによ 

り行う。 

（３）火災時における警防部隊の出動区分は、次のとおりとする。 

地域区分 偵察出動 第１種出動 第２種出動 第３種出動 第４種出動 

標

    

茶 

 

町 

市外 

地域 

         

消防署 

１隊 

消防署２隊 

 

所轄分団 

１隊 

消防署全隊 

 

所轄分団 

１隊 

 

 

 

 

消防署全隊 

 

 

 

 

 

消防団全隊 

第 ３ 出 動 に 加

え、組合内から

の出動は３隊 

 

 

 

 

 

 

 

その

他の

地域 

消防署 

１隊 

 

所轄分団 

1隊 

消防署２隊 

 

所轄分団 

１隊 

 

所轄班１隊 

消防署全隊 

 

所轄分団 

１隊 

 

所轄班1隊 

 

備 考 

火災であるか

判別できない

通報があった

とき、それを

確認するため

の出動 

火災の状況が

初期の段階で

他へ延焼のお

それが小さい

とき 

建物密集危険地

帯又は大規模な

建物等の火災で

延焼拡大の危険

が大きいとき 

強風等における

火災で大火にな

る危険が大きい

とき 

 

大 火 災 が 発 生

し、防御が広範

囲におよぶとき 

※ 各出動区分の出動隊数は、状況により必要と認めたときは逐次増隊するものとする。 
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５ 消防相互応援計画 

 火災、その他の災害を鎮圧するため、応援隊の要請及び派遣を必要とする場合は、北海道広

域消防相互応援協定に基づき行うものとする。 

北 海 道 広 域 消 防 相 互 応 援 協 定 

地 域 構  成  市  町  村  等 締結年月日 

 

道東地域 
釧路市、帯広市、根室市、網走地区消防組合、北見地区消防組

合、紋別地区消防組合、遠軽地区広域組合、美幌・津別広域事

務組合、斜里地区消防組合、西十勝消防組合、北十勝消防事務

組合、東十勝消防事務組合、池北三町行政事務組合、南十勝消

防事務組合、釧路北部消防事務組合、釧路東部消防組合、根室

北部消防事務組合 

平成３年２月１３日 

 

６ 救急計画 

 救助、救急体制の強化と救出及び救急活動に必要な機器の整備に努めるとともに、警察、医

師会及び関係機関との連携を図り、救助、救急活動の万全を期する。 

 

７ 教育訓練 

    消火活動及び火災予防指導を効果的に行うため次の教育訓練を実施し、消防職団員の資質の 

向上を図る。 

（１） 委託教育 

国又は道の設置する消防訓練機関に消防職団員を派遣する。 

（２） 職場教育 

消防職員に対し所属長が研修必要度に応じて毎年教養訓練計画をたてて随時実施する。 

（３） 初任教養 

新任の消防職団員に対し、服務上必要な基礎知識の教養を行う。 

（４） 特別教養 

法令改正等により特に消防長が必要と認めた場合に実施する。 

（５） 団及び分団教養 

消防団又は分団ごとに訓練計画をたて、団員の教養訓練を行う。 

（６） 消防演習 

訓練の成果を確認し技術の向上を図るため、災害を想定した総合的な消防演習を計画的に実施 

する。 

 

  ８  その他 

   この節に定めるもののほか消防計画について必要な事項は、釧路北部消防事務組合消防計画によ 

ることとする。 
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第７節  林野火災消防計画 

 

 この計画は、林野火災を予防又は消火して、森林資源の保全を図ることを目的とする。 

 

１ 組 織 

  林野火災の予消防対策を推進するため、標茶町林野火災予消防対策協議会（農林課が担当）

を設置し、構成機関相互の緊密な連携のもとに、国、公、民有林の予消防対策に万全を期する。 

（１）実施機関 

   標茶町、標茶町教育委員会、標茶町農業委員会、標茶町立病院、釧路総合振興局、陸上自

衛隊、北海道地方環境事務所釧路自然環境事務所、根釧西部森林管理署、釧路北部消防事務

組合標茶消防署、弟子屈警察署、弟子屈警察署標茶町内各駐在所、標茶町森林組合、地域振

興会及び森林愛護組合、京都大学フィールド科学教育センター、日本製紙(株)、王子木材緑

化(株)、（株）不二木材、平野産業（株）、（株）北雄組、塘路林産 

（２）協力機関 

   釧路開発建設部釧路河川事務所、釧路農業改良普及センター、標茶駅、北海道猟友会標茶

支部、標茶町緑化推進委員会、町内各小中学校、標茶高等学校、鳥獣保護員兼自然保護監視

員、国設鳥獣保護区管理員、森林保全巡視員、森林保全巡視指導員 

（３）標茶町林野火災対策本部の設置 

   標茶町林野火災対策本部を、標茶町農林課内に置くものとする。 

 

２ 気象情報対策 

  林野火災の発生は、気象条件が極めて大きな原因となるので、気象予警報を的確に把握し 

予防の万全を期する。 

（１）林野火災気象通報 

   林野火災気象通報は、火災気象通報の一部として釧路地方気象台が発表及び終了の通報 

を行う。 
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（２）伝達系統 

   釧路地方気象台から発表された通報の連絡系統及び関係機関のとるべき措置は、次のと 

おりとする。 

  ア 伝達系統 

 

 

 

 

 

 

  イ 関係機関の措置 

  （ア）釧路総合振興局 

     気象情報により、火災発生の危険があると判断される場合、北海道防災無線により各

市町村へ伝達する。 

  （イ）標茶町 

     気象情報を得たときは、とるべき措置について関係機関と協議し、その他関係機関に

通報するとともに、一般住民への広報を実施する。 

  （ウ）関係機関 

     適切な措置をするとともに、通報及び下部機関へ連絡するものとする。 

 

３ 林野火災予防思想の普及対策 

  林野火災に対する関心をより一層向上せしめるため、警防思想の普及を図る。 

（１）テレビ、ラジオ放送及び新聞、その他広報紙による啓発 

（２）ポスター、チラシ等の配布及び標識、旗掲示による啓発 

（３）バス等運輸機関における啓発 

（４）広報車の運行及びパトロール活動の強化 

（５）小、中学校児童生徒による協力（標語、ポスターの募集） 

（６）山火事予防パレードの実施 

 

  

釧

路

地

方

気

象

台 

釧路総合 

振興局 

根 釧 西 部 

森林管理署 
各 事 業 所 各 作 業 所 

標 茶 町 関 係 機 関 一 般 住 民 

標茶消防署 消 防 団 

北

海

道 
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４ 林野火災予防対策 

 

（１）一般入林者対策 

   ハイキング、山菜採取等の入林者に対し、次のような事項を厳守するよう啓発する。 

  ア 入林中の焚火や喫煙を禁止する。 

  イ 危険期間の入林は禁止する。 

  ウ 入林する場合は、民有林については所有者、国有林については根釧西部森林管理署、町

有林については標茶町の許可を必要とする。 

  エ その他危険地帯への入林制限を行い、林野火災の予防に努める。 

（２）火入れ対策 

   林野火災危険期間中（４月・５月・６月とし、以下「危険期間」という）の火入れは極力

避けるようにし、できる限り夏期又は秋期に行うよう指導するとともに、標茶町火入れの許

可に関する条例（昭和６０年標茶町条例第１号）の遵守を励行させる。 

（３）民有林野対策（林野事業者対策、大面積森林所有者及び不在地主対策等） 

  ア 林内事業者対策 

    造林、造材等の林内事業者に対して、危険期間内は次の体制をとるものとする。 

  （ア）林内事業者は、火気責任者を定め、事業区内に巡視員を配置する。 

  （イ）事業箇所に火気責任者が指定する喫煙所を設け、標識及び消火設備を完備する。 

  （ウ）事業箇所の火気責任者は、あらかじめ事業箇所内の連絡系統を定め、関係機関との連

絡の万全を図るものとする。 

  （エ）林内事業者は、車両等を林道に駐車させる場合は、他の車両等の交通の障害にならな

いように留意する。 

  イ 大面積森林所有者及び不在地主対策 

    大面積森林所有者及び不在地主は、自己の所有山林から林野火災が発生しないよう、地

元森林愛護組合等の協力を得て、予防の万全をはかるものとする。 

 

５ 林野火災消防対策 

  町及び消防機関は、あらかじめ林野火災に即応する体制、装備の万全を期するため、次の 

事項に留意する。林野火災発生の際は、森林愛護組合及び関係機関の積極的な協力を求め早 

期消火を図るものとし、地元消防機関で消火困難になったときは、第５章第２０節「自衛隊 

災害派遣要請計画」に基づく自衛隊派遣要請をする。 
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（１）消防組織の整備 

（２）林野火災消火訓練 

（３）消火器材の整備 

（４）前進基地(ヘリポート)の設置（第５章第１３節「輸送計画」のヘリコプター発着所参照） 

（５）山火事発生通報の系統確立 

 

別 表  

 

林野火災発生通報の系統図 

 

発 見 者 ・ 失 火 者  標 茶 消 防 署  消 防 団 

  

     

標 茶 町 役 場  根釧西部森林管理署 

・関係機関 

 
各 事 業 所 

 

 

 

 

 

標 茶 駐 在 所  釧 路 総 合 振 興 局 → 陸 上 自 衛 隊 

 

 

 

 

標茶町森林組合 
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第８節  防災訓練計画 

 

 この計画は、災害応急対策を円滑かつ迅速に実施するため、基本法第48条の規定に基づき町 

長が単独で又は関係機関と緊密な連携のもとに総合的かつ計画的な防災訓練を実施し、防災に 

ついての知識及び技術向上と住民の防災意識の向上を図ることを目的とする。 

 

１ 訓練実施機関 

  訓練は、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長及びその執行機関、指定公共機関及び 

指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者等、災害予防責任者が自主 

的に訓練計画を作成し、それぞれ又は他の災害予防責任者と共同して実施するものとする。 

 

２ 防災訓練の実施 

  防災訓練は、図上訓練と実地訓練の２種とし、関係機関との緊密な連携協議の上訓練計画 

を作成し実施するものとする。 

（１）図上訓練 

   各種災害に対処する応急対策訓練を図上において実施する。 

（２）実地訓練 

   訓練の成果を最も効果的にするために、次の実地訓練を実施するものとする。 

  ア 水防訓練 

    水防工法、樋門等の操作、水位・雨量観測、一般住民の動員、水防資材・器材の輸送、

広報・通報伝達などのほか、消防機関に要請して職・団員の動員を折り込んだ訓練を実施

する。 

  イ 消防訓練 

    消防機関の出動、隣接市町の応援要請、避難・立ち退き、救出救助・消火の指揮系統の

確立、広報・情報連絡などを折り込んだ訓練を実施する。 

  ウ 避難訓練 

    水防訓練と消防訓練と合わせて、避難の指示・伝達方法、避難の誘導、避難所の防疫、 

給水・給食などを折り込んだ訓練を実施する。 

  エ 災害通信訓練 

    主通信・副通信をそれぞれ組合わせ、あらゆる想定のもとに訓練を実施する。

386〔標茶防〕 



第４章  災害予防計画  第８節 
     

  オ 非常招集訓練 

    災害対策本部各班員・消防機関の招集訓練を行う。 

  カ 総合訓練 

    あらゆる災害を想定してこれらの訓練を包含した総合訓練を実施する。 

  キ その他災害に関する訓練 

    林野火災、地震等、その他火災時における連絡、消火及び救助等を想定し、訓練を実 

施する。 
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第９節  防災知識普及計画 

 

 防災関係機関は、職員及び住民に対して防災知識の普及を図るとともに、防災意識の高揚に 

努めるものとする。 

 なお、防災知識の普及・啓発に当たっては、高齢者、障害者等の災害時要支援者に十分配慮 

し、地域において災害時要えんご支援者を支援する体制が確立されるよう努める。 

 

１ 職員等に対する防災教育 

  防災業務に従事する職員等に対し、災害時における防災活動の円滑な実施を期するため、 

次により防災教育の普及徹底を図る。 

（１）教育の方法 

  ア 講習会、研修会等の実施 

  イ 防災活動手引等印刷物の配付 

（２）教育の内容 

  ア 町防災計画及びこれに伴う各機関の防災体制と各自の任務分担 

  イ 非常参集の方法 

  ウ 過去の主な被害事例 

  エ 防災知識と技術 

  オ 防災関係法令の運用 

  カ その他必要な事項 

 

２ 一般住民に対する防災知識の普及 

  一般住民の防災意識の高揚を図るため、次により防災知識の普及徹底を図る。 

（１）普及の方法 

  ア 学校教育、社会教育を通じての普及 

 学校教育において防災関係の事項を取り上げるほか、防災訓練等を実施して防災上必要

な知識の普及に努める。 

 社会教育においては、ＰＴＡ、青年団体、女性団体等の各種研修会等の社会教育活動の

機会を活用して、防災上必要な知識の普及に努める。 
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  イ 広報媒体等による普及 

  （ア）町広報誌の活用 

  （イ）新聞の活用 

  （ウ）印刷物の活用 

  （エ）映画、ビデオ、スライドの活用 

  （オ）広報車の巡回による普及 

  ウ 防災訓練の参加普及 

（２）普及の内容 

  ア 町防災計画及び同計画による各機関の防災体制 

  イ 災害に関する一般的知識 

  ウ 過去の主な被害事例 

  エ 平素の心得 

  （ア）住宅の点検 

  （イ）応急救護 

  （ウ）非常食糧の準備 

  （エ）避難 

  （オ）火災の防止 

  オ 災害発生時の心得 

  （ア）場所別、状況別の心得 

  （イ）避難の心得 

  （ウ）被災した場合の心得 

  カ その他必要な事項 

 

３ 普及の時期 

  普及の内容により、最も効果のある時期を選んで行うものとする｡ 
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第１０節  自主防災組織の育成等 

 に関する計画     

 

 地震等の災害発生の防止並びに災害発生時の被害を最小限に収めるためには、防災関係機関の

ほか、自主組織による平常時及び災害発生時の防災活動が必要である。 

 そのため十分なる防災意識のもと、特に独居老人、身体障害者等の災害時要支援者の安全の確

保、保護救済避難誘導など自発的防災活動ができる家庭、地域、職場等の自主組織づくりを推進

し､｢自分の家族や財産は、自分で守る｡｣という意識の普及を図る。 

 

１ 自主防災組織の編成（編成例） 

                         情報班（情報の収集・伝達） 

                         消火班（消火器具等による初期消火） 

                         救出救護班（負傷者の救出救護） 

                         避難誘導班（住民の避難誘導） 

                         給食・給水班（給食・給水活動） 

 

                         情報班（情報の収集・伝達） 

                            消火班（消火器具等による初期消火） 

                         救出救護班（負傷者の救出救護） 

                         避難誘導班（住民の避難誘導） 

                         給食・給水班（給食・給水活動） 

 

会 長 

本部班 
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２ 自主防災組織の活動内容 

  自主防災体制の整備は、自主的活動目標を定め、平常時及び災害時における自主防災活動 

が行われるよう指導するものとする。 

（１）平常時の活動 

  ア 防災知識の普及 

    災害の発生を防止し、被害の軽減を図るためには、町民一人ひとりの日頃の備え及び災

害時の的確な行動が大切であるので、集会等を利用して防災に対する正しい知識の普及を

図る。 

  イ 防災訓練の実施 

    災害が発生したとき、町民の一人ひとりが適切な措置をとることができるようにするた

め、日頃から繰り返し訓練を実施し、防災活動に必要な知識及び技術を習得する。 

    訓練には、個別訓練及びこれらをまとめた総合訓練とがあり、個別訓練として次のよう

なものが考えられる。訓練を計画する際には、地域の特性を考慮したものとする。 

   (ア)情報収集伝達訓練 

     防災関係機関から情報を正確、かつ、迅速に町民に伝達し、地域における被害状況等

を関係機関へ通報するための訓練を実施する。 

   (イ)消火訓練 

     火災の拡大・延焼を防ぐため消火設備を使用して消火に必要な技術等を習得する。 

   (ウ)避難訓練 

     避難の要領を熟知し、避難場所まで迅速かつ安全に避難できるよう実施する。 

   (エ)救出救護訓練 

     家屋の倒壊や崖崩れ等により下敷きとなった者の救出活動及び負傷者に対する応急手

当の方法等を習得する。 

  ウ 防災点検の実施 

    家庭及び地域においては、災害が発生したときに被害の拡大の原因となるものが多く考

えられるので、町民各自が点検を実施するほか、自主防災組織としては、期日を定めて一

斉に防災点検を行う。 

  エ 防災用資機材等の整備・点検 

    自主防災組織は、活動に必要な資機材の整備に努めるとともに、これら資機材は災害時

に速やかな応急措置をとることができるように日頃から点検を行う。 

（２）非常時及び災害時の活動 

  ア 情報の収集伝達 
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    自主防災組織は、災害時には地域内に発生した被害の状況を迅速、かつ、正確に把握し

て町へ報告するとともに、防災関係機関の提供する情報を伝達して住民の不安を解消し、

的確な応急活動を実施する。 

    このため、予め次の事項を決めておくようにする。 

    ・連絡をとる防災関係機関 

    ・防災関係機関との連絡のための手段 

    ・防災関係機関の情報を町民に伝達する責任者及びルート 

    また、避難場所へ避難した後についても、地域の被災状況、救助活動の状況等を必要に

応じて報告し、混乱・流言飛語の防止にあたる。 

  イ 出火防止及び初期消火 

    家庭に対しては、火の始末など出火防止のための措置を講ずるよう呼びかけるとともに、

火災が発生した場合、消火器などを使い、初期消火に努めるようにする。 

  ウ 救出救護活動の実施 

    崖崩れ、建物の倒壊などにより下敷きになった者を発見したときは、町に通報するとと

もに、２次災害に十分注意し、救出活動に努めるようにする。 

    また、負傷者に対しては、応急手当を実施するとともに、医師の介護を必要とするもの

があるときは、救護所等へ搬送する。 

  エ 避難の実施 

    町長等から避難勧告、指示が出された場合には、町民に対して周知徹底を図り、火災、

崖崩れ、地すべり等に注意しながら迅速、かつ、円滑に避難場所へ誘導する。 

    なお、高齢者、幼児、病人その他自力で避難することが困難な者に対しては、町民の協

力のもとに避難させる。 

  オ 給食・救援物資の配布及びその協力 

    被害の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する炊出しや救援物資の支

給が必要となってくる。 

    これらの活動を円滑に行うためには、組織的な活動が必要となるので、町が実施する給

水、救援物資の配布活動に協力する。 

 

３ 防災思想の普及徹底 

  自治会等の代表者に対し、自主防災組織の意義を強調し、十分意見を交換し、地域の実情 

に応じた組織の育成を指導するものとなる。なお、自治会及び事業所等によるモデル自主防 

災組織の育成もあわせて指導強化に努める。 
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第１１節  避難行動要支援者の避難支援計画 

 

 災害発生時における高齢者、障害者、外国人等の避難行動要支援者の安全確認、保護、避難対

策等について定めるものとする。 

 

１ 避難行動要支援者の避難支援 

町は、平常時から、民生（児童）委員との連携により、町内会等の協力を得ながら、本人同

意に基づいた避難行動要支援者等の情報・名簿の作成を行うものとする。 

情報名簿作成に当たっては、情報提供者からの同意を前提とし、名簿情報に基づいて避難支

援を行うとともに、平常時からの名簿情報を提供することに不同意の方についても、可能な限

り同意を受けるよう努めるとともに、災害時には同様に安全確保を行うものとする。 

 

２ 情報伝達 

町は、災害時において、避難行動要支援者に対する災害情報等の伝達方法は、次に掲げる事

項のうち、いずれかの方法により行うものとする。 

（１）国等からの緊急連絡放送 

（２）広報車による伝達 

（３）ラジオ、テレビ放送等による伝達 

（４）電話による伝達 

（５）防災行政無線による伝達 

（６）民生（児童）委員との連携により町内会等の協力を得て行う伝達 

 

３ 避難行動要支援者の避難支援計画 

 避難行動要支援者に対する避難は、民生（児童）委員との連携を図り、隣人等の町内会の協

力を得て避難誘導を行うものとする。なお、自力で避難できない場合などは、車両等を利用し

て行うものとする。避難場所においても、町及び町内会等と連携を図り、特に高齢者、障害者

等の健康状態の把握などに努めるものとする。 

（１）避難支援者等の関係者 

   避難支援者（以下「支援者」という）は、災害発生時に要支援者のもとに容易に駆けつけ 

ることができる近隣住民等で、要支援者への情報伝達や安否確認、避難誘導などの支援がで 

きる人を言う。ただし、支援者とはあくまでも日ごろの近隣との交流（地域コミニティー） 

にも続き、善意により支援を行う人であるため、災害発生時において支援ができなかったと 

しても、責任を負うものではない。 

  （２）要支援者名簿に掲載する者の範囲 

ア 高齢者や障害者等のうち、災害が発生し、または災害が発生する恐れがある場合に自ら 
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避難することが困難であり、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るために、特に支援を 

要する者の範囲について、要件を設定する。 

イ 高齢者や障害者等の要支援者の避難能力の有無は、主として、①警戒や避難勧告・ 

指示等の災害関係情報の取得能力、②避難そのものの必要性や避難方法等についての判 

断能力、③避難行動を取る上で必要な身体能力に注目して判断することが想定されるこ 

と、また、要件の設定に当たっては、要介護状態区分、障害支援区分等の要件に加え、 

地域において真に重点的・優先的支援が必要と認める者が支援対象から漏れないように 

するため、きめ細かく要件を設けるものとする。 

（３）名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 

  ア 町長は、町内に居住する要支援者のうち、災害が発生し、又は災害発生する恐れがある 

場合に自ら避難することが困難なものであって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るた 

めに、特に支援を要するもの（要支援者）の把握に努めるとともに、要支援者について避 

難の支援、安否の確認その他の要支援者の生命または身体を災害から保護するために必要 

な措置（避難支援等）を実施するための基礎とする名簿（避難行動要支援者名簿）を作成 

するものとする。 

イ 町長は、避難行動要支援者名簿の作成に必要限度でその保有する要支援者に関する情報 

を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することが 

できる。 

ウ 町長は，第１号の規定による避難行動要支援者名簿の作成のため必要があると認めたと 

きは、関係都道府県知事その他の者に対し、要支援者に関する情報の提供を求めることが 

できる。 

（４）名簿の更新に関する事項 

     要支援者の状況は常に変化しうることから、町長は要支援者の把握に努め、避難行動要支

者名簿を更新する期間や仕組みをあらかじめ構築し、名簿を最新の状態に保つものとする。 

（５）名簿情報の提供に際し情報漏えいを防止するために町長が求める措置及び町長が講ずる措 

  置 

ア 町長は、避難行動要支援者名簿の作成に必要な限度で、その保有する要支援者の氏名そ 

の他の要支援者に関する情報を、その保有に当たって特定される利用の目的以外の目的の 

ため内部で利用することができる。 

イ 町長は、災害発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、消防機関、警察、民生委 

員、社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等に実施に携わる関係者（避難支援 

等関係者）に対し、名簿情報を提供するものとする。ただし、名簿情報を提供することに 

ついて本人の同意が得られない場合は、この限りではない。 

（６）要支援者が円滑に避難するための立ち退きを行うことができるための通知または警告の配 

  慮 

ア 町長は、法令の規定により災害に関する予報もしくは警報の通知を受けた時、自ら災 
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害に関する警報予報もしくは警報を知った時、法令の規定により自ら災害に関する警報 

を発したとき、またはその通報を受けときは、当該予報もしくは警報または通知に係る 

事項を関係機関及び住民その他関係のある公私の団体に伝達しなければなあない。この 

場合において、必要と認めるときは、町長は、住人その他の関係ある公私の団体に対し 

予想される災害の事態及びこれに対して取るべき避難のための立ち退きの準備その他措 

置について必要な通知または警告をはすることができる。 

イ 町長は、前号の規定により必要な通知または警告をするにあたっては、要支援者が避 

難のための立ち退きの勧告または指示を受けた場合に円滑に避難のための立ち退きを行 

うことができるよう特に配慮しなければならない。 

（７）避難支援等関係者の安全確保 

    指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指 

定公共機関及び指定公共機関その他法令の規定により災害応急対応の実施の責任を有する 

者は、法令及び防災計画の定めるところにより、災害応急対策に従事する者の安全確保に 

十分配慮して、災害応急対策を実施しなければならない。 

 

４ 社会福祉施設の防災対策 

（１）防災設備等の整備 

   社会福祉施設等の利用者や入所者は、避難行動要支援者であるため、その管理者は、施 

設の災害に対する安全性を高めることが重要である。 

   また、電気・水道等の供給停止に備えて、施設入所者が最低限度の生活維持に必要な食 

糧、飲料水・医療品等の備蓄に努めるとともに、施設の機能の応急復旧等に必要な防災資 

機材の整備に努める。 

（２）組織体制の整備 

   施設管理者は、災害時において、迅速、かつ、的確に対処するため、予め防災組織を整 

え、施設職員の任務分担・動員計画・緊急連絡体制等を明確にしておく。 

   特に、夜間における消防機関等への通報連絡や入所者の避難誘導体制に十分配慮した組 

織体制を確保する。 

   また、平常時から市町村との連携の下に、施設相互間並びに他の施設、近隣住民及びボ 

ランティア組織と入所者の実態等に応じた協力が得られるような体制に努める。 

（３）緊急連絡体制の整備 

   施設管理者は、災害の発生に備え、消防機関等への早期通報が可能な非常通報装置を設 

置するなど、緊急時における情報伝達の手段・方法を確立するとともに、施設相互の連携 

協力の強化に資すため、市町村の指導の下に緊急連絡体制を整える。 

（４）防災教育・防災訓練の充実 

   施設管理者は、施設の職員や入所者が、災害等に関する基礎的な知識や災害時にとるべ 

き行動等について理解や関心を深めるため、防災教育を定期的に実施する。 
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   また、施設管理者は、施設の職員や入所者が災害時等においても適切な行動がとれるよ 

う、各々の施設の構造や入所者の判断能力・行動能力等の実態に応じた防災訓練を定期的 

に実施する。 

   特に、自力避難が困難な者等が入所している施設においては、夜間における防災訓練も 

定期的に実施するよう努める。 

 

５ 災害時の援助活動 

  町は、避難行動要支援者の早期発見に努め、避難行動要支援者の状況に応じた適切な援助 

助活動を行う。 

（１）災害時要支援者の発見 

   町は、災害発生後、直ちに居宅に取り残された避難行動要支援者の早期発見に努める。 

（２）避難所等への移送 

   町は、避難行動要支援者を発見した場合は、負傷の状況等を判断し、避難所や病院等へ 

移送する。 

（３）応急仮設住宅への優先的入居 

   町は、応急仮設住宅への入居に当たり、避難行動要支援者の優先的入居に努める。 

（４）在宅者への支援 

   市町村は、在宅での生活が可能と判断された場合は、その生活実態を的確に把握し、適 

切な支援活動を行う。 

（５）応援依頼 

   市町村は、救助活動の状況や避難行動要支援者の状況を把握し、適宜、道、隣接市町村 

等へ応援を要請する。 

 

６ 外国人対策 

  言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人をいわゆる避難行動要支援者として位置付け、 

災害発生時に迅速、かつ、的確な行動がとれるよう努めるとともに、外国人登録等様々な 

機会をとらえて防災対策について周知を図る。 

（１）多言語による広報検討する。 

（２）避難場所・道路標識の災害に関する表示板の多言語化 
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第５章  災害応急対策計画 

 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にこれを防御し、又は応急的救助を行うなど、機能

を有効適切に発揮して住民の安全と被災者の保護を図るための災害応急対策は本計画に定めるところ

による。 

 

 

第１節  応急措置実施計画 

 

 町の区域に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は関係法令及び本計画の定めるところに

より町長、消防長及び防災に関係ある施設の管理者は所要の措置を講じ、又、町長は必要により道及

び他の市町村、関係機関等の協力を求め応急措置を実施する。 

 

１ 応急措置の実施責任者 

  法令上実施責任者として定められている者は次のとおりである。 

（１）道知事                             （基本法第70条） 

（２）警察官等                         （基本法第63条第２項） 

（３）指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長                    （基本法第77条） 

（４）指定公共機関の長及び指定地方公共機関の長                    （基本法第80条） 

（５）町長、町の委員会又は委員、公共的団体及び防災上重要な施設の管理者等 

                                   （基本法第62条） 

（６）水防管理者（町長）､消防機関の長（消防長）等     （水防法第17条及び第21条） 

（７）消防長又は消防署長等                             （消防法第29条） 

（８）災害派遣を命じられた部隊等の自衛官            （基本法第63条第３項） 

 

２ 町の実施する応急措置 

（１）警戒区域の設定 

   町長は、災害が発生し又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身  

体に対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、基本法第63条第１項の規定に

基づき警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該地域への立入りを制

限、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命ずることができる。 

 

400〔標茶防〕 



第５章  災害応急対策計画  第１節 
 

（２）応急公用負担の実施 

   町長は、本町の地域にかかる災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、基本法第64条第１項の規定に基づき、

本町区域内の他人の土地、建物、その他の工作物を一時使用し、又は土石、竹木、その他の物件

を使用し、若しくは収用することができる。 

   なお、この場合においては、基本法第82条及び基本法施行令第24条の規定に基づく措置を取ら

なければならない。 

（３）災害現場の工作物及び物件の除去並びに保管等の実施（基本法第64条第２項） 

  ア 工作物及び物件の占有に対する通知 

    町長は、当該土地、建物、その他の工作物又は土石、竹木、その他の物件（以下「工作物

等」という）を使用し若しくは収用したときは、速やかに当該工作物等の占有者、所有者、そ

の他当該工作物等について権限を有する者に対し、次の事項を通知しなければならない。この

場合、占有者等の氏名及び住所を知ることができないときはその通知事項を標茶町公告式条例

（昭和２５年標茶町条例第１５号)(以下「公告式条例」という)を準用して、町役場の掲示板

に掲示する等の措置をしなければならない。 

  （ア）名称又は種類 

  （イ）形状及び種類 

  （ウ）所在した場所 

  （エ）処分した期間又は期日 

  （オ）その他必要な事項 

  イ 損失補償 

    町は、当該処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

（４）他の市町村長等に対する応援の要求等 

  ア 町長は、本町の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要があ

ると認めるときは、他の市町村長に対し応援を求めることが出来る。また、応援を求められた

場合は、正当な理由がない限り応援を拒んではならない。 

  イ 前号の応援に従事する者は、応急措置の実施については、当該応援を求めた市町村長の指揮

の下に行動するものとする。 

（５）知事に対する応援の要求等 

   町長は、本町の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要がある

と認めるときは、知事に対し応援を求め、又は応急措置の実施を要請することが出来る。 
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第５章  災害応急対策計画  第１節 
 

（６）住民に対する緊急従事指示等 

ア 町長は、本町の地域に係る災害が発生し、又は発生しようとしている場合において、応急措 

置を実施するため必要があると認めるときは、本町区域内の住民又は当該応急措置を実施すべ 

き現場にある者を、当該応急措置の業務に従事させることが出来る。 

                                   （基本法第65条） 

  イ 町長及び消防長は、水防のため止むを得ない必要があるときは、本町地域内に居住する者又 

は水防の現場にある者をして、水防に従事させることが出来る。 

                                   （水防法第17条） 

  ウ 消防職員又は消防団員は、緊急の必要があるときは火災の現場付近にある者を、消火若しく 

は延焼の防止又は人命の救助その他の消防作業に従事させることが出来る。 

                                （消防法第29条第５項） 

  エ 救急隊員は、緊急の必要があるときは事故の現場付近にある者に対し、救急業務に協力する 

ことを求めることが出来る。            （消防法第35条の７第１項） 

  オ 町長は、前各号の応急措置との業務に協力援助した住民等が、そのため負傷、疾病、廃失又 

は死亡した場合は、別に定める額の補償を行う。 
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第２節  災害広報計画 

 

 災害時における報道機関・関係諸機関及び住民に対する災害情報の提供並びに広報活動は、本 

計画の定めるところによる。 

 

１ 災害情報等の収集方法 

（１）情報収集派遣による災害現場の取材 

（２）一般住民及び報道機関その他関係機関取材による資料の収集 

（３）その他災害の状況に応じ職員の派遣による資料の収集 

 

２ 災害情報等の発表方法 

（１）発表責任者 

   災害情報等の発表及び広報は本部長（町長）の承認を得て、総務対策部長がこれに当たる。 

（２）住民に対する広報の方法及び内容 

   一般住民及び被災者に対する広報活動は災害時の状況を見極めながら次の方法により行う 

ものとする。 

  ア 新聞・ラジオ・テレビ等の利用 

  イ 広報紙・チラシの利用 

  ウ 広報車の利用 

  エ 国等からの緊急連絡放送を含めた消防署放送設備等の利用 

  オ 地区情報連絡責任者 

  カ エリアメール・標茶町情報配信メール・フェイスブック等                                                          

（３）報道機関に対する情報発表の方法 

   収集した被害状況、災害情報等は状況に応じ報道機関に対し次の事項を発表するものとす 

  る。 

  ア 災害の種別・名称及び発生日時 

  イ 災害発生の場所 

  ウ 被害状況 

  エ 応急対策の状況 

オ 住民に対する避難勧告指示の状況 

カ 一般住民並びに被災者に対する協力及び注意事項 

  キ 本部の設置及び廃止に関すること。 
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（４）対策本部職員に対する周知 

   総務班は、災害状況の推移を対策本部職員に周知し、各対策班に対して措置すべき事項及 

び伝達方法を連絡する。 

（５）各関係機関に対する周知 

   総務班は、必要に応じて防災関係機関、公共的団体及び重要な施設の管理者等に対して災 

害情報を提供するものとする。 

 

３ り災者相談所の開設 

  町長は、必要と認めたときは、町役場内にり災者相談所を開設し、り災者の相談に応ずるも 

のとする。 
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第３節  避難救出計画 

 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、住民の生命又は身体を保護するため、 

必要と認める地域住民に対して、安全地域への避難のための立ち退きを勧告し、あるいは指示し、 

若しくは、避難場所を開設するための計画は次に定めるところによる。 

 

１ 避難計画 

（１）避難実施責任者 

  ア 町長（基本法６０条、消防法２２条） 

    災害の危険がある場合、必要と認める地域の居住者、滞在者、その他の者に対し、避 

   難のための立ち退きを勧告又は指示するとともに、立ち退き先を指示する（町長が不在 

の場合副町長が職務の代理を行う。）。なお、災害現地において緊急を要する場合は、現 

場における職員の最高責任者をもって、町長の代理とする。 

  イ 警察官（基本法６１条、警察官職務執行法４条） 

    町長が指示できないと認めるとき又は町長からの要求があったときは、避難のための立 

ち退き先の指示等を行うものとし、その場合直ちに町長に通知するものとする。 

  ウ 知事又はその命を受けた職員（基本法72条、水防法22条、地滑り等防止法25条） 

  （ア）洪水等による避難の指示 

     洪水等により、著しく危険が切迫していると認められるときは、立ち退きを指示する 

ことができる。 

  （イ）地滑り（雪崩）による避難の指示 

     地滑り（雪崩）により危険が切迫していると認められるときは、立ち退きを指示する 

ことができる。 

  エ 自衛隊（自衛隊法第94条） 

    災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は災害が発生し、又はまさに発生しようとしている 

場合において、市町村長等、警察官がその場にいないときに限り、次の措置をとったとき 

は、直ちにその旨を町長に通知しなければならない。 

（ア）住民等の避難等の措置等（警察官職務執行法第 4 条） 

（イ）他人の土地等への立入（警察官職務執行法第 6条第 1項） 

（ウ）警戒区域の設定等（基本法第 63 条第 3 項） 

（エ）他人の土地等の一時使用等及び被災工作物等の除去等（基本法第64条） 

（オ）住民等への応急措置業務従事命令（基本法第65条） 
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（２）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告・避難指示（緊急）区分の基準 

 発 令 状 況  判 断 基 準  住民に求める行動 

避
難
準
備
・
高
齢
者
等
避
難
開
始 

 

災害時要支援者等、特に

避難行動に時間を要する者

また、計画された避難場所

までの距離が遠い者の避難

行動を開始しなければなら

ない段階であり、人的被害

の発生する可能性が高まっ

た状況 

 

・避難勧告・指示が発令され

る前の段階において、次の

状況が確認されたとき。 

① 地震等による火災が発生

し、広範囲に延焼すると

予想されたとき。 

② 河川が一定時間後に警戒

水位に達すると予想され 

なお水位が上昇すると予

想されるとき。 

 

・避難準備対象地域の要支

援者等、特に避難行動に

時間を要する者は、計画

された避難場所への避難

行動を開始（避難支援者

は支援行動を開始） 

・避難準備情報対象地域の

上記以外の者は、家族等

との連絡・非常用持ち出

し品の用意等、避難準備

を開始 

 

避 
 

難 
 

勧 
 

告 

 

通常の避難行動ができる

者が避難行動を開始しなけ

ればならない段階であり、

人的被害の発生する可能性

が明らかに高まった状況 

 

・地震等による火災が延焼拡

大の恐れがあるとき。 

・河川等が警戒水位に達した

とき又は警戒水位に達する

と予想され、なお水位が上

昇すると予想され、人的被

害等が予想されるとき。 

・土砂災害警戒情報の発表及

び前兆現象などから地滑

り、がけ崩れ、住宅崩壊に

よる人的被害が発生すると

予想されたとき。 

 

 

・避難勧告対象地域の住民

等は、計画された指定緊

急避難場所への避難行動

を開始 

・避難支援が必要な要支援

者を再確認の上、必要が

あり次第、速やかに避難

行動を開始 

避 
難 

指 

示
（ 

緊 

急 

） 

 

・前兆現象の発生や、現在

の切迫した現況から、人

的被害の発生する危険性

が非常に高いと判断され

た状況 

・堤防の隣接地等、河川の

流域等、地域の特殊性等

から、人的被害の発生す

る危険性が非常に高いと

判断された状況 

・人的被害の発生し、さら

に人的被害の危険性があ

る状況 

 

 

・火災、洪水(浸水)、土砂災

害、なだれ等による被害の

危険性が切迫していると判

断されたとき。 

 

・避難準備情報、避難勧告

の発令後で避難中、避難

準備中の住民等は確実な

避難行動を直ちにとる。 

・まだ避難していない避難

指示対象地域の住民等は

直ちに避難行動に移ると

ともに、その暇が無い場

合は、自分及び家族、そ

ばにいる人達とともに、

人的被害及び生命を守る

ための最低限度の行動を

とる。 

 注）要支援者とは、高齢者、幼児、負傷者、婦女子、傷病者等災害発生時において、特に優先的に対応 

が必要と思われる者 
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（３）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の伝達方法 

  ア 避難準備高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）事項 

（ア）避難準備・高齢者等避難開始及び避難勧告若しくは避難指示（緊急）の理由及び内容 

  （イ）避難場所及び経路 

  （ウ）火災、盗難の予防措置等 

  （エ）携帯品等その他の注意事項 

    ａ 携行品は、限られた物だけにする。(食料、水筒、タオル、ちり紙、着替え、救急薬 

品、懐中電灯、トランジスターラジオ等) 

    ｂ 服装は軽装とし、帽子、頭巾、雨合羽、防寒用具を携行する。 

    ｃ 避難する場合は、戸締まりに注意する。 

    ｄ 避難する場合は火気に注意し、火災が発生しないようにする。 

  イ 伝達方法 

  （ア）放送、電話、有線等による伝達 

     ＮＨＫ、民間放送局には、勧告、指示を行った旨を連絡し、関係住民に伝達すべき事 

項を提示するとともに放送するよう協力を依頼する。 

  （イ）広報車による伝達 

     町、消防機関、警察等の広報車を利用し、関係地区を巡回して伝達する。 

  （ウ）伝達員による個別伝達 

     避難を勧告、指示した時が、夜間、停電時、風雨が激しい場合など、全家庭に対する 

完全周知が困難であると予想されるときは、災害対策本部員、消防職員及び団員等で組 

を編成し、個別に伝達するものとする。 

  （エ）避難信号による伝達 

     第４章第５節 水防計画 10水防信号に定める「水防信号」によるものとする。 

  （オ）電話による伝達 

     電話により、住民組織、官公署、会社等に通報する。 

（４）避難所等 

  ア 避難所 

避難所は、緊急避難のための指定緊急避難場所・指定避難所（別表１）、福祉避難所（ 

別表２）に区分し、災害の種別、規模、避難人口、その他の情報を判断し、あらかじめ定 

められている避難収容施設の中から指定する。ただし、緊急を要する場合で、これらの場 

所を使用することが出来ないときは、最寄りの民間施設、公園、空き地等を使用するもの 

とし、その他地域全体が災害のため使用不能のときは、他地域の避難所を使用するものと 

する。 
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第５章  災害応急対策計画  第３節 
イ 避難場所等の定義 

     ・指定緊急避難場所：災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその危険から逃れるた 

めの避難場所として、洪水や地震など異常な現象の種類ごとに安全性等の 

一定の基準を満たす施設又は場所をいう。 

     ・指 定 避 難 所：災害の危険性があり、避難した住民等を災害の危険性がなくなるまでに必 

要な間滞在させ、または災害により家に戻れなくなった住民等を一時的に 

滞在させるための施設をいう。 

・避  難  路：指定緊急避難場所及び指定避難所へ通じる道路等で、避難圏の住民を当 

該避難場所に迅速かつ安全に避難させるための道路をいう。 

・福 祉 避 難 所：通常の避難所における生活を続けることが困難な方(高齢者、障がい者、 

妊産婦、幼児、病弱者等)を対象に収容し保護するところをいう。 

  ウ 洪水ハザードマップ（標茶町洪水避難地図）の作成 

    町長は、洪水予報の伝達方法や避難場所等洪水時の円滑かつ迅速な避難を図るため必要な事 

項を住民に周知するため、浸水想定区域、浸水した場合に想定される水深、指定緊急避難場所 

や指定避難所等を表示した図面「標茶町洪水避難地図」を作成、配布するものとする。 

（５）避難方法 

  ア 避難誘導者 

    避難誘導者は、本部（担当住民班）、消防署、消防団及び警察官が協力して行うものとする。 

  イ 避難順位 

    避難に際しては、要支援者を優先させる。 

  ウ 移送の方法 

    車両による集団輸送が必要と認められる場合は、本部管理班が行う。 

（６）避難所連絡員 

  ア 町長は、避難所を開設し避難住民を収容したときは、直ちに連絡員を派遣して駐在させ、管 

   理に当たらせる。 

  イ 連絡員は、避難住民の実態把握と保護に当たり、本部との情報連絡を行う。 

（７）道（釧路総合振興局）に対する連絡 

  ア 町長が避難の勧告、指示を発令したときは（町長以外の者が発令したときは、町長経由）、

次の事項を記録して知事（総合振興局長）に報告する。 

  （ア）発令者 

  （イ）発令日時 

  （ウ）避難の対象区域 

  （エ）避難先 

イ 避難所を開設したときは、次の事項を記録して知事（釧路総合振興局長）に報告する。 

  （ア）開設場所及び日時の把握 

  （イ）開設箇所数及び収容人員（避難所の名称及び当該収容人員）の把握 
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第５章  災害応急対策計画  第３節 
  （ウ）開設期間の見込み及び炊き出し等の状況 

 

２ 救出計画 

（１）救出実施責任者 

   町長（救助法の適用を受け、知事に委任を受けた場合を含む）は、警察官、消防機関等の 

協力を得て、救出を行うものとする。 

（２）他機関への救出の要請 

   町長は、本部のみでの救助力が不足すると判断した場合には、隣接市町村、北海道等の応 

援を求めるものとする。さらに災害が甚大で、隣接市町村等の応援でも救出実施が困難な場 

合は、第２０節「自衛隊災害派遣要請計画」の定めるところにより、総合振興局長に自衛隊 

の派遣要請をするものとする。 

（３）救出を必要とする者 

   災害のため、現に生命身体が危険の状態にある者及び生死不明の状態で、おおむね次に該 

当するとき。 

  ア 火災の際、火中に取り残された場合 

  イ 台風、地震等により、倒壊家屋の下敷きになった場合 

  ウ 水害の際、家屋とともに流され又は孤立地点に取り残された場合 

  エ 山崩れ、地滑り等により、生き埋めとなった場合及び自動車、飛行機等の大事故が発生 

した場合 

  オ その他、町長が必要と認めた場合 

（４）救出に必要な機械器具 

 救出に必要な機械器具については、災害の種類に応じ、町の土木機械、消防機械及び消防 

等の救急自動車などを出動させるものとする。 
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別表 １ 

指定緊急避難場所・指定避難所一覧表 

番号 施 設 名 所 在 地 

指 定 緊 急 避 難 場 所 

（対象となる異常現象の種類） 指 定 

避難所 

収容

人員 
洪水 

土砂

災害 
地震 

内水

氾濫 

大規模

火災 

１ 標茶小学校 標茶町川上1丁目24番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 600 

２ 標茶中学校 〃常盤9丁目1番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 600 

３ 
標茶町農業者 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 

〃川上10丁目47番地 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 500 

４ 
総合社会福祉 

センター 

〃川上10丁目1番地 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 300 

５ 
標茶町開発センター 

(中央公民館) 

〃旭2丁目6番1号 
× ○ ○ × ○ ○ 500 

６ 
常盤コミュニティ 

ハウス 

〃常盤8丁目36番地 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

７ 
開運コミュニティ 

ハウス 

〃開運7丁目13番地 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

８ 
平和コミュニティ 

ハウス 

〃平和8丁目70番地 
× ○ ○ × ○ ○ 40 

９ 麻生会館 〃麻生5丁目36番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

１０ 桜住民センター 〃桜9丁目32番地 × ○ ○ × ○ ○ 80 

１１ 中央公民館分館 〃富士4丁目24番地 × ○ ○ × ○ ○ 50 

１２ 
中オソベツ集落改善 

センター 

〃字中オソツベツ 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

１３ 
上オソベツへき地 

保健福祉館 

〃字上オソツベツ 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 60 

１４ 沼幌小学校 〃字ヌマオロ原野60－1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

１５ 
沼幌地区世代交流 

センター 

〃字ヌマオロ原野 

60－10 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

１６ 
久著呂農村環境改善 

センター 

〃字久著呂原野北27線

256 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 100 

１７ 
弥栄国際交流館 〃字上多和原野基線 

49－19 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 55 

１８ 磯分内小学校 〃字熊牛原野15線西3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 100 

１９ 磯分内酪農センター 〃字熊牛原野15線1－1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 150 

２０ 
虹別小学校 〃字虹別原野67線 

108－1 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 100 

２１ 
虹別中学校 〃字虹別原野67線 

103－4 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 150 
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２２ 
虹別酪農センター 〃字虹別原野66線 

104－1 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 150 

２３ 
中虹別コミュニティ

ハウス 

〃字虹別原野中虹別 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 60 

２４ 
上虹別コミュニティ

ハウス 

〃字虹別原野上虹別 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 40 

２５ 萩野集会所 〃字虹別萩野 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

２６ 塘路小中学校 〃字塘路8－1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 100 

２７ 塘路住民センター 〃字塘路147－2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 100 

２８ 
阿歴内公民館 〃字阿歴内原野基線

136-30 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

150 

２９ 
中茶安別小中学校 〃字中ﾁｬﾝﾍﾞﾂ原野基線

35－2 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

50 

３０ 
茶安別農村環境改善 

センター 

〃字中ﾁｬﾝﾍﾞﾂ原野基線

北1線38－4 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 150 

３１ 
上茶安別構造改善 

センター 

〃字チャンベツ原野 

基線 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

 

 

別表 ２ 
福祉避難所                          

平成２８年３月現在 

番号 施  設  名 収容人員 給食施設 給水施設 所 在 地 避難対象地区 

1 標茶町ふれあい交流ｾﾝﾀｰ 80 有 有 
標茶町開運4丁目 

2番地 
全 地 域 
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指定緊急避難場所・指定避難所位置図 
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３ 帳簿類の整備 

 

  避難所（施設）の運営管理者は、避難所における収容状況及び物品の受払いを明確にするた 

め、次のような必要と思われる諸帳簿を備え記録する。 

（１）避難所収容者名簿 

避 難 所 収 容 者 名 簿                              E 

U平成○○年U                                U○○避難所  

月日 住     所 氏     名 性別 年齢 A入 退 時 期            E 備   考 

   男・女 才 
入所 

退所 
 

       

       
       

       

       

       

 

（２）避難所収容台帳 

A避 難 所 収 容 台 帳                              E 

U平成○○年U                                U○○避難所U  

管理者 

印 
月日 収容人員 

物 品 使 用 状 況 
記    事 備   考 

品  目 数 量 

  人     

  

       

  
       

       

  

       

  

計（  日間） 
     

  
 
（注） １ 「収容人員」欄は、当日の最高収容人員を記入し、収容人員の増減経過は「記事」

欄に記入する。 
２ 物品の使用状況は、開設期間中に使用した品目及び使用数量を記入すること。 
３ 他市町村の住民を収容したときは、その住所、氏名及び収容期間を「備考」欄に記
入すること。 

 

 

 

413〔標茶防〕 



第５章  災害応急対策計画  第３節 
 

（３）避難所用物品受払簿 

A避 難 所 用 物 品 受 払 簿                              E 

 品 名   単 位   

月  日 摘  要 受 払 残 備  考 

      

      

      
      

      

      

      

（注） １ 「摘要」欄に、購入又は受入先及び払出し先を記入すること。 

    ２ 「備考」欄に、購入単価及び購入金額を記入しておくこと。 

    ３ 「計」欄に、受、払、残の計及びそれぞれの金額を記入すること。 

 

（４）避難所設置及び収容状況 

A避 難 所 設 置 及 び 収 容 状 況                              E 

 

避難所の 

名  称 
所  在 種   別 開設時期 

実人 

員 

開設 

日数 

延人 

員 
備 考 

      月  日から 

     月  日まで 

  人  日間   人  

      月  日から 

     月  日まで 

    

      月  日から 

     月  日まで 

    

      月  日から 

     月  日まで 

    

      月  日から 

     月  日まで 

    

合計 

既存建物 件  
     

野外仮設 件  
     

（注） １ 「種別」欄は、既存建物利用の場合と野外仮設の場合に区分すること。 

    ２ 「計」欄は、既存建物利用の場合と野外仮設の場合の区分別に合計しておくこと。 
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第４節  食糧供給計画 

 

 この計画は、災害時における被災者及び災害応急対策に従事している者に対する主要食糧及び 

副食、調味料の確保と、供給の確実を期することを目的とする。 

 

１ 主食糧供給計画 

（１）実施責任者 

   本部長（町長）が行う。応急対応を要する場合、町備蓄品のほか、防災協定に基き、標茶 

町商工会に物資の確保を要請する。なお、救助法が適用された場合は、知事が行い、町長は 

これを補助する。ただし、救助法第30条第１項の規定により委任された場合は、町長が行う。 

主要食糧の確保は、振興班が当たる。 

（２）供給対象者 

   町長は、災害が発生したとき又は発生のおそれがあり、被災者、救助作業員、災害の防止 

及び緊急復旧作業に従事する者に対して、給食を必要とする場合に給食を行う。 

（３）供給の方法及び手続き 

  ア 知事への要請 

町長は、災害が発生したとき又はそのおそれがある場合で、炊き出しなどの給食に必要 

な応急用米穀等を現地で確保については、防災協定に基き、標茶町商工会に物資の確保を 

要請する、また、物品が現地で確保できない時は、その確保について、釧路総合振興局長 

を通じ知事に要請するものとする。 

  イ 食料の受領 

    町長は、知事の指示（交通通信の途絶のため指示の受けられない場合を除く。）に基づ 

いて北海道農政事務所から食糧を受領し、被災者等に配給するものとする。 

 

２ 副食、調味料供給計画 

（１）実施責任者 

   災害時における給食のための副食、調味料等は、本部長（町長）が調達し、確保について 

は振興班が当たる。 

 

（２）調達先及び在庫状況 

   副食、調味料については、防災協定に基き調達する。なお、町内における調達不可能の場 

合は、釧路総合振興局を経由して知事に対してその斡旋を要請する。 
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３ 炊出計画 

（１）実施責任者 

 被災者及び災害応急対策に従事している者に対する炊き出しは本部長（町長）が行い、そ 

の事務は住民班が行うが、必要に応じ各団体の協力を求めて配給するものとする。 

（２）協力団体 

   標茶町女性団体連絡協議会・ボランティアグループ 

（３）炊き出しの対象者 

  ア 避難所に収容された者。 

  イ 住家に被害を受けて炊事が出来ない者。 

  ウ 災害応急対策に従事している者。 

（４）炊出施設 

   町内における主な炊き出し施設は「本章 第３節 避難救出計画」に揚げる避難所の記載 

されている施設を利用することとし、不足の場合は町内の炊き出し可能な施設の協力を求め 

る。 

（５）業者からの購入 

   町において、直接炊き出しすることが困難な場合で、米飯の提供業者に注文することが実 

情に即すると認められるときは、炊き出しの基準等を明示し、町内の業者から購入し供給す 

る。 

（６）炊き出しなどの費用及び期間 

   炊き出しのための費用及び期間については、救助法が適用された場合に準ずるものとする。 

 

４ 乳幼児対策 

  乳幼児に対する食料品は、防災協定に基き調達する。 
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     第５節  衣料、生活必需品等物資 

             供給計画 

 

 この計画は、災害時における被災者に対する被服、寝具、その他生活必需品の確保、供給並び 

に物資の供給を迅速確実に実施することを目的とする。 

 

１ 実施責任者及び実施の基準 

  被災者に対する供（貸）与物資の調達は本部長（町長）が行い、配分については住民班が担 

当するが、災害救助法が適用された場合は、供（貸）与は知事が行い、町長はこれを補助する。

ただし、救助法第30条第１項の規定により委任された場合は、町長が行う。 

 

２ 供与又は貸与の対象者 

  災害により、住宅が全焼（壊）、流出、埋没、半壊（焼）及び床上浸水となった者で、被服、 

寝具、その他生活必需物資を喪失し又は棄損し、直ちに日常生活を営むことが困難な者とする。 

 

３ 供与又は貸与の方法 

（１）物資購入及び配分計画 

  ア 住民班は、総務対策部が作成する世帯構成員別被害状況を基に救援物資を調達する。ま 

た、これらの物資について配分計画を立て、供（貸）与に当たる。 

  イ 社会福祉施設に対し、災害時要支援者に配慮した物資の備蓄を促進するよう啓発を行な 

う。 

   (ア) 生活物資は、必需品を中心に品目を選定する。 

   (イ) 被災施設への応援、支援活動を考慮して確保する。 

 

世 帯 構 成 員 別 被 害 状 況 

世帯構成員別 

 

 

 

 被害別 

１
人
世
帯 

２
人
世
帯 

３
人
世
帯 

４
人
世
帯 

５
人
世
帯 

６
人
世
帯 

７
人
世
帯 

８
人
世
帯 

９
人
世
帯 

10
人
世
帯 

計 

小
学
校 

中
学
校 

全  壊（焼）              

流     出              

半  壊（焼）              

床 上 浸 水              
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（２）物資の調達 

   物資の調達は本部長（担当 住民班）が行い、町内で調達困難な場合は、近隣市町又は知 

事に依頼し調達する。 

（３）物資の供与又は貸与 

   本部長（住民班）は、区域毎に物資の総責任者を定め、各地域の地区責任者の協力を求め 

物資受払簿により迅速かつ的確に実施するものとする。 

   なお、救助法による援助物資とその他の義捐物資とは、実際上及び書類上明確に区分し 

処理するものとする。 

物  資  受  払  簿 

品 名  救助法物資 有・無 

月日 受入先 数量 担当者 月日 払 出 先 供与・貸与別 数量 担当者 

・    ・     

・    ・     

・    ・     

計    計     

 

 

物 資 供 与 及 び 受 領 書 

住家被害区分   

  災害救助用物資として、下記内訳のとおり受領しました。 

       年  月  日 

                             住 所            

世帯主 氏        名 

供与年月日 品 名 数量 備 考 供与年月日 品 名 数量 備 考 
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４ 供与又は貸与物資の種類 

（１）寝具（毛布、布団等） 

（２）外着（作業衣、婦人服、子供服等） 

（３）肌着（シャツ、ズボン下等） 

（４）身廻品（タオル、手拭、靴等） 

（５）炊事道具（鍋、釜、包丁、バケツ等） 

（６）食器（茶碗、お椀、皿、箸等） 

（７）日用品（石鹸、ちり紙、歯ブラシ、歯磨粉等） 

（８）光熱材料（マッチ、ろうそく、薪、木炭、石油等） 

 

５ 費用及び期間 

  災害救助法（昭和22年法律第118号）の定めに準じて行うものとする。 
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第６節  給水計画 

 

 この計画は、災害により給水施設が被災したとき、又は飲料水が枯渇あるいは汚染して飲料水 

の供給が不可能になったときに、住民に必要最小限の飲料水を供給することを目的とし、住民の 

保護を図るために必要な事項は、本計画の定めるところによる。 

 

１ 実施責任者 

  被災地の飲料水の応急供給の実施は、町長（担当 水道班）が行い、部員は相互連絡を密にし 

浄水の確保と給水に万全を期するものとする。救助法が適用された場合は知事が行い、町長はこ 

れを補助する。ただし、救助法第30条第１項の規定により委任された場合は、町長が行う。 

 

２ 給水の方法 

 給水班は、釧路保健所標茶支所の指示に基づき、関係機関に協力を求め被災地域への給水を行 

うものとする。 

（１）水道施設に被害のない場合 

  消防タンク車、給水車（ポリ容器等）により給水するものとする。なお給水に当たっては、 

   広報車及び無線車を配置するものとする。 

（２）水道施設の内、給配水管のみに被害があった場合 

  被災地域は直ちに断水し、関係住民に被災状況を周知徹底させ、防災井戸、消防タンク車、 

給水車（ポリ容器等）により搬送給水するものとする。 

（３）水源池を含む水道施設全部が被災した場合 

  被災地において水源を確保することが困難なときは、水源池から給水するほか、防災井戸か 

らの給水、近隣市町へ要請し飲料水の提供を受ける。 

  搬送給水は、消防タンク車、給水車（ポリ容器等）、トラックによるほか、必要に応じ自衛 

隊の出動要請を得て行うものとする。 

 

３ 給水施設の応急復旧 

 水道施設の復旧については、共同栓、消火栓及び医療施設等民生安定と緊急を要するものを優 

先的に行うものとする。 
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４ 給水応援の要請 

  町長は、自ら飲料水の供給を実施することが困難な場合は、道又は他市町へ飲料水の供給 

の実施又はこれに要する要員及び給水資機材の応援を要請するものとする。 

 

５ 住民への周知 

  給水に関しては、事前に給水時間、給水場所を住民に周知する。 

 

６ 給水資機材保有状況 

                            （平成２８年３月現在） 

資 機 材 名 数  量 能  力 保  管  場  所 

大型ポリタンク 

ポリタンク 

非常用飲料水用水袋 

15個 

400個 

300個 

 (  1 t ／個) 

(  18 ℓ ／個) 

(   6 ℓ ／個) 

水道課資材管理棟 

水道課資材管理棟 

役場書庫 

 

 

７ 防災井戸設置場所 

 

設 置 地 区 水  量 所    在    地 

標茶市街地区 

久著呂地区 

500 ℓ ／min 

500 ℓ ／min 

標茶町川上１０丁目５０番地 

標茶町字中久著呂５５番地１ 

オソベツ地区 

茶安別地区 

虹別地区 

磯分内東部地区 

磯分内西部地区 

400 ℓ ／min 

300 ℓ ／min 

300 ℓ ／min 

600 ℓ ／min 

600 ℓ ／min 

標茶町字オソツベツ９８２番地２ 

標茶町字中チャンベツ原野基線３５番地１ 

標茶字虹別原野原野６７線１０５番地１ 

標茶町字標茶７８８番地５ 

標茶町字オソツベツ４５５番地２ 

 

 

８ 費用及び期間 

  災害救助法（昭和22年法律第118号）の定めに準じて行うものとする。 
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第７節  上下水道施設対策計画 

 

 災害時の上水道及び下水道施設の応急復旧対策は、本計画の定めるところによる。 

 

１ 上水道 

（１）応急復旧 

   大規模災害等により長期間断水となることは、生活の維持に重大な支障が生ずるものであ 

るため、水道事業者（町長）は、被災した施設の応急復旧等についての計画を予め定めてお 

くほか、災害に際しては次の対策を講じて速やかに応急復旧し、住民に対する水道水の供給 

に努める。 

  ア 施設の点検、被害状況の把握及び復旧計画の策定を行う。 

  イ 要員及び資材等の確保等復旧体制を確立する。 

  ウ 被害状況により他市町村等へ支援を要請する。 

  エ 住民への広報活動を行う。 

（２）広報 

   水道事業者（町長）は、水道施設に被害を生じた場合は、その被害状況及び復旧見込み等 

について広報を実施し、住民の不安解消を図るとともに、応急復旧までの対応についての周 

知を図る。 

 

２ 下水道 

（１）応急復旧 

   市街地での内水による浸水は、家屋等財産に損害を与えるばかりでなく、人命をも脅かす 

ものであるため、下水道管理者（町長）は、被災した施設の応急復旧等についての計画を予 

め定めておくほか、災害に際しては次の対策を講じて速やかに応急復旧を行う。 

  ア 施設の点検、被害状況の把握及び復旧計画の策定を行う。 

  イ 要員及び資材等の確保等復旧体制を確立する。 

  ウ 被害状況により他市町村等へ支援を要請する。 

  エ 管渠・マンホール内部の土砂の浚渫、可搬式ポンプによる緊急送水、仮管渠の設置等に

より、排水機能の回復に努める。 

  オ 処理場への流入水量の増大により、二次災害防止のためやむを得ずバイパス放流を行う

等緊急的措置をとる場合は、速やかに関係機関等へ連絡する。 

  カ 住民への広報活動を行う。 

（２）広報 

   下水道管理者（町長）は、下水道施設に被害を生じた場合は、その被害状況及び復旧見込

み等について広報を実施し、住民の生活排水に関する不安解消に努める。 
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第８節  医療及び助産計画 

 

 この計画は、災害のため医療機関の機能が停止し又著しく不足しあるいは混乱したため、被災 

地の住民が医療の途を失った場合における応急的医療、又は助産の救護を実施することを目的と 

する。 

 

１ 実施責任者 

  町長（担当 保健福祉班、医療対策部）が行い、救助法が適用された場合は知事の委任によ 

り町長が実施するほか、知事に要請した救護班が現地に到着するまでの間も同様とする。 

 

２ 医療及び助産の対象者 

（１）対象者 

   医療及び助産の対象者は、医療を必要とする状態にあるにもかかわらず、災害のため医療 

の途を失った者及び災害発生の７日以内の分娩者で、災害のため助産の途を失ったものとす 

る。 

（２）対象者の把握 

   対象者の把握は、所管の如何を問わず、出来る限り正確かつ迅速に把握し、本部長へ通知 

するものとする。通知を受けた本部長は、直ちに救護に関し医師、助産師等の派遣要請、救 

護所の開設、患者の救急輸送、通信連絡の確保、医療資器材の確保、手配等に必要な措置を 

講ずるよう、関係班に指示するものとする。 

 

３ 医療及び助産の実施 

（１）医療班の編成 

   釧路市医師会長は、本部長の要請に基づき、医療班を編成し応急医療に当たるものとする。 

医療班の構成基準は、釧路市医師会長の定めるところによる。 

（２）医療品の確保 

 医療、助産に必要な医薬品、衛生材料及び医療器具の確保は、保健班において町内医薬 

品等の取扱業者からの調達によるものとするが、町内での調達が困難な場合は、本部長は 

知事に対し調達を要請するものとする。 

（３）関係機関の応援 

   本部長は、災害規模等必要に応じ、知事に対し次の関係機関の応援要請を行う。 

  ア 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ） 

  イ 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ） 

（４）患者の移送 

   傷病患者は、現地での応急処置ののち、最寄りの病院に移送するものとする。 

433〔標茶防〕 



第５章  災害応急対策計画  第７節 
４ 応急救護所の設置 

 応急救護所は次に掲げる施設とするが、全町的な大災害の場合は、他の公共施設等を使用す 

るものとする。 

応急救護所として指定する施設 

施  設  名 所  在  地 電話番号 収容人員 

開発センター 

標茶小学校 

沼幌小学校 

虹別小学校 

磯分内小学校 

塘路小中学校 

中茶安別小中学校 

標茶町旭２丁目６番１号 

 〃 川上１丁目２４番地 

 〃 字ヌマオロ原野６０番地１ 

 〃 字虹別原野67線108番地１ 

 〃 字熊牛原野１５線西3番地 

 〃 字塘路２７番地の２ 

 〃 字中茶安別原野基線35番地 

４８５－２０４０ 

４８５－２００９ 

４８８－４２３１ 

４８８－２２４２ 

４８６－２０１７ 

４８７－２１４０ 

４８８－６１３３ 

５００ 

６００ 

 ５０ 

１００ 

１００ 

１００ 

 ５０ 

 

５ 医療機関等の状況 

（１）医療機関 

医 療 機 関 名 所 在 地 電話番号 主な診療科目 ベッド数 

標茶町立病院 開運４丁目１番地 485-2135 

外科・内科・ 

産婦人科・小児科 

・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 

６０床 

標茶町立特別養護老人 

ホームやすらぎ園 
川上１０丁目５番地 485-3501 

  

氏橋歯科医院 川上２丁目１３番地 485-2058 歯科  

榎本歯科医院 開運４丁目２０番地 485-2663 歯科  

みつもと歯科クリニック 富士１丁目４番６号 485-2332 歯科  

金野整骨医院 旭１丁目３番１６号 485-2523 整骨  

 

（２）薬品及び衛生機材販売業者 

名     称 所  在  地 電話番号 備    考 

標茶調剤薬局 

千葉一心堂 

ドレミ薬局 

開運２丁目５６番 

旭２丁目２番８号 

旭２丁目１番１号 

485-4188 

485-2158 

485-2003 
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第９節  防疫計画 

 

 この計画は、災害発生地域において予想される各種感染症に対する予防対策を講じ、それらの 

発生を防止することを目的とする。 

 

１ 実施責任者 

（１）被災地の防疫は、本部長（町長）が知事の指導指示に基づき実施するものとする。（担当 

住民班） 

（２）災害による被害が甚大で、町のみで防疫の実施が不可能又は困難なときは、知事に応援を 

求め実施するものとする。 

 

２ 防疫の実施組織 

（１）本部長(町長)は、災害防疫実施のための各種作業実施組織として、防疫班等を編成するも 

のとする。 

（２）本部長（町長）は、防疫を的確に実施するための防疫班（住民班にて編成）を編成するも 

のとする。 

 

３ 感染症の予防 

（１）感染症予防上必要があると認めるときは、知事の指示及び命令により災害の規模、態様に 

応じ、その範囲、期間を定めて次の事項について行う。 

  ア 消毒方法の施行に関する指示（感染症法第27条第２項） 

  イ ねずみ族、昆虫等の駆除に関する指示（感染症法第28条第２項） 

  ウ 家用水の供給に関する指示（感染症法第31条第２項） 

  エ 物件に係る措置に関する指示（感染症法第29条第２項） 

  オ 公共の場所の清潔方法に関する指示 

  カ 臨時予防接種に関する指示（予防接種法第６条） 

（２）検病調査及び保健指導等 

  ア 検病調査は、滞水地域においては通常２日に１回以上、集団避難所においては、道等と 

連携し、少なくとも１日１回以上行う。 

  イ 関係機関の協力を得て防疫情報の早期把握に努める。 

  ウ 検病調査の結果、必要があるときは、当該者に対し医療機関受診指導等の保健指導を実 

施する。 

 

 

 

435〔標茶防〕 



第５章  災害応急対策計画  第９節 
（３）予防接種 

   感染症予防上必要あるときは、道及び保健所の指導により、対象者の範囲及び期日を指定 

して予防接種を実施する。 

（４）清潔方法 

   家屋周辺の清潔方法は、各個人において実施するものとし、浸水地域に対しては、被災直 

後、各戸に次亜塩素酸ソーダ水溶液などの消毒剤を配布し、床及び壁の洗浄、便所の消毒並 

びに汚染度の強い野菜等の投棄について、衛生上の指導を行うものとする。 

（５）消毒方法 

   町長は、感染症法第27条第２項の規定に基づく知事の指示のあったときは、感染症法施行 

規則第14条及び平成11年３月31日、健医感発第51号「一類感染症、二類感染症、三類感染症 

の消毒・滅菌に関する手引きについて」の規定に基づき薬剤の所要量を確保した上で、速や 

かにこれを実施する。 

  ア 浸水家屋、下水、その他不潔場所の消毒を被災後直ちに実施する。 

  イ 避難場所の便所、その他不潔場所の消毒を１日１回以上次亜塩素酸ソーダウイ溶液など 

を用い実施する。 

  ウ 井戸の消毒を実施する。 

    井戸の消毒は、その水１ｍ3当たり20㏄の次亜塩素酸ソーダ溶液（10％）を投入し、十 

分かくはんした後２時間以上放置させるものとする。 

    なお、水害等で汚水が直接入ったような場合、又は病毒に汚染されたおそれが強いと 

きは消毒のうえ、井戸替えを施さないと使用させないものとする。 

  エ 床上浸水地域に対しては、被災直後に各戸に次亜塩素酸ソーダ水溶液などの消毒剤を配 

布して、床、壁の洗浄、便所の消毒、手洗設備の設置、汚染度の強い野菜の投棄等、衛生 

上の指導を行う。 

  オ 家屋内の汚染箇所の洗浄、手洗水、便所の消毒は、次亜塩素酸ソーダ水溶液などで行う。 

（６）ねずみ族、昆虫等の駆除 

   町長は、感染症法第28条第２項の規定に基づく知事の指示があったときは、感染症法施行 

規則第15条の規定に基づき薬剤の所要量を確保し、速やかにこれを実施する。 

（７）生活の用に供される水の供給 

   町長は、感染症法第31条第２項の規定による知事の命令があったときは、その期間中継続 

して容器により搬送、ろ水機によりろ過給水等事情に応じ、特に配水器具等は衛生的に処理 

して実施する。なお、供給量は１日１人当たり約20リットルを目安とする。 

（８）一般飲用井戸等の管理等 

   飲用水に飲用井戸等を利用している場合において、町長は、当該井戸等の設置者等に対し、 

北海道飲用井戸等衛生対策要領に基づく水質検査及び汚染が判明した場合の措置について十 

分指導徹底する。 
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４ 患者等に対する措置 

  感染症法に規定する一類～三類感染症が発生した場合、又は四類感染症等の発生動向に通常 

と異なる傾向が認められる場合等必要があるときは、速やかに感染症法に基づく調査その他の 

防疫措置を実施する。 

 

５ 避難所等の防疫指導 

  避難所等の応急施設については、次により防疫指導等を実施するものとする。 

（１）健康調査等 

   避難所等の管理者、町内の衛生管理組織等と連携し、避難者の健康状況を適宜把握すると 

ともに、必要に応じて医療機関受診等の保健指導等を実施する。 

（２）清潔方法、消毒方法等の実施 

   保健所等の指導のもと、避難所等の清潔方法を指導するとともに、避難者に衣服等の日光 

消毒を行うよう指導する。また、必要があるときは、消毒薬等により便所、炊事場、洗濯場 

等の消毒を実施するよう指導する。 

（３）集団給食 

   給食従事者は、原則として健康診断を終了した者をもってあて、できるだけ専従するもの 

とする。 

   また、配膳時の衛生保持及び残廃物、塵芥等の衛生的処理についても十分指導徹底させる 

ものとする。 

（４）飲料水等の管理 

   飲料水の水質検査及び消毒については、十分指導徹底させるものとする。 

 

６ 防疫用薬剤の調達 

  町保有の消毒機器を使用し、防疫用薬剤は、町内業者から調達する。 

  なお、不足が生じた場合は、保健所等から借用するものとする。 
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第１０節  清掃計画 

 

 

 この計画は、災害時における被災地のゴミの収集、し尿の汲み取り、死亡獣畜の処理等清掃業 

務を確実に実施し、被災地区の環境衛生の万全を期することを目的とする。 

 

１ 実施責任者 

（１）ゴミ及びし尿 

  ア 被災地における清掃は、地域住民の協力を得て本部長（担当 住民班）が実施するもの 

とする。 

  イ 被害が甚大で町のみで実施することが困難な場合は、近隣市町村及び道の応援を求め実 

施するものとする。 

（２）死亡獣畜及び放浪犬の処理 

  ア 死亡獣畜の処理は、各保有者が行うものとする。ただし、所有者が判明しないとき又は 

所有者において処理することが困難なときは、本部長が実施するものとする｡ 

  イ 本部長（担当 住民班）において死亡獣畜を処理するときは、釧路総合振興局保健環境 

部標茶地域保健支所の指示に基づき実施するものとする。 

  ウ 放浪犬の処理は、本部長（担当 住民班）が実施するものとする。 

 

２ 清掃の方法 

（１）班の編成 

   清掃班の編成は、次の基準に基づき災害の状況によりその都度編成する。 

  ア ゴミ処理班 

    班長１名（住民課長）、班員２～４名 

  イ し尿処理班 

    班長１名（住民課長）、班員２名 

（２）ゴミ及びし尿処理施設 

   ゴミ、廃棄物及びし尿処理施設は、次のとおりである。 
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  ア ゴミ処理施設 

処理場名 処理能力 

ご み 収 集 運 搬 車 

区 分 車 種 台数 実績載量 
１ 日 の 

処理能力 

標茶町クリーンセ

ンター 
1２ｔ／日 

直営 

委託 

塵芥車 

〃 

1台 

1台 

2.75ｔ 

2.75ｔ 
1２ｔ／日 

 

  イ し尿処理施設 

処理場名 処理能力 
貯 溜 槽 

収容能力 

し 尿 収 集 運 搬 車 

区分 車  種 台数 実績載量 
1 日 の 

処理能力 

川上郡衛生 

センター 
40Ｋ／日 1,000Ｋ 委託 

バキュー

ム車 
2台 10,200 22Ｋ／日 

 

３ ゴミの収集、処理の方法 

（１）収 集 

   被災地の住民に協力を要請し、伝染病の源となる汚物から順に収集するものとする。一般 

的なゴミはその後収集するものとする。また、災害の状況により、町の清掃能力をもっても 

完全に収集することが困難な場合は、一般車両の出動を要請し被災地のゴミの収集に万全を 

期するものとする。 

（２）処 理 

   町のゴミ処理施設を使用するものとする。 

 

４ し尿の収集、処理の方法 

  し尿の収集は、町が委託する業者のバキューム車で実施するものとし、便所の倒壊、溢水等 

でし尿が他に散乱しないよう被害程度の大きな所から収集し、短時間に処理するものとする。 

 

５ 死亡獣畜の処理方法 

  死亡獣畜の処理は、移動し得るものについては集中焼却又は埋却するものとし、移動し難い 

ものについては、知事の許可を得て、他に影響を及ぼさないようにその場で焼却及び埋却する 

ものとする。 
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６ 飼養動物の取扱 

（１）動物の管理者は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号）及び北海道 

動物の愛護及び管理に関する条例（平成13年条例第3号、以下「条例」という。）に基づき災 

害発生時においても、動物の愛護及び適切な管理を行うものとする。 

（２）災害発生時における動物の避難は、条例第6条第1項第4号の規定により、動物の管理者が 

自己責任において行なうものとする。 

（３）災害発生時において、町は、関係団体の協力を得て、放浪犬等の捕獲・収容をするなど適 

切な処置を講ずるとともに、住民に対し、放浪犬等の収容について周知を図るものとする。 

 

７ 野外共同便所の設置 

  便所が倒壊、溢水等の被害を受けた場合は、必要に応じて野外に共同便所を設置するものと 

するが、必要箇所に対し最小限度の設置とし、この場合恒久対策の障害にならぬよう配慮する 

ものとする。 
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第１１節  行方不明者の捜索及び遺体 

     の収容処理並びに埋葬計画 

 

 この計画は、災害により行方不明の状態にあり、かつ周囲の事情により、既に死亡していると 

推定される者の捜索、遺体の収容及び応急的な埋葬の実施について定めることを目的とする。 

 

１ 実施責任者 

 町長（担当 住民班、保健福祉班） 

救助法が適用された場合は、知事が行い、町長はこれを補助する。ただし、救助法第30条第 

１項の規定により委任された場合は、町長が行うものとするが、遺体処理のうち洗浄等の処 

置及び検案については、知事の委任を受けた日本赤十字社北海道支部が行うものとする。 

救助法が適用されない場合でも町長は警察官、自衛隊、あるいは民間協力団体等の協力を得 

て実施する。 

 

２ 行方不明者の捜索 

（１）捜索の対象 

   災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、周囲の事情により既に死亡していると推定 

される者 

（２）実施の方法 

   行方不明者の捜索は、町長が消防機関及び警察官に協力を要請し、地域住民の応援を得て 

捜索班を編成するとともに、必要な舟艇、その他機械器具を活用して実施するものとする。 

（３）捜索要請 

   町において被災し、行方不明者が流出等により他市町村に漂着していると考えられる場合 

は、関係市町村に対し次の事項を明示して捜索を要請する。 

  ア 行方不明者が漂着又は埋没していると思われる場所 

  イ 行方不明者数及び氏名、性別、年齢、容貌、特徴、着衣等 

 

３ 変死体の届け出 

  変遺体については直ちに警察官に届け出るものとし、その検視後に処理するものとする。 
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４ 遺体の収容処理方法 

（１）実施者 

    ア 遺体の身元が判明している場合は、原則として遺族、親族に連絡のうえ引渡すものとする。 

    イ 災害による社会混乱のため、遺族等が遺体の処理を行うことができないものについては町長 

が行うものとする。 

（２）遺体の収容処理 

    ア 遺体の識別のため、遺体の洗浄、縫合、消毒をし、また遺体の撮影により身元確認の措置を 

とるものとする。 

    イ 遺体の一時保存 

    遺体の身元識別のため相当の時間を必要とし、又は死亡者が多数のため短時間に埋葬ができ 

ない場合は、遺体を特定の場所(町内の寺院、公共建物又は公園等遺体の収容に適当な場所)安 

置し、埋葬の処理をするまで保存する。 

    ウ 検 索 

      遺体について、死因その他の医学的検査をおこなう。 

 

５ 遺体の埋葬 

災害の際死亡した者で町長が必要と認めた場合は、応急的に遺体を埋葬するものとする。埋葬 

に当たっては、次の点に留意する。 

（１）事故死の遺体については、警察機関から引継ぎを受けた後埋葬する。 

（２）身元不明の死体については、警察その他関係機関に連絡してその調査に当たるものとする。 

（３）被災地以外に漂着した遺体のうち身元が判明しないものの埋葬は、行路死亡人扱いとする。 

 

６ 行方不明の捜索、遺体の収容及び埋葬のための費用及び期間 

  救助法が適用された場合に準じて行うものとする。 

 

７ 火葬場の状況 

 

施 設 名 所  在  地 処 理 能 力 電 話 番 号 

しべちゃ斎場 標茶町字標茶９３６番地５４ １回 ２体 485-2932 
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８ 墓地の所在地 

 

種  別 名   称 位        置 

霊   園 標 茶 霊 園 

標茶町開運９丁目１６番 

標茶町開運９丁目１７番 

標茶町開運９丁目１７番２ 

第１種墓地 

磯分 内墓園 

塘 路 墓 地 

虹 別 墓 地 

標茶町字熊牛原野１５線東５番地２ 

標茶町字塘路１番地 

標茶町字虹別原野８９３番地 

第２種墓地 

萩 野 墓 地 

上 虹 別 墓 地 

御 卒 別 墓 地 

下 沼 幌 墓 地 

久 著 呂 墓 地 

阿 歴 内 墓 地 

東阿歴内墓地 

北片無去墓地 

茶 安 別 墓 地 

下茶安別墓地 

虹別第１墓地 

   〃 

標茶町字虹別４６８番地６ 

標茶町字虹別原野３５４番地２ 

標茶町字上オソツベツ原野３６４番地 

標茶町字ヌマオロ原野西１線４５番地１ 

標茶町字クチョロ原野４１５番地１ 

標茶町字阿歴内原野北１線２３２番地 

標茶町字阿歴内原野北１線２６０番地 

標茶町字塘路３１５番地 

標茶町字中チャンベツ原野基線４４番地２地先 

標茶町字中チャンベツ原野南２線２９番地 

標茶町字虹別２４３番地１ 

標茶町字虹別２４３番地７ 
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第１２節  障害物除去計画 

 

 

 この計画は、災害により道路、住居又はその周囲に運ばれた土砂、樹木等で、住民の生活に著 

しい障害を及ぼしているものを除去して、被災者の保護を図ることを目的とする。 

 

１ 実施責任者 

（１）障害物の除去は町長（担当 建設班）が行い、救助法が適用された場合は、知事が行い、 

町長はこれを補助する。ただし、救助法第30条第１項の規定により委任された場合は、町長 

が行うものとする。 

（２）道路、河川その他公共施設に障害を及ぼすおそれのある場合は、道路法（昭和27年法律第 

180号）、河川法（昭和39年法律第167号）、その他関係法令に定めるそれぞれの施設の管理者 

がこれを行うものとする。 

 

２ 障害物の除去の対象 

 災害時における障害物の除去は、住民の生活に著しい支障及び危険を与え、又は与えると予 

想される場合並びにその他公共的立場から必要と認めた場合とし、おおむね次に掲げる場合に 

行うものとする。 

（１）住民の生命、財産等を保護するため、速やかに障害物の排除を必要とするとき。 

（２）障害物の除去が、交通安全と輸送の確保に必要なとき。 

（３）河川における障害物の除去は、河川の流路を良くし、溢水を防止し、又は河岸の決壊を防 

止するために必要なとき。 

 

３ 除去の方法 

（１）実施責任者は、自ら応急対策器具を使用し、又は状況に応じ自衛隊及び土木業者の協力を 

得て、速やかに障害物を除去するものとする。 

（２）障害物の除去の方法は、原形回復でなく応急的な除去に限るものとする。 

 

４ 応援の要請 

町長は、自ら障害物の除去を実施することが困難な場合は、道又は他市町村へ障害物の除 

去の実施又はこれに要する要因及び除去資機材の応援を要請するものとする。 
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５ 障害物の集積場所 

 除去した障害物は、それぞれの実施機関において、付近の遊休地又はグランド等を利用し集 

積するものとする。 

 

６ 障害物の保管等 

（１）工作物を保管したときは、保管を始めた日から14日間その工作物名簿を公示するものとす 

る。 

（２）保管した工作物等が滅失、破損するおそれがあるとき及びその保管に不相当の費用、手数 

料等を要するときは、その工作物を売却し、代金は保管する。 

 

７ 費用及び期間 

  災害救助法（昭和22年法律第118号）の定めに準じて行うものとする。 
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第１３節  輸送計画 

 

 この計画は、災害時において住民の避難、災害応急対策要員の移送及び救援あるいは救助のた 

めの資器材・物資の輸送（以下「災害時輸送」という）を、迅速確実に行うための輸送方法及び 

範囲等を定め、災害応急対策、復旧対策等の万全を期することを目的とする。 

 

１ 実施責任者 

 基本法第50条第２項に基づき、災害応急対策を実施する機関の長が行うものとする｡災害時 

輸送の総括は、管理班が行うものとする。 

 

２ 緊急輸送道路ネットワーク 

  地震等発生直後から緊急輸送を円滑かつ確実に実施するために必要な道路をネットワーク化 

して機能させる、北海道内関係機関からなる北海道緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議 

会では、「緊急輸送道路」指定に基づき、緊急時の輸送経路確保等のため、道路及び構造物に 

ついては積極的な耐震化を取り組むこととする。 

 

３ 輸送の方法 

（１）車両等による輸送 

   災害時輸送は、一時的に標茶町の所有する車両等を使用するものとするが、被災地までの 

距離、被害の状況等により標茶町の所有する台数で不足する場合は、他の関係機関に応援を 

要請し又は民間の車両の借り上げを行う等、災害時輸送の万全を期する。 

   なお、車両等による輸送が不可能な事態が生じたときは、人力による輸送を、また積雪期 

はスノーモービル等により輸送を行う。 

（２）空中輸送 

   地上輸送の全てが不可能な事態が生じた場合、又は急患輸送及び山間へき地等で緊急輸送 

の必要が生じたときは、知事を通じ自衛隊等に対し航空機輸送の要請をするものとする。 

  ※ヘリコプターの発着及び物資投下可能場所は、次のとおりとする。 

施 設 名 所 在 地 
着名地点からの 

方向距離 
広 さ 施設管理者 電話番号 

標茶町 

育成牧場 
字上多和 役場から北17㎞ 41ｍ×41ｍ 町 486-2747 

標茶町多目的 

運動広場 
字標茶 役場から西300m 180ｍ×80ｍ 〃  

釧路川河川敷 

公園 
河川敷内 役場から東500ｍ 

70ｍ×120ｍ 

(サッカー場) 
〃  
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（３）舟艇の輸送 

   水害時における水中孤立の救出、水中孤立者に対する食糧等の供給の必要がある場合は、 

消防機関に要請し舟艇により輸送を行うものとする。 

 

４ 輸送の範囲 

（１）罹災者を避難させるための輸送 

（２）医療及び助産で緊急を要する者の輸送 

（３）罹災者救出のために必要な人員、資器材等の輸送 

（４）飲料水の運搬及び給水に必要な人員、資器材等の輸送 

（５）救援物資等の輸送 

（６）その他本部が行う輸送 

 

５ 緊急輸送業務に従事する車両の表示 

 基本法第76条の規定に基づき北海道公安委員会が災害緊急車両輸送を行う車両以外の車両を 

禁止した場合、町長及び防災関係機関は、災害対策に必要な車両を緊急輸送車両として知事又 

は北海道公安委員会に申し出て、標章及び緊急通行車両確認証明書の交付を受け、輸送にあた 

るものとする。 

 なお、交付を受けた標章は、当該車両の前面の見やすい箇所に掲示し、緊急通行車両確認証 

明書を当該車両に備え付けるものとする。 

（１）標章（様式１） 

（２）緊急通行車両確認証明書（様式２） 
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  登録（車両）番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  有効期限      □ 年 □ 月 □ 日 
 
 

 

様式１ 

 

 

 

 

 

 

    15 

 

 

 

 

 

21 

 

 （備考）１ 色彩は記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」並びに

年月日を表示する部分を白色、地を銀色とする。 

     ２ 記号の部分に表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものとする。 

     ３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 

 

緊   桜の花のマーク   急 
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様式２ 

 

年  月  日  

  第     号 

緊急通行車両確認証明書 

知   事        印  

公安委員会        印  

番 号 標 に 表 示 さ れ て い る 番 号  

車両の用途（緊急輸送を行う車両にあっては輸送

人員又は 品名） 

 

使   用   者 
住  所  

氏  名  

通    行    日    時  

通    行    経    路 
出  発  地 目  的  地 

  

備              考 
 

（備考）用紙は日本工業規格Ａ５とする。 

 

６ 費用の期限及び期間 

  災害救助法の基準による。 

 

７ 輸送状況の記録 

  輸送を実施した場合は、次により記録しておかなければならない。 

（１）輸送記録簿（様式３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

449〔標茶防〕 



第５章  災害応急対策計画  第１３節 
 

様式３ 

輸 送 記 録 簿                              E 

                                市町村名         

輸送 

月日 

目的 輸送区間 

（距 離） 

借 上 等 修         繕 燃 

料 

費 

実

支

出

額 

備 
 
 

考 

使用車両等 金  額 故障車両等 修 繕

月日 

修繕

費 

故障

概要 種
類 

台
数 

名称 

番号 

所有者 

氏名 

     円      円 円  

              

              

計              

（注）１ 「目的」欄は、主たる目的又は救助の種類名を記入すること。 

   ２ 都道府県又は市町村の車両等による場合は、「備考」欄に車両番号を記入すること。 

   ３ 借上車両等による場合は、有償、無償を問わず記入すること。 

   ４ 借上等の「金額」欄には、運送費又は車両等の借上費を記入すること。 

   ５ 「故障の概要」欄には、故障の原因及び故障箇所を記入すること。 

 

 

 

450〔標茶防〕 



第５章  災害応急対策計画  第１４節 
 

第１４節  労務供給計画 

 

 この計画は、災害時における災害応急対策実施に労務を必要とする場合、必要な労務者を確保 

することにより、災害対策の円滑な推進を図ることを目的とする。 

 

１ 実施責任者 

 町が実施する災害応急対策に必要な労務者の雇上げ及び民間団体への協力依頼については、 

町長（担当 保健福祉班、振興班）が行うものとする。 

 

２ 民間団体への協力依頼 

（１）動員等の順序 

   災害応急対策の要員を確保する場合の順序としては、先ず奉仕団の要員、次に被災地区以 

外の住民の協力を得るものとし、特に必要な場合に労務者の雇上げを実施する。 

（２）本部の各部において奉仕団等の労力を必要とするときは、次の事項を示し、総務班を通じ 

て要請するものとする。 

  ア 動員を必要とする理由 

  イ 作業の内容 

  ウ 作業場所 

  エ 就労予定時間 

  オ 所要人員 

  カ 集合場所 

  キ その他参考事項 

（３）住民組織等の要請先 

   第２章第３節「住民組織等への協力要請」に準じる。 

 

３ 作業の種類 

（１）被災者の避難 

（２）医療、助産の移送 

（３）被災者救出のための機械器具、資材の運搬、操作 

（４）飲料水の供給のための運搬、操作、浄水用薬品の配布 

  （５）救援物資の支給 

（６）死体の捜索及び処理 

（７）土木作業、清掃作業 

（８）その他 
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４ 労務者の雇上げ 

  活動要員等の人員が不足し、又は特殊作業のため労働力が不足なときは、労務者を雇上げる 

ものとする。 

（１）労務者雇上げの範囲 

  ア 被災者の避難誘導 

  イ 医療、助産のための移送 

  ウ 被災者救出用機械、器具、資材の操作 

  エ 飲料水の運搬、器材操作、浄水用薬品の配付 

  オ 救援物資支給 

  カ 行方不明者の捜索及び処理 

（２）釧路公共職業安定所長への要請 

 町において労務者の雇上げが出来ないときは、次の事項を明らかにして求人の申込みをす 

るものとする。 

  ア 職業別、性別、所要労務者数 

  イ 作業場所及び作業内容 

  ウ 期間及び賃金等の労働条件 

  エ 宿泊施設等の状況 

  オ その他必要な事項 

（３）賃 金 

   賃金の基準は、平常時における民間の雇用賃金に災害時の事情を勘案して決定する。 

 

５ 費用及び期間 

  災害救助法（昭和22年法律第118号）の定めに準じて行うものとする。 
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第１５節  文教対策計画 

 

 

 この計画は、学校施設の被災により、児童生徒等の安全の確保や、通常の教育活動に支障をき 

たした場合の応急対策及び文化財の保護に関し定めることを目的とする。 

 

１ 実施責任者 

（１） 学校管理者等 

  ア 防災上必要な体制の整備 

    災害発生時に迅速かつ適切な対応を図るために、各学校では平素から災害に備え職員等 

の任務の分担、相互の連携、時間外における職員の参集等について体制を整備する。 

  イ 児童生徒等の安全確保 

  （ア）在校中の安全確保 

     在校中の児童生徒の安全を確保するため、児童生徒等に対して防災上必要な安全教育 

を行なうとともに、災害発生時に迅速かつ適切な行動がとられるよう防災訓練等の実施 

に努める。 

  （イ）登下校時の安全確保 

     登下校時の児童生徒等の安全を確保するため、情報の収集や伝達の方法、児童生徒の 

誘導方法、保護者との連携方法、緊急通学路の設定及びその他登下校時の危険を回避す 

るための方法等について計画を立てるとともに、予め教職員、児童生徒等、保護者及び 

関係機関に周知徹底を図る。 

  ウ 施設の整備 

    文教施設、設備を災害から防護するため、定期的に安全点検を行い、危険箇所あるいは 

要補修箇所の早期発見に努めるとともに、これらの改善を図る。 

（２）北海道・町 

   救助法を適用した場合の児童生徒に対する教科書、文房具等の給与は、知事が行い、町長 

はこれを補助する。ただし、救助法第30条第１項の規定により委任された場合は、町長が行 

うものとする。 

 

２ 被害状況等の把握 

  応急対策計画の策定のため、次の事項について被害状況を速やかに把握し、本部との連絡報 

告を密にする。 
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（１）学校施設の被害状況 

（２）その他の教育施設の被害状況 

（３）教育その他職員の罹災状況 

（４）児童生徒の罹災状況の概要 

（５）応急措置を必要とする事項 

 

３ 応急教育対策 

（１）休校処置 

  ア 災害が発生し又は予想される気象条件になったときは、各学校長は教育委員会と協議し、 

必要に応じて休校処置を取るものとする。また、児童、生徒を帰宅させる場合は、教師が 

付き添う等、児童、生徒の安全保護に留意するものとする。 

  イ 登校前の処置 

    登校前に休校処置を決定したときは、各学校の学級電話連絡網及び地区ＰＴＡを通じて 

速やかに連絡するとともに、ラジオ、テレビ等を利用し児童、生徒に周知徹底させるもの 

とする。 

（２）施設の確保、予定場所と復旧対策 

被 害 の 程 度 応急施設の予定場所及び復旧対策 

応急修理のできる場合 速やかに修理をし、施設の確保に努めるものとする。 

校舎の一部が使用出来な

い場合 

特別教室、屋内体育館等を一時転用するなどにより授業の確

保に努める。 

校舎の全部、又は大部分

が使用出来ない場合 

(1) 公民館等公共施設を利用する 

(2) 近隣学校の校舎を利用する 

特定の地域が、全体的に

相当大きな被害を受けた

場合 

(1) 住民の避難先である最寄りの学校、災害の最寄りの学

校、公民館等公共施設を利用する 

(2) 応急仮校舎を建設する 

（３）教育の実施要領 

  ア 災害状況に応じた特別教育計画を立て、できるだけ授業の確保に努める。特に授業の実 

施が不可能な場合にあっても、家庭学習の方法等について指導し、学力の低下を防ぐよう 

に努める。 

  イ 特別教育計画による授業の実施に当たっては、次の点に留意する。 

  （ア）教科書、学用品等の損失状況を考慮し、学習の内容、方法が児童生徒の過度の負担に 

ならないよう配慮する。 

  （イ）教育活動の場所が寺院、公民館等学校以外の施設を利用する場合は、授業の効率化、 

児童生徒の安全確保に留意する。 

  （ウ）通学道路その他被害状況に応じ、通学の安全について遺漏のないよう指導する。（集 

団登下校の際は、地域住民、関係機関、団体、父母の協力を得るようにする。） 
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  （エ）学校に避難所が開設された場合には、特に児童生徒の指導・管理に注意するとともに、 

避難収容が授業の支障とならないよう留意する。 

  （オ）教育活動の実施に当たっては、被災による精神的な打撃によって児童生徒に生じやす 

い心理的な障害に十分配慮する。 

  ウ 災害復旧については、教育活動に支障のない限り可能な協力をするものとする。 

 

４ 教職員の確保 

  町教育委員会及び道教育委員会は、当該学校だけで教育活動の実施が不可能なときは、連絡 

を密にして近隣学校の教職員を動員配置し、教育活動に支障を来たさないようにする。 

 

５ 教科書及び学用品の調達並びに支給 

（１）支給対象者 

   住家が全焼、全壊、流失、半壊又は床上浸水等の被害を受けた世帯の児童、生徒で、教科 

書、学用品を滅失又はき損した者に対して支給する。 

（２）支給品名 

  ア 教科書 

  イ 文房具 

  ウ 通学用品 

（３）調達方法 

  ア 教科書の調達 

    被災学校別、学年別、使用教科書別にその数量を速やかに調査し、道教育委員会に報告 

するとともに、教科書供給書店に連絡して供給を受けるものとする。また、町内の他の学 

校及び他市町村に対し、使用済教科書の供与を依頼するものとする。 

  イ 学用品の調達 

    北海道教育委員会の指示により調達する。 

（４）支給方法 

   教育委員会は、学校長と緊密な連絡を保ち、支給対象となる児童、生徒を調査把握し、各 

学校長を通じて対象者に支給する。 

（５）災害救助法が適用されない場合 

   被災状況により、災害救助法が適用された場合に準じて行うものとする。 
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６ 学校給食等の措置 

（１）給食施設設備が被災したときは、できる限り給食の継続が図られるよう応急措置を講ずる 

  ものとする。 

（２）給食用物資が被災したときは、米穀、小麦、脱脂粉乳及び牛乳について、関係機関に連絡 

の上、ただちに応急調達に努めるものとする。 

（３）衛生管理には特に留意し、食中毒等の事故防止に努めるものとする。 

 

７ 衛生管理対策 

  学校が被災者収容所施設として使用される場合は、次の点に留意して保健管理するものとす 

る。 

（１）校舎内、特に水飲場、便所は常に清潔にして消毒に万全を期すること。 

（２）校舎の一部に罹災者を収容して授業を継続する場合は、収容場所との間を出来るだけ隔絶 

すること。 

（３）収容施設として使用が終わったときは、校舎全体の清掃及び消毒を行うとともに便槽のく 

み取りを実施すること。 

（４）必要に応じて、釧路保健福祉事務所に依頼して被災学校の教職員、児童、生徒の伝染病予 

防接種、健康診断等を実施すること。 

 

８ 文化財に対する措置 

  文化財保護法、北海道文化財保護条例及び標茶町文化財保護条例による文化財(有形文化財、 

無形文化財、民俗文化財、記念物、伝統時建造物群)の所有者並びに管理者は常に当該指定物 

件の保全、保護にあたり、災害が発生したときは、教育委員会に被害状況を連絡するとともに、 

復旧に努めるものとする。その他の町の文化資料の保全保護は、教育部が当たるものとする。 

 

９ 費用及び期間 

  災害救助法（昭和22年法律第118号）の定めに準じて行うものとする。 
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第１６節  住宅対策計画 

 

 

 この計画は、災害により住宅を失い又は破損のため居住することが出来なくなった世帯に対す 

る住宅の確保及び居住の安定を図ることを目的とする。 

 

１ 実施責任者 

  応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理については、本部長（町長）が行う。なお、災害救 

助法の摘要を受けた場合の応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理は知事が行ない、町長はこ 

れを補助する。ただし、災害救助法救助法第30条第1項の規定により委任された場合は、町長 

が行う。 

 

２ 実施の方法 

（１）避難所 

   町長は必要により住家が被害を受け居住の場所を失った者を収容保護するため、公共施設 

等を利用し、避難所を開設する。 

（２）応急仮設住宅の建設 

   本部長は、必要により災害のため住家が半壊又は全壊した罹災者の一時的な住居の安定を 

図るため、応急仮設住宅を建設するものとする。 

  ア 入居対象者 

    次の条件に該当していなければならない。 

  （ア） 住宅が全壊、全焼又は流出した者であること。 

  （イ） 居住する住居がない者であること。 

  （ウ） 自らの資力では住宅を確保できない経済的弱者で、次に該当する者であること。 

   (ａ) 生活保護法の被保護者及び要保護者 

   (ｂ) 特定の資産のない失業者、寡婦、母子世帯、老人、病弱者、身体障害者、勤労者、

小企業者等 

  イ 入居者の選定 

    応急仮設住宅の入居者の選定については、町が行なう。 

  ウ 応急仮設住宅の建設 

    原則として知事が行なう。 

  エ 建設戸数 

町長の要請に基づき知事が決定する。 
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  オ 規模、構造、存続期間及び費用 

  （ア） 応急仮設住宅の標準規模は、一戸につき29.7平方メートルを基準とする。構造は原 

則として軽量鉄骨組立方式による5連戸以下の連続建て若しくは共同建てとし、その 

仕様は、「応急仮設住宅仕様基準」のとおりとする。ただし、被害の程度その他必要 

と認めた場合は、一戸建て又は木造住宅により実施する。 

  （イ） 応急仮設住宅の存続期間は、その建築工事を完了した後、3月以内であるが、特定 

行政庁の許可を受けて、2年以内とすることができる。 

      ただし、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るために特別措置に関する 

法律に基づき、政令で指定されたものに係る応急仮設住宅については、更に期間を延 

長することができる。 

  （ウ） 費用は、災害救助法及び関係法令の定めるところによる。 

  カ 維持管理   

    知事が設置した場合は、町長が委任を受けて維持管理する。 

 

３ 住宅の応急修理 

（１）応急修理を受ける者 

  ア 住宅が半壊又は半焼し、当面日常生活を営むことができない者であること。 

  イ 自らの資力で応急修理ができない者であること。 

（２）応急修理実施の方法 

   応急仮設住宅の建設に準じて行なう。 

（３）修理の範囲と費用 

  ア 応急修理は、居室、炊事場及び便所等日常生活に欠くことのできない部分で必要最小限 

とする。 

  イ 費用は、救助法及び関係法令の定めるところによる。  

 

４ 災害公営住宅の建設 

（１）災害公営住宅は、大規模な災害が発生し、住宅の被害が次の各号の１以上に達した場合に 

低所得罹災世帯のため国庫から補助（割当）をうけて整備し入居させるものとする。 

  ア 地震、暴風雨、洪水、その他異常な天然現象による災害の場合 

  （ア）被災地全域の滅失戸数が500戸以上のとき。 

  （イ）町の区域内の滅失戸数が200戸以上のとき。 

  （ウ）滅失戸数が町の区域内の住宅戸数の１割以上のとき。 

  イ 火災による場合 

  （ア）被災地域の滅失戸数が200戸以上のとき。 
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  （イ）滅失戸数が町の区域内の住宅戸数の１割以上のとき 

（２）建設及び管理者 

   災害公営住宅は町が整備し、管理するものとする。ただし、知事が道において整備する必 

要を認めたときは道が整備し、整備後は公営住宅法第46条の規定による事業主体の変更を行 

って建設町に譲渡し、管理は建設地町が行うものとする。 

（３）建設管理等の基準 

   災害公営住宅の建設及びその管理はおおむね次ぎの基準によるものとする。 

  ア 入居者の条件 

  （ア）当該災害発生の日から３か年間は当該災害により住宅を滅失した世帯であること。 

  （イ）当該災害発生後３か年間は、月収268,000円以下で、条例で定める金額を超えない世 

    帯であること。 

  （ウ）現に同居し又は同居しようとする親族がある世帯であること。 

 （エ）現に住宅に困窮していることが明らかな世帯であること。 

  イ 構造 

    再度の被災を防止する構造とする。 

  ウ 整備年度 

    原則として当該年度、やむを得ない場合は翌年度 

 エ 国庫補助 

  （ア）建設、買取りを行なう場合、標準建設、買取費等の２/３ 

ただし、激甚災害の場合は３/４ 

  （イ）借り上げを行なう場合、共同施設等整備費の２/５ 

 

５ 資材の斡旋、調達 

  町長は、建築資材等の調達が困難な場合は、道に斡旋を依頼するものとする。 
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第１７節  被災宅地安全対策計画 

 

  この計画は、災害対策本部が設置されることとなる規模の地震又は降雨等の災害により、宅地が大規 
 

模かつ広範囲に被災した場合に、被災宅地危険度判定士（以下「判定士」という）を活用して、被災宅 
 
地危険度判定（以下「危険度判定」という）を実施し、被害の発生状況を迅速且つ、的確に把握し、二 
 
次災害を軽減、防止し住民の安定を図る。 
 

  

１ 危険度判定の実施の決定 

 町長は、災害の発生後に宅地の被害に関する情報に基づき、危険度判定の実施を決定し、危険 

度判定実施本部を設置する。 

 

２ 危険度判定の要請 

 町長は、自ら危険度判定を実施することが困難な場合は、知事（釧路総合振興局長）に応援を 

要請するものとする。 

 

３ 判定士の業務 

 判定士は次により被災住宅の危険度判定を行い、判定結果を表示する。 

（１）「被災宅地の調査・危険度判定マニュアル」に基づき、宅地ごとに調査表に記入し判定を 

行う。 

（２）宅地の被害程度に応じて「危険宅地」、「要注意宅地」、「調査済宅地」３区分に判定する。 

（３）判定結果は、当該宅地の見やすい場所（擁壁、のり面等）に判定ステッカーを表示する。 

 

 

 

 

 

 

 ４ 危険度判定実施本部の業務 

「被災宅地危険度判定業務実施マニュアル」（以下「実施マニュアル」という）に基づき、 

  危険度判定実施本部は次の業務を行う。 

（１）宅地に係る被害情報の収集 

（２）判定実施計画の策定 

（３）宅地判定士・判定調整員の受け入れ及び組織編成 

（４）判定の実施及び判定結果の現地表示並びに住民対応 

（５）判定結果の調整及び集計並びに関係機関への報告 

区分 表  示  方  法 

危険宅地 赤のステッカーを表示する。 

要注意宅地 黄のステッカーを表示する。 

調査済宅地 青のステッカーを表示する。 
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５ 事前準備 
 
  道及び標茶町は災害の発生に備え、実施マニュアルに基づき次ぎに努める。 
 
（１） 道と標茶町は相互支援体制を充実し、連絡体制を整備する。 
 
（２） 道は国、近隣県、被災宅地危険度判定連絡協議会（全国協議会）、及び道協議会との相 
 

互支援体制を確保するため、連絡調整体制を整備する。 
 

（３） 道は市町村及び関係機関の協力を得て、被災宅地危険度判定実施要綱（全国要綱）で定 
 

める土木・建築又は宅地開発の経験を有する者を対象とした、判定士の養成、登録及び更 
 
新等に関する事務を行う。 
 
 

（４） 町は、道と協力して危険度判定に使用する資機材の備蓄を行う。 
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第１８節  災害警備計画 

 

災害に関する弟子屈警察署(以下｢警察署｣という。) が行う防災業務は、北海道地域防災計 

   画によるほか、この計画の定めるところによる。 

 

１ 災害に関する警察の任務 

  警察は、災害が発生し又は発生するおそれのある場合において、災害の発生を防ぎ又は災害 

の拡大を防止するために、住民の避難誘導及び救助、犯罪の予防、交通規制等の応急対策を実 

施して、住民の生命、身体及び財産を災害から保護し、災害地における社会秩序の維持に当た 

ることを任務とする。 

 

２ 災害警備 

  災害警備については、次の定めるところによる。 

（１）災害の予警報の伝達に関する事項 

   災害に関する予報及び警報の伝達については、北海道警察は次のとおり処置するものとす 

る。 

  ア 北海道警察は、警備上必要と認められる範囲の予警報について、警察署、駐在所を通じ 

て町長に伝達する。 

  イ 警察署長は、気象庁の地方機関及び水位等観測所並びに町等の関係機関と災害に関する 

予警報の伝達に関し、平素より緊密な連絡を取り、災害時の伝達に万全を期すものとする。 

  ウ 警察官は、災害が発生するような異常な現象を発見した旨の通報を受けたときは、第３ 

章第３節「災害情報等の報告、収集及び伝達計画」に定めるところにより処置するものと 

する。 

弟 子 屈 警 察 署 

標 茶 駐 在 所 

 
連 絡 責 任 者 

総 務 課 長 

 役場からの関係機関、住民等

への連絡は、第３章第３節に

定めるところによる。   

 

３ 事前措置に関する事項 

（１）町長が基本法第58条に基づき、警察官の出動を求め応急措置の実施に必要な準備をするこ 

とを要請する場合は、次の事項を記載した文章（緊急を要する場合は電話等で要請し、その 

後速やかに文章を提出する)により警察署長を経て方面本部長に対し行うものとする。 

  ア 派遣を要する理由 

  イ 派遣を要請する職員の職種別及び人員数 

  ウ 派遣を必要とする期間 

  エ その他派遣について必要な事項 
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（２）警察署長は、町長からの要請により基本法第59条第２項に基づく事前措置についての指示 

を行ったときは、直ちに町長に通知するものとする。また、当該措置の事後処理は町長が行 

うものとする。 

 

４ 避難に関する事項 

 警察官が基本法第61条又は警察官職務執行法第４条の規定により、避難の指示又は警告を行 

う場合は、第３節「避難救出計画」に定める「避難所」を示すものとする。ただし、災害の種 

別、規模、態様、現場の状況により本計画によりがたい場合は、適宜の措置を講ずるものとす 

る。この場合において、当該避難先の借り上げ、給食などは、町長が行うものとする。 

 

５ 応急措置に関する事項 

（１）警戒区域設定権等 

   警察署長は、警察官が基本法第63条第２項の規定に基づき警戒区域の設定を行った場合は、 

直ちにその旨を町長に通知するものとする。 

   この場合にあっては、町長は当該措置の事後処理を行うものとする。 

（２）応急公用負担等 

   警察署長は、警察官が基本法第64条第７項並びに同法第65条第２項に基づき応急公用負担 

（人的、物的公用負担）を行った場合は、直ちにその旨を町長に通知するものとし、町長は 

応急公用負担を行った場合の損失の補償等の事後処理を行うものとする。 

 

６ 救助に関する事項 

  警察署長は、町長と協力し被災者の救出並びに負傷者及び病気にかかった者の応急的救護並 

びに死体の検視に努めるとともに、状況に応じて町長の行う死体の捜索などの災害活動に協力 

するものとする。 

 

７ 災害時における災害情報の収集に関する事項 

警察署長は、町長、その他の関係機関と緊密に連絡して、災害警備活動上必要な災害に関す 

る情報を収集するものとする。 
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８ 災害時における広報 

 警察署長は、地域住民に対して必要と認める場合は、災害の状況及びその見通し並びに避難 

措置、犯罪の予防、交通の規制、その他の警察活動について、警備措置上必要と認められる事 

項の広報を行うものとする。 

 

９ 災害時における通信計画に関する事項 

 警察署長は、災害が発生し、しかも孤立が予想される地域、その他必要と認められる地域に 

対して、移動無線局、携帯無線機等を配備する計画については、町長と打ち合わせを行うもの 

とする。 

 

１０ 交通規制に関する事項 

（１）所轄警察署長は、その所轄区域内の道路について、災害による道路の決壊等危険な状態が 

発生し、又はその他の状況により必要があると認めるときは、道路交通法第５条第１項の規 

定に基づき、歩行者又は車両等の通行を禁止し又は制限するものとする。 

（２）警察官は、災害発生時において緊急措置を行う必要があるときは、道路交通法第６条第４ 

項の規定に基づき、一時的に歩行者又は車両の通行を禁止し又は制限するものとする。 

（３）公安委員会が、基本法第７６条の規定に基づく道路の区間を指定した場合には、警察署 

長は、緊急道路の確保のため、基本法第７６条の３に基づく放置車両及び放置物件の撤去 

について、道路管理者、消防機関、自衛隊と協力し、障害物の除去に努める等、状況に応 

じて必要な措置を講ずるものとする。 
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第１９節  応急飼料対策計画 

 

 災害に際し家畜飼料の応急対策については、本計画の定めるところによる。 

 

１ 実施責任者 

  災害時における家畜飼料の応急対策は、町長（担当 農林班）が実施するものとする。 

 

２ 実施の方法 

 町長は、被災農家の家畜飼料等の確保ができないときは、応急飼料、転飼場所及び再播用飼 

料作物種子の斡旋について、次の事項を明らかにし農協を通じ斡旋を要請するものとする。 

 なお、町内において処理不可能なときは、文書をもって釧路総合振興局長を通じ、北海道農 

政部長に応急飼料の斡旋を要請するものとする。 

（１）飼料（再播用飼料作物用種子を含む。） 

  ア 家畜の種類及び頭羽数 

  イ 飼料の種類及び数量（再播用種子については、種類、品質、数量） 

  ウ 購入予算額 

  エ 農家戸数等の参考となる事項 

（２）転飼 

  ア 家畜の種類及び頭数 

  イ 転飼希望期間 

  ウ 管理方法（預託、附添等） 

  エ 転飼予算額 

  オ 農家戸数等の参考となる事項 
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第２０節  自衛隊派遣要請計画 

 

 

 この計画は、災害に際して人命救助又は財産保護のため必要があると認めた場合、自衛隊法

（昭和29年法律第165号）第83条の規定に基づく自衛隊の災害派遣要請に関する事項を定めるこ

とを目的とする。 

 

１ 災害派遣要請基準 

（１）人命救助のための応援を必要とするとき。 

（２）水害等の災害の発生が予想され、緊急措置に応援を必要とするとき。 

（３）大規模な災害が発生し、応急措置のため応援を必要とするとき。 

（４）救助物資の輸送のため応援を必要とするとき。 

（５）主要道路の応急復旧に応援を必要とするとき。 

（６）応急措置のため医療、防疫、給水、及び通信等の応援を必要とするとき。 

 

２ 災害派遣要請要領 

（１）町長は、災害派遣の必要があると認められるときは、次の事項を明らかにした文書（別紙

１）をもって要請権者である知事（釧路総合振興局長）に依頼するものとする。また、口

頭又は電話等により依頼した場合は、速やかに文書を提出するものとする。 

  ア 災害の情況及び派遣を要請する事由 

  イ 派遣を希望する期間 

  ウ 派遣を希望する区域及び活動内容 

  エ 派遣部隊が展開できる場所 

  オ 派遣部隊との連絡方法、その他参考となる事項 

（２）町長は、人命の緊急救助に関し、派遣要請権者に依頼するいとまがないとき、又は通信の

途絶等により要請権者と指定部隊との連絡が不能である場合等については、直接指定部隊

等の長に通知できるものとする。ただし、この場合、速やかに要請権者に連絡し、上記(1)

の手続きを行うものとする。 

（３）対策担当部及び要請先 

   本部総務班が派遣依頼を行い、要請権者への連絡及び関係書類の提出先は釧路総合振興局

地域政策部地域政策課主査（防災）とする。なお、自衛隊における連絡先は、陸上自衛隊釧

路駐屯地第２７普通科連隊（℡ 0154-40-2011内線 262）である。 
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３ 災害派遣部隊の受入体制 

（１）部隊本部設置場所 

   部隊本部の設置場所は、本部内に置くものとする。 

（２）宿泊所、車両、機械等保管場所 

   町所有地及び町有施設を提供する。 

（３）連絡責任者及び連絡員 

   災害派遣部隊との連絡責任者は本部総務班長とし、連絡員は本部総務班員をもって充てる

ものとする。 

（４）作業計画の樹立 

   本部長を指揮者とし、所要人員、各種資器材等の確保、その他必要な計画を本部会議で樹

立して、災害派遣部隊到着と同時に作業が開始出来るよう準備をしておくものとする。 

 

４ 派遣部隊到着の処理 

（１）派遣部隊到着による作業計画等の協議 

   本部長は、目的地に誘導するとともに、関係各部長及び派遣部隊の責任者と応援作業計画

について協議し、必要な処置を取るものとする。 

（２）知事への報告 

   本部総務対策部は、派遣到着後及び必要に応じ、次の事項を釧路総合振興局長を経由して

知事へ報告するものとする。 

  ア 派遣部隊の長の官職氏名 

  イ 隊員数 

  ウ 到着日時 

  エ 従事している作業の内容及び進捗状況 

  オ その他必要な事項 

 

５ 派遣部隊の撤収要請 

 本部長は、災害派遣依頼の目的を達成したときは又は必要がなくなったときは、速やかに文

書（別紙２）をもって知事（釧路総合振興局長）に対しその旨を報告するものとする。ただし、

文書による報告に日時を要するときは、電話等で依頼し、その文書を提出するものとする。 
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６ 経 費 等 

（１）自衛隊の派遣に要する費用は自衛隊において負担するが、自衛隊が防災活動に要する次の

費用は、町において負担するものとする。 

  ア 資材費及び機器借上料 

  イ 電話料及びその施設費 

  ウ 電気料 

  エ 水道料 

  オ くみ取料 

（２）その他必要経費については、自衛隊及び関係機関において協議の上、定めるものとする。 

（３）派遣部隊は、関係機関又は民間から宿泊・給食の施設、設備等の提供を受けた場合には、

これを利用することが出来るものとする。 
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別紙 １ 

 

年  月  日 

釧路総合振興局長 様 

                              標茶町長          

 

    自衛隊の派遣について 

 このことについて、次のとおり自衛隊の派遣を要請願います。 

 

記 

 

 １ 災害の状況及び派遣を要請とする事由 

 ２ 派遣を希望する期間 

 ３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

 ４ 派遣部隊が展開できる場所 

５ 派遣部隊との連絡方法、その他参考となる事項 

 

 

別紙 ２ 

 

年  月  日 

釧路総合振興局長 様 

                               標茶町長          

 

    自衛隊の撤収について 

 さきに派遣依頼した自衛隊の出動に対し、下記のとおり撤収要請願います。 

 

記 

 １ 派遣場所 

 ２ 撤収日時    年  月  日   時  分 

 ３ 撤収理由 
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第２１節  防災ボランティアとの連携活動 

 

 

 災害時において、ボランティアを申し出た者の受入れ、及びその活動の円滑な実施に関するこ

とについては、本計画に定めるところによる。 

 

１ 基本方針 

(1) ボランティア活動に対しては、その自主性を尊重しつつ、その活動の円滑な実施が図られ

るよう支援に努める。 

(2) 被災地におけるボランティア活動に対するニーズ把握に努める。 

(3) ボランティアの受付、ボランティア活動の調整、活動拠点の確保、安全上の確保、被災地 

におけるニーズ等の情報提供等その他受け入れ態勢の整備に努める。 

 

２ 実施機関（責任者） 

実施機関 担当業務 

標茶町災害対策本部 1 ボランティア活動に対するニーズの把握 

2 ボランティア活動に対する情報の提供 

3 ボランティア活動に対する支援 

4 ボランティア活動に係る日本赤十字社北海道支部標茶地区（以下、本

節中「日赤地区」という）並びに町社会福祉協議会（以下、本節中

「町社協」という）との連絡調整 

5 自主防災組織、特定非営利活動法人その他の関係団体等との連絡調整 

6  標茶町災害ボランティアセンターの設置要請及び支援 

北海道 1 ボランティア活動に対する支援 

2 ボランティア活動に対する情報の提供 

3 ボランティア活動に係る日本赤十字社北海道支部（以下、本節中「日

赤県支部」という）及び北海道社会福祉協議会（以下、本節中「道社

協」という）との連絡調整 

4 道外ボランティアの受入に係る関係機関との連絡調整 

日本赤十字社 

北海道支部 

1 ボランティア活動に係る日赤地区との連絡調整 

2 ボランティア活動に係る北海道との連絡調整 

日本赤十字社 

北海道支部標茶地区 

1 ボランティア活動に係る標茶町との連絡調整 

2 ボランティアの受付・登録への協力、情報提供及び連絡調整 

北海道社会福祉 

 

協議会 

1 ボランティア活動に係る町社協との連絡調整 

2 ボランティア活動に係る北海道との連絡調整 

3 北海道内のボランティア関係団体との連絡調整 

4 北海道外ボランティアの受入に係る関係団体との連絡調整 
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標茶町社会福祉 

協議会 

1 標茶町災害ボランティアセンターの設置・運営及びボランティア受入 

2 ボランティア活動に係る町との連絡調整 

3 ボランティアの受付・登録・情報提供及び連絡調整 

その他ボランティア

団体（職域、職能

等）等 

1 ボランティア活動に係る日赤道支部、日赤地区、道協、町社協との 

連絡調整 

2 標茶町災害ボランティアセンターとの連携・協力 

【町本部の担当】 

  担  当             担 当 業 務 

保健福祉班 １ 町の被災状況および必要となるボランティア活動の把握 

２ ボランティア活動に係る日赤北海道支部標茶地区、 

町社協との連絡調整 

３ ボランティアの活動状況の把握 

 

３ 実施要領 
 
(1) ボランティアに対する協力要請 

ア 町本部長は、被災地において、ボランティアニーズの把握に努める。 
 イ 町本部長は、災害時において、ボランティアの協力が必要と認めた場合は、日赤道支部、日赤 

地区等、道社協、町社協と連携して、ボランティアに対して協力を要請する。 
 ウ 町本部長は、当該町のボランティアの他、さらに多くのボランティアを必要とする場合は、道 

本部長に対しての次の情報提供を行うとともに、当該情報を地域住民に提供し広く呼びかける。 
 
  ・ボランティアの活動内容及び人数等 
  ・ボランティアの集合日時及び場所 
  ・ボランティアの活動拠点 
  ・ボランティア活動に必要な装備、資器材の準備状況 
  ・その他必要な事項 

 

(2) ボランティアの受入れ 
  ア 町本部長は、社会福祉協議会、被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧＯ等のボランティア団体等 

と情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握し、連携 
のとれた支援活動を展開するよう努めるとともにボランティアを行っている者の生活環境につ 
いて配慮する。 

  イ ボランティアの受入れは、町社協が中心となって設置・運営を行う標茶町災害ボランティア 
センターが行うものとし、ボランティアに対し、次の事項についてオリエンテーションを行う。 

 
  ・ボランティア活動の内容 
  ・ボランティア活動の期間及び活動区域 
  ・ボランティア活動のリーダー等の氏名 
  ・ボランティア活動の拠点及び宿泊施設（場所） 
  ・被害状況、危険箇所等に関する情報 
  ・交通機関、医療機関、通信網等に関する情報 
  ・その他必要な事項 
 
 
(3) ボランティアの活動内容 
  ボランティアに期待される活動内容は、次の通りである。 
 

・炊き出し ・介助 ・物資仕分け ・移送サービス ・募金活動 
・引越し ・物資搬送  ・入浴サービス ・話し相手  
・負傷者の移送 ・安否確認、調査活動 ・理容サービス 
・シート張り ・後片付け ・給食サービス ・清掃  
・避難所の運営 ・洗濯サービス 
・その他、応急危険度判定、医療、無電等の専門知識、技術を生かした活動 

 

(4) ボランティア活動の継続、廃止等 
  町本部長は、災害の復旧状況やボランティアのニーズ・必要性等をふまえて、町社協と協議の上、 

ボランティア活動の規模や継続体制、標茶町ボランティアセンターの廃止等について決定するも 
のとする。 
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【ボランティア活動に係る連絡調整図】 

 

 

ボランティア受付・登録               情報提供             情報提供 

情報提供・需給調整情報収集             情報収集             情報収集 

                   活動支援             活動支援 

災害ボランティアセンター 

設置要請 

                    連携・協力            連絡・調整 

                                                        

連絡・調整                      連絡・調整 

                            

連絡・調整              連絡・調整 

連絡・協力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボランティア ・ 住民等 

 

 

 

道本部長 
 

町本部長 

 

 

設置運営・・・標茶町社会福祉協議会 

協力・・・日赤北海道支部標茶地区 

日赤北海道支部 

道社会福祉協議会 

ボランティア団体・自主防災組織 

特定非営利活動法人・その他の関係団体 

 

 

 

標茶町災害ボランティアセンター 
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第２２節  職員応援派遣計画 

 

 

 災害応急対策又は災害復旧対策のため必要があるときは、基本法第29条及び30条の規定により 

町長は、指定地方行政機関及び指定公共機関の長等に対し、職員の派遣又はあっせんを要請する 

ものとする。 

 

１ 要請権者 

  要請権者は、町長とする。なお、町長が職員の派遣を要請しようとするときは、知事又は当 

該市町村長にあらかじめ協議しなければならない。 

 

２ 要請手続等 

（１）職員の派遣要請をしようとするときは、次の事項を明らかにした文書をもって行うものと 

する。 

  ア 派遣を要請する理由 

  イ 派遣を要請する職員の職種別、人員数 

  ウ 派遣を必要とする期間 

  エ 派遣される職員の給与、その他の勤務条件 

  オ 前各号に掲げるもののほか職員の派遣について必要な事項 

（２）職員の派遣のあっせんを求めようとするときは、要請権者は次の事項を明らかにした文書 

をもって行うものとする。なお、職員の派遣のあっせんは、道知事に対し行うものである 

が、国の職員の派遣あっせんのみでなく地方自治法第 252条の17に規定する地方公共団体 

相互間の派遣についても含むものである。 

  ア 派遣のあっせんを求める理由 

  イ 派遣のあっせんを求める職員の職種別人員数 

  ウ 派遣を必要とする期間 

  エ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 

  オ 前各号に掲げるもののほか、職員の派遣のあっせんについて必要な事項 
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３ 派遣職員の身分取扱 

（１）派遣職員の身分取扱は、原則として職員派遣側（以下「派遣側」という｡)及び職員派遣受 

入側（以下「受入側」という｡)の双方の身分を有するものとし、したがって双方の法令、条 

例及び規則（以下「関係規定」という｡)の適用があるものとする。ただし、双方の関係規定 

に矛盾が生じた場合には、双方協議の上、決定する。また、受入側は、その派遣職員を定数 

外職員とする。 

（２）派遣職員の給与等の双方負担区分は、指定地方行政機関及び指定公共機関の職員について 

は、基本法第32条第２項及び同法施行令第18条の規定により、又地方公共団体の職員につい 

ては、地方自治法第252条の17の規定によるものとする。 

（３）派遣職員の分限及び懲戒は、派遣側が行うものとする。ただし､地方自治法第252条の17に 

規定する地方公共団体相互間の派遣については、双方協議のうえ決定するものとする。 

（４）派遣職員の服務は、派遣受入側の規定を適用するものとする。 

（５）受入側は、災害派遣職員に対し、災害派遣手当を支給することができる。 
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  第２３節 消防防災ヘリコプター 

       要請計画 

 

 

 災害時における消防防災ヘリコプターの要請についての計画は、次のとおりである。 

 

１ 基本計画 

 町は、町内において大規模な災害が発生し、迅速・的確な災害応急対策の実施のために必要 

がある場合は、「北海道消防防災ヘリコプター応援協定」の定めにより、広域的・機動的に活 

動できる消防防災ヘリコプターの有効活用を図る。 

 

２ 実施責任者 

消防防災ヘリコプターの出動要請は、町長が行うものとする。ただし、緊急の際で、町長 

が不在等の場合は、本部長の職務代理者が行う。 

 

３ 実施方法 

（１）要請の要件 

   町長は、町内に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、次の各号のいずれかに 

該当する場合は、知事に消防防災ヘリコプターの出動を要請する。 

  ア 災害が隣接する市町村に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

  イ 町の消防力等によっては災害応急対策が著しく困難な場合 

  ウ その他消防防災ヘリコプターによる活動が最も有効と認められる場合 

（２）要請方法 

   町から知事（防災消防課防災航空室）に対する要請は、電話により次の事項を明らかにし 

て行うとともに、速やかにファクシミリにより消防防災ヘリコプター緊急運航伝達票を提出 

する。 

  ア 災害の種類 

  イ 災害発生の日時及び場所並びに災害の状況 

  ウ 災害現場の気象状況 

エ 災害現場の最高指揮者の職・氏名及び災害現場との連絡方法 

  オ 消防防災ヘリコプターの離着陸場の所在地及び地上支援体制 

  カ 応援に要する資機材の品目及び数量 

  キ その他必要な事項 
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（３）要請先 

名             称 電話番号 ＦＡＸ番号 

北海道総務部危機対策局危機対策課防災航空室 011-782-3233 011-782-3234 

 

４ 消防防災ヘリコプターの活動内容 

  消防防災ヘリコプターは、次に掲げる活動で、ヘリコプターの特性を十分に活用することが 

でき、その他必要性が認められる場合に運航する。 

（１）災害応急対策活動 

  ア 被災状況調査などの情報収集活動 

  イ 救援物資、人員、資機材等の搬送 

（２）救急活動 

  ア 傷病者、医師等の搬送 

（３）救助活動 

  ア 被災者の救助・救出 

（４）火災防御活動 

  ア 空中消火 

  イ 消防隊員、資機材等の搬送 
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（５）広域航空消防防災応援活動 

 

 

消防防災ヘリコプター緊急運航要請フロー 

 

地震・風水害等の災害、事故   

林 野 火 災 
交 通 遠 隔 地 等 の 傷 病 者 

 

               通報                                    通報 

 

                                                                      空中消火 
                                                                      偵  察 
                                                                  救  助 

 

                 偵  察 
                 救急救助                    応援要請 
                 輸  送           ＴＥＬ・ＦＡＸ 

 

 

                      出動                              出動 

 

                                             報告 

 

 

 

 

 

５ ヘリコプター発着可能地（発着場所） 

  ヘリコプター発着可能地については「第５章 災害応急対策計画 第１３節 輸送計画」参 

照のこと。 

 

道  庁 

北  海  道 

防 災 航 空 室  

標茶町 

(消 防 機 関) 
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第２４節 広域応援計画 

 

 町及び消防機関は、地震等による大規模災害が発生した場合において、災害応急対策を実 

施するため、次のとおり他の市町村及び消防機関と相互に広域応援対策を講ずる。 

 

１ 実施機関 

  町及び消防機関 

 

２ 実施内容 

（１）町は、地震等による大規模災害が発生し、単独では十分に被災者の救援等の災害応急対策 

を実施できない場合は、「災害時における北海道及び市町村相互の応援に関する協定」に基 

づき、道及び他の市町村に応援を要請する。 

（２）町は、他の市町村との応援が円滑に行われるよう、「釧路市・釧路町・厚岸町・浜中町・ 

標茶町・弟子屈町･鶴居村･弟子屈町 釧路管内８市町村防災基本協定」に基づき、日頃から 

災害対策上必要な資料の交換を行うほか他の市町村との応援の受入れ体制を確立しておく。 

（３）釧路北部消防事務組合消防本部は、地震等による大規模災害が発生し、単独では十分に被 

災者の救援等の災害応急対策を実施できない場合は、北海道知事に緊急消防援助隊の応援を 

要請するほか、「北海道広域消防相互応援協定」に基づき、他の消防機関に応援を要請する。 

（４）釧路北部消防事務組合は、他の消防機関との応援が円滑に行われるよう日頃から災害対策 

上必要な資材の交換を行うほか、他の市町村との応援の受入れ体制を確立しておく。 

 

〔参考資料〕 

・災害時における北海道及び市町村相互の応援に関する協定 

・北海道広域消防相互応援協定 

・北海道消防防災ヘリコプター応援協定 
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第２５節 職員の動員計画 

 

 

 この計画は、災害の発生が予想される場合又は発生した場合、災害応急対策を迅速かつ的確に 

実施するために必要な要員の動員は、次に定めるところによる。 

 

１ 本部職員等に対する伝達方法 

（１）平常勤務時の伝達系統及び方法 

 本部設置基準に基づき、本部が設置された場合、本部長の指示により総務部長は各部長に 

対し、庁内放送により第１非常配備、或いは第２非常配備、更には緊急事態に備えて、本部 

全職員を待機させる第３非常配備体制を指令するものとする。 

 各部長は、所属職員に連絡をして指揮監督を行い、災害情報の収集、伝達、調査、その他 

の応急措置を実施する体制を整えるものとする。 

伝 達 系 統 図  （電話等） 

本 部 長 

（町長） 

 副 本 部 長 

（副町長） 

 総務対策部長 

( 総 務 課 長 ) 

 
各部班長 

 
班員(職員) 

         

      本 部 員   

（２）休日又は退庁後の伝達 

  ア 警備員による非常伝達 

    警備員は、次の情報を受信したときは、速やかに総務対策部長に連絡することとする。 

  （ア）災害発生の恐れのある気象情報等が関係機関から通報されたとき。 

  （イ）災害が発生し若しくは発生するおそれのある異常現象の通報があったとき。 

  イ 消防署からの非常伝達 

    消防署に同様の通報があった場合は、総務対策部長に連絡して必要な指示を受け必要 

に応じて関係部長に通知するものとする。 

 

484〔標茶防〕 



第５章  災害応急対策計画  第２５節 
 

警備員、による伝達系統図 

警 備 員 
 総務対策部長 

(総務課長)  関 係 課 長 
 

関 係 職 員 

 

 
本 部 員 

 

 

本 部 長 

（ 町 長 ） 

 副 本 部 長 

（副町長） 

 

総 務 班 員 

 

 

（３）職員の非常登庁 

   職員は、勤務時間外、休日等に登庁の指示を受けたとき、又は災害が発生しあるいは発生 

のおそれがある情報を察知したときは、災害の状況により所属の長と連絡のうえ、又は自ら 

の判断により登庁するものとする。 

 

２ 配備体制確立の報告 

  本部長の指示に基づき、各課長は所管に係わる配備体制を整えたときは、直ちに総務対策部 

長を通じて本部長に報告するものとする。 

 

３ 現場連絡員 

  現場の活動を円滑に行うため、必要により課長が指名する現場連絡員を置く。現場連絡員は、 

所属課長に報告し、指示を受け現場での指揮監督を行うものとする。 

 

４ 消防機関に対する伝達 

  本部が設置された場合、その配備体制について消防機関への伝達は、次の伝達系統により行 

うものとする。 

消防機関への伝達系統図 

本 部 長 

（ 町 長 ） 
→ 

副 本 部 長 

（副町長） 
→ 

総務対策部長 

(総務課長 ) 
→ 消 防 署 長 → 釧路北部消防事務組合 

         

        
消 防 団 長 

（消防団） 
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第２６節 災害救助法の適用と実施 

 

 災害救助法を適用し、同法に基づき実施する応急救助活動は本計画の定めるところによる。 

 

１ 実施体制 

  救助法による救助の実施は、知事が行う。 

  ただし、町長は知事から救助の実施について、個別の災害ごとに救助に関する事務の一部を 

委任された場合は、自らの判断責任において実施する。 

 

２ 救助法の適用基準 

  救助法による救助は、次に掲げる程度の災害が発生した町の区域において、当該災害にかか 

り現に救助を必要とする者に対して行う。 

適  用  基  準 適    用 

 

被害区分 

 

 

 

市町村の人口 

市 町 村 単 

独 の 場 合 

相当広範囲

な 場 合 (全 

道 2,500) 世

帯以上 

被害が全道にわ 

たり、12,000世

帯以上の住家が

滅失した場合 
住 家 滅 失 
世 帯 数 

住 家 滅 失 
世 帯 数 

 

5,000人以上 

15,000人未満 
40 20 

市町村の被害状 

況が特に救助を

必要とする状態 

にあると認めら 

れたとき。 

 

 
１ 住家被害の判定基準 
 ・滅失：全壊、全焼、流出 

住家が全部倒壊、流失、埋没、   
焼失したもの又は損壊が甚だしく、
補修により再使用することが困難で
具体的には、損壊、焼失又は流出し
た部分の床面積が、その住家の延床
面積の70％以上に達したもの、又は
住家の主要な要素の経済的被害を住
家全体に占める損害割合で表し、50
％以上に達した程度のもの。 

・半壊、半焼：２世帯で滅失１世帯   
に換算 
住家が損壊が甚だしいが、補修  

すれば元通りに再使用できる程度の
もので、具体的には損壊部分の床面
積が、その住家の延床面積の20～70
％のもの、又は住家の主要な構成要
素の経済的被害を住家全体に占める
損失割合で表し、20％以上50％未満
のもの。 

・床上浸水：３世帯で滅失１世帯に換
算 
 床上浸水、土砂の堆積等により、
一時的に居住することができない状
態となったもの。 

２ 世帯の判定 
(1) 生計を一にしている実態の生活単

位をいう。 
(2) 会社又は学生の寮等は、各々が独

立した生計を営んでいると認めら
れる場合、個々の生活実態に即し
判断する。 
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３ 救助法の適用手続き 

（１）町長は、災害が救助法の適用基準の何れかに該当し、又は該当する恐れがある場合には、 

直ちにその旨を釧路総合振興局長（以下「局長」という。）に報告しなければならない。 

（２）災害の事態が急迫し、知事による救助の実施を待ついとまがない場合は、町長は救助法の 

規定による救助を行い、その状況を直ちに局長に報告し、その後の処置について指示を受け 

なければならない。 

（３）局長は、町長からの報告又は要請に基づき、救助法を適用する必要があると認めたときは、 

直ちに適用することとし、その旨町長に通知するとともに、知事に報告する。知事は、局長 

から災害救助法の適用について報告があった場合は、直ちに告示するとともに、厚生労働大 

臣に報告しなければならない。 

 

４ 救助の実施と種類 

（１）救助の実施と種類 

 知事は、救助法適用市町村に対し、同法に基づき次に掲げるもののうち、必要と認める救 

助を実施するものとする。 

 なお、知事は、町長が実施した方がより迅速に災害に対処できると判断される次に掲げる 

救助の実施について町長へ個別の災害ごとに救助に関する事務を通知により委任する。 

救 助 の 種 類 実 施 期 間 実 施 者 区 分 

避難所の設置 ７日以内 町 

応急仮設住宅の供与 着工から20日以内 

対象者、対象箇所の選定～市町村

設置～道          

（ただし、委任したときは町） 

炊き出しその他による    

食品の給与 
７日以内 町 

飲料水の供給 ７日以内 町 

被服、寝具その他生活必需品

の給与又は貸与 
10日以内 町 

医  療 14日以内 
医療班～道・日赤道支部    

（ただし、委任したときは町） 

助  産 分娩の日から７日以内 
医療班～道・日赤道支部   

（ただし、委任したときは町） 

災害にかかった者の救出 ３日以内 町 

住宅の応急修理 １か月以内 町 
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 学用品の給与 
教科書等 １か月以内 

文房具等 15日以内 

町 

町 

 埋  葬 10日以内 町 

 死体の捜索 10日以内 町 

 死体の処理 10日以内 町・日赤道支部 

 障害物の除去 10日以内 町 

 生業資金の貸与  現在運用されていない 

 

（注）期間については、すべて災害発生の日から起算することとし、厚生労働大臣の承認を得て 

実施期間を延長することができる。 

（２）救助に必要とする措置 

 知事は、救助を行うため必要とする場合における関係者に対する従事命令、協力、物資の 

収用、立入検査等を、その緊急の限度においてそれぞれ救助法及び同施行令、規則ならびに 

細則の定めにより公用令書その他所定の定めにより実施するものとし、同法第23条の２、第 

23条の３により行う指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長が公用令書等によって行う 

職務について相互に協力をしなければならない。 

 

５ 基本法と救助法の関連 

   基本法の定めるところによる災害について、救助法が適用された場合における救助事務の取 

扱いについては、救助法の適用時期等によりその責任を明らかにしなければならない。 
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第６章  地震災害対策計画 

 

 

第１節  地震の想定 

 

 地震による災害が発生した場合、又は発生する恐れのある場合における応急対策計画は、次に 

定める計画によるものとする。 

 

１ 組織及び活動 

（１）災害対策本部の設置 

   町長は、次の基準の一に該当すると認めるときは、災害対策基本法第２３条の規定に基 

  づき、災害対策本部を設置し、災害応急対策を実施する。 

災  害  対  策  本  部  設  置  基  準 

１ 町内に震度５弱以上の地震が発生したとき 

 ２ 町内に地震による大規模な被害が発生したとき又は発生するおそれがあるとき 

（２）配備体制 

   関係機関は、本部が設置されると標茶町地域防災計画第２章第２節「標茶町防災対策本 

部」に定められているところにより、直ちに配備体制を取るが、特に休日、勤務時間外にお 

いてこれら非常事態が発生した場合及び有線電話が途絶した場合は、職員は非常連絡を受け 

るまでもなく速やかに登庁し、それぞれの部署に就くものとする。 

（３）活動 

   各班は、標茶町地域防災計画第２章第２節に基づきそれぞれの活動を開始するものとする。 
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第２節  災害予防計画 

 

 

１ 地震に強いまちづくり推進計画 

 

 町及び関係機関は、建築物、土木構造物、通信施設、ライフライン施設、防災関連施設など 

構造物、施設の耐震性を確保するため、地盤状況の把握など地震に強いまちづくりを推進する。 

（１）建築物の耐震、不燃化の推進 

  ア 町及び防災関係機関の施設管理者は、不特定多数の者が使用する公共施設及び防災上の 

拠点となる役場や学校、医療機関など応急対策上重要な施設の耐震性の確保を推進する。 

  イ 町は、不特定多数の者が利用する店舗及び住宅など建築物の耐震性の確保を促進するた 

め、基準順守の指導等に努める。 

  ウ 町は、既存建築物の耐震診断・耐震補強等を促進するとともに、建築物の落下物対策及 

びブロック塀等の安全化を図る。 

（２）主要交通の強化 

  ア 町及び防災関係機関は、主要な道路の整備に当って耐震性の強化や多重性・代替性を考 

慮した耐震設計やネットワークの充実に努める。 

（３）通信機能の強化 

  ア 町は、道及び防災関係機関との情報連絡に必要な通信施設の整備に努めるとともに、耐 

震設計や情報ネットワークの充実に努める。 

（４）ライフライン施設等の機能の確保 

  ア 町及びライフライン事業者は、上下水道、電気、電話等のライフライン施設及び灌漑用 

   水、営農雑用水、工業用水等の確保を図るため、主要施設の耐震化、又は、震災後の復旧 

   体制の整備、資機材の備蓄等について防災協定に基き実施に努める。 

  イ 町は、自ら保有するコンピューターやデータのバックアップ対策を講じるものとする。 

 

２ 土砂災害予防計画 

 

  「第４章 災害予防計画 第４節 土砂災害対策計画」を準用する。 
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３ 雪害対策計画 

 

  「第４章 災害予防計画 第２節 雪害対策計画」を準用する。 

 

４ 消防計画 

 

 地震に起因して発生する多発火災及び大規模火災を防止するため、地震時における出火の未 

然防止、初期消火の徹底など、火災予防の指導及び消防力の充実に努めるとともに、初期段階 

で重要となる地域住民、事業所等による初期消火、救出能力の向上を図るための計画は､｢第４ 

章 災害予防計画 第６節 消防計画」の定めるところにより行うものとする。 

 

５ 建築物等災害予防計画 

 

  地震災害から建築物等を守るための計画は、次のとおりとする。 

（１）住宅等の防災対策計画 

  ア 市街地に建設する住宅及び商店の構造は、地震災害を考慮した耐震性と不燃性の推進を 

図る。 

  イ 木造建築物について、延焼のおそれのある外壁等の不燃化の促進を図る。 

  ウ 既存建物で現行の建築基準法に規定されている耐震性能を有しないものは、耐震診断及 

び耐震改修の促進を図る。 

  エ 市街地の主要道路及び歩道に近接する既存ブロック塀等にあっては、点検、補強の指導 

を行うとともに、新たに施工する場合は、施工基準の順守を図る。また、自動販売機等 

についても、既存、新設を問わず倒壊を防止するための処置の促進を図る。 

 

６ 防災訓練計画 

 

  地震に対する防災訓練は､｢第４章 災害予防計画 第８節 防災訓練計画」によることとす 

るが特に、次の訓練を重点項目とする。 

（１）訓練の実施 

  ア 消火訓練 

    消防機関の出動及び指揮系統の確立 

イ 避難訓練 

    避難の指示・伝達方法、避難の誘導、避難者の把握 
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  ウ 救出、救助訓練 

    被災地、被災家屋等からの救出及び救護の連携、医療機関との連携 

（２）民間団体等の連携 

  ア 町及び防災関係機関は自主防災組織、ボランティア及び地域住民等と連携した訓練を実 

施する。 

 

７ 防災知識普及計画 

 

  「第４章 災害予防計画 第９節 防災知識普及計画」を準用する。 

 

８ 避難計画 

 

 避難計画については､｢第５章 災害応急対策計画 第３節 避難救出計画」に定めるものの 

ほか、避難場所、救出方法については、災害時において最も安全かつ適切な方法により行うも 

のとする。 

（１）避難の勧告及び指示の周知徹底を図る。 

（２）避難所の設定 

（３）避難経路の確保を図る。 

（４）被災者の誘導迅速化を図る。 

（５）被災による負傷患者の避難対策と医療対策の徹底を図る。 

 

９ 自主防災組織等の育成 

 

  「第４章 災害予防計画 第10節 自主防災組織の育成等に関する計画」を準用する。 

 

10 災害時要支援者対策計画 

 

  「第４章 災害予防計画 第11節 災害時要支援者対策計画」を準用する。 

 

11 積雪・寒冷対策計画 

 

  積雪・寒冷期において、地震が発生した場合、他の季節に比べて、積雪による被害の拡大や 

避難路、避難場所の確保等に支障を生じることが懸念されるため、町及び防災関係機関は、次 

により積雪・寒冷期における地震災害の軽減に努めるものとする。 
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（１）積雪対策の推進 

  ア 積雪時における地震対策として、恒常的な除排雪体制の確立に努める。 

  イ 町及び防災関係機関は「北海道雪害対策実施要綱」に基づく相互に連携協力して、雪対 

策と雪害の防止に努める。 

（２）交通の確保 

  ア 地震発生時の緊急輸送等の災害応急対策を円滑に実施するため、道路交通の確保に努め 

る。 

  イ 国道、道道、町道の整合のとれた除雪体制を強化するため、相互の緊密な連携の下に道 

路交通の確保に努める。 

  ウ 道路管理者は、それぞれ管理する道路について、冬期交通に支障となる箇所について、 

改良及び防雪柵等適切な施設を設置する。 

（３）家屋倒壊防止 

  ア 町長は、積雪時の地震に対し、住宅の耐震性を確保するため、屋根雪荷重による被害の 

増大を防ぐため、雪の除去等の指導に努める。 

  イ 屋根雪処理を自力で不可能な世帯に対し、ボランティアの協力や、町内会等の相互扶助 

体制の確立を図る。 

（４）避難場所、避難路の確保 

  ア 町及び防災関係機関は、避難所及びこれに通ずる道路の確保に努める。 

（５）寒冷対策 

  ア 避難施設における暖房等について、電源を要しない暖房器具や燃料及び防寒具等の備蓄 

に努める。 

 

12 食料等の調達・確保及び防災資機材等の整備 

（１）食料等の確保 

  ア 町は、あらかじめ「第５章第４節 食糧供給計画」に基き、備蓄、調達体制を整備し、 

災害時における食料の確保に努める。 

  イ 町は、応急飲料水の確保及び応急給水資機材の整備に努める。 

  ウ 町は、防災週間や関連行事を通じて住民に対し最低３日間、推奨１週間の食料及び飲料

水の備蓄に努めるよう啓発を図る。 

（２）防災資機材の整備 

  ア 町は、災害時に必要とされる資機材の整備充実を図るとともに、積雪・寒冷期における 

暖房器具等の整備に努める。 

（３）備蓄倉庫の整備 

   町は、防災資機材の備蓄倉庫の整備に努める。 
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13 住民の心構え 

 

  自主防災組織の育成等、阪神・淡路大地震の経験を踏まえ地震（津波）災害発生時の被害軽 

減を図るため、「自らの身の安全は自らが守る」のが基本であるとの自覚を持ち、平常時から 

災害に対する心構えを心がけるとともに、災害時に自ら身の安全を守るよう行動することが重 

要である。 

  地震発生時に家庭または職場において、個人または共同で、人命の安全を第一として被害の 

発生を最小限に止めるため必要な措置をとるものとする。 

（１）家庭における措置 

  ア 平常時の心得 

  （ア）地域の避難場所及び家庭との連絡方法を確認する。 

  （イ）がけ崩れに注意する。 

  （ウ）建物の補強、家具を固定する。 

  （エ）火気器具の点検や火気周辺の可燃物に注意する。 

  （オ）飲料水や消火器の用意をする。 

  （カ）非常用食糧、救急用品、非常時持出用品を準備する。 

  （キ）地域の防災訓練に進んで参加する。 

  （ク）隣近所と地震時の協力について話し合う。 

  イ 地震発生時の心得 

  （ア）まずわが身の安全を図る。 

  （イ）すばやく火の始末をする。 

  （ウ）火が出たらまず消火する。 

  （エ）あわてて戸外に飛び出さず出口を確保する。 

  （オ）狭い路地、塀のわき、がけ、川べりには近寄らない。 

  （カ）山崩れ、がけ崩れ、浸水に注意する。 

  （キ）避難は徒歩で、持物は最小限にする。 

  （ク）みんなが協力しあって、応援救護を行う。 

  （ケ）正しい情報をつかみ、流言飛語に惑わされず、余震を恐れない。 

  （コ）秩序を守り、衛生に注意する。 

（２）職場における措置 

  ア 平常時の心得 

（ア）消防計画、予防規程などを整備し、各自の役割を明確にすること。 

  （イ）消防計画により避難訓練を実施すること。 

  （ウ）とりあえず身を置く場所を確保し、ロッカー等重量物の転倒防止措置をとること。 

  （エ）重要書類等の非常持出品を確認すること。 

  （オ）不特定かつ多数の者が出入りする職場では、入場者の安全確保を第一に考えること。 
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イ 地震発生時の心得 

  （ア）すばやく火の始末をすること。 

  （イ）職場の消防計画に基づき行動すること。 

  （ウ）職場の条件と状況に応じ、安全な場所に避難すること。 

  （エ）正確な情報を入手すること。 

  （オ）近くの職場同士で協力しあうこと。 

  （カ）エレベーターの使用は避けること。 

  （キ）マイカーによる出勤、帰宅等は自粛すること。また、危険物車両等の運行は自粛する

こと。 

    町は、上記の防災知識の普及を図るものとする。 
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第３節  災害応急対策計画 

 

 

 地震災害による被害の拡大を防止するため、町及び防災関係機関は、それぞれの計画に基づく 

応急対策の実施と、関係機関の連携を密にして被害の防止に努める。 

 

１ 応急活動体制 

 

（１）災害対策本部の設置 

   地震による災害（少なくとも家屋、家具、器物に被害が見受けられる地震。概ね震度５ 

以上）が発生し又は発生するおそれがある場合は、町計画の定めるところにより災害対策 

本部を設置し、状況によっては他の市町村、道及び防災関係機関の協力を得て、応急活動 

を実施するものとする。 

   なお、町役場庁舎の破損及び火災による延焼が予想される場合は、防災施設有線電話を有 

している建物に仮移転する。 

（２）配備体制 

 関係機関は、本部が設置されると第２章第２節「標茶町災害対策本部」に定められるとこ 

ろにより直ちに配備体制を取るが、特に休日、勤務時間外においてこれらの非常事態が発生 

した場合及び有線電話が途絶した場合は、職員は、非常連絡を受けるまでもなく速やかに登 

庁し、それぞれの部署に就くものとする。 

（３）活 動 

 各部は、町計画第２章第２節に基づきそれぞれの活動を開始するものとする。 

 特に標茶町消防団にあっては、地震災害による被害の拡大防止を図るものとする。 

 

２ 災害広報計画 

 

 地震災害に関する情報の収集・伝達については、災害が発生した直後から住民の行動計画に 

欠く事のできない重要なことから「第３章 災害情報通信計画 第４節 災害情報等の報告、 

収集及び伝達計画」によるもののほか、次に記載する事項により対処する。 

（１）地震情報の収集 

  ア 地震情報の収集は、一般公共のテレビ、ラジオのほか、北海道総合行政ネットワークに 

よる情報等による標茶町に最も的確なる情報を収集する。 
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  イ 情報の収集にあたっては、震度、震源、地震回数、その後の余震の予測などに重点を置 

く。 

  ウ 地震発生後の町内の状況把握については「第２章 防災組織 第２節 災害対策本部」 

に準じて、職員がそれぞれ初期行動により地域の被災等を把握する。 

  エ 町内の各地域の状況把握は、電話による問合せのほか、電話途絶時には防災行政無線 

（移動局)等で現地より収集する。 

（２）地震情報の伝達 

  ア 町内住民及び各地域への地震情報伝達は、各種伝達手段により、伝達する。 

  イ 非常時の情報伝達の万全を期するため、町内各戸に無線等の受信機の普及促進を図る。 

（３）通信連絡施設の活用 

   通信連絡は「第３章 災害情報通信計画 第３節 災害通信計画」に定めるもののほか、 

防災関係機関との連携により、それぞれの施設を最大限活用する。 

  ア 有線電話途絶時の通信・連絡は、ＮＴＴ無線、消防無線、警察無線、自衛隊無線、防災 

行政無線等を活用する。 

  イ 地震時の通信については、停電を考慮して発電機による電力供給をするなど、無線電話 

の確保と無線設備の安全確保を図る。 

  ウ 通信機関が全体的に使用不能状況の場合は、所定の申請手続により、道にヘリコプター 

の要請及び車両等を現地に派遣して通信連絡体制を図る。 

  エ 災害の状況を把握するため、連絡員を現地に派遣し、本部及び報道機関との連絡調整に 

当てる。 

（４）広報活動 

 広報活動は、災害時の住民不安を和らげる被災者の対策に大きな役割を担うため、「第５ 

章 災害応急対策計画 第２節 災害広報計画 ２災害情報等の発表方法」を基本とする。 

 広報車等によって周知する内容は、町及びその周辺に被害の発生がある場合には、札幌管 

区気象台発表の地震情報を受けて災害の規模に応じ内容等を精査し広報する。主なものは、 

次のとおりとする。 

  ア 避難所について（避難場所の位置、経路等） 

  イ 交通、通信状況（交通機関の運行状況、不通場所、開通見込み日時） 

  ウ 火災状況（発生場所） 

  エ 電気、水道等公益事業施設状況（被害状況、復旧状況、注意事項） 

  オ 医療救護所の状況 

  カ 給食、給水実施状況（供給日時、場所、種類、量、対象者等） 

  キ 衣料、生活必需品等供給状況（供給日時、場所、量、対象者等） 

  ク 河川、土木施設状況 
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  ケ 住民の心得等、民生の安定及び社会秩序保持のための必要事項 

  コ 広報の方法については、本節によるほか､｢第５章 災害応急対策計画 第２節 災害広 

報計画」による。 

 

３ 地震火災等対策計画 

 

  大地震が発生した場合には、建物等の倒壊をはじめ、火災の同時多発や、特に市街地では 

延焼拡大など多大な人的、物的被害が予測される。 

  このため、被災地の地元住民や防災組織等は初期消火及び延焼拡大の防止に努めるため、 

消火活動に関する計画を次のとおり定める。 

（１）消防活動体制の整備 

   町は、地域の地震災害を防御し、被害を軽減するため､｢第４章第６節 消防計画」を基本 

とする応急消防活動、その他消防活動の実施体制について、十分に検討を行い整備する。 

（２）火災発生、被害拡大危険区域の把握 

   町は、地震による火災発生及び拡大を防止するため、あらかじめ危険区域を把握し、災害 

応急活動の円滑な実施に資する。 

  ア 住宅密集地域の火災危険区域 

  イ 消防活動に有効な進入路 

  ウ 崖くずれ、崩落危険区域 

  エ 特殊火災危険区域（危険物、ガス等） 

（３）相互応援協力の推進 

   消防活動が円滑に行われるよう釧路北部消防組合管内署及び各署相互の連携及び近隣市町 

村の協力関係を図る。 

（４）地震火災消火対策 

   大地震時における火災の消火及び住民救出活動の適切かつ効果的な実施を図るための基本 

的な事項を次のとおり定める。 

  ア 消防職員等の確保 

 住宅密集地域における火災の多発などにより、集中的消火活動の困難性や消防装備が破 

壊され、搬出不能などを考慮し消防職員、団員の招集及び町一般職の各分担的出動の徹底 

を図る。 

  イ 消火水利の確保 

 地震時の水道施設の停止や水道管の破損等により、消火栓が使用不能となる場合を考慮 

し、防火水槽、配水池、河川水等多角的な水利確保に努める。 

  ウ 初期消火の徹底 
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 住民に対し、平素から地震時の火気の取締りと初期消火の重要性を十分に認識させるた 

め、事前啓発の徹底に努める。 

  エ 応急救出活動 

    震災時に倒壊した家屋内での住民、特に高齢者、障害者等の救出は、初期消火とともに 

重要な活動であり、並行して行われる初期活動であることから防災機関及び地域住民が、 

あらかじめ災害時要支援者の住居等を把握する。また、災害時にはこれら対象者の安否の 

確認を急務とする。 

 

４ 避難救出計画 

 

  避難対策については､｢第５章 災害応急対策計画 第３節 避難救出計画」を基本とする。 

 

５ 救助、救出計画 

 

  救助、救出計画については､｢第５章 災害応急対策計画 第３節 避難救出計画｣の第２項 

（救出計画）及び「第４節 食糧供給計画」､「第５節 衣料、生活必需品等物資供給計画」､ 

「第６節 給水計画」、「第８節 医療及び助産計画」､「第１６節 住宅対策計画｣､「第８章 

救急医療対策計画」を基本とする。 

 

６ 食糧供給計画 

 

 地震災害による被災者及び災害応急対策の従事者等に対する食糧供給に関する計画は、「第 

５章 災害応急対策計画 第４節 食糧供給計画」に定めるところによる。 

 

７ 衣料、生活必需品等供給計画 

 

 災害時における被災者に対する被服、寝具、その他生活必需品の給与並びに物資の供給に関 

する計画は､｢第５章 災害応急対策計画 第５節 衣料・生活必需品等物資供給計画」に定め 

るところによる。 

 

８ 住宅対策計画 

 

 地震災害により住宅を失い、又は破損のため住居ができなくなった世帯に対する応急仮設 

住宅の建設、住宅の応急修理に関する計画は､｢第５章 災害応急対策計画 第１６節 住宅 

対策計画」に定めるところによる。 
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９ 給水計画 

 

 地震発生に伴う水道施設の損壊により、生活用水の供給が困難となった場合の応急給水は、 

「第５章 災害応急対策計画 第６節 給水計画」に定めるところによる。 

 

10 生活関連施設対策計画 

 

 地震の発生に伴う各種災害のうち、生活に密着した施設（水道、下水道、電気、通信及び放 

送施設等）が被災し、水、電気等の供給が停止した場合は、生活の維持に重大な支障が生じる。 

  これら各施設の応急復旧についての計画は、次のとおりとする。 

（１）水道施設 

  ア 水道班は、地震災害により被災した水道施設の応急復旧及び飲料水の確保に対処するた 

め、直ちに必要な人員、車輌の確保、動員体制及び情報連絡体制を確立し、被害の軽減と 

迅速かつ的確な応急対策を行うものとする。 

  イ 地震災害により水道施設に被害を生じた場合は、その被害状況及び復旧見込等について 

広報を実施し、住民の不安解消を図るとともに、応急復旧までの対応についての周知を図 

るものとする。 

（２）下水道施設 

  ア 水道班は、地震災害により被災した下水道施設の応急復旧に対処するため、直ちに必要 

な人員、車輌の確保、動員体制及び情報連絡体制を確立し、雨水、汚水の疎通に支障のな 

いように速やかに応急対策を行うものとする。 

  イ 地震災害により下水道施設に被害を生じた場合は、その状況及び復旧見込み、排水不能 

地区における使用自粛等の広報を実施し、住民の生活排水に関する不安解消を図るものと 

する。 

（３）電気 

  ア 北海道電力㈱釧路支店弟子屈営業所は、地震災害により被災した施設の応急復旧につい 

ての計画を定めておくほか、地震の発生に際してこの計画に基づき直ちに被害状況（停電 

の状況）の調査、施設の点検を実施し、施設に被害があった場合は二次災害の発生を防止 

するとともに、速やかに応急復旧を実施し、早期に停電の解消に努める。 

  イ 地震災害により電力施設に被害があった場合は、感電事故、漏電による出火の防止及び 

電力施設の被害状況(停電の状況)、復旧見込み等について、テレビ、ラジオなどの報道機 

関や広報車を通じて広報し、住民の不安の解消に努める。 
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（４）電話 

ア ＮＴＴ東日本釧路営業支店及びＮＴＴドコモ北海道釧路営業所は、地震災害により被災 

した施設の応急復旧についての計画を定めておくほか、地震の発生に際してこの計画に基 

づき直ちに被害状況（不通の状況）の調査、施設の点検を実施するとともに、被害があっ 

た場合又は異常輻輳等の事態の発生により通信が困難になったり、通信が途絶するような 

場合においても、最小限度の通信を確保するため、速やかに応急復旧を実施し、通信の確 

保に努める。 

イ 地震災害により通信施設に被害があった場合は、テレビ、ラジオなどの報道関係の協力 

を得て、通信施設の被害状況、電話等の通信状況について広報するとともに、被災地への 

電話の自粛について理解と協力を求めるなど、住民の不安解消に努める。 

（５）放送 

 地震災害時における放送の途絶は、災害応急復旧活動の阻害要因となるとともに、被災地 

及び被災住民に対する情報の提供を欠き、社会的混乱を生ずるおそれがあるなど影響が大き 

い。ＮＨＫなどの放送機関は、地震災害により被災した施設の応急復旧についての計画を定 

めておくほか、地震の発生に際しては、放送施設、設備の被災調査、点検を実施し、施設に 

被害があった場合は、速やかに応急復旧を実施するなどして、放送が途絶えないよう努める。 

 

11 医療及び助産計画 

 

 地震災害時における医療及び助産の実施は､｢第５章 災害応急対策計画 第８節 医療及び 

助産計画｣に定めるところによる。 

 

12 防疫計画 

 

 地震災害時における被災地の防疫に関する計画は､｢第５章 災害応急対策計画 第９節 防 

疫計画」に定めるところによる。 

 

13 廃棄物処理等計画 

 

 地震災害時における被災地の廃棄物処理、死亡獣畜、放浪犬の処理等の業務に関する計画は､ 

「第５章 災害応急対策計画 第10節 清掃計画」に定めるほか、次のとおりとする。 

（１）被災地の廃棄物の処理は町が実施するが、倒壊家屋等の災害廃棄物の発生、廃棄物処理施 

設の被災等により、町のみで適正に処理することが困難な場合は、近隣市町村及び道に応援 

を求め実施するものとする。 

（２）町長は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第６条の２第１項 
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及び同法施行令（昭和46年政令第300号)第３条に規定する基準に従い所要の措置を講ずるも 

のとする。 

 

14 行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画 

 

 地震災害により行方不明になった者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬の実施に関する計 

画は､｢第５章 災害応急対策計画 第11節 行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬 

計画｣に定めるところによる。 

 

15 災害警備及び交通応急対策計画 

 

 地震災害においての地域住民の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序を維持する 

ために必要な警戒、警備及び道路交通等の混乱を防止し、消防、避難、救助、救護等の応急対 

策活動を迅速に実施するための道路交通等の確保に関する計画は､｢第５章 災害応急対策計画 

第18節 災害警備計画｣に定めるところによる。 

 

16 輸送計画 

 

 地震災害において、災害応急対策、復旧対策等に万全を期すため、住民の避難、災害対策要 

員の移送及び救出のための資機材、物資の輸送を迅速・確実に行うための計画は、「第５章 

災害応急対策計画 第13節 輸送計画」に定めるところによる。 

 

17 被災建築物安全対策計画 

 

 被災建築物による二次災害を防止するため、地震により被災した建築物等の当面の使用の許 

可の可否を判定し、所有者等に知らせる応急危険度判定の実施に関する計画は、次のとおりで 

ある。 

（１）応急危険度判定の活動体制 

   道及び町（建設班）は、関係団体の協力を得て、応急危険度判定士による被災建築物の応 

急危険度判定を実施する。 
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       被害状況報告        判定士のチーム編成・活動 

 

   判定士の派遣要請               判定結果の報告動 

 

 

       派遣要請            派遣要請 

                               （活動体制） 

 

（２）応急危険度判定の基本的事項 

  ア 判定対象建築物 

 原則として、全ての被災建築物を対象とするが、被害の状況により判定対象を限定する 

ことができる。 

  イ 判定開始時期、調査方法 

 地震発生後、できる限り早い時期に、主として目視により被災建築物の危険性について、 

木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造の構造種別ごとに調査表により行う。 

  ウ 判定の内容、判定結果の表示 

 被災建築物の構造等の危険性を調査し、「危険」、「要注意」、「調査済｣の３段階で判定を 

行い、３色の判定ステッカー（赤「危険」、黄「要注意」、緑「調査済」）に対処方法等の 

所要事項を記入し、当該建築物の出入り口等の見やすい場所に貼付する。 

    なお、３段階の判定の内容については、次のとおりである。 

危 険 ： 建築物の損傷が著しく、倒壊等の危険性が高い場合であり、使用及び立ち入 

りができない。 

要注意 ： 建築物の損傷が認められるが、注意事項に留意することにより立ち入りが可 

能である。 

調査済 ： 建築物の損傷が少ない場合である。 

  エ 判定の効力 

    所有者に対し、行政機関による情報の提供である。 

  オ 判定の変更 

 応急危険度判定は応急的な調査であること、また、余震等で被害が進んだ場合、あるい 

は適切な応急補強が行われた場合には、判定結果が変更されることがある。 

 

  北海道建築士会 

 など建築関係団体 

 

 判 

 定 

 士 

 

 
 
 
 

 

道 

 

 

 

 

標茶町 

  
被 災 現 場 

 
判 定 活 動 
必要な措置 
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18 文教対策計画 

 

 地震によって、児童生徒の安全確保や通常の教育活動に支障をきたした場合の応急対策に関 

する計画は､｢第５章 災害応急対策計画 第15節 文教対策計画」に定めるほか、学校管理者 

は次のとおり行うものとする。 

（１）災害発生時に迅速かつ適切な対応を図るために、各学校では平素から災害に備え職員等 

の任務の分担、相互の連携、時間外における職員の参集等についての体制を整備するもの 

とする。 

（２）在校中の児童生徒の安全を確保するため、児童生徒に防災上必要な安全教育や防災訓練 

等を行うとともに、災害発生時には地震の規模、状況に応じ児童生徒の安全確保のため、 

迅速かつ適切な指示と誘導を行うものとする。 

（３）文教施設、設備等を災害から防護するため、定期的に安全点検を行い、危険箇所あるい 

は要補修箇所の早期発見に努めるとともに、これらの改善を図るものとする。 

 

19 自衛隊災害派遣要請計画 

 

 地震災害に際し、人命又は財産の保護のため必要がある場合には、自衛隊法83条の規定によ 

り部隊等の災害派遣を要請する計画については､｢第５章 災害応急対策計画 第20節 自衛隊 

派遣要請計画｣に定めるところによる。 

 

20 防災ボランティア活用計画 

 

 地震による大規模な災害が発生したときに、災害応急対策を迅速・的確に実施する上で必要 

な人員を確保するため、各種ボランティア団体等の活用に関する計画は､｢第５章 災害応急対 

策計画 第21節 防災ボランティアとの連携活用｣に定めるところによる。 

 

21 消防防災ヘリコプター要請計画 

 

 地震災害における消防防災ヘリコプターの要請についての計画は､｢第５章 災害応急対策計 

画 第23節 消防防災ヘリコプター要請計画｣に定めるところによる。 

 

22 広域応援計画 

 

 町及び消防機関は、地震等による大規模災害が発生した場合において、災害応急対策の実施 

に関する計画は、「第５章 災害応急対策計画 第24節 広域応援計画」を準用する。 
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第７章  事故災害対策計画 

 

 

 社会・産業の高度化、複雑化、多様化に伴い、高度な交通・輸送体系の形成、多様な危険物等 

の利用の増大、トンネル、橋梁など道路構造の大規模化等が進展している。 

 この様な社会構造の変化により、航空災害、道路災害、危険物等災害、大規模な火事災害、林 

野火災など大規模な事故による被害についての防災対策の一層の充実強化を図るため、次のとお 

りそれぞれの事故災害について、応急対策を定める。 

 

 

第１節  航空災害対策計画 

 

 

１ 情報通信 

 

 航空災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は､｢第３ 

章 災害情報通信計画」によるほか、この計画の定めるところによる。 

（１）情報通信連絡系統 

   情報通信連絡系統は、別記のとおりとする。 

（２）実施事項 

  ア 町は、災害発生時に、直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保するものとする。 

  イ 町は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について、迅速に他の関係機関 

に連絡するものとする。 

  ウ 町は、関係機関との緊密な情報交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調整等を 

行うものとする。 

 

２ 災害広報 

 

  災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより、混乱の防止を図る 

ため、被災者の家族、地域住民等情報を必要としている者に対して行う災害広報は、「第５章 

 第２節 災害広報計画」の定めによるほか、次により実施するものとする。 

（１）実施機関 

町長は、関係機関と連携を図り、災害広報を行うものとする。 
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（２）実施事項 

  ア 被災者の家族等への広報 

 被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整え、被災者の家族等に役立つ次 

の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するものとする。 

  （ア）各事故災害の状況 

  （イ）家族等の安否情報 

  （ウ）医療機関等の情報 

  （エ）関係機関等の災害応急対策に関する情報 

  （オ）その他必要な事項 

  イ 地域住民等への広報 

 関係機関と連携を図り、報道機関を通じ、又は広報車の利用及び広報板の掲示等により、 

次の事項について広報を実施するものとする。 

  （ア）各事故災害の状況 

  （イ）被災者の安否情報 

  （ウ）医療機関等の情報 

  （エ）関係機関等の災害応急対策に関する情報 

  （オ）避難の必要性等地域に与える影響 

  （カ）その他必要な事項 

 

３ 応急活動体制 

 

（１）災害対策組織 

 町長は、航空災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、その状況に応じて応援活動 

体制を整え、その地域に係る災害応急対策を実施する。 

（２）災害（事故）対策現地合同本部の設置 

 道地域防災計画の「災害（事故）対策現地合同本部設置要綱」に基づき、現地合同本部が 

設置され、本部員として派遣要請があった場合は、町長が指名した職員を本部員として現地 

合同本部に常駐させ、応急対策にあたるものとする。 

 

４ 捜索活動 

 

 航空機事故の捜索活動は、東京救護調整本部を通じて、各関係機関と密接に協力の上、実施 

するものとする。 
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５ 災害拡大の防止 

 

 危険物等による災害は、災害の拡大防止を図るため、爆発性・引火性・有毒性等の性状を十 

分把握し、事業者に対する応急措置命令等適切な応急対策を講ずるものとする。 

 

６ 救助救出及び医療救護活動等 

 

 事故災害時における救助救出活動及び医療救護活動については､｢第５章第３節 避難救出計 

画｣､「第８章 救急医療対策計画」の定めるところにより、実施するものとする。 

 

７ 消防活動 

 

 事故災害時における消防活動については､｢第４章第６節 消防計画」の定めにより実施する 

ものとする。 

 

８ 避難措置 

 

 人命の安全を確保するため､｢第５章第３節 避難救出計画」の定めるところにより実施する 

ものとする。 

 

９ 行方不明者の捜索及び遺体の収容 

 

 行方不明者の捜索及び遺体の収容等は､｢第５章第１１節 行方不明者の捜索及び遺体の収容 

処理並びに埋葬計画｣の定めるところにより実施するものとする。 

 

10 交通規制 

 

 災害の拡大防止及び交通の確保のため､｢第５章第１８節 災害警備計画」の定めるところに 

より必要な交通規制を実施するものとする。 

 

11 防疫及び廃棄物処理等 

 

 事故災害時における防疫及び廃棄物処理等については､｢第５章第９節 防疫計画｣及び「第 

５章第１０節 清掃計画」の定めるところにより実施するものとする。 
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12 自衛隊派遣要請 

 

 事故災害時における自衛隊派遣要請については､｢第５章第２０節 自衛隊派遣要請計画｣の 

定めるところにより実施するものとする。 

 

13 広域応援 

 

 事故災害の規模により、町単独では十分な災害対策を講じることができないときは、「第５ 

章第24節 広域応援計画」の定めるところにより、職員の派遣を要請し、また､｢災害時におけ 

る北海道及び市町村相互の応援に関する協定」に基づき、応援を要請するものとする。 
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別 記 

情報通信連絡系統図 

１ 発生地点が明確な場合 

発  見  者 
 弟子屈警察署 

標茶 駐在所 
 釧 路 方 面 本 部 

 
北海道警察本部 

      (情報交換) 

  町・消防署  釧路総合振興局  北 海 道 

       

    近隣消防機関  空港管理事務所 

       

    

当 該 航 空 

運 送 事 業 者 
 

東京 航空局 

航空 事務所 

 

２ 発生地点が不明な場合（航空機の捜索活動） 

 

  東京救難調整本部   

          

         

警 察 庁 

防 衛 省 

国土交通省 

（航空局） 

海上保安庁 

消 防 庁 

 
道・釧路総合

振興局 
 町・消防署  東京航空局 

空港事務所 
 

東 京 航 空 

交通管制部 

 

 

（必要に応じ） 
  

     

 
弟子屈警察署 

標茶駐在所 
  

空 港 管 理 

事 務 所 

 
       

  
北海道警察本部 

自衛隊 
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第２節  道路災害対策計画 

 

 

１ 情報通信 

 

 道路災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は､｢第３ 

章 災害情報通信計画」によるほか、この計画の定めるところによる。 

（１）情報通信連絡系統 

   それぞれの事故災害の情報通信連絡系統は、別記のとおりとする。 

（２）実施事項 

  ア 災害発生時に、直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保するものとする。 

  イ 災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について、迅速に他の関係機関に連絡 

するものとする。 

  ウ 関係機関との緊密な情報交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調整等を行うも 

のとする。 

 

２ 災害広報 

 

 事故災害時における災害広報については､｢本章 第１節 航空災害対策計画 ２ 災害広 

報｣の定めるところにより、実施するものとする。 

 

３ 応急活動体制 

 

 事故災害時における応急活動体制については､｢本章 第１節 航空災害対策計画 ３ 応急 

活動体制」の定めるところにより、実施するものとする。 

 

４ 捜索活動 

 

  道路災害の捜索活動は、各関係機関と密接に協力の上、実施するものとする。 
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５ 災害拡大の防止 

 

 危険物等による災害は、災害の拡大防止を図るため、爆発性・引火性・有毒性等の性状を十 

分把握し、事業者に対する応急措置命令等適切な応急対策を講ずるものとする。 

 

６ 救助救出及び医療救護活動等 

 

 事故災害時における救助救出活動及び医療救護活動については､｢第５章第３節 避難救出計 

画｣､「第８章 救急医療対策計画」の定めるところにより、実施するものとする。 

 

７ 消防活動 

 

 事故災害時における消防活動については､｢第４章第６節 消防計画」の定めにより実施する 

ものとする。 

 

８ 避難措置 

 

 人命の安全を確保するため､｢第５章第３節 避難救出計画」の定めるところにより実施する 

ものとする。 

 

９ 行方不明者の捜索及び遺体の収容 

 

 行方不明者の捜索及び遺体の収容等は､｢第５章第１１節 行方不明者の捜索及び遺体の収容 

処理並びに埋葬計画｣の定めるところにより実施するものとする。 

 

10 交通規制 

 

 災害の拡大防止及び交通の確保のため､｢第５章第１８節 災害警備計画」の定めるところに 

より必要な交通規制を実施するものとする。 

 

11 防疫及び廃棄物処理等 

 

 事故災害時における防疫及び廃棄物処理等については､｢第５章第９節 防疫計画｣及び「第 

５章第１０節 清掃計画」の定めるところにより実施するものとする。 
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12 自衛隊派遣要請 

 

 事故災害時における自衛隊派遣要請については､｢第５章第２０節 自衛隊派遣要請計画」の 

定めるところにより実施するものとする。 

 

13 広域応援 

 

 事故災害の規模により、町単独では十分な災害対策を講じることができないときは、「第５ 

章第２４節 広域応援計画」の定めるところにより、職員の派遣を要請し、また､｢災害時にお 

ける北海道及び市町村相互の応援に関する協定｣に基づき、応援を要請するものとする。 
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別 記 

  情報通信連絡系統図 

１ 道の管理する道路の場合 

 

 

 

 

 

 

 

                                   （情報交換） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 町の管理する道路の場合 

 

 

 

 

 

（情報交換） 

 

 

 

 

 

 

 

 

警察署・駐在所 

 

北海道警察本部 

 

町 ・ 消 防 署 

 
釧路総合振興局 

(地域政策課) 

 

北海道運輸局 

 

 釧路建設管理部 

 

 

町 

 
北   海   道  

（総 務 部） 
 

 

北海道運輸局 

 

北海道（建設部） 

北  海  道 

（総 務 部） 

 

 弟 子 屈 警 察 署 

 標 茶 駐 在 所 

 

 北海道警察本部 

 

釧 路 総 合 振 興 局 

(地域政策課) 

 

消 防 署 
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第３節  危険物等災害対策計画 

 

 

１ 基本方針 

 

 危険物等（危険物、火薬類、高圧ガス、毒物・劇物、放射性物質）の漏洩、流出、火災、爆 

発等により死傷者が多数発生する等の災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に、 

早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、事業者及び防災関係機 

関の実施する予防、応急対策については計画の定めるところによる。 

 

２ 危険物の定義 

 

（１）危険物 

   消防法（昭和23年７月24日法律第186号）第２条第７項に規定されているもの 

   《例》石油類（ガソリン、灯油、軽油、重油）など 

（２）火薬類 

   火薬類取締法（昭和25年５月４日法律第149号）第２条に規定されているもの 

   《例》火薬、爆薬、火工品（工業雷管、電気雷管等）など 

（３）高圧ガス 

   高圧ガス保安法（昭和26年６月７日法律第204号）第２条に規定されているもの 

   《例》液化石油ガス（ＬＰＧ）、アセチレン、アンモニアなど 

（４）毒物・劇物 

   毒物及び劇物取締法（昭和25年12月28日法律第303号）第２条に規定されているもの 

   《例》毒物（シアン化水素、シアン化ナトリウム等）、劇物（ホルムアルデヒド、塩素 

等）など 

（５）放射性物質 

 放射性同位元素、核燃料物質、核原料物質を総称したもの。「放射性同位元素等による放 

射線障害の防止に関する法律（昭和32年６月10日法律第167号）」等によりそれぞれ規定され 

ている。 
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３ 情報通信 

 

 事故災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は､｢第３ 

章 災害情報通信計画」及び「本章第１節 航空災害対策計画 １ 情報通信」による。また、 

情報通信系統は別記のとおりとする。 

 

４ 災害広報 

 

 事故災害時における災害広報については､｢本章第１節 航空災害対策計画 ２ 災害広報」 

の定めるところにより、実施するものとする。 

 

５ 応急活動体制 

 

 事故災害時における応急活動体制については､｢本章第１節 航空災害対策計画 ３ 応急活 

動体制｣の定めるところにより、実施するものとする。  

 

６ 捜索活動 

 

 危険物等災害の捜索活動は、各関係機関と密接に協力の上、実施するものとする。 

 

７ 災害拡大の防止 

 

 危険物等による災害は、災害の拡大防止を図るため、爆発性・引火性・有毒性等の性状を十 

分把握し、事業者に対する応急措置命令等適切な応急対策を講ずるものとする。 

 

８ 救助救出及び医療救護活動等 

 

 事故災害時における救助救出活動及び医療救護活動については､｢第５章第３節 避難救出計 

画｣､「第８章 救急医療対策計画」の定めるところにより、実施するものとする。 

 

９ 消防活動 

 

 事故災害時における消防活動については､｢第４章第６節 消防計画｣の定めにより実施する 

ものとする。 
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10 避難措置 

 

 人命の安全を確保するため､｢第５章第３節 避難救出計画」の定めるところにより実施する 

ものとする。 

 

11 行方不明者の捜索及び遺体の収容 

 

 行方不明者の捜索及び遺体の収容等は､｢第５章第１１節 行方不明者の捜索及び遺体の収容 

処理並びに埋葬計画｣の定めるところにより実施するものとする。 

 

12 交通規制 

 

 災害の拡大防止及び交通の確保のため､｢第５章第１８節 災害警備計画」の定めるところに 

より必要な交通規制を実施するものとする。 

 

13 防疫及び廃棄物処理等 

 

 事故災害時における防疫及び廃棄物処理等については､｢第５章第９節 防疫計画｣及び「第 

５章第１０節 清掃計画」の定めるところにより実施するものとする。 

 

14 自衛隊派遣要請 

 

 事故災害時における自衛隊派遣要請については､｢第５章第２０節 自衛隊派遣要請計画」の 

定めるところにより実施するものとする。 

 

15 広域応援 

 

 事故災害の規模により、町単独では十分な災害対策を講じることができないときは、「第５ 

章第２２節 職員応援派遣計画」の定めるところにより、職員の派遣を要請し、また､｢災害時 

における北海道及び市町村相互の応援に関する協定｣に基づき、応援を要請するものとする。 
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別 記  

情報通信連絡系統図 

         毒物・劇物のみ 釧路総合振興局

保健環境部標茶

地 域 保 支 所 
→ 

北 海 道 

(保健福祉部) 
 

         火薬類、高圧ガスのみ    

 
 

  
釧路総合振興局 

(産業振興部) 
→ 

北 海 道 

(経済部) 
 

         

発生事業所等 

 

消 防 機 関 

 
釧路総合振興局 

(地域政策課) 
→ 

北 海 道 

(総務部) 
→ 

国 

(消防庁) 

  
 

 
  

   

標 茶 町 役 場  (情報交換) 

      

 弟子屈警察署 

標 茶 駐 在 所 
 釧路方面本部 

 北海道警察本部  
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第４節  大規模な火事災害対策計画 

 

 

１ 情報通信 

 

 大規模な火事災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等 

は､｢第３章 災害情報通信計画」及び「本章第１節 航空災害対策計画 １ 情報通信」によ 

る。また、情報通信連絡系統は別表のとおりとする。 

 

２ 災害広報 

 

 事故災害時における災害広報については､｢本章第１節 航空災害対策計画 ２ 災害広報」 

の定めるところにより、実施するものとする。 

 

３ 応急活動体制 

 

 事故災害時における応急活動体制については､｢本章第１節 航空災害対策計画 ３ 応急活 

動体制｣の定めるところにより、実施するものとする。 

 

４ 捜索活動 

 

 大規模な火事災害の捜索活動は、各関係機関と密接に協力の上、実施するものとする。 

 

５ 災害拡大の防止 

 

 危険物等による災害は、災害の拡大防止を図るため、爆発性・引火性・有毒性等の性状を十 

分把握し、事業者に対する応急措置命令等適切な応急対策を講ずるものとする。 

 

６ 救助救出及び医療救護活動等 

 

 事故災害時における救助救出活動及び医療救護活動については､｢第５章第３節 避難救出計 

画｣､「第８章 救急医療対策計画」の定めるところにより、実施するものとする。 
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７ 消防活動 

 

 事故災害時における消防活動については､｢第４章第６節 消防計画」の定めにより実施する 

ものとする。 

 

８ 避難措置 

 

 人命の安全を確保するため､｢第５章第３節 避難救出計画」の定めるところにより実施する 

ものとする。 

 

９ 行方不明者の捜索及び遺体の収容 

 

 行方不明者の捜索及び遺体の収容等は､｢第５章第１１節 行方不明者の捜索及び遺体の収容 

処理並びに埋葬計画｣の定めるところにより実施するものとする。 

 

10 交通規制 

 

 災害の拡大防止及び交通の確保のため､｢第５章第１８節 災害警備計画」の定めるところに 

より必要な交通規制を実施するものとする。 

 

11 防疫及び廃棄物処理等 

 

 事故災害時における防疫及び廃棄物処理等については､｢第５章第９節 防疫計画｣及び「第 

５章第１０節 清掃計画」の定めるところにより実施するものとする。 

 

12 自衛隊派遣要請 

 

 事故災害時における自衛隊派遣要請については､｢第５章第２０節 自衛隊派遣要請計画」の 

定めるところにより実施するものとする。 

 

13 広域応援 

 

 事故災害の規模により、町単独では十分な災害対策を講じることができないときは、「第５ 

章第22節 職員応援派遣計画」の定めるところにより、職員の派遣を要請し、また､｢災害時に 

おける北海道及び市町村相互の応援に関する協定｣に基づき、応援を要請するものとする。 
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別 記 

情報通信連絡系統図 

 

  標 茶 町       

  ↑       

発 見 者 等 → 消 防 機 関 → 
総合振興局 

(地域政策課) 
→ 

北 海 道 

(総務部) 
→ 

国 

(消防庁) 

  ↓      （情報交換） 

  
弟子屈警察署 

標茶駐在所 

 
釧路方面本

部 

 
北海道警察本部 
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第８章  救急医療対策計画 

 

 

 この計画は、町内において天災、地変、交通、産業災害等により、集団的に多数の死傷者が発

生した場合、当該傷病者に対して、防災関係機関が迅速かつ的確な応急的救急医療措置を実施し

うる体制を確立し、もって被害の軽減を図ることを目的とする。 

 

１ 救急医療の対策と範囲 

 

 (1) 対象 

 暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震、その他の自然現象又は大規模な火災若しくは爆発、有害

物の流出、バス、航空機などの転覆、墜落、その他極端な雑踏の事故により、集団的に多数

の負傷者が生じ、関係機関に総合的救急対策が必要な事態を対象とする。なお集団的多数の

負傷者とは、概ね５０人以上に及ぶ災害とする。 

 (2) 範囲 

 傷病者発生と同時に行う応急手当、初期診療及び傷病者の病状に応じて行う本格的な救急

医療を開始出来るまでの応急的処置を含むものとする。なお、遺体の検視、洗浄、縫合等の

処置も含むものとする。 

 

２ 救急医療に関する組織 

 

  町長は、救急医療対策の円滑な実施を図るため、必要に応じて災害現場に救急医療本部を設

置して対処するものとする。 
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３ 関係機関の業務の大綱 

 

機    関    名 業   務   の   大   綱 

 

北 

 

海 

 

道 

釧 路 総 合 振 興 局 

１ 救急医療についての総合調整 

２ 救急医療についての現地事故対策本部の設置（ただ

し、対象地域が１市町村内の場合を除く｡) 

３ 日本赤十字社北海道支部に対する出動要請 

４ 北海道医師会に対する出動要請 

５ 厚生労働省北海道医務局に対する出動要請 

６ 自衛隊の派遣要請 

 釧 路 総 合 振 興 局 

標 茶 地 域 保 健 支 所 
１ 医薬品、医療器具補給の斡旋 

標 茶 町 

１ 救急医療本部の設置（災害現場） 

２ 応急救護所の設置及び管理 

３ 釧路市医師会に対する出動要請 

４ 医療材料の整備調達 

釧 路 北 部 消 防 事 務 組 合 

標 茶 消 防 署 

標 茶 消 防 団 

１ 現地本部の運営管理 

２ 傷病者等の救出、応急措置及び搬送 

３ 傷病者等の身元確認 

４ 災害現場の警戒等救急医療に関する必要な措置 

陸 上 自 衛 隊 
１ 要請に基づく傷病者等の救出及び搬送 

２ 救急医療物資の輸送支援 

弟 子 屈 警 察 署 

１ 傷病者等の搬出及び災害現場の警備 

２ 交通路の確保 

３ 傷病者等の身元確認 

４ 死体検視 

日 赤 北 海 道 支 部 

１ 日赤救護班の派遣 

２ 日赤医療班の派遣 

３ 救援物資の給与 

釧 路 市 医 師 会 
１ 救護隊の出動による医療の実施 

２ 医療施設の確保 
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４ 集団救急医療体制 

 

 釧路市医師会長は、町長の要請に基づき災害救急救護隊を編成し、応急医療に当たるものと

する。なお、救護隊の構成基準（医師、看護師、事務職員等）は、釧路市医師会長の定めると

ころによる。 

 (1) 要請項目 

  ア 災害発生の日時、場所、原因及び状況 

  イ 出動の時期及び場所 

  ウ 出動を要する人員及び資機材 

  エ その他必要な事項 

 (2) 災害救急救援隊の編成機関 

   町内の診療所及び医院とする。 

 (3) 出動範囲 

 釧路市医師会長は、町長の要請に基づき災害救急救護隊を出動させるときは、災害の規模

及び状況に応じて救護隊の範囲を決定招集し、出動を命ずるものとする。 

 

５ 応援要請 

 

  知事（釧路総合振興局長）に対し、災害規模等必要に応じ次のとおり応援要請を行うものと

する。 

 (1) 救護隊の支援（日赤病院） 

 (2) 傷病者の救出、搬送、救急医療物資の輸送の支援（自衛隊） 

 

６ 救急医療活動報告書の提出 

 

 釧路市医師会長は、町長の要請により災害救急救護隊を出動させ救急医療活動を実施したと

きは、次に掲げる内容を示した報告書を、事後速やかに町長に提出するものとする。 

 (1) 出動場所及び出動期間 

 (2) 出動者の種別及び人員 

 (3) 受診者数（死亡、重傷、軽傷別） 

 (4) 使用した薬剤、治療材料及び医療器具等の消耗、破損の内容（数量、額） 

 (5) 救急医療活動の概要 

 (6) その他必要事項 
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７ 災害通報の伝達系統及び傷病者等の搬送系統 

 

  災害発生の第一報を受けた機関からの伝達系統及び傷病者等の搬送系統は、次のとおりであ

る。 

  なお、各関係機関の持つ専用通信施設及び移動無線等を使用し、有効適切な通信体制を確立

するものとする。 

 (1) 災害通報の伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道 医 師 会 

 

釧路市医師会 
 
 

北 
 
 
 

海 
 
 
 

道 

 

標 茶 消 防 署 
 
 

北海道警察釧路方面本部 

 

北 海 道 電 力 
株 式 会 社 
 
 

 

自 衛 隊 

 

標茶地域保健支

所     
 
 

 

災害発生 

責 任 者 
 
 
 

 

釧路総合振興局 
 
 

 

標 茶 町 役 場 
 
 

 

弟子屈警察署 

各 駐 在 所 
 
 

 

Ｎ Ｔ Ｔ 
北海道支社 

 

発 見 者 
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 (2) 傷病者等の搬送系統 

 

災害発生現場 

（傷病者等） 

 

 

 

 

 

 

 

 
救 急 医 療 本 部 

       

 
遺体安置所  現場救護所 

  
標 茶 町 

        

  
自 宅 

  
釧路総合振興局 

      

 
 

一 般 病 院 
  

弟 子 屈 警 察 署 

      

  
専 門 病 院 

  
釧 路 市 医 師 会 

      

   
標 茶 消 防 署 

    

   
関 係 機 関 

 

８ 経費の負担及び損害賠償 

 

 (1) 経費の負担区分 

   救急医療対策に従事した医師等に対する実費弁償及び損害補償をいずれの機関が負担する

かは、次の区分によることを原則とする。 

  ア 標茶町 

    町が対策を実施する責務を有する災害の場合。 

  イ 北海道 

    災害救助法が適用された災害の場合。 

  ウ 企業体等 

    企業体等の施設等において発生した災害及び災害発生の原因が企業体等にある場合。 

 (2) 実費弁償 

 

直近医療機関 
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   要請に基づき出動した医師等に対する手当は救助法施行令第11条の規定に基づき、知事が

定めた額若しくは基本法の規定に準じた額に従うものとする。 

   また、救急医療活動のため使用した薬剤、治療材料、医療器具の消耗破損については、そ

の実費を時価により、それぞれ前記(1)の負担区分により弁償するものとする。 

 (3) 損害補償 

   救急医療活動のため出動した医師等が、そのため死亡、負傷若しくは疾病にかかり又は廃

疾となったときはこれによって受ける損害を、救急医療活動のため出動した医師に係る物件

がそのために損害を受けたときはその損害の程度に応じた額を、それぞれ前記(1)の負担区

分により補償するものとする。 

 

９ 傷病者の把握 

 

 傷病者の把握については、傷病者に対する認識票を取り付けるとともに、救急状況調書を作

成し、記録集計表に記載するものとする。 
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別 記 

 １ 傷病者に対する認識票 

    

○ 

認 識 票 

№ 

氏名 

年齢 

性別 

程度 

  首又は腕に、ゴムでかける。 

 

２ 救急状況調書 

救 急 状 況 調 書 

取扱隊員 
認識 

番号 
職業 氏  名 年齢 性別 

住所又は 

傷病者等 

の 特 徴 

傷病 

程度 

収 容 医 療 

機 関 名 

 

№ 

  

 

 

歳 

男 

 

女 

 

死 

重 

中 

軽 

病院 

医院 

診療所 

 

№ 

  

 

 

歳 

男 

 

女 

 

死 

重 

中 

軽 

病院 

医院 

診療所 

 

３ 記録集計表 

 

記 録 集 計 表 

月日現在被害

状況 

性

別 

死   亡 
重傷 中傷 軽傷 合計 

収容 

場所 

出動 

隊名 現場 医療機関 

月  日   

時  分

現在 

男 

人 人 人 人 人 人 

  

女         

計         
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第９章  災害復旧計画 
 

 

第９章  災害復旧計画 

 

 

１ 災害復旧の基本方針 

 

 災害復旧にあたっては、災害の再発を防止するため、公共施設等の復旧は単なる原形復旧に

とどまらず、必要な改良復旧を行う等将来の災害に備える計画とし、災害復旧対策計画に基づ

く応急復旧終了後、被害の程度を十分検討して計画をたて、早期復旧を目標にその実施を図る

ものとする。 

 (1) 実施責任者 

 町長、その他の執行機関、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、指定公共機関及び

指定地方公共機関、その他法令の規定により、災害復旧の実施について責任を有する者は、

被災した施設及び設備等において迅速、的確にその被害状況を調査し、これに基づき復旧計

画を作成し実施するものとする。 

 (2) 復旧工事の実施 

  ア 応急復旧工事 

 復旧工事が長期にわたる場合は、取敢えず必要最小限の復旧を図った後、逐次全面的な

復旧工事を実施するものとする。 

  イ 補強、改修復旧工事 

 応急資材による仮工事等の復旧による施設、設備は、早急に補強及び改修工事を実施す

るものとする。 

  ウ 緊急復旧工事 

 被災後速やかに復旧を図らなければ、更に被害が増大するおそれのある施設、設備につ

いては、可及的速やかに適切な復旧措置を実施するものとする。 

 

２ 復旧事業計画の概要 

 

  公共施設の災害復旧事業計画は、おおむね次の計画とする。 

 (1) 公共土木施設災害復旧事業計画 

  ア 河川 

  イ 砂防設備 

  ウ 林地荒廃防止施設 
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  エ 地すべり防止施設 

  オ 急傾斜地崩壊防止施設 

  カ 道路 

  キ 下水道 

  ク 公園 

 (2) 農林水産施設災害復旧事業計画 

 (3) 上下水道災害復旧事業計画 

 (4) 住宅災害復旧事業計画 

 (5) 社会福祉施設災害復旧事業計画 

 (6) 公共医療施設・病院等災害復旧事業計画 

 (7) 学校教育施設災害復旧事業計画 

 (8) 社会教育施設災害復旧事業計画 

 (9) その他の災害復旧事業計画 

 

３ 災害復旧予算措置 

 

 災害復旧事業その他の関係事業に要する費用は、別に法律の定めるところにより、予算の範

囲内において実施する。 

 

４ 激甚災害に係る財政援助措置 

 

 著しい激甚である災害が発生した場合には、町は被害の状況を速やかに調査把握し、早期に

激甚災害の指定が受けられるよう措置して、公共施設の災害復旧事業が円滑に行われるよう努

めるものとする。 

  なお、事業別国庫負担及び補助率は、おおむね別表のとおりである。 

 

５ 応急金融対策 

 

 (1) 農林業者に対する応急融資 

  ア 天災による被害農林業者に対する資金の融資は、[天災融資法]を適用し、低利の経営資

金の融資を円滑にして、農林業経営の維持安定を図るよう推進する。 

  イ 「農林漁業金融公庫資金」の活用を図り、さらに「自作農維持資金」の長期低利資金の

導入を行い、農林業経営の維持安定を図る。 

  ウ 農地等の災害復旧資金として「土地改良（災害対策）資金」など積極的導入を図る。 
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 (2) 生活確保資金融資 

  ア 生活資金の貸付 

    被災した生活困窮者等の再起のため、次に掲げる貸付資金を確保するものとする。 

  （ア）救助法による生業資金 

  （イ）世帯構成のための災害援助資金、母子福祉資金及び寡婦福祉資金 

  （ウ）災害援護貸付金 

  （エ）国民金融公庫資金 

  （オ）その他公的融資資金 

  イ 被災世帯に対する住宅融資 

 低所得世帯あるいは母子世帯で、災害により住宅を失い又は破損等のために居住するこ

とが出来なくなった場合、住宅を補修し又は非住宅を住家に改造する等のための資金を必

要とする世帯に対して、次の資金の導入に努めるものとする。 

  （ア）世帯更生資金の災害援護貸付金又は災害復興住宅建設補助資金 

  （イ）母子福祉資金の住宅資金 

 (3) 応急金融の大要 

 応急金融の融資の名称、取扱機関等の大要は、北海道地域防災計画の災害応急金融計画の

定めるところによる。 

 

６ 罹災証明書の交付 

(1)   町 

ア 町は、被災者に対する各種支援措置を早期に実施するため、災害の状況を迅速かつ的確

に把握するとともに、災害による住家党の被害の程度の調査や罹災証明の交付体制を確立

する。 

イ 町長は、当該市町村の地域にかかる災害が発生した場合において、当該災害の被災者か

らの申請があった時は、遅滞なく住家の被害その他当該市町村が定める種類の被害の状況

を調査し、罹災証明書を交付しなければならない。 

(2)  消防機関 

 町長は、罹災証明書のうち家裁に起因するものの交付に関する事務について、必要に応

じ、消防庁等に、消防法による火災損害調査の結果に基づき行われることとすることがで

きる。 

 

  ７ 被害者台帳の作成及び台帳情報の利用・提供 

(1)  被災者台帳の作成 

ア  市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合いおいて、当該災害の被災者

の援護を総合的かつ効率的に実施するため必要があると認めるときは、個々の被災者の被
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害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台

帳を作成し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。 

イ 被災者台帳には、被災者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。 

(ア) 氏名 

   (イ) 生年月日 

   (ウ) 性別 

   (エ) 住所又は居所 

   (オ) 住家の被害その他町長が定める種類の被害の状況 

   (カ) 援護の実施の状況 

   (キ) 要支援者であるときは、その旨及び要支援者に該当する事由 

   (ク) 電話番号その他の連絡先 

   (ケ) 世帯の構成 

   (コ) 罹災証明書の交付の状況 

   (サ) 町長が台帳情報を当該町以外の者に提供することに被災者本人が同意している場合 

には、その提供先 

ウ 町長は、（イ）の申請があった場合において、当該申請が不当な目的によるものと認め 

るとき又は申請者が台帳情報の提供を受けることにより知り得た情報が不当な目的に使用 

されるおそれがあると認めるときを除き、申請者に対し、当該申請に係る台帳情報を提供 

することができる。ただし、その場合、提供する台帳情報には、当該被災者に係る行政手 

続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定 

する個人番号（本節第２の(２)のス）を含めないものとする。 
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別 表 

事業別国庫負担及び補助率 

適用法令 事 業 名 
事 業 

団 体 
対 象 及 び 内 容 単位あたり事業費 

国 庫 負 担 

補 助 率 
備 考 

公共土木

施設災害

復旧事業

国庫負担

法 

河 川 

国 

道 

市町村 

堤防、護岸、水制、床止 国施行：1ヵ所 500万円以上 

道施行：1ヵ所 120万円以上 

市町村：1ヵ所  60万円以上 

標準税収入と対比

して算出する 
 

砂 防 施 設 
国 

道 

治水上施行する砂防設備 国施行：1ヵ所 500万円以上 

道施行：1ヵ所 120万円以上 
同上  

林地荒廃防

止 施 設 
道 

山林砂防、海岸砂防施設（防

波堤を含む） 

道施工：1か所  60万円以上 
同上  

地すべり防

止 施 設 

国 

道 

地すべり防止区域内にある排

水施設、擁壁 

国 その都度決定する。 

道施工：1か所 120万円以上  
同上  

緊急傾斜地

崩壊防止施

設 

同上 

急傾斜地崩壊危険区域にあた

る擁壁、排水施設等 

同上 

同上  

道 路 

国 

道 

市町村 

橋梁、側溝、暗渠、路面、肩

道路、渡船場 

国施行：1ヵ所 500万円以上 

道施行：1ヵ所 120万円以上 

市町村：1ヵ所  60万円以上 

同上  

下 水 道 

道 

市町村 

公共下水道、流域下水道、俊

下水道 

道施行：1ヵ所 120万円以上 

市町村：1ヵ所  60万円以上 

同上  

公 園 等 同上 

都市公園及び特定地域公園

（カントリーパーク）の街路

・広場、修景施設、保養施

設、運動施設等 

同上 

同上  

農林水産

業施設災

害復旧事

業費国庫

補助の暫

定措置に

関する法

律 

農 地 

市町村、

土地改良

区等   

農地 1ヵ所  30万円以上 5/10～9.9/10  

農業用施設 

道 

市町村, 

土地改良

区等 

用排水路、ため池、頭首工、

揚水施設、農業用施設、農地

又は農作物の災害を防止する

ため必要な施設 

1ヵ所  30万円以上 6.5/10～9.9/10  

林業用施設 

道 

市町村 

組 合 

林地荒廃防止施設、林道 

1ヵ所  40万円以上 5/10～10/10  

共同利用施

設   
組 合 

倉庫、加工施設、共同作業

場、その他 
1ヵ所  40万円以上 2/10～9/10  

土 地 

改 良 法 
農業用施設 開発局 

土地改良法第85条、第85条の

２、第87条の２の規定に基づ

いて国が実施している土地改

良事業 

１ヵ所 75万円以上 

8.5/10 

基準額を超える場

合は補正する 

 

公   営

住 宅 法 
公 営 住 宅 

道 

市町村 
公営住宅 毎年国から示される 2/5～3/4  

生   活

保 護 法 
保 護 施 設 

道 

市町村社

会福祉法

人    

日 赤  

救護施設、更生施設、医療保

護施設、授産施設、宿泊提供

施設 

施設整備～災害復旧所要額１件

につき80万円以上 

設備整備～災害復旧費協議額1

件居つき60万円以上 

１/２  

老  人

福 祉 法 

老人福祉施

設   

道 

市町村社 

会福祉法 

人    

養護老人ホーム、特別養護老

人ホーム、経費老人ホーム、

老人福祉センター等 

同上 １/2又は1/3  

身体障害

者福祉法 

身体障害者

更生援護施

設   

道,市町

村、社 

会福祉法 

人    

身体障害者更生施設、身体障

者養護施設、身障者授産施

設、身体障害者福祉ホーム、 

身体障害者福祉センター等 

同上 １/2  

知的障害

者福祉法 

知的障害者

援 護 施 設 

道 

市町村社 

会福祉法 

人    

知的障害者更生施設、値tr気

象会社授産施設、知的障害者

通勤寮、知的障害者福祉ホー

ム 

同上 １/2  

売春防止

法 

婦人保護施

設 
同上 婦人相談所、夫人保護施設 同上 １/2  

児  童

福 祉 法 

児童福祉施

設   

道 

市町村社 

会福祉法 

人    

日 赤  

助産施設、乳児院、母子生活

支援施設、保育所、児童更生

施設、児童養護施設、知的障

害児施設、知的障害児通園施

設、盲ろうあ児施設、肢体不

自由児施設、重症心身障害児

施設、情緒障害児短期治療施

設等 

施設整備～災害復旧所要額１件

につき80万円以上〔保育所につ

いては40万円以上〕 

設備整備～災害復旧費協議額1

件につき60万円以上(保育所に

ついては、30万円以上) 

1/2又は1/3  
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母子及び

寡婦福祉

法 

母子福祉施

設 

道、市町

村、社会

福祉法人 

母子福祉センター、母子休養

ホーム 

施設整備～災害復旧費協議額1

件につき80万円 
１/2又は１/３  

感染商法 

感染症指定

医 療 機 関 
市町村 感染症指定医療機関 

災害復旧所要額1件につき60万

円以上 
１/2  

感染商法予

防 事 業 
市町村 

感染症予防・ねずみ族昆虫の

駆除等 
各種事業による 同上  

公立学校

施設災害

復旧費国

庫負担法 

公 立 学 校 
道 

市町村 

小学校、中学校、高等学校、

大学、高等専門学校、盲学

校、聾学校、養護学校及び幼

稚園の施設 

道：60万円以上 

市町村：30万円以上 

２/3 

〔離島4/5〕 
 

 

   

755〔標茶防〕 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０章 日本海溝・千島海溝周辺海溝型 

  地震防災対策推進計画 



第１０章  日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災推進計画  第１節 
 

 

第１０章 日本海溝・千島海溝周辺海溝型 

地震防災対策推進計画 

 

第１節 総則 

   

１ 推進計画の目的 

この計画は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特 

 別措置法（平成１６年法律第２７号。以下「法」という。）第６条第１項の規定に基づき、 

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域について、日本海溝・千島海溝周辺 

海溝型地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項等を定め、当該 

地域における地震防災対策の推進を図ることを目的とする。 

  

２ 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業務の大綱 

    本町の地域に係る地震防災に関し、標茶町防災会議の構成員及び本町の区域内の公共的 

団体その他防災上重要な施設の管理者（以下「防災関係機関」という。）の処理すべき事 

務又は業務の大綱は、第１章第４節「防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱及 

び町民の責務」のとおりである。 
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第２節  災害対策本部等の設置等 

 

 

１ 災害対策本部等の設置 

町長は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震又は当該地震と判定されうる規模の地震（以 

 下「地震」という。）が発生したと判断したときは、災害対策基本法に基づき、直ちに標 

茶町災害対策本部及び必要に応じて現地災害対策本部（以下「災害対策本部等」という。） 

を設置し、的確かつ円滑にこれを運営するものとする。 

 

２ 災害対策本部等の組織及び運営 

  災害対策本部等の組織及び運営は、災害対策基本法及び標茶町災害対策本部条例に定め 

るところによるほか第２章第２節「災害対策本部」に準ずる。 

 

３ 災害応急対策要員の参集 

  町内に地震が発生した場合には、災害応急対策を強力かつ迅速に推進するため、法令及 

び防災に関わる各種計画の定めるところにより、万全の活動体制を整えるものとする。 

また、職員は、地震発生後の情報等の収集に努め、参集に備えるとともに第２章第２節 

６「非常配備体制」及び第５章第２５節「職員の動員計画」に定めるもののほか、発災の 

程度を勘案し、動員命令を待つことなく、自己の判断により定められた場所に参集するよ 

う努めるものとする。 
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第３節 地震発生時の応急対策等 

  

１ 地震発生時の応急対策 

（１）情報の収集・伝達                                           

      地震発生時の情報収集及び避難勧告等における住民等への伝達は、迅速かつ確実な手 

段を用いて行う。 

   また、被災の状況により通常使用している情報伝達網が、寸断されることなども考慮 

し、国、道、関係機関等との連絡体制を整えるものとする。 

   その他については第３章第３節「災害通信計画」、第４節「災害情報等の報告、収集 

及び伝達計画」による。 

（２）施設の緊急点検・巡視 

     町は、必要に応じて、公共施設等、特に防災活動の拠点となる公共施設等及び避難場 

所に指定されている施設の緊急点検・巡視等を実施し、当該建物の被災状況等の把握に 

努めるものとする。 

（３）二次災害の防止 

     町は、地震による危険物施設等における二次被害防止のため、必要に応じた施設の点 

検・応急措置、関係機関との相互協力等を実施する。 

   また、土砂災害の防止や倒壊物の飛散による被害の防止、ライフライン復旧時におけ 

る火災警戒等について、必要な措置を講ずるものとする。 

（４）救助・救急・消火・医療活動 

   町は、地震の発生に伴ない倒壊建物の下敷きとなったり、火災から逃げ遅れた被災者 

を捜索し、又は救出して保護するため、救出・救護活動を行うものとする。 

   また、発生時における被災者の医療及び助産に必要な措置をとるため、医療施設の被 

害状況を把握したうえで、救護活動が可能な施設において実施するものとする。 

その他については、第４章第６節「消防計画」、第５章第３節「避難救出計画」及び 

同第８節「医療及び助産計画」に準ずる。 

（５）物資調達 

      町は、発災後適切な時期において、町が所有する公的備蓄量 企業との協定等により 

調達可能な流通備蓄量、他の町との協定等による調達量について、主な品目別に確認し、 

その不足分を道に供給要請する。 

このほか物資調達に関しては、第５章第４節「食糧供給計画」、同第５節「衣料、生 

活必需品等物資供給計画」及び同第６節「給水計画」に準ずる。 
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（６）輸送活動 

   町は、災害時における救出・救護活動の実効性を確保し、水・食料等の生活物資や応 

急対策に必要な資機材等を確保するための輸送を行うものとする。 

このほか輸送活動については、第５章第１３節「輸送計画」に準ずる。 

 

（７）保健衛生・防疫活動 

町は、被災地の衛生条件が悪化し、感染症等が発生する恐れがある場合には、防疫活 

動を実施し、感染症の発生及び流行の防止を図るものとする。 

このほか保健衛生・防疫活動については、第５章第９節「防疫計画」に準ずる。 

 

２ 資機材、人員等の配備手配 

（１）物資等の調達手配 

  ア 町は、地震発生後に行う災害応急対策に第５章第４節「食糧供給計画」及び第５節 

「衣料、生活必需品等物資供給計画」による必要な物資等の確保を行う。 

    イ 町は、道に対して管轄区域内の居住者、公私の団体（以下「居住者等」という。） 

及び観光客、釣り客やドライバー等（以下「観光客等」という。）に対する応急救護 

並び地震発生後の被災者救護のため必要な物資等の供給の要請をすることができる。 

（２）人員の配置 

      町は、人員の配備状況を道に報告する。 

（３）災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置 

    ア 防災関係機関は、地震が発生した場合において、標茶町地域防災計画に定める災害 

応急対策及び施設等の応急復旧対策を実施するため、必要な資機材の点検、整備及び 

配備等の準備を行うものとする。 

  イ 機関ごとの具体的な措置内容は、機関ごとに別に定める。 

 

３ 他機関に対する応援要請 

（１）町内で地震が発生した場合、町職員だけでは対応が不十分になる恐れがあるため、災 

害対策基本法やあらかじめ締結した応援協定等に基づき、近隣市町村、道や民間団体に 

対して防災活動の応援要請を行うものとする。 

（２）災害応急対策を実施するにあたっては、行政機関の協力が必要と認められた場合、必 

要事項を明確にしたうえで、所定の手続きによって災害対策本部等から応援協力を要請 

するものとする。 

その他については、第５章第２２節「職員応援派遣計画」及び同第２４節「広域応援 

計画」に準ずる。 
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４ 地域防災力の向上 

  日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震は広域的かつ甚大な被害が予想されるため、町民や

自主防災組織等の主体的な参加・連携による地域の総合的な防災力の向上が重要である。

このため、町は、第１章第５節「住民の責務」・第４章第１０節「自主防災組織の育成等

に関する計画」に準じて防災活動のリーダーの育成、自主防災組織等の育成、充実を図る

とともに、防災関係機関との連携のもと、地域が一体となって推進するものとする。 

  また、障害者、高齢者、幼児、外国人等の災害時要支援者に対して第４章第１１節「災 

害時要支援者対策計画」に準じて情報提供や避難誘導等における災害発生の対応を強化す

るものとする。 
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第４節 地震防災上緊急に整備すべき 

施設等の整備計画 

 

 

    施設等の整備については第６章第２節１「地震に強いまちづくり推進計画」に準じ、お

おむね五箇年を目途として行うものとし、具体的な事業施行等に当たっては、施設全体が

未完成であっても、一部の完成により相応の効果が発揮されるよう、整備の順序及び方法

について考慮するものとする。 

 

１ 建築物、構造物等の耐震化 

  地震に対する建築物、構造物等の安全性を高めることにより、地震発生時の被害を防止

するとともに、防災活動の拠点となる主要構造物の耐震性を強化することにより、地震発

生時の災害対策の円滑な実施を確保するものとする。 

 

２ 避難地の整備 

  一時避難地となる近隣公園においては、規模に応じた施設･設備等の整備を推進するも

のとする。 

 

３ 避難路の整備 

  避難路となることが予想される道路の安全を確保するため、十分な復員の確保と延焼防

止等のための施設整備を推進する。 

 

４ 消防用施設の整備等 

    発災後予想される火災から町民の生命・身体及び財産を守るため、消防水利施設及び消

防･救急救助用資機材の整備を推進するものとする。 

 

５ 緊急輸送を確保するため必要な道路の整備 

  広域的な防災体制及び地域的な防災体制を確保するため、被災時の代替機能も考慮しな

がら道路の計画的な整備を推進する。 

 

６  通信施設の整備 

    町その他防災関係機関は第３章「災害情報通信計画」に定める情報の収集及び伝達計画

に従い、地震防災応急対策を実施するため必要な通信施設を整備するものとする。 

  通信施設の整備計画は次のとおりである。 

（１）町防災行政無線 

（２）その他の防災機関等の無線 
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第５節 防災訓練計画 

    

 

    町及び防災関係機関は、地震防災対策推進計画の熟知、関係機関及び住民の自主防災

体制との協調体制の強化を目的として、推進地域に係る大規模な地震を想定した防災訓

練を第４章第８節「防災訓練計画」に準じて少なくとも年１回以上実施するものとする。 
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第６節 地震防災上必要な教育及び広報に 

関する計画 

 

    町は、防災関係機関、地域の自主防災組織、事業所等の自衛消防組織等と協力して、

地震防災上必要な教育及び広報を推進するものとする。 

   

１ 町職員に対する教育 

  地震災害応急対策業務に従事する職員を中心に、地震が発生した場合における地震災害 

応急対策の円滑な実施を図るため、必要な防災教育を行うものとする。 

    防災教育は、各課、各機関ごとに行うものとし、その内容は少なくとも次の事項を含む 

ものとする。 

（ア）日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に伴い発生すると予想される地震動に関する知識 

（イ）地震に関する一般的な知識                  

（ウ）地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

（エ）職員等が果たすべき役割 

（オ）地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

（カ）今後地震対策として取り組む必要のある課題 

 

２ 住民等に対する教育・広報 

    町は、関係機関と協力して、住民等に対する教育を実施するものとする。 

    教育・広報は、地域の実態に応じて地域単位、職場単位等で行うものとし、その内容は、 

少なくとも次の事項を含むものとする。 

    なお、その教育・広報の方法として、印刷物、ビデオ等の映像、各種集会の実施など地 

域の実情に合わせた、より具体的な手法により、自助努力を促し地域防災力の向上を図る 

ことにも留意しながら、実践的な教育・広報を行うものとする。 

（ア）日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に伴い発生すると予想される地震動に関する知識 

（イ）地震に関する一般的な知識  

（ウ）地震が発生した場合における出火防止、近隣の人々と協力して行う救助活動、自動車 

運行の自粛等、防災上とるべき行動に関する知識 

（エ）正確な情報入手の方法 

（オ）防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

（カ）各地域における避難対象地区、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識 

（キ）各地域における避難地及び避難路に関する知識 

（ク）平素住民が実施しうる応急手当、生活必需品の備蓄、家具の固定、出火防止等の対策 

の内容 

（ケ）住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施 
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３ 児童生徒等に対する教育・広報 

  児童、生徒等の発達段階、地域の特性や実態などに応じて、各教科、特別活動、総合的 

な学習の時間など、学校の教育活動全体を通じて計画的に地震防災教育を行うものとす 

る。 

また、児童、生徒が地震発生時に適切な対応がとれるよう災害の状況を想定した情報の 

伝達、避難誘導など、防災上必要な訓練を実施するものとする。 

 

４ 防災上重要な施設管理者に対する教育・広報 

   危険物を取り扱う施設や不特定多数の者が出入りする施設等、防災上重要な施設の管理 

者が地震発生時に適切な行動がとれるよう、防火管理講習会等を通じて防災教育を図るも 

のとする。 

 

５ 自動車運転者に対する教育・広報 

  地震発生時に運転者として適切な行動がとれるよう、事前に必要な次の事項について広 

報等を行うものとする。 

（ア）地震発生時における交通規制の内容 

（イ）地震発生時における運転者のとるべき措置 

（ウ）地震予知情報等の知識  

 

６ 相談窓口の設置 

  町は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置するとともに、その旨周 

知徹底を図るものとする。 
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資  料 
資   料 

資料 １ 

 

○標茶町防災会議条例 

 

制  定 昭和３８年 １月３１日 条例第 ２号   

最終改正 平成２４年 ９月１４日 条例第１６号   

（ 目 的 ）  

第 １ 条  こ の 条 例 は 、 災 害 対 策 基 本 法 （ 昭 和 36年 法 律 第 223号 ） 第 16条 第 ６ 項 の 規

定 に 基 づ き 標 茶 町 防 災 会 議 （ 以 下 「 防 災 会 議 」 と い う 。 ） の 所 掌 事 務 及 び 組 織 を

定 め る こ と を 目 的 とす る 。  

（ 所 掌 事 務 ）  

第 ２ 条  防 災 会 議 は、 次 に 掲 げ る 事 務 をつ か さ ど る 。  

(１ ) 標 茶 町 地 域 防災 計 画 を 作 成 し 、 及び そ の 実 施 を 推 進 する こ と 。  

(２ ) 町 長 の 諮 問 に 応 じ て 町 の 地 域 に 係 る 防 災 に 関 す る 重 要 事 項 を 審 議 す る こ と 。  

(３ ) 前 号 の 町 長 の 諮 問 に 応 じ て 町 の 地 域 に 係 る 防 災 に 関 す る 重 要 事 項 に 関 し 、

町 長 に 意 見 を 述 べ るこ と 。  

(４ ) 前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 法 律 又 は 、 こ れ に 基 づ く 政 令 に よ り そ の 権 限

に 属 す る 事 務  

（ 会 長 及 び 委 員 ）  

第 ３ 条  防 災 会 議 は、 会 長 及 び 委 員 を もっ て 組 織 す る 。  

２  会 長 は 、 町 長 をも っ て 充 て る 。  

３  会 長 は 、 会 務 を総 理 す る 。  

４  会 長 に 事 故 あ ると き は 、 あ ら か じ め指 名 す る 委 員 が そ の職 務 を 代 理 す る 。  

５  委 員 は 、 次 に 掲げ る 者 を も っ て 充 てる 。  

(１ ) 指 定 地 方 行 政機 関 の 職 員 の う ち から 町 長 が 任 命 す る 者  

(２ ) 陸 上 自 衛 隊 の自 衛 官 の う ち か ら 町長 が 任 命 す る 者  

(３ ) 北 海 道 知 事 の部 内 職 員 の う ち か ら町 長 が 任 命 す る 者  

(４ ) 北 海 道 警 察 の警 察 官 の う ち か ら 町長 が 任 命 す る 者  

(５ ) 町 長 が そ の 部内 の 職 員 の う ち か ら指 名 す る 者  

(６ ) 教 育 長  

(７ ) 消 防 長 又 は 消防 署 長 及 び 消 防 団 長  

(８ ) 指 定 公 共 機 関又 は 指 定 地 方 公 共 機関 の 職 員 の う ち か ら町 長 が 任 命 す る 者  

(９ ) 自 主 防 災 組 織 を 構 成 す る 者 又 は 学 識 経 験 の あ る 者 の う ち か ら 町 長 が 任 命 す

る 者  

(10) そ の 他 特 に 必要 と 認 め る 団 体 の 役員 の う ち か ら 町 長 が任 命 す る 者  

1000〔標茶防〕 



資  料 
６  前 項 の 委 員 の 定数 は 、 20人 以 内 と す る 。  

７  委 員 （ 第 ５ 号 及 び 第 ６ 号 の 委 員 は 除 く 。 ） の 任 期 は ２ 年 と し 、 再 任 す る こ と を

妨 げ な い 。 委 員 が 欠 け た 場 合 に お け る 補 欠 の 委 員 の 任 期 は 、 前 任 者 の 残 任 期 間 と

す る 。  

（ 専 門 委 員 ）  

第 ４ 条  防 災 会 議 は 、 専 門 の 事 項 を 調 査 さ せ る た め 、 専 門 委 員 を 置 く こ と が で き る 。  

２  専 門 委 員 は 、 関 係 地 方 行 政 機 関 の 職 員 、 北 海 道 の 職 員 、 町 の 職 員 、 関 係 指 定 公

共 機 関 の 職 員 、 関 係 指 定 地 方 公 共 機 関 の 職 員 及 び 学 識 経 験 の あ る 者 の う ち か ら 、

町 長 が 任 命 す る 。  

３  専 門 委 員 は 、 当 該 専 門 の 事 項 に 関 す る 調 査 が 終 了 し た と き は 、 解 任 さ れ る も の

と す る 。  

（ 議 事 等 ）  

第 ５ 条  前 各 条 に 定 め る も の の ほ か 、 防 災 会 議 の 議 事 そ の 他 防 災 会 議 の 運 営 に 関 し

必 要 な 事 項 は 、 会 長が 防 災 会 議 に 諮 っ て定 め る 。  

附  則  

こ の 条 例 は 、 昭 和 38年 ２ 月 １ 日 か ら 施 行す る 。  

附  則 （ 平 成 12年 ２ 月 21日 条 例 第 ４ 号 抄）  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 条 例 は 、 平成 12年 ４ 月 １ 日 か ら施 行 す る 。  

附  則 （ 平 成 13年 ３ 月 14日 条 例 第 13号 ）  

 こ の 条 例 は 、 平 成 13年 ４ 月 １ 日 か ら 施行 す る 。  

附  則 （ 平 成 18年 ３ 月 ７ 日 条 例 第 ４ 号 ）  

こ の 条 例 は 、 平 成 18年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行す る 。  

附  則 （ 平 成 24年 ９ 月 14日 条 例 第 16号 ）  

こ の 条 例 は 、 公 布 の日 か ら 施 行 す る 。  
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資料 ２ 

 

○標茶町災害対策本部条例 

 

制  定 昭和３８年１月３１日 条例第３号   

   

（ 目 的 ）  

第 １ 条  こ の 条 例 は 、 災 害 対 策 基 本 法 （ 昭 和 36年 法 律 第 223号 ） 第 23条 の ２ 第 ８ 項

の 規 定 に 基 づ き 、 標 茶 町 災 害 対 策 本 部 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る こ と を 目 的 と す

る 。  

（ 組 織 ）  

第 ２ 条  災 害 対 策 本 部 長 は 、 災 害 対 策 本 部 の 事 務 を 総 括 し 、 所 部 の 職 員 を 指 揮 監 督

す る 。  

２  災 害 対 策 副 本 部 長 は 、 災 害 対 策 本 部 長 を 助 け 、 災 害 対 策 本 部 長 に 事 故 が あ る と

き は 、 そ の 職 務 を 代理 す る 。  

３  災 害 対 策 本 部 員 は 、 災 害 対 策 本 部 長 の 命 を 受 け 災 害 対 策 本 部 の 事 務 に 従 事 す る 。  

（ 部 ）  

第 ３ 条  災 害 対 策 本 部 長 は 、 必 要 と 認 め る と き は 、 災 害 対 策 本 部 に 部 を 置 く こ と が

で き る 。  

２  部 に 属 す べ き 災害 対 策 本 部 員 は 、 災害 対 策 本 部 長 が 指 名す る 。  

３  部 に 部 長 を 置 き 、 災 害 対 策 本 部 長 の 指 名 す る 災 害 対 策 本 部 員 が 、 こ れ に 当 た る 。  

４  部 長 は 、 部 の 事務 を 掌 理 す る 。  

（ 雑 則 ）  

第 ４ 条  前 各 条 に 定 め る も の の ほ か 、 災 害 対 策 本 部 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 災 害 対 策

本 部 長 が 定 め る 。  

附  則  

こ の 条 例 は 、 昭 和 38年 ２ 月 １ 日 か ら 施 行す る 。  

附  則 （ 平 成 18年 11月 １ 日 条 例 第 37号 ）  

こ の 条 例 は 、 公 布 の日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 （ 平 成 24年 ９ 月 14日 条 例 第 16号 ）  

こ の 条 例 は 、 公 布 の日 か ら 施 行 す る 。  
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○災害時等における北海道及び 

 市町村相互の応援等に関する 

協定           

 北海道と各市町村の長から協定の締結について委任を受けた北海道市長会長及び北海道町村会

長は、災害時等における北海道（以下「道」という。）及び市町村相互の応援、広域一時滞在等

に関し、次のとおり協定する。 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、道内において災害対策基本法（昭和36年法律第223号）（以下「法」とい

う。）第2条第1号に規定する災害が発生し、被災市町村のみでは災害応急対策を十分に実施で

きない場合において、法第67条第1項及び第68条の規定に基づく道及び市町村相互の応援、法

第86条の8第1項の規定に基づく広域一時滞在その他法令に基づく被災市町村の災害応急対策

（以下「応援隊」という。）を円滑に遂行するたに必要な事項を定めるものとする。 

 ２ 前項の規定は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年

法律第112号）が適用される事態に準用する。  

（応援等の種類） 

第２条 応援等の種類は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 災害応急対策に従事する職員 

 (2) 災害応急対策に必要な車両、船舶、機械器具、資機材、物資（食料、飲料水、生活必需物

資等）等の提供及びあっせん 

 (3) 被災市町村に対する災害応急対策に従事する防災関係機関の活動のための施設及び場所の

提供並びにあっせん 

 (4) 広域一時滞在等による被災住民の受入れ 

 (5) 前各号に定めるもののほか、特に要請のあった事項 

 （地域区分） 

第３条 応援の円滑な実施を図るため、市町村を別表の総合振興局及び振興局地域に区分するも

のとする。 

 （道の役割） 

第４条 道は、市町村の処理する防災に関する事務又は業務の実施を支援するとともに、市町村

との連絡調整、情報交換等につき総合調整を果たすものとする。 

 （連絡担当部局） 

第５条 道及び市町村は、必要な情報等を相互に交換することなどにより応援等の円滑な実施を

図るため、予め連絡担当部局を定めるものとする。 

 （応援等の要請の区分） 

第６条 応援等の要請は、被災市町村の長から知事又は他の市町村の長に対し、災害の規模等に

応じて次に掲げる区分により行うものとする。 
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 (1) 第１要請 被災市町村の長が当該総合振興局又は振興局地域内の市町村の長に対して行う

応援等の要請 

 (2) 第２要請 被災市町村の長が他の総合振興局又は振興局地域の市町村の長に対して行う応

援等の要請 

 (3) 第３要請 被災市町村の長が知事に対して行う応援等の要請 

 （応援の要請の手続） 

第７条 被災市町村の長は、次に掲げる事項を明らかにして、前条に規定する区分に応じ、知事

又は他の市町村の長に対し応援の要請を行うものとする。 

 (1) 被害の種類及び状況 

 (2) 職員の職種別人員 

 (3) 車両、船舶、機械器具等の種類、規格及び台数 

 (4) 資機材及び物資等の品目、数量等 

 (5) 受入を求める被災住民の人数等 

 (6) 応援等に関する区域又は場所及びそれに至る経路 

 (7) 応援等の期間 

(8) 前各号に定めるもののほか、応援等の実施に関し必要な事項 

２ 応援等の要請を受けた知事及び市町村の長は、応援等の要請に応じる場合にあってはその応

援等の内容を、応援等の要請に応じることができない場合にあってはその旨を当該被災市町村

の長に通報するものとする。 

３ 前２項に規定する応援等の要請及び応援等の可否に関する通報は、第１要請及び第２要請に

あっては、原則として道を経由して行うものとする。 

 （応援等の経費の負担） 

第８条 応援等に要した経費は、応援等を受けた被災市町村において負担するものとする。 

２ 応援等を受けた被災市町村において前項の規定により負担する経費を支弁するいとまがない

場合には、応援等を受けた被災市町村の求めにより、応援等を行った道及び市町村は、当該経

費を一時繰替（国民保護に関しては「立替え」と読み替える。以下同じ。）支弁するものとす

る。 

３ 前２項の規定により難い場合については、その都度、応援等を受けた被災市町村と応援等を

行った道及び市町村とが協議して定めるものとする。 

 （自主応援） 

第９条 知事及び市町村の長は、被災市町村との連絡がとれない場合又は緊急を要する場合であ

って必要があると認めたときは、自主的に、被災市町村の被災状況等に関する情報収集を行う

とともに、当該情報に基づく応援を行うものとする。 

２ 自主応援については、第７条第１項の規定による被災市町村の長からの要請があったものと

みなす。 

３ 自主応援に要する経費の負担については、前条の規定を準用する。 
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 ただし、被災市町村の情報収集に要する経費は、応援等を行った道及び市町村において負担

するものとする。 

 （他の協定との関係） 

第10条 この協定は、道及び市町村相互において締結している北海道広域消防相互応援協定、北

海道消防防災ヘリコプター応援協定その他の災害時の相互応援に係る協定を妨げるものではな

い。 

 （その他） 

第11条 この協定に基づく応援等は、被災市町村が定める法第42条に基づく市町村地域防災計画

又は武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第35条に基づく市町村の国

民の保護に関する計画に準拠して、実施するものとする。 

２ この協定の施行に関し必要な事項は、別に定めるものとする。 

３ この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、道及び市町村が協

議して定めるものとする。 

   附 則 

 この協定は、平成27年３月31日から施行する。 

 平成20年６月10日に締結された協定は、これを廃止する。 

 この協定の締結を証するため、協定書に知事、北海道市長会長及び北海道町村会長が記名押印

の上、各自１通を保有し、北海道市長会長及び北海道町村会長は、各市町村の長に対し、その写

しを交付するものとする。 

     平成27年３月31日 

                      北  海  道 

                        北海道知事 

                      北海道市長会 

                        北海道市長会長 

                      北海道町村会 

                        北海道町村会長 
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別表 

地 域 区 分 構  成  市  町  村 

空知総合振興局 

 

空知総合振興局の市町村 

 
石狩振興局 石狩振興局管内の市町村 

後志総合振興局 後志総合振興局管内の市町村 

胆振総合振興局 

 

胆振総合振興局管内の市町村 

 
日高振興局 日高振興局管内の市町村 

渡島総合振興局 渡島総合振興局管内の市町村 

檜山振興局 檜山振興局管内の町 

上川総合振興局 上川総合振興局管内の市町村 

留萌振興局 留萌振興局の市町村 

宗谷総合振興局 宗谷総合振興局の市町村 

オホーツク総合振興局 オホーツク総合振興局管内の市町村 

十勝総合振興局 十勝総合振興局管内の市町村 

釧路総合振興局 釧路総合振興局管内の市町村 

根室振興局 根室振興局管内の市町 
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○災害時における北海道及び 

 市町村相互の応援に関する 

協定実施細目       

 

 

 （趣旨） 

第１条 この実施細目は、災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定（以下

「協定」という｡）第11条第２項の規定に基づき、協定の実施に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 （連絡担当部局） 

第２条 協定第５条に規定する連絡担当部局は、別表第１のとおりとする。 

 （応援等の要請の方法） 

第３条 協定第７条第１項に規定する応援等の要請は、電話、ファクシミリ、電子メール等によ

り行うものとし、後日速やかに応援等を行った道及び市町村に要請文書を提出するものとする。 

 （応援の要請等の連絡系統） 

第４条 協定第７条に規定する応援等の要請及び応援等の可否に関する通報の連絡系統は、別に

定めるもののほか、別表第２を基本とする。 

 （経費負担の内容等） 

第５条 協定第８条第１項に規定する応援等を受けた被災市町村（以下「要請市町村」という｡)

が負担する経費の額は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額とする。 

 (1) 職員の災害応急対策への従事 応援等を行った道及び市町村が別に定める規定に基づき算

定した当該応援等職員に係る旅費及び諸手当の合計額の範囲内の額 

 (2) 備蓄物資及び資機材 当該物資及び資機材の時価評価額及び輸送費 

 (3) 調達物資及び資機材 当該物資及び資機材の購入費及び輸送費 

 (4) 車両、船艇、機械器具等借上料 燃料費、輸送費及び破損又は故障が生じた場合の修理費 

 (5) 施設の提供 借上料 

 (6) その他協定に基づき実施した応援等に係る経費 その実施に要した額 

２ 協定第８条第２項の規定により応援等に要した経費を一時繰替支弁した場合には、応援等

を行った道及び市町村は、当該経費の額を、知事及び市町村の長名による請求書により関係

書類を添付の上、要請市町村に請求するものとする。 

３ 応援等に関する業務に従事した職員が当該業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡し

た場合には、地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）の規定に基づき、必要な補償を

行うものとする。 
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４ 応援等に関する業務に従事した職員が業務上第三者に損害を与えた場合には、その損害が

要請市町村の指揮の下における業務により生じたものにあっては要請市町村が、要請市町村

への往復の途中において生じたものにあっては応援等を行った道及び市町村が、当該損害を

賠償するものとする。 

５ 前各項の規定により難い場合については、要請市町村と応援等を行った道及び市町村とが

協議して定めるものとする。 

 （その他） 

第６条 この実施細目に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、道及び

市町村が協議して定めるものとする。 

   附 則 

 この実施細目は、平成27年３月31日から施行する。 

 平成20年６月10日に締結された実施細則は、これを廃止する。 

この実施細目の締結を証するため、実施細目に知事、北海道市長会長及び北海道町村会長が記名

押印の上、各自１通を保有し、北海道市長会長及び北海道町村会長は、各市町村の長に対し、そ

の写しを交付するものとする。 

 平成27年３月31日 

 北 海 道 

  北 海 道 知 事 

 北海道市長会 

  北海道市長会長 

 北海道町村会 

  北海道町村会長 
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別表  連絡担当部局（北海道） 

担 当 部 課 名 NTT電話番号(内線) 総合行政情報ネットワーク電話番号 

総務部危機対策局危機対策課 011-231-4111(22-563)        6-210-22-563 

石狩振興局地域政策部地域政策課 011-231-4111(34-240)        6-210-34-240 

渡島総合振興局地域政策部地域政策課   0138-51-9111(2191)          6-250-2191 

檜山振興局地域政策部地域政策課   01395-2-1010(2191)          6-310-2191 

後志総合振興局地域政策部地域政策課   01395-2-1010(2191)          6-310-2191 

空知総合振興局地域政策部地域政策課   0126-23-2231(2191)          6-450-2191 

上川総合振興局地域政策部地域政策課   0166-26-1211(2191)          6-550-2191 

留萌振興局地域政策部地域政策課   0164-42-1511(2191)          6-410-2191 

宗谷総合振興局地域政策部地域政策課   0162-33-2510(2191)          6-510-2191 

オホーツク総合振興局地域政策部地域政策課   0152-44-7171(2191)          6-650-2191 

胆振総合振興局地域政策部地域政策課   0143-22-9131(2191)          6-750-2191 

日高振興局地域政策部地域政策課   01462-2-2211(2191)          6-610-2191 

十勝総合振興局地域政策部地域政策課   0155-24-3111(2191)          6-850-2191 

釧路総合振興局地域政策部地域政策課   0154-43-9144          6-710-2191 

根室振興局地域政策部地域政策課   01532-3-6131(2191)          6-810-2191 
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○北海道広域消防相互応援協定 

 

                          （平成３年２月13日） 

                      改  正 平成６年７月25日 

 

 消防組織法（昭和22年法律第 226号）第21条の規定に基づき、北海道広域消防相互応援協定を

次のとおり締結する。 

 （目的） 

第１条 この協定は、消防組織法（昭和22年法律第 226号。以下「法」という｡）第21条の規定

に基づき、北海道内の市、町及び消防の一部事務組合（以下「市町等」という｡）相互の応援

体制を確立し、災害が発生した場合又は災害が発生するおそれのある場合に有効に対処するこ

とを目的とする。 

 （対象とする災害） 

第２条 この協定の対象とする災害は、法第１条に規定する水火災又は地震等の災害で、市町等

の応援を必要とするものである。 

 （地域区分） 

第３条 この協定による相互応援を円滑に実施するため、市町等を別表に掲げる地域に区分する。 

 （代表消防機関の設置及び任務） 

第４条 この協定による相互応援を円滑に実施するため、別表に規定する地域ごとに地域代表消

防機関を置き、地域代表消防機関を総括する総括代表消防機関を置く。 

２ 地域代表消防機関及び総括代表消防機関の選定は、市町等の消防長の協議により行う。 

３ 地域代表消防機関の任務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 総括代表消防機関及び当該地域内消防本部との連絡調整及び情報交換に関すること。 

 (2) 当該地域内の応援可能な消防隊等の把握に関すること。 

 (3) 応援の要請時における当該地域内の応援可能な消防隊等の調整に関すること。 

４ 総括代表消防機関の任務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 北海道との連絡調整及び情報交換に関すること。 

 (2) 地域代表消防機関との連絡調整及び情報交換に関すること。 

 (3) 北海道内の応援可能な消防隊等の把握に関すること。 

 (4) 応援の要請時における北海道内の応援可能な消防隊等の調整に関すること。 

 （応援の種別） 

第５条 この協定による応援の種別は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 陸上応援 消防隊、救助隊、救急隊又は支援隊（情報収集、伝達、広報等の活動を行う隊

をいう。以下同じ。）による応援 
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 (2) 航空応援 回転翼航空機を装備した消防吏員の一隊（以下「航空隊」という｡)による応援 

 （応援隊等の登録） 

第６条 市町等は、応援が可能な消防隊、救助隊、救急隊、支援隊及び航空隊（以下「応援隊」

という。）並びに資機材をあらかじめ登録するものとする。 

 （応援要請の方法） 

第７条 応援の要請は、災害が発生し、又は発生するおそれのある市町等（以下「要請側」とい

う｡）の長から他の市町等の長に対し、災害の規模等に応じて次の各号の区分により行う。 

 (1) 陸上応援要請 

  ア 第１要請 

    当該市町等が隣接の市町等に対して行う応援要請 

  イ 第２要請 

    当該市町等が構成する別表の地域内の他の市町等に対して行う応援要請（第１要請を除

く。） 

  ウ 第３要請 

 当該市町等が構成する別表の地域外の市町等に対して行う応援要請（第１要請を除

く。） 

 (2) 航空応援要請 

   航空隊の応援を必要とする応援要請 

２ 陸上応援要請は、第１要請、第２要請、第３要請の順に行うものとする。ただし、要請側の

長が特に必要を認めた場合は、この限りでない。 

３ 前項の陸上応援要請のうち、第２要請にあっては要請側の地域代表消防機関を、第３要請に

あっては要請側の地域代表消防機関、総括代表消防機関及び応援要請された市町等の地域代表

消防機関を経由して行うものとする。 

 （応援要請の代行） 

第７条の２ 地域代表消防機関を置く市町等の長は、災害の状況により応援の必要があると認め

るときは、北海道知事及び総括代表消防機関を置く市町等の長と協議し、要請側の長の代わり

に他の市町等の長に応援の要請をすることができるものとする。 

２ 前項の応援の要請は、前条の規定により要請側の長が行った応援の要請とみなすものとする。 

 （応援隊の派遣） 

第８条 前２条の規定により応援の要請を受けた市町等（以下「応援側」という｡）の長は、特

別の事情がない限り、応援隊を派遣するものとする。 

２ 応援側の長は、応援隊を派遣するときは、要請側の長に対し、その旨を通知しなければなら 

ない。この場合において、第７条第３項の規定により経由することとされている代表消防機関

を経由した応援要請にあっては、当該代表消防機関を経由して通知するものとする。 
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 （応援隊の指揮） 

第９条 応援隊の指揮は、要請側の長が行うものとする。 

 （応援経費の負担） 

第10条 陸上応援に要する経費は、要請側の負担とする。ただし、次の各号に掲げる経費は、応

援側の負担とする。 

 (1) 応援隊員の出動に係る旅費及び諸手当 

 (2) 車両及び機械器具の燃料費（現地で調達したものを除く。） 

 (3) 車両及び機械器具の修理費 

 (4) 消耗品の補充費（現地で調達したものを除く。） 

２ 航空応援に要する応援隊員の出動に係る旅費及び諸手当並びに回転翼航空機の燃料費は、原

則として要請側の負担とする。 

３ 応援側の長は、前２項の規定により要請側の負担とされる経費を要請側の長に直接請求する

ものとする。 

 （損害賠償） 

第11条 応援隊の応援に伴い発生した事故の処理に要する次の各号に掲げる経費は、要請側の負

担とする。ただし、応援側の重大な過失により発生した損害賠償に要する経費は、応援側の負

担とする。 

 (1) 土地、建物、工作物等に対する損害賠償 

 (2) 一般人の死傷に伴う損害賠償 

２ 前項に定める要請側の負担額は、応援側が加入する保険により支払われる金額を控除した金

額とする。 

 （協議） 

第12条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度市町等の長が協

議して決定するものとする。 

 （委任） 

第13条 この協定の実施に関し必要な事項は、市町等の消防長が協議して定める。 

   附 則 

 この協定は、平成３年４月１日から施行する。 

 本協定の成立を証するため協定書72通を作成し、記名押印のうえ市町等において各１通を保有

する。 
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    平成３年２月13日 

               札幌市長 板垣武四ほか19市町８町長43一部 

               事務組合管理者・理事長・組合長        ○印  

   附 則（平成７年７月25日） 

 この協定は、平成６年８月１日から施行する。 

 本協定の成立を証するため協定書72通を作成し、記名押印のうえ市町等において各１通を保有

する。 

平成６年７月25日 
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別表（第３条、第４条、第７条関係） 

 

地域 構    成    市    町    等 

道 

西 

地 

域 

函館市、森町、八雲町、長万部町、渡島西部広域事務組合、南渡島消防事務組合、 

桧山広域行政組合 

道 

南 

地 

域 

室蘭市、苫小牧市、登別市、白老町、西胆振消防組合、胆振東部消防組合、 

日高東部消防組合、日高中部消防組合、日高西部消防組合 

道 

央 

地 

域 

札幌市、小樽市、夕張市、美唄市、芦別市、江別市、赤平市、三笠市、千歳市、 

歌志内市、恵庭市、北広島市、上砂川町、石狩北部地区消防事務組合、 

羊蹄山ろく消防組合、岩内寿都地方消防組合、北後志消防組合、 

滝川地区広域消防組合、岩見沢地区消防事務組合、深川地区消防組合、 

砂川地区広域消防組合、 

 道 

北 

地 

域 

旭川市、増毛町、上川北部消防事務組合、士別地方消防事務組合、 

上川南部消防事務組合、大雪消防組合、上川中部消防組合、富良野地区消防組合、 

北留萌消防組合、留萌消防組合、稚内地区消防事務組合、利尻礼文消防事務組合、 

南宗谷消防組合 

道 

東 

地 

域 

釧路市、帯広市、根室市、網走地区消防組合、北見地区消防組合、 

紋別地区消防組合、遠軽地区広域組合、美幌・津別消防事務組合、 

斜里地区消防組合、西十勝消防組合、北十勝消防事務組合、東十勝消防事務組合、 

池北三町行政事務組合、南十勝消防事務組合、釧路北部消防事務組合、 

釧路東部消防組合、根室北部消防事務組合 
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○北海道消防防災ヘリコプター 

応援協定          

 

                           （平成８年７月１日 施 行） 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、北海道内の市、町及び消防の一部事務組合（以下「市町等」という｡）が、

災害による被害を最小限に軽減するため北海道の所有する消防防災ヘリコプター（以下「消防

防災ヘリコプター」という｡）の応援を求めることに関し、必要な事項を定めることを目的とす

る。 

 （災害の範囲） 

第２条 この協定において「災害」とは、消防組織法（昭和22年法律第 226号）第１条に規定す

る災害をいう。 

 （応援要請等） 

第３条 災害が発生した市町等（以下「発災市町等」という｡）の長は、次のいずれかに該当し、

消防防災ヘリコプターによる活動を必要と判断する場合に、北海道知事（以下「知事」とい

う。）に対して、この協定に基づき応援要請を行うものとする。 

 (1) 発災市町等の消防力によっては災害防止が著しく困難な場合 

 (2) 災害が、隣接する市町村に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

 (3) その他消防防災ヘリコプターによる活動が最も有効と認められる場合 

２ 応援要請は、北海道総務部防災消防課防災航空室に電話等により、次に掲げる事項を明らか

にして行うものとする。 

 (1) 災害の種類 

 (2) 災害発生の日時及び場所並びに災害の状況 

 (3) 災害現場の気象状況 

 (4) 災害現場の最高指揮者の職・氏名及び災害現場への連絡方法 

 (5) 消防防災ヘリコプターが離着陸する場所及び地上支援体制 

 (6) 応援に要する資機材の品目及び数量 

 (7) その他必要な事項 

 （防災航空隊の派遣） 

第４条 知事は、前条第１項の規定による消防防災ヘリコプターの応援要請を受けた場合におい

て、災害現場の気象状況等を確認し飛行が可能な場合は、総務部防災消防課防災航空室防災航 

空隊（以下「防災航空隊」という。）を派遣するものとする。 

２ 知事は、消防防災ヘリコプターの応援要請に応じることができない場合は、その旨を速やか

に発災市町等の長に通報するものとする。 

 （防災航空隊の隊員の指揮） 

第５条 前条第１項の規定により防災航空隊を派遣した場合において、災害現場における防災航

空隊の隊員（以下「隊員」という｡）の指揮は、発災市町等の消防長が行うものとする。 

 （消防活動に従事する場合の特例） 

第６条 第３条第１項の規定による応援要請に基づき隊員が消防活動に従事する場合には、発災

市町等の長から知事への応援要請をもって、隊員を派遣している市町等の長に対し北海道広域

消防相互応援協定（以下「消防相互応援協定」という｡）第７条第１項の規定による応援要請が

あったものとみなす。 

 （経費負担） 

第７条 この協定に基づく応援に要する隊員の出動に係る旅費及び諸手当並びに消防防災ヘリコ

プターの燃料費は、消防相互応援協定第10条の規定にかかわらず、北海道が負担するものとす

る。 
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 （協議） 

第８条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度知事と市町等の

長とが協議して決定するものとする。 

   附 則 

 この協定は、平成８年７月１日から適用する。 

 この協定締結を証するため、本書73通を作成し、知事及び市町等の長は、記名押印の上、それ

ぞれその１通を保有するものとする。 
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○災害時における標茶町内郵便局と 

標茶町の協力に関する協定書 

 

標茶町（以下「甲」という。）と標茶町内郵便局（以下「乙」という）は、標茶町内に発生した

地震その他による災害時において、災害対策基本法、災害救助法その他関係法令の定めるものの

ほか、必要とする対策を甲と乙が相互に協力し、円滑に遂行するため、協定を締結する。 

（用語の定義） 

第1条 この協定において、「災害」とは、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第2条第1号に

定める被害をいう。 

 （協力要請） 

第2条 甲及び乙は、標茶町内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相互に

協力を要請することができる。 

（１） 郵便局ネットワークを活用した広報活動 

（２） 被災者の避難先及び避難者リスト等の情報を相互に提供 

（３） 甲が所有する車輌を緊急車輌等として業務に支障の無い範囲で提供 

（車両配備局に限る） 

（４） 郵便事業株式会社の災害特別事務取扱い、株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社

かんぽ生命保険の非常取扱いについて各社から要請があった場合の取扱い 

（５） 前各号に定めるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項 

 （協力の実施） 

第3条 甲及び乙は、前条の規定による要請を受けたときは、その緊急性を鑑み、業務に支障のな

い範囲内において協力するものとする。 

 （会議） 

第4条 甲は、業務に支障のない範囲で、乙が開催する防災会議に関する打合せ会に出席する。 

（訓練） 

第5条 甲は、業務に支障のない範囲で、乙が行う防災訓練に参加することとする。 

 (経費の負担) 

第4条 第2条に規定する協力要請に対して、協力をした者が要した経費については、法令その他

に別段の定めがあるものを除くほか、適正な方法により算出金額を、要請したものが負担す

る。 

 ２ 前項の規程により、負担すべき金額は、適正な金額につき疑義が生じたときは、甲乙協議

の上、決定するものとする。 

 （災害情報等連絡体制の整備） 

第5条 甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するものとす

る。 

 

 （情報の交換） 

第6条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報の交換を行

うものとする。 

 （連絡責任者） 

第7条 この協定書に関する連絡責任者は、それずれ次のとおりとする。 

甲 郵便局株式会社 標茶郵便局長 

乙 標茶町総務課長 

 （協 議） 

第8条 この協定に定めのない事項及びこの協定書に疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決定す

るものとする。 

（協 議） 

第8条 この協定に定めのない事項及びこの協定書に疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決定す

るものとする。 
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この協定の協定の締結を証するため、この書面2通を作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その

1通を保有する。 

 

 

平成２１年４月１日 

 

              甲  標茶町    標茶町長 

                         

 

               乙  標茶町内郵便局 

                   代表者   標茶郵便局長       
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資料 ８ 

○標茶町防災対策の推進に資する協力体制に関する協定 

 

   標茶町(以下「甲」という。)と標茶町災害対策土木協議会(以下「乙」という。)とは、「安心安全な

まちしべちゃ」の実現を目指し、町防災対策の推進において相互に連携し、協力体制を確立すること

を目的として、次のとおり協定を締結する。 

(目的)  

第１条  この協定は、災害時における住民生活の安定を図るための業務協力について、必要な事項を定

めるものとする。 

(協力の範囲)  

第２条 乙は、次の各号について、できる限り甲に協力するものとする。 

（１） 標茶町内の緊急災害時の円滑な対応。 

（２） 町防災関連行事及び地域防災住民活動の促進。 

（３） その他、町防災対策に必要な取組への対応。 

(有効期間)  

第３条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２１年３月３１日までとする。 

    ただし、期間満了の日から３０日前までに、甲又は乙から書面による協定終了の意思表示をしな

い限り、翌年３月３１日まで延長するものとし、以降についても同様とする。    

 (改正、疑義等の解決) 

第４条  本協定の改正等が必要な場合又は、本協定の運用等に関する疑義等が生じた場合は、甲乙にお

いて協議し決定するものとする。 

(附則) 

この協定は、平成２０年７月１５日から施行する。 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲・乙記名押印の上、各自１通を保有するものとする。 

 

平成 ２０年７月１５日 

 

甲   標茶町長  池田 裕二 

乙   標茶町災害対策土木協議会 

                     代表幹事 櫛田 健治 
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別表 

標茶町災害対策土木協議会構成員一覧 

 

 構成員及び代表者氏名  

第１幹事会社 株式会社  吉  岡  組  

第２幹事会社 新 根 開 発 株 式 会 社 

第３幹事会社 株式会社 中 村 組 

 株式会社 北 雄 組 

 株式会社 渡 部 組 

 株式会社 丸 栄 組 

 株式会社 住友建設 

 株式会社 藤 原 組 

 株式会社 後 藤 組 

 株式会社 日 野 組 

 株式会社 辻 建 設 

 株式会社 遠藤産業 

  

   

 

「標茶町防災対策の推進に資する協力体制に関する協定」運用基準 

 

標茶町(以下「甲」という。)と標茶町災害対策土木協議会(以下「乙」という。)とは、地震･風水

災害その他の災害が発生した場合において、迅速かつ円滑に応急救援活動等を行う為に必要な応援

に関し、次のとおり運用基準を定める。 

（協力内容） 

  １ 協定に基づく応援内容は次のとおりとする。 

１） 情報ネットワークの整備･共有、施設の異常や気象の変化など災害情報の提供 

２） 協力実施体制を甲乙双方が構築。共有する。災害時の機動的･効果的な対応準備 

３） 乙の会員が、災害時に提供できる建設資機材保有状況の把握と定期的報告 

４） 施設の被害状況を早期に確認するために行うパトロール 

５） 施設を緊急に対応しなければならない場合に行う応急工事 

６） 甲と乙の双方が必要であると合意した業務 

  （費用の負担） 

  ２ 協定に基づく応援に要する費用は、町の通常の取引事例を基準とするほか、次のとおりとし、そ

の他については甲･乙協議の上決定する。 

    乙の負担は前項１の１）２）３）とし、甲の負担は同４）５）とする。 

  （連絡責任者） 

  ３ この協定に定める事項の実施を確実に期するため、甲及び乙並びに乙構成員に連絡責任者を置く。 
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資料 ９ 

○標茶町防災対策の推進に資する建築分野等 

での協力体制に関する協定 

 

   標茶町(以下「甲」という。)と標茶町災害対策建築協議会(以下「乙」という。)とは、「安心安全な

まちしべちゃ」の実現を目指し、町防災対策の推進において相互に連携し、協力体制を確立すること

を目的として、次のとおり協定を締結する。 

(目的)  

第１条  この協定は、災害時における住民生活の安定を図るための業務協力について、必要な事項

を定めるものとする。 

(協力の範囲)  

第２条  乙は、次の各号について、できる限り甲に協力するものとする。 

（１） 標茶町内の緊急災害時の円滑な対応。 

（２） 町防災関連行事及び地域防災住民活動の促進。 

（３） その他、町防災対策に必要な取組への対応。 

 

(有効期間)  

第３条  この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２２年３月３１日までとする。 

       ただし、期間満了の日から３０日前までに、甲又は乙から書面による協定終了の意思表示

をしない限り、翌年３月３１日まで延長するものとし、以降についても同様とする。 

 (改正、疑義等の解決) 

第４条 本協定の改正等が必要な場合又は、本協定の運用等に関する疑義等が生じた場合は、甲 

乙において協議し決定するものとする。 

(附則) 

この協定は、平成２1年７月１日から施行する。 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲・乙記名押印の上、各自１通を保有する

ものとする。 

平成 ２1年７月１日 

甲   標茶町長  池 田 裕 二 

乙    標茶町災害対策建築協議会 

                   代表幹事 赤 坂 充 哉 
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別表 

標茶町災害対策建築協議会構成員一覧 

 

 構成員及び代表者氏名 

代  表  幹  事 株式会社 赤坂建設 

第１幹事会社 有限会社 星工務店 

第２ 幹事会社 ささき電設株式会社 

第３ 幹事会社 株式会社 永昌工業  

構   成  員 

有限会社 小山内建設 有限会社 村山建設 

有限会社 カネゼン建設 株式会社 笹野電気 

有限会社 ﾗｲﾌｸﾚｲｴｲﾄくまがい 株式会社 サトケン 

   

 

「標茶町防災対策の推進に資する建築分野の協力体制に関する協定」運用基準 

 

標茶町(以下「甲」という。)と標茶町災害対策建築協議会(以下「乙」という。)とは、地震･風水災害

その他の災害が発生した場合において、迅速かつ円滑に応急救援活動等を行う為に必要な応援に関し、

次のとおり運用基準を定める。 

（協力内容） 

 １ 協定に基づく応援内容は次のとおりとする。 

１） 情報ネットワークの整備･共有、施設の異常や気象の変化など災害情報の提供 

２） 協力実施体制を甲乙双方が構築。共有する。災害時の機動的･効果的な対応準備 

３） 乙の会員が、災害時に提供できる建設資機材保有状況の把握と定期的報告 

４） 施設の被害状況を早期に確認するために行う応急行動 

５） 施設を緊急に対応しなければならない場合に行う応急工事 

６） 甲と乙の双方が必要であると合意した業務 

 （費用の負担） 

 ２ 協定に基づく応援に要する費用は、町の通常の取引事例を基準とするほか、次のとおりとし、その

他については甲･乙協議の上決定する。 

    乙の負担は前項１の１）２）３）とし、甲の負担は同４）５）とする。 

  

 （連絡責任者） 

 ３ この協定に定める事項の実施を確実に期するため、甲及び乙並びに乙構成員に連絡責任者を置く。 
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資料 １０ 

 
○災害等の発生時における標茶町と北海道エルピーガス災害対策協議会  

   の応急・復旧活動の支援に関する協定 
 

標茶町（以下「甲」という。）と北海道エルピーガス災害対策協議会（以下「乙」という。）は、標

茶町の区域内に災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害等の発生時」という。）

における応急・復旧活動の支援に関して必要な事項を定め、次のとおり協定を締結する。 

（用語の定義） 

第１条  この協定における「災害等」とは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第

１項に定める災害、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６

年法律第１１２号）第２条第４項に定める武力攻撃災害及び緊急対処事態（武力攻撃事態等に

おける我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律（平成１５年法律第

７９号）第２５条第１項に規定する緊急対処事態をいう。）により直接又は間接に生じる人

的又は物的災害をいう。 

（協力体制の確保） 

第２条  災害等の発生時に必要な応急・復旧活動を行うため、甲は、乙に対し情報提供及び第４条

の規定による要請を行うこととし、乙は、それを受け乙の会員事業者に対して必要な指示を

行うものとする。 

（応急・復旧活動支援の範囲） 

第３条  この協定の対象となる応急・復旧活動支援とは、次に掲げるものとする。 

⑴  被災場所におけるＬＰガスの被害状況及び復旧状況の情報提供  

⑵  被災場所における応急措置及び復旧工事 

⑶  避難場所等へのＬＰガスの供給及び供給に必要な関連機器の設置工事 

⑷  ＬＰガス供給停止が長期となった場合の簡易コンロ等の手配 

⑸  大規模火災現場におけるＬＰガス設備の撤去等の安全対策 

⑹  その他甲が必要とする要請事項 

（応急・復旧活動の支援要請） 

第４条  甲は、災害等の発生時に必要があると認めるときは、乙に対し応急・復旧活動の支援を要

請できるものとする。要請は、原則として文書によるものとする。ただし、緊急を要する場

合は、口頭で要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（災害対策本部会議等への参加） 

第５条  乙は、甲の要請があった場合、甲が設置する標茶町災害対策本部会議、標茶町国民保護対

策本部会議若しくは標茶町緊急対処事態対策本部会議又は防災関係機関情報連絡室等にそ

の職員を出席させ、又は派遣するものとする。 

（応急・復旧活動支援の実施） 

第６条 乙は、甲の要請により応急・復旧活動の支援を行う場合、積極的な協力に努めるものする。 

（費用の負担） 

第７条 乙が甲の要請による応急・復旧活動の支援に要した費用（人件費は除く。）は、原則とし

て甲が負担する。 

２  前項の費用は、災害発生直前における適正な価格を基準として、甲と乙が協議のうえ決定

するものとする。 

３  乙が要した費用の支払い方法等は、甲乙協議によるものとし、甲はその支払いに責任を負
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うものとする。 

（災害補償） 

第８条 甲の要請により応急・復旧活動の支援業務に従事した者が、その業務により負傷し、若し

くは疾病にかかり、又は死亡した場合の災害補償については、乙の会員事業者が使用者責任

において行うものとする。 

（損害の負担） 

第９条  乙が甲の要請による応急・復旧活動の支援を行ったことにより生じた物的損害の負担に

ついて、その割合は、その都度、甲乙協議し定めるものとする。 

（防災意識の向上等） 

第10条  乙は、その協議会活動を通じて、ＬＰガスの備蓄、緊急時対応設備の整備を日常的に行

うほか、甲が行う防災訓練に参加するなど、会員の防災意識の向上に努めることとし、甲

は、乙に対して必要な協力を行うものとする。 

（協議事項） 

第11条  この協定に定める事項に疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項が生じたと

きは、甲乙協議のうえ定めるものとする。 

（有効期間） 

第12条  この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協

定終了の通知をしない限り、その効力を持続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

平成２２年９月２２日 

甲 川上郡標茶町川上４丁目２番地 

   標茶町長  池 田 裕 二 

乙 釧路市堀川町７番３５号 

  北海道エルピーガス災害対策協議会 

   現地本部長 武 田 勝 宏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1026〔標茶防〕 



資  料 
資料 １１ 

○災害対応型自動販売機による協働事業に関する協定書 

 

標茶町（以下「甲」という。）と北海道コカ・コーラボトリング株式会社（以下「乙」という。）は、

北海道と乙との間で平成１８年１２月２２日付締結した「災害時における飲料の供給等防災に関する

協力協定」（以下「防災協力協定」という。）に基づき、甲の地域において災害対応型自動販売機によ

り取り組む協働事業について、次のとおり協定を締結する。 

（目的・協働事業） 

第１条 本協働事業は、防災協力協定に基づき、地域及び住民の安全・安心の補完、平常時からの防

災意識の高揚による地域防災力の強化並びに地域振興活動の充実を目的として、乙所有のネッ

トワーク接続された災害対応型自動販売機（電光掲示機能搭載型）を通して、次のサービスを

提供するものである。 

（１） 災害対応型自動販売機の電光掲示板による甲の地域情報、行政情報、災害情報、気象情報等

（以下「情報」という。）の提供。 

（２） 甲の災害基準により対策本部が設置された場合などの緊急時（以下「緊急時」という。）に

おける災害対応型自動販売機内在庫飲料の無償提供（以下「商品提供」という。）。 

（情報提供に関する事項） 

第２条 災害対応型自動販売機の電光掲示板に掲示する情報の管理は甲が行うこととし、これによ

って生じる責任について、乙は一切負わないものとする。 

２． 電光掲示板の保全に要する費用及び電光掲示情報の送信等に係る費用は乙が負担するもの

とする。 

（商品提供に関する事項） 

第３条 乙は、緊急時の認定及び商品提供の実行権限を甲に委任するものとする。甲がその商品提

供の開始時期を決定した場合は、可能な限り事前に電話等にてその旨を乙に報告するものと

し、後日速やかに報告書（様式１）を乙に提出するものとする。 

（災害対応型自動販売機の設置施設） 

第４条 災害対応型自動販売機の設置施設は、別紙のとおりとする。 

（連絡先） 

第５条  甲及び乙の連絡先は、次のとおりとする。 

（甲の連絡先の表示） 

名称 電話番号 

標茶町 総務課  （代表） ０１５－４８５－２１１１ 

（夜間・休日） ０１５－４８５－２１１１ 

（乙の連絡先の表示） 

名称 電話番号 

釧路事業所（代表） ０１５４－２３－３１３１ 

釧路事業所（衛星携帯） ０９０－６６９０－０８６２ 

本社総務部（夜間・休日／衛星携帯） ０８０－１０１７－０１３８ 

 

（守秘義務） 

第６条 甲、乙は、協働事業の遂行にあたり、知り得たすべての情報及び相手方の営業上の秘密を、
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その目的・手段を問わず、第三者に漏洩してはならない。ただし、次に掲げる情報はこの限

りではない。 

（１）開示又は知得の際、既に公知・公用となっているもの 

（２）開示又は知得の際、自己が所有していたもの 

（３）正当な権限を有する第三者から入手したもの 

２． 前項に定める義務は、この協定の有効期間満了後も有効に存続するものとする。 

（効力） 

第７条 この協定の有効期間は締結の日から１年間とし、有効期間満了までに甲乙双方又はいずれ

か一方から解約等の意思表示がないときは１年間更新されるものとし、以降同様とする。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に定める事項に関し疑義が生じた場合は、甲及び

乙が協議の上、決定するものとする。 

 

この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するものとする。 

 

平成２３年７月２５日 

 

甲   川上郡標茶町川上 4丁目 2番地 

標茶町長 池 田 裕 二 

 

 

乙   札幌市清田区清田一条一丁目２番１号 

北海道コカ・コーラボトリング株式会社 

代表取締役社長  角  野 中  原 

 

（別紙） 

災害対応型自動販売機による協働事業に関する協定第４条に基づく災害対応型自動販売機の設置施設 

 

災害対応型自動販売機の設置施設の表示（標茶町） 

 

設 置 施 設 名 所  在  地 

標茶町役場 標茶町川上4丁目２番地 

標茶町開発センター 標茶町旭２丁目６番地 

標茶町農業者トレーニングセンター 標茶町川上１０丁目４７番地 

標茶町磯分内酪農センター 標茶町字熊牛原野１５線西１番地１ 

標茶町虹別酪農センター 標茶町字虹別原野６６線１０４番地１ 
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資料 １２ 

 

○災害時における生活関連物資供給等に関する協定 
   
 

標茶町（以下「甲」という。)及び標茶町商工会（以下「乙」という。）は、地震等災害が
発生した場合（以下「災害時」という。）において、町民生活の早期安定と復興に対して果た
す役割の重要性を認識し、被災者に対する円滑な救援活動その他必要な支援を相互に協力し
て行うため、次のとおり協定を締結する。 
 
 
（趣 旨） 
第１条  この協定は、災害時において甲が行う被災者に対する救援活動等を支援するため、

乙が生活関連物資の調達及び安定供給、物価等の生活情報の収集・提供活動、輸送
業務等を積極的に行い、もって町民生活の安定に寄与することを目的とする。 

 
（災害時の協力事項の発動） 
第２条  この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が標茶町災害対策本部      

を設置し、乙に対して要請を行った時をもって発動する。 
  ２  甲から乙への要請は、原則として文書で行うものとする。ただし、緊急を要する

時は、口頭で要請し、その後文書を提出するものとする。 
 
（要請事項に対する措置） 
第３条  乙は、前条の要請を受けたときは、速やかに当該物資を調達するとともに、甲の

指定する職員の指示に従い、物資の搬送業務に従事するものとする。 
２  甲は、物資の引渡し場所に甲の職員又は指名する者を派遣し、要請に係る物資を

確認の上、乙から引渡しを受けるものとする。 
 
（費 用） 
第 ４ 条 前条の規定により、会員店舗が供給した生活関連物資の対価は、甲が負担す 

るものとする。 
２  前項に規定する費用は、災害時直前における適正価格を基準として、甲乙協 

議の上決定するものとする。 
 
（情報の収集・提供） 
第 ５ 条 甲及び乙は、災害時において物価の高騰の防止等を図るため、協力して町民 

に対して迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 
２  甲及び乙は、前項の情報提供を円滑に行うため、物価等の生活情報の交換を 

日常的に行うものとする。 
 

（連絡責任者） 
第 ６ 条 甲及び乙は、生活関連物資の調達及び供給に関する事故の伝達を円滑に行うため、

甲乙双方の連絡先及び連絡責任者並びに担当者を定め、相手方に通知するものとす
る。これらの事項が変更した時も同様とする。 

 
（支援体制の整備） 
第 ７ 条 乙は、町外の問屋等との間での連携を強化し、協力協定の締結等広域的支援を受

ける体制の整備に努め、甲は乙に対し必要な協力を行うものとする。 
 
（有効期間） 
第 ８ 条 この協定は、協定締結の日から１年間とする。ただし、甲又は乙から書面による

解約の申し出がない時は、１年間更新するものとし、以降同様とする。 
 
 
（協議事項） 
第 ９ 条 この協定に定めのない事項及びこの協定の定める事項について疑義が生じた場合
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は甲及び乙が協議の上、決定するものとする。 

 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し双方記名押印の上、各自１通を保有
する。 
 
 
 
   平成２４年３月１日 
 
 
 
 
 
 
                 甲 標茶町川上４丁目２番地 
 
                    標茶町長  池 田 裕 二 
 
 
 
                 乙 標茶町旭５丁目２３番地 
                    

    標茶町商工会 
  

                     会長   田 中  進 
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資料 １３ 

○災害時におけるレンタル機材の優先供給に関する協定書 

 

 標茶町（以下「甲」という。）と株式会社共成レンテム（以下「乙」という。）及び

株式会社サンワ機械リース（以下「丙」という。）とは、標茶町内における地震、風水

害、その他の災害及び事故が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害

等」という。）におけるレンタル機材の供給に関し次のとおり協定を協定する。 

（目 的） 

第 １ 条  この協定は、甲が行う災害等応急対策業務において、機材の調達及び供

給について乙及び丙が積極的な協力により、円滑な活動を確保することを

目的とする。 

（定 義） 

第 ２ 条  この協定において「機材」とは、仮設トイレ、移動式暖房機器、発電機

等その他乙及び丙が所有するレンタル機材一式をいう。 

（要 請） 

第 ３ 条  甲は、機材の調達及び供給を受けようとするときは、原則として次の各

号に掲げてる事項を明らかにして文書により行うものとする。ただし、緊

急を要するときは、甲が電話その他の方法で要請し、事後、速やかに書面

を提出するものとする。 

（１） 要請の理由 

（２） 必要とする機材の種類及び数量 

（３） 機材の引渡し場所 

（4）  その他必要な事項 

（要請事項に対する措置） 

第 ４ 条  乙及び丙は、前条の要請を受けたときは、要請のあった事項について速
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やかに適切な措置を講ずるとともに、その措置の状態を甲に報告するもの

とする。 

（機材の納入方法） 

第 ５ 条  乙及び丙は、甲と調整の上、甲が指定する場所へ機材を納入するものと

する。 

２  甲は、機材の納入場所に乙及び丙の職員又は指定したものを派遣し、、要

請にかかる機材を確認の上、乙及び丙から引渡しを受けるものとする。 

（費用負担） 

第 ６ 条  甲の要請を受け、乙及び丙が供給した機材の単価及び運搬等の費用につ

いては、甲の負担とする。 

（費用の請求） 

第 ７ 条  乙及び丙は、第４条第２項に規定する物資受け渡し後に、前条の代金を

項に請求するものとする。この場合の費用については、災害発生直前にお

ける当該地域の適正価格を基準とし、甲、乙及び丙協議のうえ、決定する

ものとする。 

（費用の支払い） 

第 ８ 条  甲は、乙及び丙から前条の規定に係る費用の請求があったときは、内容

を確認の上、その代金を乙及び丙に支払うものとする。 

（連絡責任者） 

第 ９ 条  災害等発生時に本協定を円滑に事項するために、甲、乙及び丙それぞれ

が連絡責任者を置く。 

   ２  責任者は、甲・乙及び丙間の連絡・協議を行う。 

（有効期間） 

第１２条  本協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、本協定

の有効期間が満了する日の１ヶ月前までに、甲又は乙及び丙から何らかの
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意思表示がないときは、期間満了の翌日から1年間延長するものとし、以後

も同様とする。 

   ２  前項の定めにもかかわらず、乙及び丙が本協定の締結を継続することが

困難となった場合は、乙及び丙は甲に対し、その旨を書面にて通知し、甲

はこれを受諾し、本協定は終了する。 

（協議事項第） 

第１３条  この協定に定めのない事、又は協定に関して疑義が生じた場合は、その

都度、甲及び乙並びに丙が協議して定めるものとする。 

 

  本協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲及び乙並びに丙各記名 

押印の上各１通を保有する 

 

  平成２４年３月１６日 

 

 
               甲  標茶町 

標 茶 町 長 池田裕二 
 
 
               乙  株式会社 共成レンテム 
                  代表取締役社長 黒川和雄 
 
                
               丙  株式会社サンワ機械リース 
                  代表取締役社長 平井幸子 
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別添 「土砂災害危険箇所等一覧」 

巻末資料 

Ⅰ 避難勧告等判断フロー図（土砂災害） 

Ⅱ 土砂災害の前兆現象について 



１ 避難勧告等の対象とする土砂災害 

対

象 

急傾斜地の崩壊

（崖崩れ） 
降雨時に地中にしみ込んだ水分により不安定化した斜面が急激に崩れ落

ちる現象 
土石流 山腹、谷底にある土砂が長雨や集中豪雨などによって一気 に下流へと押

し流される現象 

 

 

対

象

外 

地滑り 斜面の一部あるいは全部が地下水の影響と重力によってゆっくりと斜面

下方に移動する現象 
※危険性が確認された場合、国や都道府県等が監視・観測等の調査を行う。 
その調査結果又は土砂災害防止法に基づく緊急調査の結果として発表される 
土砂災害緊急情報を踏まえ、市町村として避難勧告等を発令 

火山噴火に伴う

降灰後の土石流 
火山砕屑物等が降雨等により堆積した山腹斜面や渓床から流出する現象 
※土砂災害防止法に基づく土砂災害緊急情報を基に、避難勧告等を判断・伝達 

河道閉塞に伴う

土砂災害 
崖くずれ、土石流などでくずれたり流されたりした大量の土砂が、川をふ

さいで水の流れをせき止める現象 
※土砂災害防止法に基づく土砂災害緊急情報を基に、避難勧告等を判断・伝達 

深層崩壊 土層及びその下の風化した岩盤が同時に崩れ落ちる現象 
※技術的に予知・予測が困難 

山体の崩壊 火山などに代表される脆弱な地質条件の山体の一部が地震動や噴火、深層

風化などが引き金となって大規模な崩壊を起こす現象 
※技術的に予知・予測が困難 

 

２ 避難勧告等の対象とする土砂災害の危険性がある区域 

   対象区域は別添「土砂災害危険箇所等一覧」のとおり 

(1)  土砂災害危険箇所 

① 急傾斜地崩壊危険箇所の被害想定区域 

 傾斜度 30 度以上、高さ5m 以上の急傾斜地で人家や公共施設に被害を及ぼすおそれのある急

傾斜地及びその近接地 

  ② 土石流危険区域 

渓流の勾配が3 度以上（火山砂防地域では2 度以上）あり、土石流が発生した場合に人家や公

共施設等の被害が予想される危険区域 

(2) 土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等 

① 土砂災害警戒区域（通称：イエローゾーン） 

    土砂災害が発生した場合に住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあり、警戒避難体制

を特に整備すべき区域 

② 土砂災害特別警戒区域（通称：レッドゾーン） 

土砂災害警戒区域のうち、土砂災害が発生した場合に建築物に損壊が生じ住民等の生命又は

身体に著しい危害が生ずるおそれがあり、一定の開発行為の制限及び建築物の構造の規制をすべ

き区域 

(3)  その他の場所 

上記(1)(2)の隣接区域やその他避難の必要がある場所  

 

３ 避難勧告等の発表単位 

発表単位は、北海道土砂災害警戒情報システムで使用するメッシュ区分（５km×５km）内の 

「２避難勧告等の対象とする土砂災害の危険性がある区域」を基本とし、避難行動における共助 

体制が構築されるよう町内会や自主防災組織等の社会的状況等を考慮し定めるものとする。 

ただし、自然現象のため、不測の事態等も想定されることから、事態の進行・状況に応じた 

避難勧告等に発令区域を適切に判断する。 
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４ 避難勧告等を判断する情報 

○北海道土砂災害警戒システム（http://www.njwa.jp/hokkaido-sabou/） 
① 土砂災害警戒情報発表状況 現在の発表状況と過去の発表履歴を表示。 

② 危険度情報 土砂災害の危険度を5ｋｍメッシュで表示（3時間先までの予測を表示可能）。 

土砂災害危険箇所図、危険度判定図（スネーク曲線）、降雨状況経過図を一画面にまとめて

表示。 

 

 

 

 

 

③ 降雨情報 降雨の状況を1kmメッシュで表示。 

④ 土砂災害警戒区域等の指定状況 土砂災害警戒区域等の区域図等の指定状況を表示。 

○土砂災害警戒判定メッシュ情報（気象庁）（http://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/） 

2時間先までの土砂災害の危険度を5km メッシュで表示したもの。 

 

 
項目 提供元 説明 主な提供システム・サイト 

大雨注意報 気象庁 大雨により、災害が起こるおそれがある

場合に発表される。注意を呼びかける対

象となる災害として、注意報文の本文

に、土砂災害、浸水害のいずれか又は両

方が記載されている。 

北海道防災情報システム 

http://www.bousai-hokkaido.

jp/ 

気象庁ＨＰ 

http://www.jma.go.jp/jma/ 

防災情報提供システム 

https://bosai.jmainfo.go.jp

/ 

（ID/PW必要） 

大雨警報（土

砂災害） 

気象庁 大雨により、重大な災害が起こるおそれ

がある場合に発表される。警戒を呼びか

ける対象となる災害に応じ、「大雨警報

（土砂災害）」「大雨警報（浸水害）」

「大雨警報（土砂災害、浸水害）」とい

う名称で発表される。 

土砂災害警

戒情報 

気象庁と

道の共同

発表 

大雨警報（土砂災害）等が発表されてい

る状況で、土砂災害発生の危険度が更に

高まったときに発表される。 

北海道土砂災害警戒システム

北海道防災情報システム 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

大雨特別警

報（土砂災

害） 

気象庁 大雨により、重大な災害が起こるおそれ

が著しく大きい場合に発表される。警戒

を呼びかける対象となる災害に応じ、

「大雨特別警報（土砂災害）」「大雨特

別警報（浸水害）」「大雨特別警報（土

砂災害、浸水害）」という標記で発表さ

れる。 

北海道防災情報システム 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

記録的短時

間大雨情報 

気象庁 大雨警報（浸水害）等が発表されている

状況で、数年に一度しか起こらないよう

な記録的な短時間の大雨を観測したと

きに発表される。 
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【危険度の表示】更新間隔 30 分 
赤－実況で土砂災害警戒情報基準超過  
橙－実況で大雨警報（土砂災害）基準超過  
黄－実況で大雨注意報基準超過 

【危険度の表示】更新間隔 10 分 
 濃紫－実況で土砂災害警戒情報基準超過 
 薄紫－予想で土砂災害警戒情報基準超過 
 橙 －実況又は予想で大雨警報（土砂災害）基準超過 
 黄 －実況又は予想で大雨注意報基準超過 

http://www.njwa.jp/hokkaido-sabou/
http://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/


５ 避難勧告等により立ち退き避難が必要な住民に求める行動 

 
６ 避難勧告等の発令の判断基準 

避難勧告等の発令の判断基準は次のとおりとする。 

ただし、基準に該当しない場合であっても、現地や気象の状況を総合的に勘案し、避難勧告等を発

令するものとする。 

〈避難勧告等の発令判断基準〉                                            
区

分 

基     準 

（次のいずれかに該当した場合に発令する） 

対 象 区 域 

（土砂災害危険箇所内の住家等を基本とする。） 

避

難

準

備

情

報 

１ 大雨警報（土砂災害）が発表された場合 

２ 数時間後に避難経路等の事前通行規制等 
の基準値に達することが想定される場合 

３ 大雨注意報が発表され、当該注意報の 
中で、夜間～翌日早朝に大雨警報（土砂災

害）に切り替える可能性が言及されている

場合 
４ 強い降雨を伴う台風が夜間から明け方に

接近・通過することが予想される場合 

北海道土砂災害警戒システムの判定メッシュ情報

（以下「メッシュ情報」という。）で大雨警報（土

砂災害）の発表基準を超過した区域（赤又は橙） 

避

難

勧

告 

１ 土砂災害警戒情報が発表された場合 メッシュ情報で土砂災害警戒情報の発表基準を超

過した区域及びその周辺の大雨警報（土砂災害）

の発表基準を超過した区域（赤及びその周辺の橙） 

２ 土砂災害の前兆現象（湧き水・地下水の濁

り、渓流の水量の変化、山鳴り等）が発見さ

れた場合 

当該前兆現象が発見された箇所及びその周辺の区

域（土砂災害危険箇所以外の区域で発見された場

合を含む。） 
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区 分 用語の意味 
（根拠条項） 

立ち退き避難が必要な住民等に 
求める行動 

避難準備 
情  報 

町長が、必要と認める地域の居住者等に対

し、避難のための立ち退きを準備してもらうた

めに発表する情報。 
（災害対策基本法第56条） 
 

・気象情報に注意を払い、立ち退き避難の

必要について考える。 
・立ち退き避難が必要と判断する場合は、

その準備をする。 
・（災害時）要支援者は、立ち退き避難す

る。 
避難勧告 町長が、必要と認める地域の居住者等に対

し、避難のための立ち退きを勧告すること。 
（災害対策基本法第60条） 

・立ち退き避難する。 

避難指示 町長が、急を要すると認めるときに、必要と

認める地域の居住者等に対し、避難のための立

ち退きを指示すること。 
 ただし、立ち退き避難を行うことにより、か

えって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれ

があると認めるときは、必要と認める地域の居

住者等に対し、屋内での待避その他の屋内にお

ける避難のための安全確保に関する措置を指

示すること。（災害対策基本法第60条） 

・直ちに立ち退き避難する。 
ただし、立ち退き避難によりかえって危

険が及ぶおそれがある場合は、屋内での

安全確保をする。 
 
 
 



避

難

指

示 

１ 土砂災害警戒情報が発表されており、さら

に記録的短時間大雨情報が発表された場合 

記録的短時間大雨情報が発表された地域（発表文

で確認。例：標茶町北部付近）及びその周辺の地

域のうち、メッシュ情報で土砂災害警戒情報の発

表基準を超過した区域（赤） 

２ 土砂災害が発生した場合 当該土砂災害が発生した箇所及びその周辺の区域 

（土砂災害危険箇所以外の区域で発見された場合

を含む。） 

・重要な情報については、気象情報等を発表した気象官署、砂防関係機関等との間で相互に情報交換

する。 

・想定を超える規模の災害が発生することや、想定外の事象が発生することもあることから、関係機

関との情報交換を密に行い、暴風域はどのあたりまで接近しているか、近隣で災害や前兆現象が発生

していないか等、広域的な状況把握に努める。 
・土砂災害の前兆現象等、巡視等により自ら収集する現地情報、レーダ観測でとらえた強い雨の地域、

避難行動の難易度（夜間や暴風の中での避難）等、必ずしも数値等で明確にできないものも考慮し、

メッシュ情報で土砂災害警戒情報の発表基準を超過していない場合も総合的に判断を行う。 
 

 

７ 助言を求めることのできる機関 

 

機関名（連絡先） 助言を求めることができる事項 

釧路地方気象台 

電話番号０１５４－３１－５１４６ 
・気象、地象、水象に関すること。 

釧路開発建設部代表 

電話番号０１５４－２４－７０００ 

同弟子屈道路事務所 

電話番号０１５－４８２－２３２７ 

同釧路河川事務所 

電話番号０１５４－３８－８３００ 

同治水課 

電話番号０１５４－２４－７２５１ 

・直轄砂防施設に関すること。 

・土砂災害の前兆現象に係る技術的な所見に関すること。 

・災害対策用機材等の地域への支援に関すること。 

・保有するリアルタイムの情報に関すること。 

釧路総合振興局釧路建設管理部 

治水課 

電話番号０１５４－２２－９１８５ 

同弟子屈出張所 

電話番号０１５－４８２－２１４７ 

・土砂災害危険箇所及び土砂災害（特別）警戒区域に関すること。 

・土砂災害の前兆現象に係る技術的な所見に関すること。 

・北海道土砂災害警戒情報システムに関すること。 

・保有するリアルタイムの情報に関すること。 

釧路総合振興局 

地域政策部地域政策課 

電話番号０１５４－４３－９１４４ 

・災害情報及び被害情報に関すること。 

・避難対策に関すること。 
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８ 避難勧告等の伝達方法 

避難勧告等の伝達先・伝達方法は次のとおりとする。 
  なお、情報の伝達は、災害の状況等に応じた最善の方法により行うものとする。 

担当部署 伝達手段 伝達先 
総務課 北海道防災情報システ

ムへの入力 
（災害情報共有システム（Ｌア

ラート）経由でマスメディアへ

情報提供） 

ＴＶ放送 視聴者 
ラジオ放送 聴取者 
緊急速報メール 町内に滞在する携帯電話保持者 

総務課 防災行政無線（同報系） 住民 
総務課 ホームページ ＰＣユーザー等 
総務課 登録制メール 事前登録者 
企画財政課 広報車 住民等（巡回ルート） 
標茶消防署 消防車 住民等（巡回ルート） 

電話又は電子メール 消防団 
保健福祉課 電話又はＦＡＸ又は直接訪問 要支援施設 

避難支援関係者 
総務課 電話又はＦＡＸ又は直接訪問 町内会 

自主防災組織 
総務課 
 
 
 
 
 
 
 
 

電話又は電子メール又はＦＡＸ 
 
 
 
 
 
 
 
 

釧路開発建設部 
釧路地方気象台 
釧路総合振興局 
釧路建設管理部 
弟子屈警察（標茶駐在所） 
 住民避難指示に従わない住民等への 
撤去指導の依頼 

標茶消防署（巡回広報依頼） 
陸上自衛隊第２７普通科連隊 

教育委員会 電話又は電子メール 学校等 
 

９ 避難勧告等の伝達文 

 

(1) 避難準備情報の伝達文の例 

 

■緊急放送、緊急放送、避難準備情報発令。 

■こちらは、標茶町災害対策本部です。 

■○時○分に標茶町に大雨警報（土砂災害）が発表されました。土砂災害の危険性が高くなること

が予想されるため、○時○分に○○地域○○地区の土砂災害警戒区域等に土砂災害に関する避難

準備情報を発令しました。 

■●●地区の土砂災害警戒区域等にお住まいの方は気象情報を注視し、心配な場合、危険だと思う

場合は、迷わず避難してください。 

■高齢の方、障がいのある方、小さい子供をお連れの方などは、あらかじめ定めた避難場所へ避難

してください。避難に助けが必要な方は、支援者と連絡を取り合うなどして避難してください。 
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(2) 避難勧告の伝達文の例 

 

■緊急放送、緊急放送、避難勧告発令。 

■こちらは、標茶町災害対策本部です。 

■○時○分に標茶町に土砂災害警戒情報が発表されました。土砂災害の危険性が極めて高まってい

るため、○時○分に○○地域の○○地区の土砂災害警戒区域等に土砂災害に関する避難勧告を発

令しました。 

■○○地区の土砂災害警戒区域等にお住まいの方は、直ちに予め定めた避難場所へ避難してくださ

い。 

■急斜面の付近や河川沿いにいる方は、急斜面や河川等から離れたなるべく頑強な建物等へ避難し

てください。 

■○○道路は雨量規制のため通行できませんのでご注意ください。 

  

■緊急速報メールの文例（避難勧告） 

 標茶町：避難勧告 

00／00 00：00 

 地区：○○地区 

 避難所：○○小学校、○○会館 

 理由：土砂災害発生のおそれ 

 備考：当該地区の急傾斜地、崖地、沢地などに 

滞在中の方は、速やかに避難して下さい。 

 

 

(3) 避難指示の伝達文の例 

 

■緊急放送、緊急放送、避難指示発令。 

■こちらは、標茶町災害対策本部です。 

■△△地区で土砂災害の発生（または、前兆現象）が確認されました。土砂災害の危険性が極めて

高まっているため、○時○分に○○地域の○○地区に土砂災害に関する避難指示を発令しました。 

■未だ避難していない方は、最寄りの頑強な建物等へ直ちに避難してください。外が危険な場合は、

屋内の谷側の高いところに避難してください。 

 

〈留意事項〉 
・避難所へ避難する際は、他の土砂災害危険箇所内の通過は避けること。土石流に関しては渓流に直角

方向にできるだけ渓流から離れること。渓流を渡って対岸に避難することは避ける。    
・避難所への避難が困難な場合には、生命を守る最低限の行動として、周囲の建物より比較的高い建物

（鉄筋コンクリート等の堅固な構造物）の２階以上（斜面と反対側の部屋）に避難することを心がける。 
 

 

10 避難勧告等の解除 

  避難勧告等の解除は、当該地域の土砂災害警戒情報が解除された段階を基本とする。 

  ただし、大雨警報（土砂災害）が継続している場合や土砂災害が発生した場合には、現地パトロー

ルや情報収集を行うなどし、慎重に解除の判断を行う必要がある。 
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別添 
 

○土砂災害危険箇所等一覧 
 

【急傾斜地崩壊危険箇所】 

図番号 箇所番号 箇所名 警戒区域 
特別 

警戒区域 

人家等 

の有無 

急 001 Ⅰ-９-８７-２８０８ 常盤町 ○ ○ 無 

急 002 Ⅱ-９-６９-２１６３ 開運７丁目１ ○ ○ 有 

急 003 Ⅱ-９-７０-２１６４ 茅沼 ○ ○ 有 

急 004 Ⅲ-９-４８- ８０１ 開運７丁目２   無 

急 005 Ⅲ-９-４９- ８０２ 平和   無 

 

 

 

【土石流危険渓流】 

図番号 箇所番号 箇所名 警戒区域 
特別 

警戒区域 

人家等 

の有無 

土 001 
 

下久著呂１の沢川 
  

有 

土 002 
 

下久著呂２の沢川 
  

有 

土 003 
 

上チャンベツ沢川 
  

無 

土 004 Ⅰ-92-0200 茅沼沢川 ○ ○ 有 

土 005  ポンモアレキナイ川   有 

 



巻末資料Ⅰ 避難勧告等判断フロー図（土砂災害）  【土シ】＝北海道土砂災害警戒情報システム 

 
 

 

 

 

 

 

「避難準備情報」発令    （必要に応じ範囲の拡大を検討） 

記録的短時間大雨情報の発表文で地域を確認 

例 標茶町北部付近で約１００ミリ 

【土シ】上記周辺の赤メッシュを確認 

【土シ】赤又は橙メッシュはあるか 

橙 

橙 

橙 

赤 赤 

橙 橙 橙 

橙 橙 

【土シ】該当メッシュ内に「土砂災害危険箇所」かつ「避難

させるべき家屋又は施設」があるか 

YES 

引き続き監視・情報収集 

YES 

「大雨警報（土砂災害）」発表 

 

「土砂災害警戒情報」発表 

さらに「記録的短時間大雨情報」発表 

【土シ】赤メッシュはあるか 引き続き監視・情報収集 

YES 

情報収集 

勧告対象地域を特定 

【土シ】赤及びその周辺の橙メッシュ内に「土砂災害

危険箇所」かつ「避難させるべき家屋又は施設」が

あるか 

 

「避難勧告」発令    （必要に応じ範囲の拡大を検討） 

 判断 

 判断 

「避難指示」発令    （必要に応じ範囲の拡大を検討） 

 判断 

前兆現象の発生 

土砂災害の発生 

一定時間経過 

NO 

一定時間経過 

情報収集 

指示対象地域を特定 

YES 

NO 

橙 

橙 
 

赤 橙 

橙 橙  
 

 

 橙 橙 

【避難準備情報

の対象範囲】 

赤及び橙 

【避難勧告の 

対象範囲】 

赤及び周辺の橙 

【避難指示の 

対象範囲】 

赤 
橙 

橙 

赤 

赤 赤 

橙 橙 橙 

橙 橙 

NO 

NO 

【主な災害対応】 

防災体制の確立、避難所の開設準備 

災害情報の収集、現地パトロール 等 



巻末資料Ⅱ 土砂災害の前兆現象について 

 
土砂災害 

の種類 
状 況 種 類 現 象 の 内 容 説   明 

土石流 

直前 

土石流の発生 近くで山崩れ、土石流が発生してい

る 

周辺の斜面や渓流は地形・地質や降水量がほぼ同じである場合がほとんどであり、近隣

で崩壊や土石流が発生している場合は、隣接する渓流でも土石流の発生する可能性は高

い。 

土臭いにおい 異常なにおい（土臭い、ものの焼け

るにおい、酸っぱいにおい、木のに

おい等）がする。 

渓流の上流で崩壊等がすでに発生し、巨レキ同士がぶつかり合うときのにおいや崩壊土

砂による土のにおい、崩壊に伴って発生した流木のにおいなどが考えられる。 

渓流の急激な

濁り 

渓流の流水が急激に濁り出したり、

流木などが混ざっている 

渓流の上流部で土石流が発生したために、土砂や倒木が渓流に流入、その後、流下して

きたときに認められる現象。土石流発生につながる可能性が高い。 

渓流水位激減 降雨が続いているにも関わらず、渓

流の水位が急激に減少し始める。 

上流で崩れた土砂が渓流を塞いでできた天然ダムが渓流の水を貯めているために見られ

る現象。その天然ダムが決壊すると土石流となり下流へ流れ込む。 

地鳴り 異様な山鳴りや地鳴りがする 渓流沿いの斜面内部の地下水の上昇による圧力の増加等に伴い、斜面内部の結合力が低

下し、斜面全体が岩塊として異変（移動）して山鳴り・地鳴りが生じる現象。崩壊が起

こり、土石流発生につながる可能性が高い。 

１～２時間前 

渓流内で転石

の音 

渓流付近の斜面が崩れ出したり。落

石などが 

発生している音がする 

渓流沿いの斜面が崩れやすくなっている。大規模な崩壊が発生した場合、土石流発生の

引き金になる。 

立木の裂ける音や巨レキの流れる

音が聞こえ 

る 

渓流の上流部で土石流が発生したために、巨レキがぶつかる音や立ち木の折れる音など

が下流まで聞こえる現象。 

流木発生 渓流の流水に流木などが混ざって

いる 

渓流の上流部で土石流が発生したために倒木が渓流に流入し、流下してきたときに認め

られる現象。 

２～３時間前 
流水の異常な

濁り 

渓流の流水が異常に濁っている 渓流の上流部で土石流が発生したために、土砂が渓流に流入し、その後、流下してきた

ときに認められる現象。 

がけ崩れ 

直前 

湧水の停止 湧き水の急激な減少・枯渇が認めら

れる 

地盤内部に新たな水道の形成又は地下水量の増加による侵食量の増大のために認められ

る現象。斜面内部の空洞が拡大し、不安定化する。 

湧水の噴き出

し 

水の吹き出しが認められる 地盤内部に新たな水道の形成又は地下水量の増加による侵食量の増大のために認められ

る現象。斜面内部の空洞が拡大し、不安定化する。 

亀裂の発生 斜面に亀裂ができる 斜面内部の地下水位の上昇による圧力の増加等に伴い、斜面内部の結合力が低下し、斜

面の弱い部分に沿って異変（亀裂）が生じる現象。崩壊に至る可能性が高い。 

斜面のはらみ

だし 

斜面にはらみがみられる 斜面内部の地下水位の上昇による圧力の増加等に伴い、斜面内部の結合力が低下し、斜

面に変異が生じる現象。崩壊に至る可能性が高い。 

小石がぼろぼ

ろ落下 

小石が斜面からぼろぼろと落下す

る 

斜面内部の地下水位の上昇による圧力の増加等に伴い、斜面内部の結合力が低下し、斜

面の表層部の比較的弱い箇所から転石が生じる現象。崩壊に至る可能性が高い。 

地鳴り 斜面から異常な音、山鳴り、地鳴り

が聞こえる 

斜面内部の地下水位の上昇による圧力の増加等に伴い、斜面全体が岩塊として変異（移

動）するとともに、異常な音が発生する現象。崩壊に至る可能性が高い。 

１～２時間前 

小石がぱらぱ

ら落下 

小石が斜面からぱらぱらと落下す

る 

斜面内部の地下水位の上昇による圧力の増加等に伴い、斜面内部の結合力が低下し、斜

面の表層部の比較的弱い箇所から転石が生じる現象。崩壊に至る可能性が高い。 

新たな湧水の

発生 

新たな湧水がある 地盤内部に新たな水道の形成又は地下水量の増加による侵食量の増大のために認められ

る現象。斜面内部の空洞が拡大し、不安定化する。 

湧水の濁り 普段澄んでいる湧き水が濁ってき

た 

地盤内部に新たな水道の形成又は地下水量の増加による侵食量の増大のために認められ

る現象。斜面内部の空洞が拡大し、不安定化する。 

２～３時間前 

湧水量の増加 湧き水の急激な増加が認められる 地盤内部に新たな水道の形成又は地下水量の増加による侵食量の増大のために認められ

る現象。斜面内部の空洞が拡大し、不安定化する。 

表面流の発生 表面に流水がある 内部に水を含むことが出来ないため表面流が発生する。 

地すべり 

直前 

地鳴り・山鳴

り 

地鳴り・山鳴 地すべりブロック（土塊）の急激な移動により、地鳴り・山鳴りが発生する現象。 

家鳴り 地すべりブロック（土塊）の急激な移動により、地盤の変形や移動ブロックの境界付近

で変異が生じ、建物等の家鳴りが発生する現象。 

地面の震動 地面の震動 地すべりブロック（土塊）に急激な移動により、地面の震動が発生する現象。 

１～２時間前 

池や沼の水か

さの急変 

池や沼の水かさの急変 池や沼の水かさが急変する。 

亀裂・段差の

発生・拡大 

亀裂や段差の発生・拡大 地すべりブロック（土塊）の移動により、その周辺部で亀裂や段差が発生・拡大する現

象。 

落石・小崩壊

の発生 

落石や小崩壊の発生 地すべり末端付近の斜面で、地すべりの急激な変動のため落石や小崩壊が発生する現象。 

斜面のはらみ

だし 

地表面の凹凸の発生 地すべりブロック（土塊）の移動により、その周辺部で凹凸が発生する現象 

構造物のはら

みだし・クラ

ック 

擁壁のクラックや押し出し 地すべりブロック（土塊）の移動により、その末端部で擁壁の押し出しやクラックが発

生する現象。 

舗装道路やトンネルのクラック 地すべりブロック（土塊）の移動により、移動ブロックの境界付近を通過している道路

やトンネルにクラックが発生する現象。 

電線のゆるみや引っ張り 地すべりブロック（土塊）の移動により、移動ブロックと外部との間に変位が生じ、そ

の地域に設置されている電柱間で電線のゆるみや引っ張りが認められる現象。 

建物等の変形 

（戸の締まりが悪くなる。壁に隙間

ができる） 

地すべりブロック（土塊）の移動により、地盤の変形や移動ブロックの境界付近で変位

が生じ、建物等の変形が発生する現象。 

橋等に異常を生じる 地すべりブロック（土塊）の移動により、移動ブロックの境界にある橋りょうに変異を

生じる現象。 

根の切れる音 根の切れる音 地すべりブロック（土塊）の急激な移動により、すべり面沿いやブロック境界付近の根

が切断され、その音が聞こえる現象。 

樹木の傾き 樹木の傾き、木の枝先の擦れ合う音

（風のないとき） 

地すべりブロック（土塊）の急激な移動により、ブロック上の木々が傾いたり、すり減

ったりする現象。 

２～３時間前 

井戸水の濁り 地下水の濁り、湧水の濁りの発生 地盤内部に新たな水道の形成又は地下水量の増加による侵食量の増大のために認められ

る現象。斜面内部の空洞が拡大し、不安定化する。 

湧水の枯渇 湧水の枯渇 地盤内部に新たな水道の形成又は地下水量の増加による侵食量の増大のために認められ

る現象。斜面内部の空洞が拡大し、不安定化する。 

湧水量の増加 新しい湧水の発生、増加 地盤内部に新たな水道の形成又は地下水量の増加による侵食量の増大のために認められ

る現象。斜面内部の空洞が拡大し、不安定化する。 
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